





























いわ て 復興 未来 塾 作業 部 会 の 設置 に つい て 


1 目 的 
現在 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復興 に 向け 、 こ れ ま で に な い 規 模 で の 事業 が 
進め られ て いる が 、 そ の 大 き な 原 動力 と な っ て いる の は 、 県 民 全 体 の 「 地 元 の 底 
力 」 と 日 本 全国 、 さ ら に 世界 に 広がる 様々 な 「 つ な が り の 力 」 で ある 。 
これ ら の カ 力 を 一 層 伸 ば し 、 今後 の 復興 を 力強く 進め て いく た め に は 、 復 興 を 
担う 個人 や 団体 な ど 多 様 な 主体 が 、 復 興 に つい て 幅広 く 教 え 合 い 、 学 び 合 うと 
と も に 、 相 互 に 交流 や 連携 を し な が ら 、 復 興 の 推進 に 生か し て いく こと が 求め 
られ て いる 
この た め 、「 未 来 づ くり 三 人 づ くり 」 と の 考え 方 の も と 、 い わ て 未来 づく り 
機構 の 取組 と し て 、 新 た に 「 い わ て 復興 未来 塾 」 を 実施 する こと と し 、 そ の た 
め の 作 業 部 会 と し て 「 い わ て 復興 未来 塾 作業 部 会 」 を 設置 し 、 復 興 及 び 地 域 づ 
くり の 更 な る 推進 に つなげ て いく 。 










































































































































































2 組 織 

(1) 作業 部 会 座長 は 復興 局 副 局 長 と する 。 

(2 ) 作業 部 会 の 運営 に つい て 協議 する た め 部 会 員 を 置く 。 
《 部 会 員 ( 案 )》 
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岩手 県 復興 局 副 局 長 大 友宏 司 


























岩手 銀行 
岩手 大 学 
(3) 年 間 カ リキ ュ ラ ム の 作成 (講師 選定 ) な ど に つい て 助言 を 得る た め 、 ア ド 
バイ ザー を 置く 。 
(4) 事務 局 を 岩手 県 復興 局 に 置く 。 











3 「 い わ て 復興 未来 塾 」 の 開催 

(1) 年 6 回 開催 と する 。 

(2) 開催 場所 は 原則 盛岡 市 内 と し 、 治 岸 に お いて 1 2 回 開催 する 。 
(3) 年 6 回 の うち 1 回 は 県 内 復興 フォ ー ラ ム と の 併催 と する 。 

(4 ) 対象 に 制限 は 設け な い 。 ま た 、 受 講 料 は 無料 と する 。 

(5) 開催 日 ご と に テー マ を 設け 、2…3 人 の 講師 に よる 講義 を 行う 。 
( 6 ) 講義 終了 後 、 講 師 を 囲み 会 費 制 で 懇親 会 を 開催 する 。 

























































































4 活動 計画 
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平成 27 年 5 月 、7 月 、9 月 、11 月 、1 月 、3 月 の 土曜 日 に 開 1 






































いわ て 未来 づく り 機 構 が 平成 26 年度 に 取り 組ん だ 県 民 運 動 








県 民 運 動 


2016 項 望郷 いわ て 国体 
・ 大 会 開催 に 係る 協力 


県 氏 一 人 ひと り が それ ぞ れ の 

立場 で 支え る 

県 民 総 参加 の 国民 体育 大 会 ・ 
国 障 害 者 スポ ー ツ 大 会 の 

実現 に 向け て 取り 組む 





選手 の 競技 環境 を 整備 する こ 
と で 、 選 手 強 化 を 側面 か ら 支 
援 す る と と も に 

本 県 選手 の 活躍 に よる 県 民 へ 
の 勇気 と 活力 を 与え る きっ か 
け 作 り に 取り 組む 





| LC の 建設 実現 に 
向け た 取組 


岩 災 か ら の 復興 の 象徴 で あり 、 
多 文化 共生 社会 や 産業 の イノ 
ベー ショ ン な ど 和 社会 ・ 経 済 の 改 
革 の 象徴 に つなが る 

ILC の 実現 に 向け て 取り 組む 





























目标 


目指 す 容 (最終 目標 ) H26 年 度 機構 の 取組 目標 










画 県 内 外 各層 へ の 開催 趣旨 等 の 
国 H28 | 県民 総 参加 」 幅広 い 浸透 
に よる 国体 ・ 大 会 の 
実現 画 募 金 1 億 円 の 確保 
























1.1 eo 本 の 
国体 等 へ の 参加 、 お も て な し の 一 企 業 協賛 1.1 億 円 相当 の 確保 AM 
心 で 歓迎 、 復 興 支援 へ の 感謝 画 多 様 な 運動 に よる 盛り 上 が り 、 OO 行員 ボラ ンティア の 募集 

機運 の 醸成 
才 国术 参加 者 の 掘り 起 し 事務 局 へ 隊員 1 名 泌 
ボラ ンティア 参加 者 の 務 局 へ 職員 1 名 派遣 
希望 犯し 1) ( 国体 O 募 金 協力 (連合 会 100 万 円 、 
71 四 mk まき 広げ よう 感動 。 伝 えよ う 感谢 。 H25 県 内 商工 会 議 所 900 万 円 ) 
i | 1! わ て 大 会 ROOT 〇 募金 ・ 企 業 協 符 金 の 協力 依頼 
【岩手 银行 】 
国 引 化 浊 于 的 30 名 0 果 内 企业 O 強 化 選手 (ボー ト 競 技 )1 名 採 
へ の 
画 競 技 力 の 向上 に 向け た ER 
【 岩 手 銀行 】 
lea ne le 
誘致 活動 へ の 協力 (4 月 ~ 
画 建 設 実 現に 向け 国内 外 へ の 〇 岩手 日 報 特集 企画 に 志 贰 (7 月 ) 
「 世 界 唯一 の 候補 地 」 の 
a 【 商 工 会 議 所 連合 
認識 の 浸透 O 県 民 向 け Tl 
画 日 本 政府 の 誘致 表明 の 後押し 〇 学生 向け 講演 会 開催 (18 講 座 ) 





画 ILC の 建設 実現 






画 海 外 の 研究 者 と その 家族 等 の 受 
入 準備 の 促進 


international linear collider 


目 際 リー アコ ライ ダー を 、 N 





産 


【 岩手 銀行 】 

外 国体 店 援 二 儿 (店铺 壁面 从 
ナー 広告 、 ミ ニ の ぼり ) の 

掲出 (4 月 ご ) 

〇 協賛 金 の 協力 等 「 国 体 パ ー ト 

ナー」 と し て の 取組 み (4 月 て ) 

〇 事務 局 へ の 人 材 の 派遣 (24 年 

10 月 て 1 名 ) 

〇 国体 応援 ウォ ー ル ステ ッ カ ー 、 


CO 調 査 研究 視察 (KEK 等 ) 

〇 要望 提言 活動 (26 回 ) 

〇 国際 会 議 へ の 協力 (3 回 ) 
〇 し セブ ショ ン の 開催 (1 月 LCC) 
〇 提言 書 の 取り まとめ 

〇 情報 発信 の 強化 

〇 各種 グッ ズ の 作成 ・ 配 布 
ILC 応 援 年 賀 状 (28.000 枚 ) 
応援 ポロ ン ャ ツ (700 枚 ) 

クリ アフ ァイル (1.700 枚 ) 








ーー 
活動 状況 


至 








【岩手 大 学 】 
〇 地域 課題 解決 プロ グラ ム の 募 
集 


【 県 立 大 】 


〇 大 学 HP へ の 「 い わ て 国体 」 バ 
ナー の 掲示 


〇 国体 標準 献立 原案 作成 協力 


〇 全国 障害 者 スポ ー ツ 大 会 ボラ 
ンティア へ の 対応 の 検討 


【 岩 手 大 学 】 

〇 国体 強化 指定 
習 会 場 の 提供 

〇 岩手 大 学 ス ポー 
よる 競技 指導 


選手 に 対す る 練 


ツ コ = ポジ | ミ 


【岩手 大 学 】 

OILC 推 進 会 議 (4 月 、10 月 ) 

〇 加速 器 科学 連続 セミ ナー 
( 全 5 回 ) 

QO 日 本 学術 会 

の 開催 

〇 高 エ ネル ギー 加速 器 研究 機構 と 

の 連携 協力 協定 締結 

〇 岩手 大 学 講演 会 in 札幌 で の 講演 


議 公 開 学術 講 演 会 


【 県 立 大 学 】 

OILC 計 画 を テー マ と し た 公開 講座 
の 開催 

OILC 建 設 に 伴う 外国 人 研究 者 の 
受入 れ に 向け た 取組 に つい て の 研 
究 ( 地 域 提案 型 地域 協 働 研究 ) 





資料 No.2 


県 


〇 総合 的 な 企画 立案 、 連 絡 調整 
〇 イメ ー ジ ソン グ 、 ダ ンス に よる 
普及 啓発 

〇 募金 ・ 企 業 協賛 の 募集 (12 月 末 
実績 募金 3100 万 円 、 企 業 協賛 
5.800 万 円 ) 

〇 情報 支援 ボラ ンティア 参加 者 
募集 (12 月 末 果 計 660 人 ) 

〇 テレ ビ 、 ラ ジオ 、 HP 等 を 活用 し 
た 、 広 報 展開 


O28 年 度 採用 に 向け た 就職 面接 
会 の 開催 (27 年 3 月 ) 
選手 50 名 、 企業 20 社 (参加 予定 ) 


〇 企業 等 へ の 働き 掛け 
27 年 4 月 採用 内 定 者 26 名 
(民間 企業 、 県 教委 ・ 盛 岡市 ・ 北 
上 市 スポ ー ツ 特別 選考 採用 等 ) 


〇 総合 的 な 企画 立案 、 連 絡 調整 
〇 国 へ の 要望 (5 月 、6 月 ) 


〇 関係 団体 が 行う 講演 会 の 開催 支 
援 、 講 演 会 講師 対応 (随時 ) 


〇 テレ ビ 、HP 等 を 活用 し た 広報 活 
動 


〇 研究 者 視察 対応 (11 月 、1 月 ) 
〇 国際 会 議 対応 (8 月 、9 月 ) 


〇 英語 版 HP の 作成 等 に よる 外国 
人 研究 者 向け 情報 発信 


〇 県 内 企業 の 加速 器 産業 へ の 参 
入 可 能 性 调查 





いわ て 未来 づく り 機 構 が 平成 26 年 度 に 取り 組ん だ 県 民 運 動 

















県 民 運 動 


台湾 と の 
定期 便 の 就航 


4 月 か ら の 定期 チャ ー タ ー 便 
運航 を 契機 に 、 

当該 便 の 延長 、 さ ら に は 定期 
便 化 の 実現 に 向け て 取り 組む 





「 平泉 世界 遺産 の 日 」 


(6.29 ) に 関す る 取組 








平泉 の 文化 遺産 に つい て 国 
内 外 の 人 々 の 理解 を 深め 、 
将来 の 世代 に 継承 し て いく と と 
も に 平泉 世界 遺産 を 活用 し た 
地域 の 振興 に 取り 組む 





























Emma 目标 | 活动 状况 | 
目指 す 姿 (最終 目標 ) | H26 年 度 機構 の 取組 目標 産 学 県 
【岩手 银行 】 【岩手 大 学 】 〇 県 ミッ ショ ン 団 派遣 、 知事 


田 経 済 ・ 文 化 等 の 
交流 の 促進 


画定 期 便 の 就航 


田 春 季 定 期 チ ャ ー タ ー 便 の 
利用 者 1.350 名 確保 


画定 期 便 の 就航 実現 


“台湾 


Se 
に 11 上 押し し 1 


画 平 泉 文化 遺産 の 
理解 促進 


画 将 来世 代 へ の 継承 


国平 朱文 化 遗产 六 
活用 し た 地域 振興 


图 第 1 回 ! 平泉 世界 遺産 の 日 」 
を 契機 と し た 関連 事業 の 実施 
及び 参画 








O 〇 県 作成 の 「 定 期 便 就航 ポス 
ター」「 ミ ニ の ぼり 」 を 県 内 の 支店 
に 掲出 

〇 海外 視察 団 と し て 支店 長 5 名 を 
台湾 へ 派遣 (5 月 ) 


【 商工 会 議 所 連合 会 

〇 ミッ ショ ン 団 ・ 中 尊 寺 ハス を 広め 

る 会 「 台 湾 に お ける 株 分 け 」(4 月 ) 

参加 者 : 広 め る 会 11 名 

〇 経済 ミッ ショ ン 団 ①(4 月 ) 
参加 者 :10 名 

〇 いわ て 観光 ミッ ショ ン 団 (5 月 ) 
参加 者 :26 名 

〇 経済 ミッ ショ ン 団 ②(6 月 ) 
参加 者 :22 名 


【岩手 银行 】 

〇 行員 に よる 、 事 前 準備 お よび 
当日 の イベ ント 活動 へ の 協力 

【 商 工 会 議 所 連合 会 

〇 平泉 世界 遺産 の 日 推進 協議 
会 会 長 と し て の 活動 


〇 世界 遺産 平泉 の 価値 ・ 理 念 
の 普及 活動 


〇 世界 遺産 平泉 と 連携 し た 観光 
商工 業 の 振興 、 観 光 イ ベン ト や 旅 
行商 品 の 造成 等 

〇 構成 団体 に よる 自主 的 取り 組 
从 


〇 平泉 ナン バー の 導入 ・ 普 及 





〇 国立 高雄 師範 大 学 と の 学術 交 
流 の 実施 


〇 台北 駐日 経済 文化 代表 処 及 び 
台湾 観光 協会 東京 事務 所 と の 勉 
強 会 の 開催 


〇 地域 課題 解決 プロ グラ ム の 募 
集 


【 県 立 大 学 】 
国際 定 期 便 就 航 に 向け た 地域 
の 国際 化 推進 に 関す る 研究 ( 地 
域 提案 型 地域 協 働 研究 ) 


O 朝 陽 科技 大 学 と の 国際 交流 協 
定 に 基づく 活動 や 台湾 で 開催 さ 
れ た 災害 管理 に 関す る 国際 ワー 
クシ ョ ッ プ へ の 参加 な ど 人 台湾 の 大 
学 等 と の 交流 


【 岩 手 大 学 】 

O「 平 泉 世 界 遺 産 の 日 」 に 合わ せ 、 
県 民 一 般 を 対象 と し た 講演 会 
を 開催 (7 月 ) 


〇 県 民 一 般 を 対象 と し た 「 平 泉 文 
化 セ ミナ ー」 を 開催 (定期 ) 


〇 東京 都 板橋 区 と の 「 板 橋 区 ・ 岩 
手 大 学 連 携 講座 」 に お いて 平 
泉 文化 に 関す る 講義 を 実施 
(10 月 ) 


〇 岩手 大 学 講演 会 in 札幌 で の 講 
演 


【 県 立 大 学 】 

〇 院政 期 平 泉 の 仏 会 と 表象 に 関 
する 歴史 学 的 研究 (県 教育 委員 
会 と の 共同 研究 ) 





に よる トッ プ セ ー ル ス (4 月 ) 


〇 パス ポー ト 取 得 応援 キャ ン 
ベ ペー ン 、 国 際 交 流 拡大 支援 助 
成 等 に よる 需要 創出 


〇 テレ ビ 、 ラ ジオ 、 ホ ー ム ペー 
ジ 等 を 活用 し た 機運 醸成 


〇 春季 便 は アウ トバ ウン ド で 
1152 名 (実数 ) が 利用 


〇 秋季 便 の 運航 も 実現 。 ア ウト 
バウ ンド で 962 名 (実数 ) が 利用 
〇 春秋 の 合計 で アウ トバ ウン ド 
2114 名 (実数 ) が 利用 


O 講 演 会 ・ シ ン ポ ジウ ム の 開催 
(5 月 6 月 ) 


〇 カエ ル 板 絵 の 特 別 公開 (6 月 ) 


〇 パネ ル 等 の 展示 (県 民 室 ・ ア 
イー ナ ・ 県 立 図書 館 、6 月 ) 


〇 県 民 講座 の 開催 
・ イ ベン ト タ イ アッ プ に よる 「 平 泉 
県 民 カ レッ ジー 楽し く 学ぶ 平泉 
て 」 の 開催 (9 月 ) 
・ テ レビ 、 ラ ジオ に よる 「 県 民 講 
座 」 の 開催 (8 月 2 月 ) 


O「 い わ て 世界 遺産 祭 」 の 開催 
(10 月 ) 


〇 県 政広 報 誌 『 い わ て グラ フ 』、C 
M( テ レビ 、 ラ ジオ ) 、 ホ ー ム 
ペー ジ 等 を 活用 し た 広報 展開 














平成 26 年度 いわ て 未来 づく り 機構 
第 3 回 ラウ ンド テー ブル 资料 


産業 復興 作業 部 会 
医療 福祉 体制 作業 部 会 
か け 橋 作業 部 会 


東北 未来 創造 イニ シア ティ ブ 作 業 部 会 
復興 教育 作業 部 会 





いわ て 未来 づく り 機構 産業 復興 作業 部 会 の 
活動 状況 等 (27. 3. 14) 


テー マ : 産業 基盤 の 集積 と 強化 に つい て 
座長 : 藤代 博之 担当 機関 : 岩手 大 学 





報告 要旨 
| 本 部 会 で は 、 機構 設立 当時 か ら 地 域 も の づく り 産 業 に 対し て 本 部 会 を 中 心 と する 地 
域 産学 官 が 支援 すべ き 7? 項 目 に つい て 順次 検討 を 行っ て きた が 、 そ の 中 で 懸案 事項 で 
あっ た 企業 連携 や 産業 復興 に 不可 欠 な コー ディ ネー タ の 活動 の 在り 方 に つい て 、1I N 
S コー ディ ネー ト 研 究 会 や 産業 支援 機関 等 と の 意見 交換 、 他 県 ユー ディ ネー タ の 活動 
等 の 情報 収集 を 通じ て 課題 を 明らか に する 調査 活動 を 行っ て きた 。 この 結果 を 基 に 年 
度 示 に 有る べき 方 策 に つい て 提言 と し て 取り まとめ る こと と し て いる 。 


1 . 平成 26 年 度 の 部 会 開催 実績 と 検討 内 容 等 (アウ トブ プット ) 


平成 26 年 4 月 3 日 主査 を 務め る 岩手 大 学 の 学内 組織 体制 の 改編 に より 、 座長 を 支え る 体 




















制 の 確認 と 26 年 度 方 針 協議 を 実施 
平成 26 年 6 月 10 日 INS コーディ ネー ト 研 究 会 (会 长 : 小山 康文 ( 公 財 ) いわ て 産業 振 
興 セ ンタ ー 事 業 化 プ ロモ ー タ ー、 会 員 55 名 ) 幹事 会 と の 意見 交換 を 実施 
平成 26 年 11 月 7 日 山形 大 学 で 開催 され た 東北 地区 共同 研究 セン ター 連絡 協議 会 に お い 
て 各 大 学 の コー ディ ネー タ の 雇用 状況 等 に つい て 調査 
平成 26 年 12 月 10 日 - INS コ ー デ ィ ネ ー ト 研究 会 に 参加 し 、 本 県 コー ディ ネー タ の さき が 


け で ある 凡 野 和夫 氏 の 講演 や 地域 企業 と の 信頼 関係 を 構築 し 、 持 続 的 な 
活動 を 展開 し て いる 花巻 市 起業 化 支 援 セ ンタ ー 佐 藤 統括 コー ディ ネー 
タ の 報告 等 を 聴取 


平成 37 年 3 月 28 日 コー ディ ネー タ の 在り 方 に つい て 考え る セミ ナー を 開催 予定 























2. 平成 26 年 度 の 活動 に 係る 成果 と 課題 等 の 評価 (アウ トカ ム ) 
|  H26 活 動 計画 | H26 活 動 状 況 ・ 成 果 ・ 課 題 
コー ディ ネー タ の 問題 に つい て 、 作 | これ まで の 調査 活動 に より 次 の 課題 が 判明 

業 部 会 で の 議論 、 I N S コー ディ ネー | (1) コー ディ ネー ト 活 動 を 実施 し て いる 人 材 の 職種 は 様々 

ト 研究 会 や 沿岸 地域 で 活動 し て いる コ | 産業 連携 、 企 業 連携 、 産 学 連 携 、 起 業 支 援 、 復 興 支 援 な ど 
ー デ ィ ネ ー タ 、 産 業 支援 機関 等 と 意見 | に 携わる 多様 な 分 野 で コー ディ ネー ト す る 人 材 が 活躍 し て お 
交換 を 通じ て 課題 を 明らか に する と と | り 、 そ の 名 称 も コー ディ ネー タ の ほか 、 プ ロモ ー タ ー、 イ ン 
も に 、 有 る べき 方 策 に つい て 提言 と し | キュ ベー ショ ンマ ネー ジャ ー、 マ ッ チ ング プラ ン ナ ー、. ア ド 
て 取り まとめ る 。 バイ ザー な ど 多 様 
(2) コー ディ ネー タ の 活動 は 特定 分 野 に 限定 され 、 そ の 雇用 期間 
も 総じて 短期 

県 内 で 活躍 し て いる コー ディ ネー ト 人 材 は 、 前 述 の 通り 多 
様 な 名 称 で 雇用 され て いる が 、 雇 用 財源 の 殆ど は 国 の 財源 に 
依存 し て お り 、 結 果 と し て 国 の 制度 の 改廃 に 雇用 も 左右 。 そ 
の た め 、 短 期 の 雇用 が 殆ど で あり 、 そ の 活動 分 野 ・ 範 囲 も 国 
.| の 制度 に より 制限 。 ' 





















(3) コー ディ ネー ト 人 材 の 育成 に 課題 

コー ディ ネー ト 人 材 の 雇用 の 多く が 短期 で ある こと 等 か ら 
即 戦力 人 材 と し て の 企業 退職 者 の 雇用 が 中 心 で あり 、 コ ー デ | 
ィ ネ ー タ と し て 必要 な 知識 の 習得 する た め の 研 修 制 度 が 地域 
に は な い 。 また 、 特 定 資金 ・ 短 期間 で の 雇用 と な る こと か ら 、 
若手 人 材 の 雇用 に ハー ドル が 高く 、 か つ 、 企 業 に 寄り 添い 、 
長期 を 見 通し た コー ディ ネー ト が で き 難 い 状 況 に な っ て い 
る 。 


3 . 今後 の 活動 方 針 ・ 予 定 

岩手 県 内 の も の づく り 企業 数 は 、 平 成 4 年 に 4 千 社 強 あ っ た が 、 現 在 は ほぼ 半減 し て お り 、 企 業 数 の 
増加 、 即 ち 企業 誘致 や 起業 化 が 喫緊 の 課題 と な っ て いる 。 

そこ で 、 部 会 メン バー を 中 心 に イノ ベー ショ ン と 起業 化 を テー マ に 議論 を 深め て いき た い 。 








いわ て 未来 づく り 機 構 医療 福祉 体制 
活動 状況 等 (27.3.14) 
テー マ : 医療 と 福祉 体制 の 整備 一 見 守り を 核 と し た 被災 地 の 生 活 支援 型 コ ミュ ニテ 
ィ づ くり 
座長 : 小川 晃子 - 担 当 機関 : 岩手 県 立 大 学 





報告 要旨 
(1) 復興 庁 「 新 し い 東 北 」 先 導 モ デル 等 の 外部 資金 を 獲得 し た 。 
(2) それ に より 、25 年 度 末 に 立ち 上 げた 産 官学 協 働 体制 を 基盤 と し て 、 ア クシ ョ 
ン リ サー チ に 取り 組み な が ら 、 
(3) 人 的 見 守り と IGT に よる 見 守り の 両面 の 体制 整備 を 釜石 地区 で 実証 実験 を 行 
い 、 
(4) それ を も と に 成果 報告 や 普及 に 向け た 取り 組み を 行っ て いる 。 


1 . 平成 26 年 度 の 部 会 開催 実績 と 検討 内 容 等 (アウ トブ プッ ト ) 

平成 26 年 9 月 29 昌 産学 官 研究 会 (参加 者 13 名 ) 

平成 26 年 12 月 16 晶 放学 官 研究 会 (参加 者 10 名 ) 

平成 27 年 1 月 18 晶 産学 官 研究 会 (参加 者 30 名 以上 、 花 巻 に お いて 「 服 薬 見 守り 」 テ ー マ ) 
平成 27 年 2 月 21 晶 日 本 速 隔 医 療 学 会 見 守り 分 科 会 に お いて 、 見 守り 事業 者 連 失 壇 識 会 の 準 

























備 会 議 を 立ち 上 げ 

平成 26 年 10 月 4 日 研究 者 に よる 地域 包括 ケア と 見 守り 研究 会 (参加 者 5 名 ) 
平成 26 年 12 月 29 日 研究 者 に よる 多様 な ICT 活 用 見 守り 分 析 研 究 会 (参加 者 3 名 ) 
平成 27 年 1 月 9 日 研究 者 に よる 多様 な ICT 活 用 見 守り 分 析 研 究 会 (参加 者 2 名 ) 
平成 27 年 1 月 16 晶 研究 者 に よる 服薬 見 守り 研究 会 (参加 者 部 会 メン バー4 名 他 ) 
平成 26 年 8 月 29 晶 ボー タル サイ ト 構 築 検討 ワー キン グ (参加 者 5 名 ) 
平成 26 年 11 月 1I 日 " ボー タル サイ ト 構 築 検討 ワー キン グ (参加 者 5 名 ) 
平成 26 年 12 月 16 晶 ICT 見 守り と 買い 物 支援 の 連携 検討 ワー キン グ (参加 者 5 名 ) 
平成 26 年 7 月 26 日 釜石 地区 に お ける 実証 実験 体制 検討 ワー キン グ (参加 者 4 名 ) 


平成 26 年 8 月 19 日 



















釜石 地区 に お ける 実証 実験 体制 検討 ワー キン グ (参加 者 4 名 ) 


2. 平成 26 年 度 の 活動 に 係る 成果 と 課題 等 の 評価 (アウ トカ ム ) 
H26 活 動 状 況 ・ 成 果 ・ 課 是 
① 産 学 官 協 働 の 研究 会 開催 (10 回 以上 ) | ① 産 学 官 協 働 の 研究 会 開催 (上 記 の 通り ) 
② フ ィ ー ル ド で の アク ショ ン リ サー チ | ② 多 様 な ICT 活 用 見 守り を まとめ る 「 ボ ポー タル サイ ト 」 を 構築 
| し 、 地 域 の 見 守り 人 材 の 体制 づく り と 重ね て 、 釜 石 地区 で 実 
証 実験 を 実施 し て いる 。 

@ 3 つの 資金 を 獲得 し た 

地域 の 合意 形成 : 復興 庁 「 新 し い 東 北 」 先 導 モ デル 事業 

地域 の 見 守り 人 材 と ICT 活 用 見 守り シス テム 実態 と 課題 把 

所 : 岩手 県 立 大 学 復興 加速 化 プ ロジ ェクト 

見 守り ポー タル サイ ト 構 築 : NTT ド コモ 共同 研究 費 
④ 県 政 テ レビ 番組 「 い わ て ! わん こと 広 報 室 」11 月 24 日 放送 
[第 33 回 】 ICT で 高齢 者 の 見 守り を 1 て いわ て “お げん き " 












.| 外部 資金 の 確保 






③④ 成果 報告 ・ 普 及 













み ま も り シ ステ ムー で 紹介 され た 。 ま た 、 平 成 27 年 度 か 
ら 5 年間 小学 5 年 生 の 社会 科 の 教科 書 (東京 書籍 ) の 記事 
に 掲載 され る な ど 、 広 報 ・ 普 及 に つと め て いる 。 

⑧ 県 内 医療 ・ 福 祉 の 連携 講演 活動 ' 

・ 平 成 26 年 11 月 9 日 岩手 県 立 大 学 公開 講座 釜石 講座 「 見 
守り と 地域 づく り 」 小川 晃子 . 

' 平成 26 年 12 月 15 日 岩手 医科 大 学 厚 生 労働 科学 研究 補 
助 金 「 持 続 可 能 な 広域 医療 情報 連携 ネッ トワ ー ク シス テム 
の 構築 に 関す る 研究 」 第 4 回 班 会 議 特別 講演 「ICT を 活用 し | 
た 見 守り ネッ トワ ー ク 形成 一 地域 包括 ケア に 資す る た め 
に 」 小川 晃子 

・ 平 成 27 年 2 月 12 日 岩手 県 立 病院 医学 会 学術 講演 会 「 地 
域 医療 福祉 情報 化 の 目的 を 考え る 一 見 守り は 世界 を 救 う 」 
鎌田 弘之 




















その 他 : 医療 ・ 福 祉 の 連携 と 地域 包 
括 ケ ア に 資す る 講演 活動 


3. 今後 の 活動 方 針 ・ 予 定 
① 平 成 26 年 度 の 実証 実験 の 成果 を 基盤 と し て 、 岩 手 県 全体 の 「 孤 立 防止 と 生活 支援 型 コ ミュ ニテ ィ づ ブ 
くり 」 の シス テム 化 に つなげ る 活動 へ と 拡大 する 
特に 、 市 町 村 の 地域 包括 ケア 体制 づく り に 資す る 具体 的 な 方 策 と し て 政策 提言 を 行う 。 
その た め に 、 次 の 活動 を 継続 的 に 行う 予定 で ある 。 
② 産 学 官 の 検討 体制 を 維持 
岩手 県 立 大 学 社会 福祉 学部 、 盛岡 赤十字 病院 ・ 盛 岡市 立 病院 等 医師 、 岩手 県 (復興 局 ・ 保 健 福祉 部 ) 、 


岩手 県 社会 福祉 協議 会 、NTT ド コモ 、 A 
⑧③ 外 部 資金 を 継続 的 に 確保 

クア ルコ ムジ ャ パン 助成 金 「 生 大 的 見 守り の 構築 の た め の 先導 研究 」 は 、 金平 田地 区 を フィ 
ー ル ド と する 取り 組み で 内 定 を 得 て い る 。 そ れ 以 外 の 取り 組み に つい て も 検討 中 。 
③④ 成果 報告 ・ 普 及 

岩手 県 内 の 地域 包括 ケア シス テム の 取り 組み に 向け て 広報 を 実施 する 、 ま た 、 日 本 遠隔 医療 学会 見 
守り 分 科 会 、 及 び 見 守り 事業 者 協議 会 を 基盤 と し て 活動 の ネッ トワ ー ク を 形成 する 。 





9 ] 平成 26 年 度 「 新 し い 東 北 」 先 導 モ デル 事業 


取組 の 目的 ・ 概 要 ・ 先 導 性 


取組 全体 の 目的 ・ 概 要 : 被災 地 を 中 心 と する 高齢 者 の 社会 的 百 立 や 自殺 を 予防 する た め 、 各地 域 で 導入 され て いる ICT( 情 報 通信 技術 ) を 活用 し た 見 
守り シス テム の ポー タル サイ ト を 岩手 県 立 大 学 ・ 岩 手 県 ・ 岩 手 県 社会 福祉 協議 会 ・ NTT ド コモ 等 が 連携 し て 構築 し 、 それ を 活用 し た 地域 ご と に 見 守り の 
人 的 体制 を 強化 ・ 進 化す る と と も に 、 生活 支援 型 コミ ミュ ニテ ィ づ くり を 進め る 。 

取組 の 先導 性 : 復 興 支 援 と し て 導入 され た ICT 見 守り 活用 シス テム は 、 人 的 見 守り 体制 と つなが っ て いな いな ど 運 営 に 課題 が ある も の が 多い 。 そこ で 、 
多様 な シス テム を ネッ トワ ー ク 化し 、 安否 や 異変 に 関す る 情報 を 地域 の 見 守り 者 に 適切 に 共有 し 、 確実 な 見 守り が で きる よう に する こと の 先導 性 は 高い 











【 取 組 ①「 地 域 の 合意 形成 』、 実 施主 体 岩手 景 立 大 学 "岩手 暴 " 岩 手 虹 【 取 組 ③「 事 業 名 ポー タル サイ ト 構 築 」、 実 施主 体 岩手 県 立 大 学 ・NTT ド コモ 】 
社会 福祉 協議 会 】 7 月 >12 月 


_ (1) 研 究 会 全体 会 議 (7 月 て 1 月 計 10 回 釜石 市 等 で 開催 ) 

(2) ワ ー キ ング グル ー プ (7 月 ~1 月 10 人 X45 人 日 釜石 市 等 フィ ー ル 
ド 3 か 所 ) 

を ワー クシ ョ ッ プ 錠 見 守り 機関 ・ 人 材 20 名 x 3 フィ ー ル ド 

る 外部 評価 評価 委員 (3 名 ) が ワー クシ ョ ッ プ 参与 観察 等 を し 評価 


8 ae 
情報 の 発信 


【 取 組 ②「 見 守り 体制 整備 」、 実 施主 体 岩手 県 立 大 学 ・ 岩 手 県 ・ 県 社協 】 pr pion 2 の 9 


るる 能動 的 ・ 受 助 的 な 


(1 見 守り 実態 詳細 把握 (7 月 9 月 被災 地 を 中 心 と し た 岩手 県 内 全域 ーー | me 


「 見 守り 機関 調査 」( 市 町 村 、 市 町 村 社 協 、 地 域 包 括 支援 セン ター 等 燕 皆 ) 7 ン サ ー 降順 
「 見 守り 人 材 調 査 」( 民 生 委 員 、 生 活 支援 相談 員 、 仮 設 住宅 団地 連絡 中 等 ) i ; は 9 
「ICT 活 用 見 守り シス テム 調査 」( 緊 急 通報 、 セ ン サ ー、 他 者 見 守り 、 

買い 物 等 の 生活 支援 の た め の ICT 活 用 シス テム ) 

(2 実証 実験 (11 月 2 月 釜石 市 等 3 フィ ー ル ド ) 

@ ボ ポー タル サイ ト を 人 的 見 守り ネッ トワ ー ク の な か で 利用 
る ポー タル サイ ト 稼 働 に よる 、 見 守り の 確実 性 向上 等 の 効果 ・ 問 題 の 把握 


(1) 岩手 県 内 で の 普及 ・ 拡 充 ー 

① ポ ボ ポー タル サイ ト を 使っ た 見 守り 体制 を 全 県 的 に 拡大 ② 人 的 な 見 守り ネッ トワ ー ク の 強化 と 進化 を 進め る ③ 生 活 支援 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり を 進め る 。 

(2) 福 島 県 ・ 宮 城 県 の 被災 者 の 孤立 防止 と 生活 支援 型 コミ ュ ニ ティ づく り へ の 展開 

① 復 興 庁 主催 「 コ ミュ ニテ ィ 研 究 会 」( 平 成 25 年 12 月 ) で の 小川 講演 契機 と する 広域 避難 者 へ の 対応 連携 ② 名 取 市 に お ける 多様 な CT 見 守り 等 と の 連携 等 























165 以上 の 人 口 の ちり あい I 
@ 思 増加 す る 日 本 の お 年 寄 わ 岩手 県 の 65 才 
以上 の お 年 寄り の うち , 12.1% が 一 人 ぐら し で す 。 
回 岩手 県 潤沢 市 







【 た ぎ 
~ 
~ 


お 年 寄り を 見 守る シス テム 岩手 県 溢 濯 市 に 住 


の グラ フ を 見 て 話し 合っ て いま す 。 
「 岩 手 県 は 。 65 オ 以上 の お 年 寄り が 人 ロ 
(に し め る わり あい が 全国 より 高い ん だ ね 。」 
「 お 年 寄り が 増え る と , どん な こと に 気 を 
つけ れ ば いい の か な 。」 

そこ で みさ き さ ん た ち は , 近く に ある 大 学 の 小 
川 先 生 の お 話 を うか が うこ と に し まし た 。 













「 日 人 ぐら し の お 年 寄り を どう 見 守っ て いく か が . 
大 き な 課 題 で す 。 わた し の つと ぬ め て いる 大 学 で は , 県 や 社 
会 福祉 協議 会 と 協力 し て , 情報 通信 技術 を 活用 し た お 年 寄 
り の 見 守り シス テム を 開発 し て いま す 。 


























































































































































































み ま も りさ ん 上 
@ 民 生 委员 @ 近 所 の 人 


SR た く は い ぴ ん 
ぐら し の お 年 寄 り " み ま も り " 発 信 天 宅 配 便 の 人 な ど 


LL, 


"お げん ぎ " 発 信 






































































みさ き さ ん た ち は , 小川 先生 か らし ょ うか いし 
て いた だ いた , 滝沢 市 の 社会 福祉 協議 会 を た ず ね 


て ,「 い わ て “お ば げんき” み ま も リ シ ス テム 」 に PO マー 
. | |2 ば ぱん すこ し げん き 
つい て 話 を 聞き まし た 。 |3 ば ん わる わる い 衣 


|4 ば ん . は な し た い 理 3 


NMR @ 還 “お げん ぎ " 発信 お 年 寄り が 電話 を 
Cre か け , 音声 案内 に し た が っ て [41」 を お す . 
この シス テム は , お 年 寄り が 一 日 1 回 自宅 と , 社会 福祉 協議 会 に 電話 が つなが り ま す 。 


識 の 電話 を 合い, その 日 元気 で ちる か どう か を , | 学 社会 柱 社 协 训 会 

電話 の ボタ ン を 使っ て 自分 か ら サ ー バ ー へ 発信 する し くみ | 社会 福祉 活動 を 進め る こと を 目的 
で す 。 社 会 福祉 培 議 会 で は 。 パ ソコ ン 上 で 発信 の じょう き と し て 設け られ て いる 民間 の 組織 で 
30 よう を 確認 し ます 。 速く に 住ん で いる 家族 に , 発信 し た こ . 
と を 電子 メー ル て 転送 する こと も で きる の で 家族 も 安心 
で きま す 。 



























げん ざい 














現在 で は , 員 急 時 に 通報 する と き に も 使え る シ 
ステ ム や , セン サー に よっ て お 年 寄り の 様子 を 見 



























































WI 「" お げん 寺 " 発信 ]」 と , 緊急 通報 シス 
守る シス テム な どの 開発 が 進め られ て いま す 。 テム が ー 体 化し た 拉 





いわ て 未来 づく り 機 か け 和 作業 部 人 
活動 状況 等 (27.3.14) 


テーマ : 


報告 要旨 










平成 26 年 10 月 28 日 ( 火 ) 


平成 26 年 11 月 5 日 ( 水 ) 


平成 27 年 1 月 23 日 ( 金 ) 


① 復興 支援 マッ チン グ の 推進 
被災 地 の 復 興 支援 ニー ズ を 的 確 に 把握 す 
る と と も に 県 内 外 の 支援 者 を 募り マッ チン 
グ を 実現 。 
目标 : 支援 笛 所 数 300 箇 所 
② 復興 関連 情報 の 発信 
復興 支援 ボー タル サイ ト 「 い わ て 三陸 復興 


の 進み 具合 等 を 発信 。 
目標 : ポー タル サイ ト 復 興 ト ピッ クス 掲 
。 戦 数 360 件 
③ 復興 支援 ネッ トワ ー ク の 強化 
復興 支援 を 速やか に 実現 で きる よう 県 内 
外 で の ネッ トワ ー ク を 強化 。 


图 4 回 、 计 12 回 


昨年 度 に 引き 続き 公益 社団 法人 助け あい ジ 
ング や 復興 関連 情報 の 発信 、 復 興 支 援 ネ ットワーク の 強化 を 推進 。 

盛岡 市 及び 沿岸 4 箇所 (陸前 高田 市 、 釜 石 市 、 宮 古市 、 久 慈 市 ) に コー ディ ネー 
ター を 11 名 配置 し きめ の 細か い 復 興 支援 サー ビス を 提供 する こと で 着実 に 成果 を 
上 げ て いる が 、 被災 地 に お ける 復興 支援 ニ 
る 認識 の 変化 な 志 以 電 を 取 りり 符 く 状 多 の 正 化 へ の が 応 が 痢 邊 。 


第 2 回 アド バイ ザー 会 議 開催 (参加 者 : 6 名 ) 
平成 25 年 度 実績 及び 平成 26 年 度 実施 状況 に つい て 
平成 27 年 度 の 方 向 性 に つい て 
第 3 回 作業 部 会 開催 (参加 者 : 8 名 ) 
平成 2 年度 実 績 及び 平成 26 年 度 実施 状況 に つい て 
平成 27 年 度 の 方 向 性 に つい て 
第 4 回 作業 部 会 開催 (参加 者 : 8 名 ) 
平成 27 年 度 業務 企画 コン ペ に つい て 


2 . 平成 26 年 度 の 活動 に 係る 成果 と 課題 等 の 評価 (アウ トカ ム ) 





① 復興 支援 マッ チン グ の 推進 


の か け 橋 」 等 を 活用 し 、 被災 地 の 現 状 や 復興 


復興 関連 情報 の 発信 


・ 件 。 
目標 : 交流 会 開催 数 沿岸 地区 8 回 、 首 都 
閲覧 数 は 横ばい の 状況 。 





"DCE 陸 復興 の か け 橋 プロ ジェ クト 」 の 推進 
座長 : 高橋 徹 


担当 機関 : 岩手 県 





ク ャ パン に 業務 委託 し 、 復興 支援 マッ チ 


ー ズ の 変化 や 震 炎 の 風化 、 被災 地 に 対す 
































H26 活 動 状況 ・ 成 果 ・ 課 題 









平成 27 年 2 月 末 段 階 で 目標 を 上 回 る 朝 科 所 へ 
の 支援 を 実現 。 

アサ ヒ グ ル ー プ が 披 災 地 の 郷 土 芸 能 活動 を 支 
援 す る 事業 の 創設 、 実 施 に 協力 し 、 平 成 26 年 7 
月 に 45 件 21. 241 千 円 の 助成 を 実現 する と と も 
に 、 同 年 12 月 に 今後 も 両 者 が 連携 ・ 協 力 し て 被 
災 地 の コミ ュ ニ ティ 再生 を 支援 し て いく 内 容 の 
アラ イア ンス を 締結 。 

物資 供与 や ボラ ンティア 派遣 、 イ ベン ト 開 催 な 
どー 過 性 の 支援 割合 が 高い 状況 。 












平成 27 年 2 月 末 段 階 の トピ ックス 掲載 数 は 便 


ボー タル サイ ト に 様々 な 情報 を 掲載 する 一 方 で 


③ a ク の 強化 
沿岸 地区 の 交流 会 は 8 回 開催 。 内 容 も 商談 会 
助成 団体 に よる 支援 制度 説明 会 な ど 工夫 。 
首都 圏 の 交流 会 は 、 参加 企業 ・ 団 体 の 掘り 起こ 
し に 苦戦 し て お り 、 2 回 で 打 切 り 。 


. 今後 の 活動 方 針 ・ 予 定 
ーー 高齢 化 が 急速 に 進む 被災 地 の 状 況 に 鑑み 、 中 長期 的 視野 に 立ち 被災 地 を 支援 する た め 、 
事業 内 容 に つい て 以下 の と お もり 量 か ら 頁 へ の 転換 を 回る 予定 
① 復興 支援 マッ チン グ 
産業 再生 や コミ ュ ニ ティ 再生 な ど 被 災 地 の 地域 振興 に 寄与 する 取組 に 注力 。 
首都 圏 を 中 心 と し た 県 外 の 企業 ・ 団 体 に 対す る 復興 支援 誘致 活動 に 注力 する と と も に 、 新 た な 
支援 マッ チン グ (被災 地 と の 協 働 事業 ) を 推進 。 
復興 関連 情報 の 発信 
人 口 減少 ・ 高 齢 化 が 急速 に 進む 中 、 持 続 可 能 な 地域 づく り が 課題 と な っ て いる 被災 地 の 状況 に 
つい て 効果 的 に 発信 。 
復興 支援 ネッ トワ ー ク の 強化 
被 炎 地 の 関 係 機関 ・ 団 体 と の 連携 を 強化 し 、 地 域 振興 に 資す る ネッ トワ ー ク を 構築 。 
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成 26 年 12 月 23 日 
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いわ て 未来 づく り 機 本 





部 状 の 活動 状況 等 (27.3.14) 





テー マ : 東北 未来 創造 イニ シア ティ ブ と の 協 働 と 人 材 育 成道 場 の 運営 
座長 : 佐藤 達哉 担当 機関 : 钙 岩 手 银行 






告 要旨 
平成 26 年 度 は 、6 月 23 日 に 東北 未来 創造 イニ シア ティ ブ 作 業 部 会 の 第 3 回 会 合 を 開催 し 、 
平成 25 年 度 に 活動 を 始め た 実践 型 人 材 育 成道 場 「 第 1 期 未来 創造 藝 」 の 成果 と 課題 、 出 され た 
意見 を 踏ま えて 人 材 育成 を 継続 し 、「 第 2 期 未 来 創造 塾 」 を 7 月 5 日 に 開講 し まし た 。 















12 月 14 日 の 合同 卒 塾 式 で は 、 大 棚 ・ 釜 石 ・ 大 船渡 ・ 陸 前 高田 か ら 参加 し た 20 名 の 塾生 が 、 
多く の 地域 関係 者 が 一 堂 に 会 する 前 で 、 半 年 間 の プロ グラ ム の 成果 と し て 決意 表明 の スピ ー チ 
と 事業 構想 を プレ ゼン テー ショ ン し まし た 。 打 了 敢 に も 復興 の 一 翼 を 担う 行動 宜 言 を し た 塾生 に 
対し 、 聴 衆 か ら は 塾生 の 活動 を 応援 し 、 地 域 へ の 波及 効果 を 期待 する 声 が 寄せ られ まし た 。 










総じて 第 2 期末 来 創造 和 は 、 講 師 企業 は 勿論 、 部 会 参画 機関 を 中 心 と し た 地域 関係 者 の 関与 
と 協力 が 増し た こと 、 加 えて 事務 局 (出向 者 ) の 伴走 ・ 運 営 カ が 向上 し た こと に より 、21 名 の 
リー ダー 育成 お よび 多様 で 挑戦 意欲 に 溢れ た 事業 プラ ン の 発表 と いう 、 第 + 期 に 勝る と も 劣ら 
な い 成 果 を 残し た 、 と の 評価 を 地域 関係 者 か ら 頂 戴 し まし た 。 

第 2 期生 の 挑戦 は 始ま っ た ば か り で す が 、 構 想 が 実現 し 、 成 果 が 目 に 見 える 形 で 地域 に 波及 
し て いく よう 、 引 き 続 き 、 地 域 を 挙げ て 支援 し て 参り ます 。 









第 1 期 を 含め る と 計 43 名 の 卒 塾生 が 輩出 され 裾野 が 拡大 し た わけ で す が 、 東北 未来 創造 イニ 
シア ティ ブ と の 協 働 を 通じ 、 地 域 か ら も 多く の 方 が 入塾 し 、 人 材 育 成 の 観点 か ら は 一 定 の 成果 
を 収め て いる も の と 考え て お り ま す 。 夏 頃 に は 、1 期生 が 主体 と な っ て 同窓 会 を 設立 する 動き 
も ある よう で す の で 、 縦 ・ 横 の 連携 や 一 層 強 まり 、 地 域 を 率 引 し て いく こと が 期待 され ます 。 







最後 に 、 次 年 度 も 人 材 育 成 を 継続 し 、 第 3 期 未 来 创造 熟 注 5 月 に 開講 を 予定 し て お り ま す 。 
人 材 育 成 の 取組 み は 、 正 に 時 代 の 要請 で ある 「 地 方 創 生 」 と 震 災 か ら の 復興 に 必ず 資す る も の 
と 考え て お り ま す の で 、 試 行 錯誤 の 連続 で は あり ます が 、 会 員 機 関 の 皆 様 に お か れ ま し て は 、 
これ まで 以上 の 人 材 育成 道場 へ の 関わ り と 特段 の ご 協力 を 宜しく お 願い 申し 上 げ ま す 。 










1 . 平成 26 年 度 の 部 会 開催 実績 と 検討 内 容 等 (アウ トブ ッ ト ) 
平成 26 年 6 月 23 日 (月 ) | < 第 3 回 東北 未来 創造 イニ シア ティ ブ 作 業 部 会 > 開催 

13 時 半 ~15 時 | (1) 参加 者 24 名 (参画 機関 14 名 、 オ ブザー バー5 名 、 事 務 局 5 名 ) 
於 ) 岩 手 銀行 釜石 支店 | (2) 検 対内 容 、 成 果 (アウ ト プ ッ ト ) は 第 1 回 総会 ・RT 資料 参照 | 


平成 27 年 2 月 19 日 ( 木 ) |. く 第 4 回 東北 未来 創造 イニ シア ティ ブ 作 業 部 会 > 開催 
13 時 半 ~15 時 | (1) 参加 者 22 名 (参画 機関 13 名 、 オ プ ザ ー バ ー4 名 、 事 務 局 5 名 ) 
於 ) 大 船渡 商工 会 議 所 | (2) 検討 内 容 
① 平成 26 年 度 の 活動 報告 (第 2 期末 来 創造 塾 と 卒 塾 生 の 動向 等 ) 


今後 の 活動 方 針 ・ 予 定 (第 3 期 に 向け た 活動 、 行 動 支援 、 卒 
塾生 の 組織 化 等 】 平成 26 年 度 活動 計画 (年 間 ス ケ ジ ュ ー ル ) 
图 意見 交換 ( 各 会 員 団 体 か ら み た 人 材 育 成道 場 の 成果 、 評 価 、 
課題 、 改 善 、 要 望 等 ) 
(3) まとめ 


第 4 回 作業 部 会 の 様子 ・ ① 実践 型 人 材 育成 道場 「 未 来 創造 塾 」 の カリ キュ ラム は 充実 し 
て お り 、 第 2 期 で 更に 改善 、 運 営 も る スムーズ に で きた 。 卒 塾生 
の 成果 も 徐々 に あがり つつ ある 。 


⑨ 基本 的 に は 塾 が 開催 され て いる 期間 中 の リー ダー 育成 が 肝要 
で あり 、 卒 塾 式 の 構想 発表 も セレ モニ ー と し て 素晴らし い が 、 
そこ に 向け て 塾 生 が 自分 を 追い 込む 姿勢 と 過程 が 評価 で きる 。 
⑨ 一 方 、 構 想 を 進捗 させ て いく た め に は 、 地 域 に よる 卒 塾生 の 
アフ ター フォ ロー が 必要 で 、 い か に 寄り 添う か が 課題 で ある 。 
各 参画 機関 か ら 取 組 事例 や 既存 の 枠組 を 活用 し た 連携 策 等 
を 伺っ た の で 、 支援 体制 の 構築 に つい て 、 ラ ウン ド テ ー ブ ル に 
上 程 し て 議論 を 広げ た い 。 














2. 平成 26 年 度 の 活動 に 係る 成果 と 課題 等 の 評価 (アウ トカ ム ) 
・ 平 成 26 年 7 月 5 日 ( 土 ) ー 
第 2 期 「 未 来 創造 塾 」 開 講 式 午前 は 釜石 会 場 、 "午後 は 大 船渡 会 場 で 開催 く 別 紙 1 > 
※12 月 まで 半年 間 の プロ グラ ム | 総勢 22 名 の 塾生 (うち 女性 3 名 ) が 参加 ・ 

で 運営 ・ 地 域 別 に は 移 石 8 名 、 大 航 2 名 、 大 船渡 8 名 、 陸 前 高田 4 名 
・ 属 性 別に は 起業 家 ( 創 業 、 法 人 成り 含む )6 名 、 既 存 事業 
者 の うち 第 二 創 業 ( 新 事 業 ) 4 名 、 事 業 拡大 ・ 再 構築 8 名 、 
街 づ さく り ・ コ ミュ ニテ ィ 形 成人 等 を 目指 す 方 4 名 


































・ 平 成 26 年 7 月 て 12 月 (6 カカ 月 ) 
第 2 期 「 未 来 創造 葵 」 の 運営 
別紙 2> 

※ 右 記 セ ッ シ ョ ン に 加え 、 
Q①) グ ルー プ メ ンタ リン グ ( 月 数 回 ) 
(2) 个 别 伴 走 (11 月 下 角 一 栓 亨 式 前 日 
リハ ー サ ル ま で は 毎週 実施 ) 
















・ 平成 26 年 12 月 14 日 (日 ) 
第 2 期 「 未 来 創造 塾 」 座 塾 式 







20 名 に よる スピ ー チ と 事業 構想 プレ ゼン < 別紙 3~4> 
成果 | ・21 名 の リー ダー 輩出 、 意 欲 的 な 事業 構想 ( 書 ) の 発表 
・ 卒 計 生 の 構想 実現 に 向け た 歩み ぐ 別 紙 5 ち 5 ン 9> 


课 题 | ， 整 生 幕 集 (定員 割れ ) こ 
・ 地 域 の 関与 (部 入 D 参 加 、 座 整 生 力也 才 口 一 了 7) 








| 3. 今後 の 活動 方 針 ・ 予 定 
[活動 の 方 針 】 

人 材 育成 に 取組 み 、 地 城 の 未来 を 大 引 ・ 創 造 す る 気 橋 の ある 若手 リー ダー を 票 出し 、 生 同士 
の 柴 が り を 創出 する と 共に 、 勢 生 個々 の 事業 構想 午 ( プ ラン ) が 少し で も 実現 に 近づく よう 、 地 域 
を 学 げ て 行動 を 支援 する 。 ひ いて は 、 後 災 か ら の 復 和 お よび 『 地 方 創 生 』 に 貢献 する 。 














【活动 予定 】 
(1) 人材 育成 道場 の 継続 開催 ※ 東 北 示 来 創造 イニ シア ティ ブ は 平成 28 年 度 まで 継続 を 表明 
① 第 3 期 「 示 来 創造 系 」 開 講 式 (平成 27 年 5 月 中 旬 を 予定 ) 
@ 定 員 16 名 (多 石 . 大 煽 8 名 、 大 船渡 ・ 陸 前 高田 8 名 ) 、 募集 を 3 月 か ら 開始 予定 
【 依 頼 事 項 】 
〇 参画 機関 か ら の 声 掛け お よび 勧誘 の 後押し 
O 塾 の 運営 や 各 セ ッ シ ョ ン へ の 参加 お よび 職員 の 派遣 (出来 る 範囲 内 で お 願い し ます ) 
東北 未来 創造 イニ シア ティ ブ の 活動 は 残り 2 年 。 仮 に その 後 何 ら か の 持続 的 な 展開 
を 見 据え た 場合 、 ノ ウタ ハウ を 吸収 ・ 著 積 する に は 出向 者 (任期 付 職 員 ) 以外 の 地域 
関係 者 の 関わ り が 不可 欠 で ある 。 . 
※※ 多 えば 、 普 に 参加 し て 誤 生 と の 関係 ( 接 上 ) を 氏 く 、 


















OO 








(2) 未 来 创造 部 由 讲 享 生 (第 1 期生 、 第 2 期生 ) に が する 
作業 部 会 の 参画 機関 を 中 心 に 、 各 機関 が 連携 し 、 得 意 分 野 で 下記 の 取組 み を 推進 する 。 
情報 提供 、 相 談 機関 へ の 取次 ぎ 、 専 門 家 紹 介 本 、 商 談 会 等 へ の 案内 (販売 先 







の 紹介 ) 、 フ ァ イ ナ ンス 、 補助 金 紹介 、 経営 革新 の 認定 支援 (事業 構想 書 の リメイク ) 





起業 ・ 創 業 支 援 、 な ど 
(3 ) 卒 塾 生 の 組織 化 
① 岩手 沿岸 (釜石 ・ 大 穫 -・ 大 船渡 ・ 陵 前 高田 ) に 加え 、 気 仙 沼 ・ 南 三陸 の 卒 塾 生 が 中 心 
と な っ て 連携 し 、 同 窓 会 組織 を 6~7 月 に 設立 する 動き が ある 。 
② 塾生 同士 の ネッ トワ ー ク タク 形成 、 構 想 の 進捗 共有 、 具 現 化 に 向け た 協力 と 刺激 を 得る 場 
と し て 期待 で きる 。 卒 塾 生 が 主体 と な っ て 運営 ・ 企 画す る 会 で あり 、 見 守っ て 参り た い 。 

















.【 ま と め }】 
作業 部 会 で 出さ れ た 意見 や 次 年 度 の 活動 成果 や 課題 等 を 検証 し な が ら 、 今後 の 展開 や 在り 方 
を 検討 し て いく 。 





以上 
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新聞 記事 (開講 式 ) ] < 別紙 1> 
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岩手 日 報 14/7/6 ' 复兴 葡 石 新 闻 14/7/12 
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各 セ ッ シ ョ ン の 様子 (第 2 期 未 来 創造 塾 ) ぐ 別 紙 2> 


【 座 学 】 

・ 経 営 と 数 字 (日 本 政策 投資 銀行 ) 

*・ 戦 略 ( マ ッ キ ン ゼ ー・ ア ンド ・ ・ カ ン パニ ー) 
・ マ ー ケ ティ ング (博報堂 ) 

・ リ ー ダ ー シ ッ プ (NPO 法 人 ISL) 


i RR RE NA HA RG RE RE Dd a i a as 


eit tet Sr mt ee OPE es ea ect aa Fa et A 
| 


ーーー ニー ニーーーーーー ニ テニ ァ ーーーーーー ニ ーー ニー ニーー ニ ーーー 


【 メ ンタ リン グ 】 
・ 事 業 構想 (監査 法人 トー マツ ) 
会 計 士 が メン ター と し て 、 替 生 が 本 当 に や り 
遂げ た い 個別 の 事業 構想 を 一 緒 に 考え 伴走 
塾生 同士 の 相互 触発 、 切磋 琢磨 


RE 
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新聞 記事 ( 卒 塾 式 ) _ 別紙 3> _ 
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岩手 日 報 14/12/15 ] 東海 新報 14/12/15 


6! 


卒 塾 式 の 様子 (第 2 期末 来 創造 塾 ) 


【 塾 生 の 声 】 

この 塾 が な けれ ば 、 今 の 私 と 将来 の 会 社 
は な か っ た の で は な いか 、 振 り 返 っ た 時 、 必 
ず タ ー ニ ング ポイ ント に な っ て いる 。 


これ まで 、 あ まり 地域 を 意識 する こと な く 、 

外 へ の 販売 や 自社 の 拡大 ば か り を 考え て 

きま し た が 、 地域 を 思う 仲間 と の 切 磁 丈 磨 

で 、 地 域 へ の 気持 ち が 更に 強く な り ま し た 。 
(漁船 漁業 ) 


ぐ 別 紙 4> 





< 取組 の 一 例 > 卒 鼓 生 の 歩み 」 < 別紙 5> 


画 既 存 事業 の 拡大 
① 温 泉 旅館 の 新規 開業 、 軽 トラ ッ ク 市 開催 (大 船渡 ) 
② 製 菓 業 ・ 園 芸 業 の 新規 出店 (釜石 ) 
③ 新 商品 開発 ・ コ ラボ レー ショ ン ( 釜石 ) 
③④ 乾燥 果物 の 常備 蓄 で 新 防災 習慣 を 導 及 (大 船渡 
⑤ 交 流 の 場 「 お は な し サロ ン 」 の 開設 (大 船渡 ) 


国 起 业 . 亨 业 。 
⑥ 法 人 設立 、 飲食 店 開業 (陸前 高田 ) 


国法 入 化 
CNP0 法 人 四 株式 会 社 化 大 棲 ) 


ロ 事 ( 座 事 生 ① 温 泉 旅館 の 新規 開業 、 軽 トラ ッ ク 市 開催 (大 船渡 )) 二 别 纸 6> 


新聞 
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EIC 
EH SRY | 


7 闭关 和 





岩手 日 報 14/10/13 


岩手 日 報 14/7/24 
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岩手 日 報 14/11/9 









































⑤ 交 流 の 場 開設 (大 船渡 )) べ 別紙 8> 


ロ 事 ( 卒 廊 生 ④ 乾 燥 果物 の 常備 蓄 推 進 


新聞 





岩手 日 報 15/2/3 


QO 一 四 人 RJ 由 


岩手 日 報 15/1/9 
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ye 


聞 記 事 ( 卒 塾生 ⑧ 会 社 設立 ( 陸 前 高田 、 DNP0O 株 式 会 社 化 (大 枫 )) 达 别 纸 9> 
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岩手 日 地 14/6/1 岩手 日 報 15/1/9 








いわ て 未来 づく り 機構 復興 教育 作業 部 会 
活動 状況 等 (27.3.14) 


テー マ : 復興 を 担う 人 材 の 育成 
座長 : 岩手 大 学 教授 栗林 徹 担当 機関 : 岩手 大 学 





報告 要旨 | . 
活動 計画 に 基づき 、「 い わ て の 師匠 」 派 遣 事業 を 平成 26 年 度 か ら 本 格 始動 し た 。 
4 月 に 岩手 県 教育 委員 会 協力 の も と 校長 会 等 を 通じ て 、 本 事業 の 趣旨 ・ 活 動 内 容 を 
県 内 の 小 ・ 中 学校 、 高 校 に 周知 を 行っ た 。 そ の 他 、 リ ー フ レッ ト 配 布 等 の 周知 活動 
を 随時 行っ て いる 。6 月 以降 、 各 学校 等 か ら の 依頼 に 基づき 、 講 師 派 遣 ・ プ ログ ラ 
ム の 提供 を 実施 し て いる 。2 月 25 日 現在 で 計 11 件 の 実績 が あり 、 「10 校 程度 で 実 
施 」 と いう 当初 の 目標 を 達成 し て いる 。 

次 年 度 に 向け て 、 参 画 機関 の 拡大 を 図り 、 引 き 続 き 本 事業 を 継続 し て 実施 する 。 

また 、 各 校 の 「 い わ て の 復興 教育 」 プ ログ ラム の 取り 組み を 広く 県 民 に 知っ て い 
た だ く 機 会 と し て 「『 い わ て の 復興 教育 』 プ ログ ラム 交流 会 (仮称 ) 」 の 開催 を 引 
き 続き 検討 し 、 さ ら に 提供 可能 な 学習 プロ グラ ム の 充実 を 図る 。 











1 . 平成 26 年 度 の 部 会 開催 実績 と 検 対内 容 等 (アウ トブ プット) 
平成 26 年 6 月 9 日 復興 教育 作業 部 会 開催 (第 4 回 ) 
(参加 者 : 部 会 員 10 名 、 事 務 局 6 名 、 が ず -Y -3 名 ) 
・ 平 成 26 年 度 活動 計画 に つい て 検討 


2 . 平成 26 年 度 の 活動 に 係る 成果 と 課題 等 の 評価 (アウ トカ ム ) 
H26 活 動 状況 ・ 成 果 ・ 課 題 
第 1 四半 期 で 「 い わ て の 師匠 」 派 | 第 4 回 作業 部 会 で 、 左 記 の 平成 26 年 度 活動 計画 に つい 
遣 事業 の 周知 活動 を 行い 、 順 次 、 各 | て の 確認 と 検討 を 行っ た 。 
校 の 依頼 に 基づき 講師 派遣 ・ プ ログ | 「 い わ て の 師匠 」 派 遣 事業 の 周知 活動 と し て は 、 活 動 計 
ラム 提供 を 行う 。 画 に 基づき 、4 月 に 岩手 県 教育 委員 会 協力 の も と 、 本 事業 
進行 状況 を 見 な が ら 、「 オ ー ル 岩 | の 趣旨 ・ 活 動 内 容 に つい て 、 校 長 会 等 を 通じ て 県 内 の 小 ・ 
手 」 の 取り 組み と な る よう 全 機 構 会 | 中 学校 、 高 校 に 周知 を 行っ た 。 そ の 他 、 岩 手 県 教育 委員 会 
員 に 参画 を 依頼 し 、 よ り 多 様 な 講 | の 協力 の も と 、 各地 区 小 中 学 校長 研修 講座 で の 説明 や メー 
師 ・ 教 育 プ ログ ラム 提供 を 可能 に す | ル に よる リー フレ ッ ト 配 布 等 を 随時 行っ て いる 。 
る こと を 目指 す 。 - 派 遺 実績 と し て は 、6 月 か ら 各 学校 等 の 依頼 に 基づき 、 
また 、 岩 手 県 教育 委員 会 と 共同 で 、 | 講師 派遣 ・ プ ログ ラム 提供 を 開始 し 、 こ れ ま で で 計 11 件 の 
各 校 の 取り 組み を 広く 県 民 に 周知 す | 実績 が あり 、 当 初 の 「10 校 程度 で 実施 」 の 目標 を 達成 し 
る 場 と し て 、「『 い わ て の 復興 教育 』| て いる 。 
プロ グラ ム 交 流 会 (仮称 ) 」 の 開催 | 現状 の 課題 と し て は 、 参 画 機関 の 不足 が 挙げ られ る 。 現 
を 検討 し 、 関 係 機関 と 協議 する 。 | 在 の 協力 機関 は 6 機関 だ が 、 平 成 27 年 度 に 向け て 、 提 供 可 
能 な 授業 ・ 講 演 内 容 リ スト (派遣 機関 リス ト ) を さら に 充 
実 させ 、 学校 側 の 幅広 い ニ ー ズ に 対応 する た め 、 現 在 の 参 
画 機関 を 除く 全て の いわ て 未来 づく り 機 構 会 員 へ の 本 事 
業 の 参画 依頼 を 行っ た 。 (2 月 上 旬 、 文 書 に より 依頼 。) 
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3. 今後 の 活動 方 針 ・ 予 定 


「 い わ て の 師匠 」 派 遣 事業 の 県 内 小 中 学校 、 高 校 へ の 周知 を 継続 し て 行う 。 


また 、「 オ ー ル 岩手 」 の 取り 組み と な る よう 、 本 事業 に 未 参画 の 機構 会 員 に 参画 を 依頼 し 、 
より 多様 な 講師 派遣 ・ プ ログ ラム の 提供 を 可能 に する こと を 目指 す 。 
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4 


PO 人 人 置 状 況 一 覧 (H27225 現 在 ) 


派遣 
板 回 る 計時 。 


EE 年 人数 | 会 NS 
平成 26 年 6 月 42 日 ( 林 》 岩手 时 产业 教育 拔 轩 人 岩手 大 学 工学 部 教授 tt 
准 手 筐 産 某 教育 振興 会 T015245 会 員 約 80 名 サン セー ル 変 財 将 济 明 人 
活性 化 に むけ て 
6 『 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 優 尋 に 向け て 】 
・ 岩手 県 庁 復 異 選 prt de 
奥 者 市 立 平成 26 年 7 月 3 日 ( 木 ) かっ 3 “ 案 日 本 大 因 估 被 吝 0) 
水沢 十 中 学 扶 12:50~13:50 区 の 家 下风 失 浊 拧 二 侍 二 雪 |・※ 昌 本 大 の 守 に 史 み し た 「 人 中 つい て 
5 ・「 愉 計画 」 の 内 
、 トド 「 員 計 画 J が 目 提 す 和 


.高 校 1--2 年 生 8 名 『 復 軸 に お ける 岩手 の 今 技 の 方 向 性 及び 岩手 の 若者 に 租 む こと 】 


岩手 県 教育 委員 会 平成 26 年 7 月 11 日 (会 } 日 本 の 次 世代 リー ダー 岩手 大 学 工学 部 教授 ・ 量 下 の 技 青 と 神無 伏 況 
事務 局 教育 企画 室 14:90<15:30 ahr et 参加 者 ) 岩渕 明 ・ 


待 
『 地 域 活性 化 へ むけ で 等 


岩手 県 庁 復 姓 友 1 半 手 県 庁 ・ 公 務 員 の 仕事 に つい て 
与 州 市 立 平成 26 年 9 月 8 日 (月 ) _ 缆 办 推送 课 hs nae 
Mk MA ーー 人 人 順に けけ で まち づく り の 作 上 計 硬 ⑪3 つ の 広和 に 基づく 取引 
の 名 次 与 四 隐居 @ 新 た な 履 束 に 向け て 


『 基 を 持ち まし ょ う 一 買 災 復 軸 を 通し て 皆さん に 堂 む こと ー』 


岩手 果 立 10 月 9 日 杜 液 高 等 学 校 岩手 火 学 工学 部 教授 1. 地 城中 四 其 ( 人 口福 少 着 省 外 流出 复员 加 名 四 提 居 )l=Lt 世 
村 破 高 等 妾 术 定 时 制 ”|  【 和 11200 て 9290 A 人 に し て 和え る 4 
4. 地 城 活性 化 [= 肉 睹 屏 


実施 NO 
3 『 東 日 本 大 裳 災 を 跡 ま えた 漂 波 防災 に 対す る 心 失 え 
着手 県立 平成 26 年 12 月 17 日 (水 ) 高槻 1 年 生 本 本 AD 
久 基 高 等 学 校 14:10~15:40 186 名 視聴 党 室 ・ 詩 災 の 補 害 、 億 旧 復 員 の 状 羽 と 、 詩 現 か ら の 今後 に つい て 
・ 董 送 な どの 代 徐 発生 の メカ ニズム 、 防 選 写 議 の 薄 多 


平成 26 年 10 月 3 日 ( 金 ) [县 ]1 这 146 名 


(ED 9 
に つい 
"リア の 下 の 友近 活動 、 広 蝶 攻 療 識 送 、DMAAT の 民 明 、 ト リア ー ジ 演習 
二 让 和 中 学 1 年 生 54 名 : 支 授 教 育 七 多 一 类 害 医 学 议 座 上 本 大 の 系 の 対 
3 特命 教授 虎 瀬 因 導 DT Ce 部 之 特命 肋 孝 ) 
特命 助教 藉 原 弘之 淡 寄 時 に は トラ ン シ ー バ パー や 術 是 電話 を 使用 、 ト ラン シー バー を 使っ た 伝道 演 用 
人 人 族 に よる 伯 注 


盛岡 市 立 平成 27 年 1 月 26 日 (月 ) 中 学 1 年 生年 生 防災 対応 カー ド ゲー ム 教 材 「 ク ロス ロー ド 」 を 利用 し た グル ー プ ワー ク と 肝 衝 
玉山 中 学 按 19:30w14:20 ーー 视 昧 党 空 教授 忆 基 英之 自負 容 か ら 店 を 守る た め の 方法 を 身 に つけ る 錠 
・ 身 近 な 白 然 没 害 で ある 土石 流 に つい て 知 ( メ カニ ズム ・ 訪 代 ) 


R22 AA) | ; | [天 时 wo 天 这 活动 |=-2Uvc] 
岩手 只 立 13:35 1M:25 高 按 1 年 生 228 名 ・ 條 豆 医 療 の 福 要 
办 水 员工 案 南 等 学 术 [325X120 名 ] 教员 12 名 "kJ7 一 水、 瓦 妹 人 下 中 医疗 活动 、 水域 颖 送 、 DMATO 笑 动 等 
14:35~15:25 ・ ワ ー ク ショ ッ プ 


身 セ ンタ ー 藤 大塚 耕太 郎 


内 手 医科 大 学 
货 害 时 地 城 医 妆 
一 了 市立 王 成 27 年 9 月 4 日 (水 ) 小 学 校 4.5.8 年 生 時 外 吉 時 の 医療 秒 動 に つい て ( 折 ) 
厳美 学校 10:45~11:30 94 名 ター 和 守 座 | 學 符 中 の 信幸 通信 ( 折 ) 
. 特命 助教 藤原 六 之 


語 人 寺 授 。 | の 雪氷 、 心 の サポ ー ト 、 赤穴 攻 誠 ( 攻 福祉 分 野 
押上 (市 地 の 地 吉 を 付か ら 外 の に 系 せる た め の 衣 
【六 卑 医 科大 学 ここ ちの ケア セン ター セン ター 長 大 埋 旨 
の { 神 杜 精 挤 科 学 请 座 
着手 県 平成 27 年 2 月 25 日 ( 林 ) i 岩手 外 立 の Rh 
Pa | em a se a 
岩手 医科 大 学 
に 末日 枯 の 拉 え 、 防 人 の 共和 枯 分 ) 
ここ ろ の ケア セン ター 過大 学 社会 学 人 和紀 





「 い わ て の 師匠 」 派遣 事業 実施 事例 集 


【 事 例 ①】 岩手 県 産業 教育 振興 会 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 26 年 6 月 12 日 ( 木 ) 1 4 時 3 0 分 ご 15 時 45 分 

場所 : サン セー ルル 盛岡 

対象 : 平成 2 6 年 度 岩手 県 産業 教育 振興 会 総会 並び に 理事 会 参加 者 約 8 0 名 
讲师 : 岩手 大 学 工学 部 機械 シス テム 工学 科 岩渕 明 教授 

演題 : 『 地 域 の 現場 を 担う 高卒 人 材 の 育成 に つい て 』 


ぐ 講 演 要 言 > 

・ 著 手 県 の 高校 の 現状 

・ 岩 手 大 学 の 復興 推進 活動 

・ い わ て 未来 づく り 機 構 - 復 興 教育 作業 部 会 - 
・ 専 門 高校 へ の 期待 

・ 地域 活性 化 に むけ て 


< 感想 ・ 講演 に よ る 効果 > 

今回 の 岩渕 教授 の 講義 は まさ に 時 季 に 叶っ た 内 容 で あり 、 産 業 教育 を 支え る 者 、 推進 する 者 に と っ て 新 
た な 決意 を 促す も の と な っ た 。 

5 両 信 だ の 成績 居 寺 才 の 果 2hG3 半 国選 加 に 200s 様々 な 意見 が 寄せ られ た 。 

日 く 
① 成績 優秀 者 も 潜在 的 に は 地元 志向 が か な り 強 いこ と 。 地元 に 優秀 な 企業 の 立地 が 少な いこ と か ら 、 
や む な く 県 外 へ 流出 する こと 。 

② 地元 に 優良 企業 が 立地 し て いる 場合 に は 、 成 績 優秀 者 か ら 間 違い な く 応 募 し て いる こと 。 

③ 四国 4 県 ほど の 県 土 を 有する 岩手 の 高校 生 の 就職 問題 を 一 元 的 に 取り 扱う こと の 困難 性 (企業 立地 、 

通勤 距離 等 を 含ん だ 地域 間 格 差 の 存在 ) 

④ 普通 高校 座 就 職 者 と 専門 高校 卒 就職 者 と の 比較 が 大 事 (学力 ・ 実 践 力 ・ 離 職 問 題 等 ) 

⑤ 学力 面 で 一 方 的 に 普通 科 よ り 専 門 科 が 低位 に ある と の 認識 に 疑問 (一 部 の 超 進 学校 を 除い て ) 

⑥ 震 炎 復興 に 岩手 大 学 が どの よう に 立ち 向かい 、 頁 献 し て いる の か が 良く 理解 で きた 。 

と も あれ 、 演題 「 地 域 の 現場 を 担う 高卒 人 材 に つい て 」 関 係 者 で 共通 認識 する こと の 重要 性 を 学 志 こと 
が で き 、 こ の よう な 機会 を 提供 レ し て くだ さっ た 「 い わ て 未来 づく り 機 構 復興 作業 部 会 事務 局 (岩手 大 学 地 
域 連 携 推進 課 )」 の 関係 の 皆様 に 深く 感謝 を 申し上げ たい 。 

今後 と も 当会 に 対し まし て 、 関係 各位 の 益々 の ご 支援 と ご 協力 を 切 に お 願い し た い 。 


< 写真 > 


を の 人 
ce Ct 
ee も 
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【 事 例 ②】 奥州 市 立 水沢 南 中 学校 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 26 年 7 月 3 日 ( 木 ) 1 2 时 4 0 分 ~~1 3 时 5 0 分 
場所 : 国立 岩手 山 青 少年 交流 の 家 

対象 : 水沢 南 中 学校 第 2 学年 228 名 

講師 : 周 手 県 復興 局 復興 推進 課 菊池 辰也 主任 主査 
演題 : 『 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復興 に 向け て 』 


< 讲演 要 此 > 

2 岩手 県 庁 の 仕事 に つい て 

・ 東 日 本 大 震 災 の 被害 の 概要 

東日本 大 震 災 の 被害 に 対応 し た 「 復 興 計 画 」 に つい て 

・「 復 興 計画 」 の 内 容 

・「 復 興 計 画 」 が 目指 す 姿 

・「 復 興 計画 」 の 進め 方 

・ 誰 が 進め る の か 
県 、 県 民 、NPO, 研究 機関 、 ボラ ンティア 、 地域 団体 な ど が 連携 し て 進め る 、 
そし て 計画 を 進め る 主役 は 、 こ の 講演 を 聞い て いる 皆さん 

・ み な さん に 今や っ て いて も らい た いこ と 


く 生 徒 か ら の 感想 (抜粋 ) ・ 講 演 に よる 効果 > 

・ 私 は まだ 中 学生 で ボラ ンティア や 復興 の 支援 な ど あ まり や る こと が 少な い の で す が 、 中 学生 と し て 
で きる 限り の こと を や っ て いき た いし 、 生 活 で きる こと を あり が た く 思 いた いと 思い まし た 。 

・ 震 災 か ら 3 年 が た ち 、 内 陸 に 住ん で いる 私 た ち は 「 復 興 」 と いう 言葉 が あま り ピ ン と きま せん 。 し 
か し 、 今 回 の 講演 で どん な 形 で 復興 が 進め られ て いる か 最終 的 に どう な っ て いき た い の か な ど を 詳し く 
学 避 こと が で きま し た 。「 ふ る さと が ふる さと で あり 続け る 」 た め に 、 私 も 今 で きる こと を 精 一 杯 成 し 
SI 

・ 三 陸 が 完全 に 復活 する に は 、 ま だ まだ 時 間 が か か る と 思い ます 。 で も 自分 が で きる こと を し っ か り 
や っ て いけ ば いつ か 絶対 復活 する と 思う の で 、 NN 


ぐ 写 真 > 
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【 事 例 ③】「 日 本 の 次 世代 リー ダー 義成 塾 岩手 県 事前 研修 会 」 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 26 年 7 月 11 日 ( 木 ) 14 時 30 分 15 時 30 分 
場所 : 妊 手 県 公会 堂 
対象 : 岩手 県 推薦 枠 受 講 者 (高校 1 て 2 年 生 ) 8 名 
(盛岡 市 立 高校 ・ 平 舘 高 校 ・ 金 ヶ 崎 高校 ・ 大 船渡 高校 ・ 岩 泉 高 校 ・ 
西 和 人 賀 高校 ・ 一 関 第 一 高校 ) 
県 職員 1 7 名 
讲师 : 岩手 大 学 工学 部 機械 シス テム 工学 科 岩渕 明 教授 
演題 : 『 復 興 に お ける 岩手 の 今後 の 方 向 性 及び 岩手 の 若者 に 望む こと 』 


< 讲演 要 则 > . 

・ 震 災 の 被害 と 復興 状況 

・ 上 岩手 県 の 高校 の 現状 

・ 高 校生 へ の 期待 

・ 地 域 活性 化 へ な むけ て 等 


く 参 加 高 校生 か ら の 感想 (抜粋 ) > 

・ 住 ん で いる 地域 に つい て 知ら な いこ と が た くさ ん あり 、 も っ と 自分 た ち は 知る べき こと が ある と 気 
付い た 。 

・ 講 演 で は 、 講師 か ら 質 問 さ れ た り 、 講師 に 質問 し た りす る 場面 が あり 、 質 問 を 考え な が ら 話 を 聞く 

と いう こと を 意識 する こと が で きた 。 
・ 講 師 の 方 に 突然 指名 され て 答え る 場面 が ある な ど 、 リ ー ダ ー 塾 で の 講義 を イメ ー ジ する こと が で きた 。 
・ 震 災 、 そ し て 冊 手 の 課題 に つい て 知る こと が で きた 。 

・ 講 演 で 岩手 の 現状 な ど を し っ か り 知 る こと が で き 、 リ ー ダ ー 塾 に 行っ て 他 県 の 参加 者 か ら 震 災 の 被害 の 
程度 を 聞か れ た 時 、 し っ か り 説 明 す る こと が で きた 。 

・ 岩 手 県 に つい て 深く 知る こと が で き 、 他 県 の 高校 生か ら 震 災 に つい て 聞か れ た 時 、 体 験 談 を 交え 客観 的 
な 視点 で 話す こと が で きた 。 

・ 講 演 で は 、 高 度 な 考え や 発想 を 聞く こ と が で きた 。 自分 の 教 状 範 囲 を 大 きく 広げ る こ と が で きた と 


く 講 演 に よる 効果 > 

・ 周 渕 教授 か ら 東 日 本 大 震 災 の 被害 及び 復興 の 状況 ・ 課 題 を 説明 いた だ き 、 参 加 高 校生 に と っ て は 、 復 興 
に 向かっ て いる 岩手 県 の 現状 に つい て 改め て 深く 学ぶ 機会 と な っ た 。 (東日本 大 震 災 の 発火 か ら 3 年 以上 
が 経過 し 、 今 の 高校 生 に と っ て 震 災 の 風化 を 防ぐ きっ か け と な っ た 。) 

・ 講 師 で ある 岩渕 教授 か ら 高度 な お 話 を 開い た 後 、 講 師 と 参加 高校 生 と の 間 で 質問 ・ 意 見 交換 を する こと 
を 通じ 、 リ ー ダ ー 塾 の 良い 予行 演習 と な っ た 。 


< 写真 > 
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【 事 例 の 】「 典 州 市 立 水沢 中 学校 」 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 26 年 9 月 8 日 (月 ) 1 3 时 4 0 分 て 14 時 50 分 
場所 : 水沢 中 学校 第 1 体育 館 

対象 : 水沢 中 学校 第 8 学年 227 名 
講師 : . 岩 手 県 復興 局 復興 推進 課 菊池 学 推進 協 働 担当 課長 


< 講演 要旨 > 
1 岩手 県 庁 ・ 公 務 員 の 仕事 に つい て . 
2 東日本 大 震 災 津 濾 に よる 被害 状況 
3 復興 へ の 取組 
① 復興 に 向け て まち づく り ぐ ⑨ 復 興 計 画 3 つの 原則 に 基づく 取組 
④ 復興 の 課題 ⑤ 新 た な 飛躍 に 向け て 


ぐ 生 徒 か ら の 感想 (抜粋 ) > 

・「 復 興 」 と は 元 通り に する の で は な く 、 元 より も より 良い も の に する と いう こと だ と 教え られ まし た 。 
今 、 沿 岸 の 人 た ち は 、 正 に 復興 に 向け て 、 日 々 、 努 力 し て いる の だ と いう こと が 、 和 菊池 さん の お 話 を 聞い 
て 良く わか り ま し た 。( 3 A 女子 ) 

・ 復 興 に つい て 自分 が 知ら な か っ た こと ば か り で 、 い つの 間 に か 岩 災 や 復興 の こと に 感心 を 持た な く 

な っ て いた の か も し れ ま せん 。 自分 が 知ら な か っ た だ け で 、 た くさ ん の 復興 活動 が 行わ れ て いた こと 、 
そし て 、 そ の た め に 他 県 な どか ら の た くさ ん の 協力 者 が 来 て いる の だ と 知り まし た 。 改 め て 、 助 け 合 
うこ と が も の すご く 大 切な こと で 、 助け 合う こと で た くさ ん の 困難 を 乗り 越え を て いく こと が で きる の 

だ と 学ぶ こと が で きま し た 。( 3 A 男子 ) 


ぐ 講 演 に よる 効果 > 

・「 私 た ち は あ の 日 、 あ の 時 を 忘れ な い 」 と 題し て 、 震 災 の 状況 を 改め て 知り 、 復 興 の 現状 を 知っ た 上 で 、 
自分 た ちの 生き 方 や 将来 の こと を 考え て いこ うと 震 災 復興 学習 に 取り 組ん で いま す 。 今回 、 国 や 市 町 村 と 
の 調整 を 取り 、 全体 的 な 復興 を 推し 進め る 立場 の 県 庁 か ら 講師 の 方 を 招い て 講演 し て いた だ いて 、 改 め て 、 
. 復興 へ の 取り 組み は 沿岸 地域 だ け の 問題 で は な く 県 全体 、 み ん な の 復興 あん だ と いう こと を 考え させ る こ 
と が で きた と 感じ まし た 。「 あ の 日 を 忘れ な い 」 だ け で は な く 、「 自 分 に で きる こと は な ん だ ろう 」 と 意識 
する 生徒 も 増え まし た 。 こ の 講演 の 後 、 沿岸 の 釜石 、 大 船渡 を 訪問 し 更に 学習 し て きま し た が 、 感謝 の 気 
持ち を 込め た 合唱 を それ ぞ れ の 場所 で 歌え た の も 生徒 の 変化 の 一 つ だ と 感じ まし た 。 大 き な 変 化 は 求め ら 
れ ま せん が 、 教 育 現場 で の 復興 教育 を 繰り 返し 、 機 会 を と ら え て 実施 し て いか な けれ ば な ら な いと 考え て 
お り ま す 。 
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【 事 例 ⑥】『「 岩 手 県 立 杜 陵 高 等 学校 」 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 2 6 年 1 0 月 3 日 ( 金 ) 1 2 时 0 0 分 ~1 3 时 0 0 分 
加 1 7 时 4 5 分 ~~1 8 时 3 5 分 
場所 : 杜 陵 高等 学校 ① 多 目的 ホー ル ② 視 聴覚 室 
対象 : 柱 陵 高等 学校 ① 第 1~4 学 年 146 名 ② 第 1~4 学 年 1 4 名 、 教 职员 4 0 名 
講師 : 岩手 大 学 工学 部 機械 シス テム 工学 科 岩渕 明 教授 
演題 : 『 夢 を 持ち まし ょ う 一 岩 災 復興 を 通し て 皆さん に 望む こと 一 』 


< 讲演 要 则 > . 

1. 地域 の 課題 (人 口 の 減少 、 若 者 の 流出 、 震 災 か ら の 復興 ) に つい て 
2. 岩 災 被害 と 復興 状況 

3 . 復興 を 通し て 地域 を 考え る 

4 . 地域 活性 化 に 向け て 


く 生 徒 か ら の 感想 (抜粋 ) > 

・ 震 災 の こと を 風化 させ ず に 、 次 世代 に 伝え て いか な けれ ば いけ な いと 思っ た 。 復興 に つい て 自分 た ち 
に 何 が で きる の か 、 何 を し て いか な けれ ば いけ な い の か を 考え て いき た いと 思っ た 。 自 分 た ちの 住む 地 
域 の 魅力 を 作っ て いき 、 技 力 的 な 岩手 を 作っ て いき た いと 思っ た 。 (2 年 男子 ) 

・ 地 元 が 好き な 自分 に と っ て 、 岩 渕 先生 の お 話 を 聞い て 、 岩 手 の た め に 何 が で きる か を 考え た ら 、 一 回 
県 外 に 出 て みて 外 か ら 見 た 地元 を 見 て みた いと 思っ た 。 と て も 面白 い お 話 で 楽し い 講演 会 で し た 。 
(3 部 4 年 男子 ) . 

・ 私 が 考え て いた 復興 と 違う 視点 の 考え を 聞け て 、 と て も 有意 義 な 時 間 を 過ごす こと が 出来 まし た 。 県 
内 に 残る 大 切 さ や これ か ら の 岩手 に つい て さら に 考え て いき た いと 思い まし た 。 復興 に も 関係 する 仕事 . 
に 就く 予定 な の で 、 重 要 性 を 考え 、 全 力 で 取り 組ん で いき た い 。(3 部 3 年 男子 ) 
・ 将 来 に つい て 目標 を 定め る 良い 機会 と な っ た 。 こ れ か ら は 、 大 人 だ け で な く 自 分 た ち が 未 来 を 担う ん 
だ と いう 意識 を 持ち 、 自 分 の 将来 を 考え て いき た い 。 (1 年 男子 ) 

・ 私 は 震 災 が 起き た こと を 不幸 な こと だ と ば か り 考 えて いま し た が 、 チ ャ ンス だ と いう 考え 方 が ある こ 
と に 気がつか され まし た 。 そ し て 、 改 め て 岩手 の た め に これ か ら で き る こと を 深く 考え させ られ まし た 。 
また 、 ボ ラン ティ ア に 行く こと を 考え て いた と ころ だ っ た の で 、 も う 一 度 よ く 考 えて か ら 被 災 地 に 行き た い 
と 思い ます 。 (3 部 2 年 女子 ) 


人 


講演 に よる 効果 > 

今後 の 復興 を 担う 高校 生 に 対し て 期待 を し て いる こと 、 夢 を 持ち 能力 を 磨き 、 そ れ を 生か し て 皆 で 地域 
活性 化 に 向け て 取り 組み 、 魅 力 的 な 地域 を 作っ て いこ うと の 岩渕 先生 の メッ セー ジ は 、 生 徒 達 の 心 に 伝 わ 
っ た と 感じ た 。 


< 写真 > 
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【事例 @】 [岩手 囚 立 久 花 高 等 学 校 ] 人 如 讲师 派遣 


日 時 : 平成 26 年 12 月 17 日 (水 ) 14 時 10 分 て 15 時 50 分 
場所 : 久慈 高等 学校 視聴 覚 室 

対象 :: 米 慈 高等 学校 第 1 学年 186 名 

講師 : 岩手 大 学 工学 部 社会 環境 工学 科 ”小 笠原 敏 记 ” 准 教 授 
演題 : 『 東 日 本 大 震 災 を 踏ま えた 津波 防災 に 対す る 心構え 』 


< 讲演 要 则 > 
・ 震 災 の 被害 、 復 旧 復 興 の 状況 と 、 震 災 か ら の 今後 に つい て 
・ 津 波 な どの 災害 発生 の メカ ニズム 、 防 災 意 識 の 世 発 


く 感 想 ・ 講 演 に よる 効果 > 

本 校 1 年 生 は 震 災 当 時 、 小 学校 6 年 生 で 、 当 時 の こと を よく 覚え て いる 。 事 前 アン ケー ト で も 震 災 
に 関し て 深く 考え て いる こと が 分 か る 。 中 学校 で も 防災 に つい て の 教育 は 受け て いる が 、 実 際 の 行動 
に 直結 する 内 容 が 多く 、 津 波 の 仕組 みや 避難 の 仕方 の 意味 合い な ね ど 、 な ぜ そ う で ある の か を 本 講演 会 
で 学ぶ こと が で きた よう で ある 。 

生徒 の 感想 と し て は 、 川 を 遡 上 する 様子 や 実際 に 家屋 が 流さ れる 光明 な ど を 有 目 に し て いる 生徒 も お り 、 
真剣 に 考え て いる 内 容 ば か り で し た 。 以 慈 の 地域 が 三 つ の 川 に よっ て 津波 の 影響 を 免 ん た こと 、 地 区 に 
よっ て は 防波堤 が よく 機能 し て いた こと な ど を 改め て 気付 いて いる よう で し た 。 

本 講演 を きっ か け に し て 、 地 元 地域 の 災害 対策 を 知ら な いこ と を 知り 、 調 べ て みた いと いう 感想 も あり 、 
次 に つなが る 講演 会 で も あっ た と 感じ て お り ま す 。 特 に ゃ 津波 の 専門 的 知識 を 学べ て よかっ た と いう 感想 が 
多く 、 今後 の 避難 行動 の 際 、 正 しい 行動 が で きる も の と 期待 で きる 受け 止め 方 を 生徒 が し て いる の が 何 よ 
り だ っ た と 思い ます 。 
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【 事 例 ⑦】「 花 巻 市 立 湯本 中 学校 」 へ の 講師 派 中 


日 時 : 平成 27 年 1 月 22 日 ( 木 ) 1 3 時 3 0 分 て 15 時 20 分 

場所 : 湯本 中 学校 

対象 : 湯本 中 学校 第 1 学年 54 名 

講師 : 岩手 医科 大 学 災害 医学 講座 眞 瀬 智彦 特命 教授 、 藤 原 弘之 特命 助教 
注 題 : 『 東 日 本 大 岩 災 津波 の 様子 と 被害 の 状況 に つい て 』 


ぐ 講 演 要 財 月 > 
(1) 災害 医療 に つい て ( 候 瀬 舌 彦 特命 教授 ) 
・ 救 急 医 療 と 災害 医療 の 違い 
トリ アー ジ 、 が れき の 下 の 医 療 、 広 域 医療 搬送 、DMAT の 説明 、 ER 
・ 東 日 本 大 震 災 時 の 県 内 の 病院 の 状況 
(2) 災害 時 の 情報 伝達 に つい て (藤原 弘之 特命 助教 ) 
・ 災 害 時 に は トラ ン シ ー バ ー や 衛星 電話 を 使用 、 ト ラン シー バー を 使っ た 伝送 演習 
衛星 電話 に よる 伝達 演習 


く 生 徒 か ら の 感想 (抜粋 ) > 

・ 知 ら な か っ た 災害 医療 に つい て 知る こと が 出来 まし た 。 災 害 現 場 で 多く 活躍 し て いる の が 「DMAT (災害 
派遣 チー ム )」 で す 。 実際 に 東日本 大 震 災 の 時 に 全国 か ら 385 チー ム が 被災 地 に 派遣 され 、 医 療 活 動 に 
あたり まし た 。 私 は 、 震 災 時 に DMAT が 医療 活動 に あたっ て いた の は 知っ て いま し た が 、385 の チー ム ふ が 
来 て いた こと に ぴっ くり し まし た 。 も う 一 ご 災 害 医 療 で 大 き な 役 目 を 果たし て いる の が 「 ト リア ー ジ 」 
で す 。4 つの 包 で 重症 度 ・ 緊 急 度 に 分 け 、 治 療 の 順番 を 決め ます 。 実 際 に や っ て みて 症状 を 見 て 色 を 決 
め る の は も ちろ ん 、 書 く の も 大 変 で し た 。 こ れ を 一 人 の 愚者 に 30 秒 ぐ らい で や る の は すご いと 思い ま 

し た 。 眞 瀬 先 生 の お 話 の 中 に あっ た よう に 「 一 人 で も 多く の 人 を 助け た い 」 こ の 一 心 で 多く の 人 が 医療 
活動 に あたっ て いる の だ と 思い まし た 。 

・ 藤 原 先 生か ら は 、 災 害 時 の 情報 伝達 に つい て お 話 を 伺い まし た 。 並 段 い つも 使っ て いる 電話 や 携帯 は 実 
際 の 災害 の 時 は ほとん ど 使 えま せん で し た 。 だ か ら 炎 害 時 に 救助 活動 や 医療 活動 に あたる 人 は 、 人 工 衛星 
を 利用 し た 衛星 電話 や トラ ン シ ー バ ー な ど を 使い ます 。 時 代 が 進み 、 災 害 時 で も も っ と 簡単 に 情報 が 伝え 
られ る よう に な っ た ら 救 える 命 が 少 し で も 増え る の で は な いか と 思い まし た 。 


く 講 演 に よる 効果 > 

・ 炎 害 医 療 に つい て の 知識 や 理解 が 深まっ た こと が 生徒 の 感想 か ら も うか が える 。 

・「 ト リア ー ジ 」 の 演習 や トラ ン シ ー バ ー や 衛星 電話 を 使っ た 演習 が 出来 た こと で 、 講 演 内 容 が 理解 し や 
すく 、 今後 の 生活 に つい て 考え る 時 間 と な っ た 。. 

・ 中 学生 で も 理解 で きる プレ ゼン や 、「 ト リア ー ジ 」「DMAT]」 な ど 難 し い 言 葉 に つい て 易しく 解説 を し て い 
た だ き 、 災害 が 起こ っ た と き 一 つ で も 多く の 命 が 助 か る よう な こと を も っ と 知り た いと 感想 を 持つ 生徒 が 
いた 。 


ぐ 写 真 > 





【 事 例 ③】「 盛 岡市 立 玉山 中 学校 」 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 27 年 1 月 26 日 (月 ) 13 時 30 分 14 時 20 分 
場所 : 玉山 中 学校 視聴 覚 室 

対象 : 玉山 中 学校 第 1 ご 3 学年 (全校) 27 名 、 教 職員 8 名 
講師 : 岩手 県 立 大学 総合 政策 学部 伊藤 英之 ”教授 


く 講 演 要 軒 > 

前 半 は 、 防 災 対 応 カ ー ド ゲー ム 教 材 「 ク ロス ロー ド 」 を 利用 し 、 グ ルー プ 毎 (5 人 X7 グループ) に カー ド 
に 書か れ た 事例 に つい て YES か NO か 自分 の 考え を 示し 、 メ ン バ ー 同 士 で 意見 交換 を 行っ た 。 

後半 は 、 伊 藤 先生 に よる 講義 を 通し て 、 災 害 対応 に お いて は 必ず し も 「 正 解 」 が ある と は 限ら ちら な いこ と や 、 
万 が 一 の 場合 に は 、 誰 も が 自分 の 意見 を し っ か り と 持ち 対応 する こと 、 そ の た め に 災害 が 起こ る 前 か ら 考 えて 
お く こ と の 大 切 さ な ど を 学 記 こと が で きた 。 


く 生 徒 か ら の 感想 (抜粋 ) > 

・ 突 然 万 が 一 の 場合 が あっ た 時 、「 答 え が な い 」 と 言う こと が 分 か っ た 。 ど ちら を 選ぶ に し て も ゃ 、 決断 を し な く 
て は な ら な いと いう こと が 分 か っ た 。 それぞれ 違う 意見 が あっ て 、 も し 自分 が 災害 に 巻き 込ま れ て も 、 人 冷静 に 
判断 し て いき た いと 思っ た 。(1 年 女子 ) 

・ 災 害 時 に は 生き 残っ た 者 が 勝ち と いう 事 が 、 な る ほど な と 思っ た 。 ま た 、 非 常時 の 行動 の 答え は な く て 、 ど 
れ や 正解 だ と いう 事 が 分 か っ た 。 も し 、 非 常時 に は 、 僕 も 適切 な 判断 を し て 、 自 分 の 命 や 他 の 人 の 命 を 救え る 
よう な 判断 が で きる よう に な り た いと 思っ た 。 (2 年 男子 ) ' 

・ 今 日 の カー ド ゲ ー ム を や っ て いて 、 全 て の 質問 に 悩ん だ 。 どの 答え に も 間 題 点 が ある こと も 分 か っ た 。 私 た 
ちの グル ー プ で は 、「 命 は ー つ し か な いか ら 」 と いう こと が 共通 点 だ っ た 。 伊藤 先生 が 最後 に お っ し ゃ っ て いた 
_ 通り 、 情 報 を いち 早く 得 て 、 そ れ を 共有 する こと が 大 功 な の だ と 思っ た 。 (3 年 女子 ) 

・ 伊 藤 先 生 の お 話 の 中 で 、「 こ の 問題 に 正解 は な い 。 生き 残っ た 人 が 勝ち な ん だ 」 と 言う 言葉 が あっ た 。 僕 は こ 
れ を 聞い て 、 ま ず 考 える べき な の だ と 思 1 っ た 。 ま た 、「 情 報 は 互い に 伝え る べき 」 と いう 言 言葉 も あり 、 自 分 が 生 
きる た め に 行動 し な が ら 、 皆 と 協力 し て 助け 合っ て いく こ と が 大 切な の だ と 学ん だ 。 僕 の 「 そ の 時 」 の た め に 
備え て いき た い 。 (3 年 男子 ) 


ぐ 講 演 に よる 効果 > 

今回 の 学習 を 通し て 、 生 徒 ・ 教 職員 共に 災害 対応 を 真剣 に 自分 自身 の 問題 と 捉え 、 様 々 な 考え や 価値 観 を 共 
有する こと が で きた 。 ま た 、 過 去 の 事例 が 必ず し ゃ 正解 と は いえ な い 場 合 も も る こと や 、 実 際 の 災害 時 に は 想 
定 外 の た くさ ん の 問題 に 直面 する こと を 実感 し 、 具 体 的 に 災害 の イメ ー ジ 化 を 図る こと も で きた 。 日 頃 か ら 息 
像 力 を 高め 、 意 思 決定 する こと の 大 切 さ を 学ん だ こと は 、 生 徒 に と っ て 確か な 「 生 きる 力 」 と な り 、 今後 の 人 
生 が より 豊か な も の に な る も の と 思っ て いる 。 最 後に 伊藤 先生 、 補 助 に 入っ て 下さ っ た 学生 4 名 に 深く 感謝 し 
た い 。 あり が と う ご ざ いま し た 。 


< 写真 > 





【 事 例 の ⑨】「 岩 手 県 立 黒 沢尻 工業 高等 学校 」 へ の 講師 派遣 


日 時 : 平成 27 年 2 月 4 日 (水 ) 1 3 时 3 5 分 て 15 時 25 分 
場所 : 黒沢 尻 工業 高等 学校 
対象 : 時 沢尻 工 業 高等 学校 第 1 学年 22 8 名 、 教 员 12 名 
講師 : 岩手 医科 大 学 災害 医学 講座 特命 教授 眞 瀬 智彦 
演題 : 『 災 害 時 の 医療 活動 に つい て 』 


< 讲演 要 站 > 

・ 炎 害 医療 の 概要 

・ ト リア ー ジ 、 瓦 隊 の 下 の 医療 活動 、 広 域 搬 送 、DMAT の 活動 等 
・ ワ ー ク ショ ッ プ 


く 生 徒 か ら の 感想 (抜粋 ) > 

・ ト リア テージ に よる 治療 の 優先 順位 に つい て 演習 を と お し て 興味 を 持っ て 楽し く 学 ぶ こ と が で きた 。 
・ ク ラッ シュ 症候 群 の 防止 に 阪神 淡路 大 震 災 の 教訓 が 見 事 に 活か され た こと に 感動 し た 。 

・ 沿 岸部 の 各 病 院 が 被災 し な が ら も 医療 活動 が し っ か り と 続け られ て いた こと に 驚か され た 。 


< 講演 に よる 効果 > 。・ 

巨大 地震 、 大 津波 、 そ れ ら が 診 発 し た 原発 事故 な ど 、 ど れ も が 我々 教師 の 想像 を 超え る 大 災害 で し た 。 学 
校 と し て も 危機 管理 マニ ュ ア ル に 基づい た 行動 が 取れ る こと や 、 場面 に 応じ て 適切 か つ 臨 機 応変 な 行動 が 
取れ る こと な ど 、 危 険 回 避 の 強化 に 努め る 必要 が ある こと を 強く 感じ まし た 。 今後 、 生 徒 の 健康 と 安全 を 
保障 する た め に 想定 外 を つく ら な いよ うな 防災 教育 を 実践 し て いき た いと 考え ます 。 


< 写真 > 
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平成 27 年 3 月 14 日 
岩手 県 農林 水産 部 


「 食 べ よ う ! いわ て の 美味 し い お 米 。」 運 動 の 取組 に つい て 


1 取組 趣旨 

米 の 消費 減少 や 価格 低迷 な ど 、 本 県 農業 の 基幹 品目 で ある 米 を 取り 巻く 環境 が 上 厳し さ を 増 
す 中 で 、 周 手 の 農業 ・ 農 村 を 元気 に する た め 、 平成 26 年 10 月 か ら 、「 食 べ よ う ! いわ て の 美 
味 し い お 米 。」 を キャ ッ チ フレ ー ズ に 、 県 産 米 の 需要 や 消費 を 喚起 する 運動 を 展開 し 、 オ ー ル 
岩手 で 本 県 の 米 づ くり を 応援 する 機運 を 醸成 する 。 

































































2 これ まで の 主 な 取組 状況 
内 容 

a ES A A 
該 運 動 へ の 共同 を 緊急 宣言 と し て 採択 
ーー ジ ペ フェ イス ブック 7 き きま ん を モデル に 起用 し た ポス | H26.11~ 

ー 等 を 活用 し 、 広く 情報 発信 (※ ポス ター は 3,000 枚 作成 、 掲 出先 は 、 い わ て 未 
ee 三陸 鉄道 、IGR いわ て 銀河 鉄道 、 コ ン ビ ニ 、 県 立 学校 、 小 中 学校 な ど ) 
の TP ニー H26. 10~ 






























































































































































5W ラ イ ス セミ ナー 2015] の 開催 (の 人 : 岩 清 水 梓 さ ん ) 






































3 今後 の 取組 
(1) 米 の コス ト 低 減 や 食味 向上 な どの 生産 対策 や 、 新 規 取 引 先 の 開拓 や 県 オリ ジ ナ ル 新 品種 
の ブラ ンド 化 な どの 販売 対策 や 消費 拡大 対策 の 強化 を 図る た め 、 平 成 27 年 2 月 に 「 い わ て 
の 美味 し い お 米 生産 ・ 販 売 戦略 」 を 策定 。 
(2) 戦略 を 具体 的 に 進め 、 全 国 ト ッ プ クラ ス の 品質 と 美味 し さ を 誇 る 県 産 米 の 評価 と 知名 度 
の 向上 を 図る た め 、 県 の 平成 27 年 度 当初 予算 案 に 、「 日 本 一 の 美味 しい お 米 の 国 づ くり 推 
進 事業 」 (予算 額 : 26, 811 千 円 ) を 要求 。 
(3) 本 事業 等 を 通じ 、 岩 手 県 =「 日 本 一 の 美味 し い お 米 の 国 」 の イメ ー ジ を 県 民 一 体 で 作り 
上 げ 、 全 国 に 向け た ブラ ンド 発信 の 展開 に つなげ て いく 考え 。 


7 万 公 一 の 美 大 し い お 欧 の 屋 づ ぐ グ 北 送 更 美 / の 度 廊 イメ ー ジ 7 
一 一 一 一 
消 KL 食べ よう ! い わ て の 美味 し い お 米 。」 運動 展開 
| 米 〇 消费 减少 、 米 俩 下 落 て -< 四 お 者 等 な 対象 に こ 航 食 機 信 の 創出 (モデ ル 的 取組 を 支 失 















































































































































酒 愉 证 








・ 稲 作 農家 の 生産 意欲 低下 


オー ル 岩 手 で 米 作 り を 支 
大 える 機運 の 醸成 ! 





























・ 知 名 度 、 価 格 向上 が 急務 
: | 
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6 人 口 減少 対策 の 進め 方 


く 県 民 総 参 加 の 取組 > 
人 日 減少 問題 は 、 行 政 の み で は な く 、 県 民 全体 の 問題 と し て 、 県 民 、 民間 事業 者 、 関係 団体 、 機 関 等 
が 自ら 考え 、 協 働 し て 取り 組む こと が 必要 で す 。 


商工 団体 ・・ 安 定 的 な 雇用 の 確保 、 女性 の 活躍 推進 の 取組 等 
民間 事業 者 等 ・・ 県 内 就職 希望 者 の 積極 的 な 雇用 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 整備 等 
生産 者 、 農 業 、 林 業 、 水 産業 団体 等 …・ 担 い 手 の 確保 ・ 育 成 、 新 規 就業 者 確保 等 

県 内 教育 機関 (大 学 、 専修 学校 、 高 等 学校 等 )・…・ 人 材 の 育成 、 県 内 企業 の 紹介 等 
関係 団体 、NPO 等 …・ 保 健 ・ 福 祉 活動 、 ま ちら づくり など 地 域 課 題 へ の 対応 等 
県 民 …・ 地 域 に 関す る 理解 を 深め 、 ふ る さと が 抱え る 課題 を 自ら の 間 題 と し て 参画 
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人 口 減少 対策 の 推進 体制 








関係 団体 


力 


働 援 


岩手 県 人 口 問題 対策 本 部 
本 部 長 : 知 事 
国 を 挙げ て 行う べき 対策 の 提言 


県 で は 、 平成 26 年 11 月 に 、 次 の 項目 に つい て まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 に 対し 、 要望 を 行い まし た 。 
MM 国 の 支援 の 充実 が 必要 な 施策 に つい て は 、 引 き 続 き 、 積極 的 に 提言 し て 
い 。 

< 全 般 的 事项 > 

・ 使 途 の 自由 度 の 高い 交付 金 等 の 創設 

・ 地 方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 








等 基 庄 悪 rrrtC・rm び <Y 放 加 






































































































































東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事 業 を 応用 し た 取組 
ぐ く 個 別 事項 (自然 減 対 策 ) > < 个 别 事项 (社会 減 対策 )> 
・ 地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 ・ 高 等 教育 機関 の 地方 分 散 
・ 乳 幼児 医療 費 助成 等 の 全国 一 律 化 ・ 地 方 大 学 へ の 支援 
・ 妊 産婦 地域 ケア 体制 の 整備 ・ 企 業 の 本 社 機能 の 移転 
・ 贈 与 税 の 非課税 緩和 ・ 地 方 自治 体 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 
・ 不 利益 取り 扱い の 禁止 の 徹底 ・ 創 業 へ の 支援 
・ 男性 が 家事 ・ 育 児 に 参加 し や すい 働き 方 へ の 転換 ・ 国 際 交 流 人 口 の 拡大 
・ 子 育て し や すい 働き 方 の 促進 ・ 速 達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 利 用 促進 
・ 育 児 休暇 後 の キ ャ リア アッ プ の 支援 








問い 合わ せ 先 : 岩 手 県 政策 地域 部 政策 推進 室 政策 担当 


TEL019-629-5508 Fax:019-629-5254 e-mailiAA0001@⑳prefiwate.jp 





人 口 問題 に 関す る 報告 ( 案 ) 


~ ふ る さと を 消滅 させ な い ~ 
平成 27 年 2 月 岩手 県 人 口 問題 対策 本 部 























手 県 で は 、 人 口 間 題 対策 本 部 (本 部 長 知事 ) を 平成 26 年 6 月 に 設置 し 、 人 口 減少 問題 へ の 対応 を 
更に 強力 に 推進 する た め 検 討 を 進め て きま し た 。 同年 9 月 に は 「 人 口 問題 に 関す る 中 間 報 告 」 を 公表 
し 、 岩手 県 総合 計画 審議 会 や 市 町 村 、 民間 の 方 々 等 か ら 御 意 見 を いた だ き な が ら 更 に 検討 を 進め 、 
人 口 減少 問題 に 関す る 総合 的 な 施策 集 と し て 本 報告 ( 案 ) を 取り まとめ まし た 。 

平成 26 年 11 月 に 施行 され た 「 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 」 に 基づき 、 各 自治 体 は 地方 版 ま ち ・ ひ と ・ し ご 
と 総合 戦略 の 策定 が 求め られ て いま す が 、 岩 手 県 に お いて は 、 こ の 報告 を 基 に 広く 御 意見 を いた だ き 
な が ら と 策定 を 進め て いき ます 。 






















































































(26) 


70.0% 


60.0% 















































+- 40.0% 
30.0% 
ト 20.0% 
10.0% 
0.0% 
27 32 37 42 47 52 年 
(2015) (2020) (2025) (2030) (2035) (2040) 
ee 年 少 人 口 ee 生 章 年 峪 人 口 本 コ 老年 人 ロ 一 2 一 年 少 人 口 割 合 一 夯 一 生 产 年 岭 人 口 割 合 一 6 一 老年 人 口 割 合 
果肉 市 是 村 OD 人口 增 沽 率 二 O11 OO 年 (平成 22 年 ) 一 2O040O 年 (平成 52 年 ) 
陵 内 治 
ルル 西 前 田 婦 岸 
県 盛 帽 滝 夫 墓 岩上 疫 矢 花 北 達 一 奥 和 ケ 平 宮 銘 高 竹 住 大 山 岩 野 久 普 軽 最 九 洋 一 市 市 
全 国平 汉 石 卷 手 波 巾 着 上野 陪 州 较 崎 和 泉 古 湾 田 石 田 攀 田 和泉 畑 燕 戸 代 米田 戸 時 戸 町 町 
体 市 市 市 町 町 町 町 町 市 市 市 市 市 町 町 町 市 市 市 市 町 町 町 町 村 市 市 村 町村 村 町 町 村 村 
0.0 | 
-5.8 
-10.0 | | | | 
20.0 -18.2 17.6 -16.4 
- っ っ . デ ワ .? 
26.3 
30.0 | 
じ 9.5 -29.4 
30.9 
35.5 中 
40.0 37.6 i 1 38-7 ーー 
39.4 39.6 -40.6 
-A1.9, -41.6 
42.6 42.6 | ES -43.0°1-%2.7 -42.7 
5.7 45.7 
50.0 48.1 4 47.1 
50.3 -51.0 


-60.0 
(96) 


〇 本 県 人 口 は 2010 年 の 133 万 人 か ら 、2040 年 に は 93.8 万 人 (A29.59%) ま で 減少 する と 予測 され て いま す 。 
〇 生産 年 齢 人 口 は 2040 年 に は 47.6 万 人 に な り 、 約 32 万 人 (40.29%%) 減 少 する と 予測 され て いま す 。 


【 急 激 な 人 口 減少 に 伴う 課題 】 


急激 な 人 口 減少 は 、 地 域 経済 や 地域 医療 、 福 祉 ・ 介 護 、 教 育 文化 、 公 共 交 通 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 
な ど に マイ ナス の 影響 を 与え る ほか 、 県 ・ 市 町 村 の 行 財政 に 対し て の 影響 も 懸念 され ます 。 





人 口 問 題 に 関す る 報告 ( 案 ) ふる さと を 消滅 させ な い ~ < 概要 > 
一 人 ひと り の 暮らし や な り わ い 、 ふ る さと へ の 思い に 寄り 添っ た 人 口 減少 対策 を 進め て いき ます 。 









時 = に ココ ノア =【 ノ た よい 2 人 口 減少 対策 の 基本 的 な 考え 方 5 総合 的 な 人 口 減少 対策 の 展開 



































































































































































































































































































































(1) 人 口 の 推移 (1) 「 一 人 ひと り 」 の 暮らし や 、 な り わ い に 寄 り 曲 = 
ゃ * ee な ふ 了 
岩手 県 の 人 口 の 推移 1920 年 (大 下 9 年 )~.2010 年 (平成 22 年 ) 6 人 移動 や 減少 は 、 進学 、 就職 、 夭 骨 、 出産 、 転居 と v \ つ 施策 項目 H27 年 度 の 主 な 事業 (単位 : 千 9) 
” | た 個々 人 の 選択 の 結果 で ある こと を 踏ま え 、 一 人 ひと り の 暮 8 ・ 個 店 経営 カ ア ッ プ 応 援 事 業 費 (1.013) ・ い わ て 若者 活躍 支援 事業 費 (9,986) 
らし や な り わ い に 寄 り 添 っ た 取組 を 進め て いき ます 。 ① 地 域 の 魅力 づく り の 推進 ・ い わ て 男女 共同 参画 プラ ン 槍 人 事業 費 (22,200) ・ い わ て 女性 活躍 支援 事業 費 (13.662) 
・ い わ て 文化 芸術 王国 構築 事業 費 (3.961) ・ 戦 略 的 再生 可能 エネ レギ ー 推 進 事業 費 (6655) 
(2) 「 ふ る さと 」 へ の 思い に 寄り 添っ た 取組 を 進め - 
9 ・ 地 域 経営 推進 費 (500,000) ・ 草 の 根 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 費 (1.302) 
各地 域 の 地域 資源 や 環境 、 更 に は 、 岩 手 に 生ま れ 育 っ た ② 地 域 コ ミュ ニテ ィ へ の 支援 AD の デ 住 ・ 交 流 促進 事業 費 (140.000) ・ 地 域 防災 力 強 化 プ ロジ ェクト 事業 費 (10.080) 
人 や 、 岩手 を 第 二 の 故 卿 に し よう と する 様々 な 人 々 の 「 ふ る ・ 学 び を 通じ た 被災 地 の 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 費 (276,079) 
さと 」 へ の 思い に 寄り 添っ た 取組 を 進め て いき ます 。 
* 福 祉 人 材 セ ンタ ー 運 営 事業 費 (25.951) ・ 介 護 人 材 マ ッ チ ング 支援 事業 費 (41,868) 
ES 人 ③ 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 ・ 地 域名 括 ケ アシ ステ ム 基 盤 確 立 事業 費 (9,758) ・ 医 師 確保 対策 推進 事業 費 (88248) 
ー - ・ 在 宅 医療 推進 費 (394,250) ・ 看 護 師 等 修学 資金 貸付 金 (199,943) 
発 災 以降 、 地 元 の 底力 と 様々 な つなが り の 力 を 生か し 、 | 
| オー ル 岩 手 で 復旧 ・ 復 興 に 取り 組ん で きた 経験 を 生か し 、 









































・ 公 共 交 通 利用 推進 事業 費 (2,373) ・ 三 陸 鉄 道 運 営 支援 対策 費 (74,079) 







































































































































































岩手 県 の 人 口 は 、 平 成 9 年 か ら 減少 が 続い て いま す 。 | 人 日 減少 間 題 へ の 取組 を 進め て いき ます 。 ④ 地 域 公 共 交 通 の 確保 いわて 銀河 鉄道 経営 安定 化 対策 費 (19.569) ・ バ ス 運行 対策 費 補 助 (344.054) 
| ・ 若 年 層 を 中 心 と し た 社会 減 と 、 出生 数 が 死亡 者 数 を | (4) 本 格 復興 の 推進 に より 沿岸 地域 に お ける 人 日 減 | 。 ・ 地 域 公共 誠 台 司 衝 人 代 事業 費 補 助 5000) 一 三 哮 饱 痢 缆 同 地 或 下 和 E 支 援 事业 费 寅 屿 52000) 
| 下回る 自然 減 が 続い て いま す 。 | 少 対策 を 進め ます 。 
a EE 闘い 減少 所 が 予 油 いろ る 没 岸 地域 8 a いわて で ものづくり 産業 人 材 育 成 事 業 奏 @619 学校: 地域 の 協 働 に よる そい リア 教 醍 色 公 事業 費 6300) 
(2) 人 口 の 社会 減 大 震 ss i | i i i NO 、⑤ 人 づく り の 推進 ・ 教 育 の 振興 ふわ < の 復旧 育 抽 人 援 事業 費 (23,359) いわ て 末 来 久 護 人 サポ ー ト 事業 連 (6.661) 
本 汉 去 30 年 间 0 册 手 果 社会 小 上 有 动 求全 率 全 加 车 失 和 0 本 格 ee | グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 (希望 卿 いわ て グロ ー バ ル 人 材 育成 事業 ) (8,574) 


















































3 人 口 減少 に 立ち 向かう た め の 3 つ の 基本 目標 | (2) や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 られ る 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る 施策 
(1) 豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め ます 。 





















































・ 事 業 型 NPO 育 成 事業 費 (1,393) ・ い わ て 人 材 確 保 支援 事業 費 (23,230) 
・ 県 外人 材 等 U・1 タ ー ン 推進 事業 費 (6.306) ・ 次 世代 経営 者 育成 事業 費 補助 (22,581) 
・ い わ て の 住 文化 継承 事業 費 (空き 家 活 用 人 材 育成 支援 事業 費 ) (4,000) 








① 商 工業 の 振興 、 雇 用 の 創出 


















































・ 地域 の 人 々 が より 地域 を 知り 、 地域 の 魅力 を 高め られ る よう に し ます 。 
・ 生活 を 支え る 潤 々 な 時 盤 を 充実 し ます 。 

・ 一 人 ひと り の 力 を 高め 、 つ な が の 力 を 生か し ます 。 

・ 男女 が 共に 生き や すく 、 活 気 ある 社会 を 形成 し ます 。 


a En Ms 0 年 
ev ee a a a な いた め 、 (2) や り が い と 生活 を 支え る 所 得 が 得 らち れ る 仕事 を 
出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 岩 手 県) 、「 一 般 職業 紹介 状況 」( 厚 生 労働 省 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止め ます 。 
























































・ い わ て 6 次 産業 化 ネ ットワーク 活動 推進 事業 費 (116,584) 
・ い わ て 6 次 産業 企業 化 促進 事業 費 補 助 (3,.000) ・ い わ て = ュー ファ ーー 支援 事業 費 (592.814) 
\ わ て 農林 水産 ブラ 輸 H( 吉 供 事 業 費 (8.056) ん で 発 元気 な 生 鍋 , 攻 子 応援 事業 費 (4,793) 





















































② 農 林 水 産業 の 振興 















































・ い わ て 県 民 参画 広報 事業 費 (3,153) ・ い わ て へ の 定住 ・ 交 流 促進 事業 費 (140.000) 














































































































































































































| ・ 本 県 の 社会 減 は 、 全 国 と の 経済 状況 の 差 と 相関 関 | . ロー カル 経済 を 振興 し 、 地域 経済 を 活性 化 さ せま す 。 ③ 移 住 ・ 定 住 の 支援  ・ ふ る さと づく り 推 進 事業 費 (15,510) 沿岸 広域 圏 交 流 人 口 拡 大 事業 費 (12,159) 
| 係 が か み ら れ ます 。 > 農林 水産 業 の 振興 、 6: 次 産業 化 な ど を 進め ます 。  ・ 三 陸 観 光 再生 事業 費 (28.823) ・ い わ て 観光 キャ ン ペ ー ン 推進 協議 会 負担 金 (39,522) 
・ 一 人 ひと り の 希望 に 沿っ た 移住 ・ 定 住 を 支援 し ます 。 
(3) 人 口 の 自然 減 | で て の K 
a (3) gg を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を | (3) 社会 全体 で 子育て を 支援 し し 人口 の 自然 減 を 食い 止め る 施策 
ーー ・ 社 ・ い わ て の 子ども スマ イル レ 秩 進 事業 費 (52.060) ・ 男 性 不妊 治療 費 助 成 事業 費 (2,220) 
本 住ま と 生 岳 の 調和 を 通じ 衝 区 性 の 后 了 を 支援 し ます 站 - 周 产 期 攻关 对 第 要 (538,739 .特定 ト 妊 治療 費 助成 事業 費 (116,310) 
w . 健康 で 長生 き で きる 生活 を 支援 し ます 。 支援 ・ 生 涯 を 通じ た 女性 の 健康 支援 事業 費 (6462) ・ 妊 娠 出産 包括 支援 事業 費 (375) 






































有 ・ 子 育て 応援 推進 事業 費 (3,044) ・ 子 育て 支援 員 研修 事業 費 (11,814) 
4 国 を 挙げ た 取組 が 期待 され る こと ② 子 育て の 支援 ・ 児 童 福祉 施設 整備 費 (児童 館 整 備 費 補助 ) (103,149) 






















































































- と rh YE で 所 上 産 矢 ! * 刍 事業 
の ああ の あああ 品 必 ああ ああ | (TD 自然 減 対策 と し て 、 高 い 水準 の 社会 保障 制度 、 出 産 、 | 加 子ども 、 妊 産婦 医療 助成 費 (731727) “小 乒 科 救 委 医 六 支援 事业 客 (25,907) 
es 子育て サー ビス 体制 を つく る こと を 期待 し ます 。 ・ 健 康 いわ て 21 プ ラン 推進 事業 費 (5.334) ・ 脳 卒 中 予防 緊急 対策 事業 費 (10,950) 
調 倉 」 1 態 統 計 」 労働 1 


























上 遇 典 :「 団 勢 調査 」( 総 務 名 )、「 人 口 動態 統計 」( 厚 生 労働省) a a ③ 健 康 ・ 長 生き の 支援 ・ 生 活 習慣 病 重 症 化 予防 推進 事業 費 (14,500) .自杀 计策 察 急 给 化 事业 费 (68,861) 
| ・ 出 生 数 の 減少 は 、 出 生 率 の 低迷 と 若年 女性 人 口 の | (2 社会 減 対策 と し て 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 | ・ が ん 診療 連携 名 病院 機能 独 化 事業 費 補 助 (122,321) 


| 減少 が 原因 で す 。 | する こと を 期待 し ます 。 ーー 






















































































人 口 問題 に 関す る 報告 ( 案 ) 


と ふる さと を 消滅 させ な いて 


平成 27 年 2 月 


岩手 県 人 口 問 題 対 策 本 部 


は じ め に 


I 岩手 県 の 人 口 の 現状 と 将来 推計 


1 日 本 の 人 口 の 現状 


























2 岩手 県 の 人 口 の 現状 








3 将来 人 日 推計 














I 人 口 減少 に 伴う 課題 


下 人 口 減少 対策 の 基本 的 な 考え 方 








1 人 口 減少 対策 の 基本 的 な 考え 方 











2 人 口 減少 に 立ち 向かう た め の 3 つの 基 
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3 国 を 挙げ た 取組 が 期待 され る こと 











IV 総合 的 な 人 口 減少 対策 の 展開 








1 豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め る 施策 











2 や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 








3 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 











V 人 口 減少 対策 の 進め 方 
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口 の 社会 減 を 食い 止め る 施策 


食い 止め る 施策 
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は じ め に 




















岩手 県 で は 、 長年 に わた り 人 口 減少 を 県 政 の 重要 課題 と し て 捉え 、 そ の 対策 に 取り 組 
ん で きた 。 今年 度 に 入り その 取組 を 更に 強力 に 、 ま た 、 従 来 と 異な る 次 元 で 推進 する た 
め 、 人 口 問題 対策 本 部 を 設置 し た 。 本 部 で は 、 早急 か つ 重 点 的 に 取り 組ま な けれ ば な ら 
な い 事 項 を まとめ 、「 人 口 問題 に 関す る 中 間 報 告 」 と し て 昨年 9 月 に 公表 し た 。 














































































































中 間 報 告 の 公表 以降 、 周 手 県 総合 計画 審議 会 や いわ て 未来 づく り 機 構 ラ ウン ド テ ー ブ 
ル を は じ め 、 県 内 各市 町 村 や 民間 の 方 々 と 意見 交換 を 行っ て きた 。 中 間 報 告 で 打ち 出し 
た 「 出 生 率 と 若者 の 人 口 流出 ・ 還 流 促進 対策 」 に つい て は 、 多 く の 方 々 の 葵 同 を 得 た と 
ころ で あり 、 県 と し て 、 そ の 推進 を 確実 に 図っ て いか な けれ ば な ら な いと 改め て 訟 識 し 
て いる 。 




























































































この 報告 は 、 中 間 報 告 に 対し て 各層 か ら 頂 いた 意見 を 踏ま え 、 施策 の 方 向 性 を より 確 
か な も の と する た め 、 農林 水産 業 の 振興 や 若者 と 女性 の 更 な る 社会 進出 、 公共 交通 の 確 
保 な ど を 加え た 総合 的 な 施策 の 方 向 性 を まとめ た も の で ある 。 
平成 27 年 度 は 、 中 間 報 告 及び この 報告 を 踏 まえ 、 人 口 減少 問題 に 県 と し て 本 格 的 に 
取組 を 強化 し て いく 初 年 度 と な る こと か ら 、 予 算 案 も これ ら の 報告 に 基づき 編成 し た 。 





















































































































































また 、 中 間 報 告 の 公表 後に 、 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 が 施行 され た 。 こ れ に より 、 
都 道 府 県 等 に 地方 版 の まち ・ ひ と ・ し ご と 総合 戦略 の 策定 に 関す る 努力 義務 が 課せ られ 
る こと と な っ た 。 岩手 県 に お ける 地方 版 総合 戦略 は 、 こ の 報告 を 基 に 、 広 く 意 見 を いた 
だ き な が ら 策 定 し て いく こと と な る 。 



























































人 日 減 少 間 題 は 、 そ の 原因 が 、 社 会 的 要因 、 個 人 的 要因 な ど 多 様 で あや り 、 か つ そ れ ら 
が 複雑 に 絡み 合っ て お り 、 一 朝一 夕 に 解決 する も の で は な く 、 何 十 年 に も わた り 継 続 的 
に 取り 組ん で いか な けれ ば な ら な い 問 題 で ある 。 引き 続き 、 県 内 各層 か ら の 御 協力 を い 
た だ き な が ら 、 県 ・ 市 町 村 の 密接 な 連携 の 下 、 岩手 県 の 総力 を 挙げ て 人 日 減少 問題 に 立 
ち 向 か っ て いか な けれ ば な ら な い 。 






























































本 報告 の 公表 を 契機 に 、 人 々 に 人 口 減少 問題 が 共有 され 広く 議論 か な され る な ど 、 県 
民 一 人 ひと り の 間 題 と し て 認識 され る こと を 願う も の で ある 。 

















ふる さと を 消滅 させ な いた め に 。 





I 岩手 県 の 人 口 の 現状 と 将来 推計 










































































(本 章 の 構成 ) 
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く ポ イン トッ > 


〇 岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 し 続け て いる 。 


〇 人 口 減少 の 要因 と し て 、 若 年 女性 人 口 の 減少 、 出 生 率 の 低迷 、 若 者 の 県 外 流 
出 が 考え られ る 。 


〇 人 口 の 社会 増減 と 全国 と の 経済 ・ 雇 用 情勢 の 差 に は 相関 関係 が 見 られ る 。 
〇 国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 の 推計 に よる と 、2040 年 まで に 岩手 県 の 人 


口 は 約 3 割 減少 する と 見 込ま れ て いる 。 特に 、 生 産 年 齢 人 口 、 年 少 人 口 が 減少 
する 。 





1 日 本 の 人 口 の 現状 


(1) 長期 的 な 人 口 の 推移 





〇 日 本 の 人 口 は 2008 年 を ビー ク に 減少 に 転じ た 。 
〇 人 日 減少 の 要因 は 、 出 生 率 の 大 幅 な 低下 に よる 。 
〇 高齢 化 が 進み 、 生 産 年 齢 人 口 は 減少 し て いる 。 
































ピー ク に 2005 年 に は 1.26 まで 低下 し 、 近 生 


老年 人 口 割合 (高齢 化 率 ) は 、1983 年 の 9.8% か ら 2013 年 に は 25. 1% まで 上 





し 、 こ の 30 年 間 で 急速 に 高齢 化 が 進ん で いる 。 


一 方 、 生 産 年 齢 人 口 は 1995 年 の 8, 726 万 人 を ピー ク に 減少 に 転じ 、2013 年 【 






































E 間 で は 1984 有 
FE は 1.3 て 1.4 程度 で 推移 し て いる 。 














2008 
12.808 万 人 
(高 前 化 率 22.1%) 











年 


2013 年 
12.730 万 人 
(高齢 化 塗 25.196) 


7, 901 万 人 と ピー ク 時 か ら 825 万 人 、9.5% 減 少し て いる 。 ( 図 1) 

( 図 1) 
(ん 日 本 の 長期 的 な 人 口 の 推移 
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1995 年 
8.726 万 人 





2013 年 
7.901 万 人 
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推計 」 (総務 省 ) 、 








「 人 


動態 統計 」( 厚 





生 労働 省 ) 





2013 年 
3.190 万 人 [3 





日 本 の 人 口 は 2008 年 を ピー ク に 減少 に 転じ し た 。 そ の 主 な 要因 は 出生 率 の 大 幅 な 


低下 で あり 、 合 計 特 殊 出 生 率 に つい て 見 る と 、 こ の 30 人 E の 1.81 を 





9.5 


6.5 


(2) 東京 圏 へ の 人 口 移 動 





〇 東京 圏 に 転入 する 人 々 は 、15 て 24 歳 ま で の 若い 世代 が 多い 。 

〇 東京 圏 へ の 人 口 移 動 は 、 地 方 と 東京 圏 の 経済 ・ 雇 用 情勢 の 差 と 関係 が 見 られ る 。 

〇 東京 圏 を は じ め と する 都市 部 は 出生 率 が 総じて 低く 、 都 市 部 へ の 人 口 集中 が 日 本 の 出生 
率 低下 に 拍車 を か け て いる 。 








総 人 口 の 減少 に 加え て 、 地方 か ら 東京 較 を は じ め と し た 都市 部 へ の 人 口 流出 が 続 
いて いる 。 
東京 圏 へ の 人 口 流入 は 、 こ の 30 年 間 で は 、1980 年 代 後 半 に か け て 増加 し 、 そ の 
后 1990 年 代 半 ば に 一 旦 収束 し た が 、2000 年 代 に 再び 増加 に 転じ し て いる 。 

その 後 、2007 年 を ピーク に 減少 に 向っ た も の の 、2013 年 に は 再び 増加 に 転じ 、 
現在 東京 圏 の 人 口 移 動 は 約 10 万 人 の 転入 超過 と な っ て いる 。 ( 図 2) 

























































































( 図 2) 三 大 都市 園 及 び 地 方 較 の 転入 ・ 転 出 超過 数 の 推移 
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出典 :「 住 民 基 本 台帳 人 口 移 動 報告 」 (総務 省 


ュ ン 
























































東京 圏 へ の 人 口 移 動 を 年 齢 別に みる と 、15 歳 か ら 24 歳 ま で の 若い 世代 の 転入 ま 
過 数 が 多く 、 高校 や 大 学 ・ 短 大 等 の 卒業 時 に 進学 や 就職 目的 で 地方 か ら 東京 圏 へ 若 
い 世 代 が 多数 流出 し て いる も の と 考え られ る 。 ( 図 3) 






























































( 図 3) 
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東京 圏 の 年 齢 階級 別 転入 超過 炒 の 推移 
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本 10 で 14 15~19 20~24 25~29 30~34 35~39 40~49 50~59 _ 网 本 70~79 80 启 以 上 | 
出典 :「 住 民 基本 台帳 人 口 移 動 報告 」 (総務 省 ) 
東京 圏 の 社会 増減 数 と 東京 圏 の 有効 求人 倍率 の 全国 平均 と の 差 の 推移 を みる と 、 
両者 の 動き は お お むね 一 致し て お り 、 東京 圏 へ の 人 日 移動 は 経済 ・ 雇 用 情勢 と 深く 

関連 し て いる と 考え られ る 。 ( 図 4) 

( 図 4) 
過去 30 年 間 の 東京 園 の 社会 増減 数 と 有効 求人 倍率 全国 差 の 推移 
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出典 :「 住 民 基本 台帳 人 口 移 動 報 告 」( 総 務 省 ) 、「 一 般 職 業 紹介 状況 」 (厚生 労働 省 ) 











(都市 部 に お ける 出生 率 の 低 さ ) 


・ 都 道 府 県 別 の 合計 特殊 出生 率 を みる と 、 東 京 






















































































圏 を は じ め と する 大 都市 部 の 合計 特 


殊 出 生 率 は 総じて 低く 、 地方 の 若い 世代 が 都市 部 に 流出 する こと に より 、 日 本 全体 
の 少子 化 に 拍車 が か か っ て いる と の 指摘 も ある 。 ( 図 5) 
5 都 道 府 県 別 の 合計 特殊 出生 率 と 出生 数 (2013 年 ) 
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出 典 :[ 人 口 动态 统计 」 (厚生 労働 省 ) 


都 道 府 県 別 の 転出 超過 率 と 出生 率 の 関係 を みる と 、 人 ロ 
団体 は お お むね 出生 率 が 高い 傾向 に ある 。 


地方 











( 図 6) 





が 転出 超過 と な っ て いる 


に 若い 世代 を つなぎ と め 、 人口 の 転出 超過 傾向 を 改善 する こと が で きれ は ば 日 
本 全体 の 出生 数 の 増加 に つなが る 可能 性 が ある 。 





( 図 6) 











都 道 府 県 別 の 転出 超過 率 と 合計 特殊 出生 率 の 関係 


(転出 超過 率 は 1981 年 以降 の 累計 、 出生 率 は 2008~2012 年 平均 ) 
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7 出典 :「 住 民 基 本 台帳 人 口 移 動 報告 」 (総務 省 ) 、 
「 人 口 動態 統計 」( 厚 生 労働 省 ) 


























(3) 地域 経済 の 縮小 





〇 地方 の 人 口 減少 が 地域 経済 の 縮小 を も た らし 、 そ れ が さら な る 人 口 減少 に つなが っ て いく 
可能 性 が ある 。 

















0.0 ] 


地方 に お いて は 、 生産 年 齢 人 口 の 減少 に 伴う 就業 者 数 の 減少 が 地域 の 消費 の 縮小 
に つなが り 、 更 に は 一 人 あたり の 個人 所 得 の 減少 を 招く お それ が ある 。 








し た が っ て 、 地 考 の 若い 世代 が 東京 圏 な ど に 流出 が 続き 、 地域 経済 が 縮小 に 向 え 











ば 、 地 方 か ら 若 い 世 代 の 流出 が 更に 加速 し 、 地 域 経 済 の 破綻 を 招く 可能 性 が ある 。 


7 ) 





( 図 7 ) 


過去 10 年 間 の 生産 年 齢 人 口 、 就 業者 数 、 個 人 所 得 の 増減 率 
(2003 年 っ 2013 年 ) 
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出典 :「 人 口 推計 」、「 労 働 力 調 査 」、「 市 町 村 税 課税 状況 等 の 調 」 (総務 省 ) 

















2 岩手 県 の 人 口 の 現状 


(1) 長期 的 な 人 口 の 推移 





〇 岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 し 続け て いる 。 





岩手 県 の 人 口 は 1997 年 以降 減少 と な っ て お り 、2010 年 の 国勢 調査 
人 口 は 133 万 147 人 で ある 。 ( 図 8) 








( 図 8) 


FA 岩手 県 の 人 口 の 推移 1920 年 (大 正 9 年 )~2010 年 (平成 22 年 ) 
1600 











大 正 9 昭和 5 15 25 35 45 55 平成 2 
(1920) (1930) (1940) (1950) (1960) (1970) (1980) (1990) 








12 22 
(2000) (201 


年 少 人 口 画 還 生産 年 齢 人 口 デコ 老年 人 口 一 年 少 人 口 割合 - 画 一 生産 年 齢 人 口 割合 一 老 年 人 口 割合 


























出典 :「 国 勢 調査 」 (総務 省 





ュ ン 








(2) 人 口 減少 の メカ ニズム 


① 自然 減 

















〇 若年 女性 の 人 口 減少 と 出生 率 の 低迷 が 、 人 口 の 自然 減 の 原因 で ある 。 
〇 出生 率 低迷 の 育 景 に は 、 未 婚 化 、 晩 婚 化 の 進行 が ある 。 








岩手 県 の 人 口 の 自然 増減 は 、 出 生 数 の 減少 、 死 亡 数 の 増加 に より 、 





少 に 転じ 、 以 降 は 減少 数 が 拡大 傾向 に ある 。 ( 図 9) 

死亡 数 は 、1980 年 代 後 半 か ら 増 加 傾向 に ある 。 

出生 数 の 減少 の 第 1 の 要因 は 、 女 性 人 口 (15~49 歳 ま で の 女性 ) 
少 で ある 。 し た が っ て 、 短 期間 に 出生 率 が 著しく 向上 し た と し て も 、 


1999 年 に 減 


その も の の 減 
出生 数 の 増加 


に つなが る 年 齢 層 の 女性 人 口 


ける 改善 は 困難 で ある 。 
さら に 、 女 
っ て いる 。 





出生 数 の 減少 の 第 2 の 要因 
80 年 代 以 降 、 人 口 置換 水準 











上 回 っ て いる も の の 、1.46 に と ど ま っ て いる 。 ( 図 10) 


( 図 9) 
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! 人 日 移動 が な く 、 死 亡 の 水準 が 
生 の 水準 を いう 。 
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の 増加 に 至る まで 期間 を 要する こと か ら 、 短 期間 に お 


性 を は じ め と し た 若い 世代 の 県 外 流出 が 、 女 性 人 口 の 減少 の 原因 と な 


は 、 出生 率 の 低迷 で ある 。 岩手 県 の 合計 特殊 出生 率 は 
の 2. 07 以下 に 低下 し 、2013 年 に は 全国 平均 1. 43 を 
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出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 (岩手 県 ) 




















定 と し た 場合 に 、 人 口 が 長期 的 に 増加 も 減少 も せ ず に 一 定 と な る 出 

















( 図 1 15~49 歳 女性 人 口 (1960 年 (昭和 35 年 )=100) と 合計 特殊 出生 率 出 咎 过) 
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出典 :「 国 勢 調査 」 (総務 省 ) 、「 人 口 動態 統計 」 (厚生 労働 省 ) 






































全国 的 に み ら れ た いわ ゆる 第 2 次 べ で ビー ブー ム (1971 年 て 1974 年 ) 時 期 に お い 
て も 、 冊 手 県 に お いて は 出生 率 、 出 生 数 と も 大 きく 上 昇 す る こと な く 、1970 年 代 
か ら 低 下 傾向 を 示し て きた 。 


合計 特殊 出生 率 の 低迷 は 、 未婚 率 の 上 昇 、 晩 婚 化 な ど が 直接 的 要因 で ある が 、 そ 
の 背景 に は 、 子 育て 世代 の 所 得 の 低下 、 非 正規 労働 者 の 増加 、 子 育て と 仕事 の 両 
立 が 困難 で ある こと な ど が ある も の と 考え られ る 。 ( 図 11) 


( 図 11) 岩手 県 の 合計 特殊 出生 率 と 未婚 率 
2.50 
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出典 :「 人 日動 態 統計 」 (厚生 労働 省 ) 、「 国 勢 調査 」 (総務 省 ) 
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〇 人 口 の 社会 減 の 波 は 、 全 国 と の 経済 ・ 雇 用 情勢 の 差 と の 関係 が 見 られ る 。 


〇 人 口 の 社会 減 は 、 進 学期 、 就 職 期 の 若者 の 転出 に よる 影響 が 大 きく 、 特 に 就職 期 の 女性 


の 転出 が 多い 。 








岩手 県 の 人 口 の 社会 増減 に は 、 


1960 年 代 、1980 年 代 後 半 、2000 年 代 後 半 を 減少 


の ピー ク と する 3 つの 波 が 存在 し て いる 。 


最も 社会 減 が 少な か っ た の は 1995 年 の 人 329 人 で あり 、 そ れ 以 降 、 神 
大 が 続い て いた 。2008 年 か ら 社 会 減 は 縮小 し 、2013 年 まで 6 





( 図 12) 


























小 し て いた が 、2014 年 、 7 有 





E ぶ り に 拡大 し た (2014 年 : へ 2, 975 人 ) 。 


( 図 12) 
岩手 県 の 社会 増減 1962 年 (昭和 37 年 ) 一 2014 年 (平成 26 年 ) 


※ 社 会 増減 に 職権 記載 、 職 権 消除 を 含ま な い 。 
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[会 減 の 拡 


F 連 続 で 減少 幅 は 縮 





この 人 口 の 社会 減 の 波 は 、 岩手 県 と 全国 の 有効 求人 倍率 の か い 離 幅 と 相関 が 見 ら 
れる 。 ( 図 13) 
























( 図 13) 過去 30 年 間 の 岩手 県 の 社会 増減 数 と 有効 求人 倍率 全国 差 の 推移 
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出典 :「 岩 手 県 毎月 人 口 推 計 」 (岩手 県 ) 、「 一 般 職 業 紹介 状況 」 (厚生 労働 省 














岩手 県 の 社会 減 は 、18 歳 の 進学 ・ 就 職 期 、22 歳 前 後 の 就職 期 に 顕著 で あり 、 特 
に 22 歳 前 後 で は 、 女 性 の 社会 滅 が 大 きい 。 ( 図 14) 

これ は 、 高校 卒業 者 の 希望 する 進学 先 の 希望 や 、 県 内 に お ける 若者 の 希望 に 合う 
就職 先 の 確保 (職種 、 給 与 条 件 、 求 人 数 等 ) が 、 社 会 増減 に 影響 を 与え て いる と 考 
えら れる 。 














( 図 14. ， 而 年 龄 别 社会 增 减 数 2014 年 (平成 26 年 ) 
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:「 岩 手 県 毎月 人 口 推 計 」 (岩手 県 ) 
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(3) 


沿岸 市 町 村 か ら の 人 口 流出 





〇 


沿岸 地域 の 人 口 は 、 東 日 本 大 震 炎 津波 時 に 、 大 きく 減少 し た 。 








ー ミ : 


沿岸 地域 の 人 口 は 、 全 県 的 な 傾向 と 同様 に 、 東日本 大 震 災 津波 直前 まで 社会 滅 が 
減少 し て いた も の の 、 岩 炎 の 発生 に より 人 口 が 大 きく 減少 し た 。 平成 26 年 に は 、 
社会 減 が 震 災 直前 の 水準 に まで 縮減 し て き て いる 。 ( 表 1) 
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L:「 岩 手 県 毎月 人 口 推計 」 (岩手 県 ) 





























3 将来 人 口 推計 


(1) 岩手 県 の 将来 推計 人 口 と 年 齢 構成 推計 





〇 国 の 機関 の 推計 に よる 岩手 県 の 人 口 は 、2040 年 まで に 3 割 減少 する と 見 込ま れ て いる 。 | 
〇 特に 、 生 産 年 齢 人 口 は 、4 割 程度 減少 する と 見 込ま れる 。 





国立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研 究 所 (以下 「 社 人 研 」 と いう 。) の 推計 に よる と 、 本 
県 の 人 口 は 2040 年 に は 93 万 8 千 人 と 見 込ま れ て いる 。 こ れ は 2010 年 を 100 と す 
る と 70.5 と な る 。 

同じ く 、2010 年 を 100 と し て 年 齢 構成 別に 見 る と 、 老 年 人 口 (65 歳 以 上 ) は 103. 4 
に 上 昇 、 生 産 年 齢 人 口 (15~64 歳 ) は 59.8、 年少 人 口 (0 て 14 歳 ) は 53.0 まで 下 
降 と 、2040 年 は 現在 (2010 年 ) と 大 きく 異な る 人 口 構造 と な る こと が 見 込ま れる 。 

( 図 15) 

な お 、 社 人 研 の 推計 は 、2005 年 か ら 2010 年 の 性 別 ・ 年 齢 階級 別 の 人 口 の 純 移動 
率 (社会 増減 の 率 ) が 、2020 年 に か け て お お むね 1/2 程度 に 縮小 する と 仮定 し て 
推計 し て いる 。 




















( 図 15) 
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出典 :「 日 本 の 地域 別 将来 推計 人 口 」( 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 ) (2013(H25).3.27 公表 (以下 同じ )) 














(2) 市 町 村 別 の 人 口 推計 





社 人 研 の 推計 に よる と 、2040 年 に は 、 岩 手 県 内 の 全市 町 村 で 人 口 が 減少 し て い 
る と 見 込ま れ て いる 。 ( 図 16) 

2040 年 時 点 で 、 全 県 の 人 口 減少 割合 で ある 3 割 を 超え る 人 口 減少 が 見 込ま れる 

の は 、26 の 市 町 村 に 及ぶ 。 

岩手 県 内 で 最も 人 口 減少 率 が 高い の は 、 西 和 人 賀 町 で へ 51.8%、 最 も 低い の は 滝沢 
市 で 人 5.8% と な っ て いる 。 

また 、 沿岸 地域 の いわ ゆる 被災 12 市 町 村 で は 、 平 均 41.6% の 人 口 減 少 が 見 込ま 
れ て いる 。 


( 図 16) 





県 内 市 町 村 別 の 人 口 増減 率 2O1O 年 (平成 zz 年 ) ~2040 年 (平成 52 年 ) 
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出典 :「 日 本 の 地域 別 将 来 推計 人 口 」( 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 ) 





I 人 口 減少 に 伴う 課題 


(本 章 の 構成 ) 
1 地域 経済 へ の 影響 MNO の MSNNeiMesteNerfeeeSwesesSsn 18 
2 地域 医療 、 福 祉 ・ 介 護 へ の 影響 ドド ドド ドレ ーー レー ドー ドー 18 
3 教育 ・ 地 域 文 化 へ の 影響 の ht の ゆ の 2 SNASa Notes 19 
4 地域 公共 交通 へ の 影響 19 
5 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 影響 NANO 19 
6 県 ・ 市 町 村 の 行 財 政 へ の 影響 …… ※ー ニ ぬ ド バ パコ ドド ドー ドド ーー 20 


く ポ イン ト > 





急激 な 人 口 減少 は 、 次 の よう な 課題 を も た ら す も の と 考え られ る 。 


〇 人口 の 減少 に 伴い 、 日 常 的 な サー ビス の 提供 が 身の回り か ら 減 少し 、 そ れ に 
よっ て 生活 が 不便 に な り 、 更 な る 人 口 減少 に つなが る お それ が ある 。 


〇 生産 年 齢 人 口 の 減少 に 伴い 各 産 業 に お ける 労働 力 の 不足 や 、 そ れ に 伴う 生産 
量 (生産 高 ) の 低下 が 起こ る お それ が ある 。 


〇 医療 、 福 祉 ・ 介 護 等 に つい て は 、 当 面 の 間 、 後 期 高齢 者 の 増加 に 伴う 香 要 の 
増加 が 見 込ま れる が 、 一 方 に お いて 、 医療 、 福 祉 ・ 介 護 等 の 専門 人 材 の 県 外 流 
出 の お それ が ある 。 


章 ・ 生 徒 の 減少 に より 、 学 校 教育 や 地域 の 文化 継承 へ の 影響 が 懸念 され る 。 


〇 公共 交通 機関 の 利用 者 の 減少 に 伴う 経営 上 の 影響 が 見 込ま れる 一 方 、 高 齢 者 
の 増加 に より 必要 性 が 高まる と 見 込ま れる 。 


〇 過疎 と 高齢 化 の 進行 に より 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 持つ 共助 機能 の 低下 が 懸念 
され 、 補 完 の 必要 性 が 高まる 。 


〇 県 ・ 市 町 村 の 財政 は 人 口 減少 に より 税収 減 と な る 一 方 、 高齢 化 の 進行 に よる 
社会 保障 関係 経費 の 増加 な ど に より 一 層 の 硬直 化 が 懸念 され る 。 








人 























の 減少 は 、 各地 域 に お ける 様々 な 需要 の 減少 を も た らし 、 地 域内 か ら の 各種 サー 




















ビス 産業 の 撤退 や 減少 な ど に つなが り 易 い 。 こ の こと に よる 生活 利便 性 の 低下 が 、 更 な 





る 人 日 
こと も 考え られ る 。 


減少 の きっ か け と な り 、 地域 の 











会 シス テム の 維持 ・ 存 続 に 大 き な 





影響 を 及ぼ す 


この ほか に も 、 人 口 減 少 は 住民 生活 の 様々 な 分 野 に 影響 を 与え る こと が 予想 され る 。 


その 中 に は 、 都市 部 の 過密 化 の 解消 な ど プ ラス の 影響 も 考え られ る が 、 本 報 € 
は 、 本 県 に お ける 今後 の 施策 の 方 向 愉 
































いか な けれ ば な ら な い 課 題 に つい て 


1 地域 経済 へ の 影響 





取り 上 げた 。 


E を 検討 する た め 、 急激 な 人 











減少 に 伴 v 





避 に お いて 


‘克服 し て 





生産 年 齢 人 口 の 減少 に より 、 労 働 力 不足 と 生産 量 (生産 高 ) の 低下 が 懸念 され る 。 





今後 人 





口 








の 間 に 、 女性 や 高齢 者 の 活 
足 や それ に 伴う 生産 量 (生産 高 ) の 低下 が 懸念 され る 。 
減少 は 、 都市 部 に お いて 





来訪 氷上 




















口 規模 が 縮小 する と と も に 、 生 産 年 齢 人 口 
化し て いく こと が 見 込ま れ て いる 。2010 年 に 人 口 











の 割合 は 、2040 年 に は 総 人 口 が 減少 する 





が 減少 し 、 人 
の 6 割 ほ ど で あ っ た 4 








構造 が 大 きく 変 
E 産 年 齢 人 








で 5 割 程度 まで 低下 する 。 そ れ ま で 

















] が 



































進ま な い 場 合 に あっ て は 、 各地 域 に お いて 労働 力 不 


街 地 の 空洞 化 を 招く こと な ど に より 、 都 市 


の 活力 が 低下 し 地域 経済 の 衰退 等 に つなが る お それ が ある 。 さら に 、 農村 部 で は 過 





























貴 化 が 進行 し 、 生 産 力 の 低下 と と も に 後継 者 不足 が より 深刻 と な る お それ が ある 。 
総 人 口 の 減少 、 中 で も 支出 の 多い 子育て 世代 の 減少 に よ り 、 県 内 の 消費 支出 全体 

















が 減少 する こと が 懸念 され る 。 


仮に 社 人 研 の 推計 どおり 人 
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系 性 上 昇 率 を 年 ゝ 

















く と 予想 され る 。 


2 地域 医療 、 福 祉 ・ 介 護 へ の 影響 


日 減少 が : 
ヶ 均 1.59% 程 度 と 仮定 









































供 ん だ 場合 に あっ て は 、 今 後 の 全 記 








E 業 の 労働 














し て も 、 県 内 経済 は ほぼ マイ ナス 成長 が 続 





〇 後期 高齢 者 の 増加 に より 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 電 要 増加 が 見 込ま れる 一 方 、 人 材 の 流出 も 懸 


念 され る 。 





本 県 の 老年 人 
更に 2030 年 まで 増加 し て いく た め 、 医 









































一 方 、 生産 年 齢 人 
足 が 懸 念 さ れる 。 
さら に 、 首 都 圏 で は 、 今 後 急 速 に 老年 人 

















療 、 福祉 ・ 介 





口 は 2020 年 まで 増加 が 見 込ま れ て お り 、 特 に 、 























が 増加 し 、 








医療 、 福 祉 ・ 介 





後期 高齢 者 人 
ま の 需要 の 増加 が 見 込ま れる 。 
口 の 減少 が 見 込ま れ て お り 、 こ うし た 需要 に 応え る 労働 力 の 不 


は 











0 需要 增 


加 が 見 込ま れ て お り 、 こ れ ら を 担う 人 材 が 地方 か ら 流出 する こと も 懸念 され る 。 


3 教育 ・ 地 域 文化 へ の 影響 
〇 児童 ・ 生 徒 の 減少 に より 、 学 校 教 育 や 地域 の 文化 継承 へ の 影響 が 懸念 され る 。 | 











今後 さら に 児童 ・ 生 徒 が 減少 する こと が 見 込ま れ て お り 、 学 級数 の 減少 、1 学級 
あたり の 児童 ・ 生 徒 数 の 減少 の 進行 が 予想 され る 。 
また 、 子 ども た ちの 部 活動 の 種類 の 減少 や 、 単 独 校 で の チー ム 編 成 が 困難 に な る 
な どの 影響 が 懸念 され る 。 
さら に 、 地域 文化 の 伝承 に 及ぼ す 影 響 も 懸念 され る 。 県 内 に は 多く の 伝統 芸能 
伝統 行事 な ど が 引 時 \ る が 、 少 子 化 の 影響 や 過疎 化 の 進行 に より 担い 手 が 
減少 し 、 こ うし た 地域 文化 が 衰退 する お それ が ある 。 




























































































4 地域 公共 交通 へ の 影響 
に 利用 者 の 減少 に 伴う 経営 上 の 影響 が 見 込ま れる 一 方 、 高 齢 者 の 増加 に より 必要 性 が 高 ま 





る と 見 込ま れる 。 






































人 日 減少 に 伴う 児童 ・ 生 徒 の 減少 や 生産 年 齢 人 口 の 減少 は 、 通勤 通学 者 の 減少 を 
も た らし 、 こ れ が 公共 交通 機関 の 経営 に 影響 を 及ぼ すこ と が 懸念 され る 。 

一 方 、 公 共 交通 機関 は 高齢 者 等 に と っ て も 日 常 生 活 に 欠か せな い 移 動 手 段 で あり 、 
高齢 者 の 増加 に よっ て その 必要 性 が より 高まる こと が 予想 され る が 、 人 口 減少 や 市 
街 地 の 低 客 度 化 に よっ て 公共 交通 機関 の 経営 効率 が 下がる こと に より 、 そ の 舌 要 に 
応え る こと が 困難 と な る お それ が ある 。 
















































































5 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 影響 
〇 過疎 と 高齢 化 の 進行 に より 、 共 助 機能 の 低下 が 懸念 され 、 補 完 の 必要 性 が 高まる 。 | 























人 日 減少 は 、 こ れ ま で の 傾向 か ら 、 県 内 一 律 に 減少 する の で は な く 、 特 に 東日本 
大 震 災 津波 に より 被災 し た 沿岸 地域 に お いて より 顕著 に 表れ る と 懸念 され て いる 
・ また 、 産業 の 集積 が 進ん で いな い 県 北 や 中 山間 地域 に お いて も 、 よ り 人 口 減少 が 

進む と 推計 され て いる ほか 、 同一 市 町 村内 で も 、 中 心 部 か ら 離 れ た 地域 で より 人 口 
減少 と 高齢 化 が 進む こと も 予想 され る 。 

こう し た 地域 で は 、 人 口 減少 と 高齢 化 の 進行 に より 、 こ れ ま で 地域 の コミ ュ ニ テ 
ィ が 果たし て きた 共助 機能 の 低下 が 懸念 され 、 こ う し た 機能 を 市 町 村 や N PO 等 が 
補完 し て いく 必要 性 が 高まる と 考え られ る 。 














































































































6 県 ・ 市 町 村 の 行 財 政 へ の 影響 
〇 経済 規模 が 縮小 し た 場合 、 税 収 減 と 財政 の 硬直 化 が 懸念 され る 。 | 


























今後 人 口 減 少 に 伴い 、 県 や 市 町 村 の 経済 規模 が 縮小 し た 場合 、 そ れ に 伴い 税収 等 
の 落 込 み が 予 想 さ れる が 、 高 齢 化 に 伴い 社会 保障 関係 経費 等 の 増加 が 見 込ま れる と 
と も に 、 人 件 費 及 び 公 債 費 等 、 歳入 の 減少 に 応じ た 削減 が 難し いも の も あり 、 財政 
の 硬直 化 が 進行 する お それ が ある 。 

小 規 模 町 村 に お いて は 、 現状 で も 少な い 職 員数 で 行政 サー ビス を 提供 し て いる と 
ころ で ある が 、 今 後 も 更に 少な い 職 員数 で 事務 を 行わ か けれ ば な ら な く な り 、 個々 
の 職員 の 多忙 化 と と も に 、 十分 な 業務 執行 体制 が と れ な く な る お それ が あり 、 行 政 
サー ビス の 低下 に つなが る 可能 性 が ある 。 









































































































































〇 また 上 記 の よう な 人 口 減少 に より も た ら さ れる 課題 の ほか に 、 高 度 経済 成長 期 に 整 
備 し た 公共 施設 ・ イ ン フ ラ の 老朽 化 に 直面 する 。 今後 これ ら の 維持 更新 費 が 増大 し て 
いく 一 方 で 、 水道 、 下 水道 、 道 路 等 の イン フラ に つい て は 、 人 口 の 減少 に より 、 住 民 
一 人 あたり の 行政 コス ト が 増加 し て いく こと か ら 、 よ り 効 率 的 な 維持 管理 の 実現 が 必 
要 と な る 。 
また 、 高齢 者 が 増加 し て いく こと か ら 、 ユニ バー サル デザ イン を 推進 する 必要 性 が 
高まっ て いく 。 


























































































































& 
| 人 口 の 急激 な 減少 は 、 こ の よう に 様々 な 面 に 重大 な 影響 を 及ぼ すこ と が 懸念 され る 
| こう し た 問題 に も 着実 に 対応 し て いけ る よう 、 人 口 の 急激 な 減少 を 食い 止め る た め に 、』 
| 県 の 総力 を 挙げ て 施策 を 展開 し て いく 必要 が ある 。 | 
I その 上 で 、 人 口 減少 や 社会 経済 状況 の 変化 に 対応 し て いく た め に 必要 な 施策 に つい | 
、 て も 、 着 実に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 I 
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三 人 口 減少 対策 の 基本 的 な 考え 方 


(本 章 の 構成 ) 


1 人 口 減少 対策 の 基本 的 な 考え 方 …. 
(1) 「 一 人 ひと り 」 の 暮らし や 、 な り 


わい に 寄り 添っ た 取組 を 進め る ……22 


(2) 「 ふ る さと 」 へ の 思い に 寄り 添っ た 取組 を 進め る 22 
(3) 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 で 得 た 経験 を 























生か し た 取組 を 進め る ・・・23 


(4) 本 格 復興 の 推進 に より 治 岸 地域 に お ける 人 口 減少 対策 を 進め る ・ …・23 





2 人 口 減少 に 立ち 向かう た め の 3 つ の 




















基本 目標 ea 24 


(1) 豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め る 24 





























(2) や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 























人 口 の 社会 減 を 食い 止め る ・…・25 


(3) 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を 食い 止め る …………… 28 
3 国 を 挙げ た 取組 が 期待 され る こと 30 


1) 自然 減 対策 と し て 、 高 い 水 準 の 社会 保障 制度 、 


TE 














出産 


* 子 育て サー ビス 体制 や つく る 30 


























(2) 社会 減 対策 と し て 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 する ……………・ 33 





く ポ イン トッ > 





〇 人 口 減少 は 、 進 学 、 就職 、 結 婚 、 出 産 、 転居 と いっ た 「 一 人 ひと り 」 の 選択 の 結 


果 で あり 、「 一 人 ひと り 」 の 暮らし や な 
た 対策 を 進め て いく こと が 重要 で ある 。 


り わ い 、「 ふ る さと 」 へ の 思い に 寄り 添っ 


〇 岩手 県 は 、 東日本 大 震 災 津 波 か ら の 復旧 ・ 復 興 に 当たり 、 地元 の 底力 と 様々 な つ 
な が り の 力 を 生か し 、 オ ー ル 岩手 で 取り 組ん で きた 実績 が あり 、 この 経験 を 人 口 減 
少 対策 に も 生か し て 取組 を 進め る こと が 必要 で ある 。 


〇 人 口 減少 問題 へ の 対応 に 当たっ て は 、 次 の 視点 で 取組 を 進め 、 子育て し に くさ な 
ど 様々 な 「 生 き に くさ 」 を 「 生 き や す さ 」 に 変え 、 人 口 減少 に 立ち 向かっ て いく 必 


要 が ある 。 


① 豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め る 


② や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら 
め る 


れる 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止 


③ 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を 食い 止め る 


〇 国 に お いて は 、 若 者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 に 向け た 制度 設計 や 、 出産 ・ 子 育 


て に 関す る 高い サー ビス の 提供 を 行う と 
施す る こと が 期待 され る 。 


と も に 、 地 方 を 重視 し た 経済 財政 政策 を 実 


また 、 地方 が 行う 取組 に 対し て は 、 人 口 の 社会 増減 や 財政 力 な ど 、 そ れ ぞ れ の 地 
方 の 実態 に 応じ た 支援 策 を 講じ る こと が 期待 され る 。 
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1 人 口 減少 対策 の 基本 的 な 考え 方 





〇 一 人 ひと り の 暮らし や な り わ い 、 ふる さと へ の 思い に 寄り 添っ た 人 口 減 少 対策 を 進め る 。 | 





(1) 「 一 人 ひと り 」 の 暮らし や 、 な り わ い に 寄 り 添っ た 取組 を 進め る 
平成 26 年 5 月 、 民間 の 有識者 団体 日 本 創成 会 議 ・ 人 口 減少 問題 検討 分 科 会 は 、「 ス 
トッ プ 少 子 化 ・ 元 気 戦略 」 を 公表 し 、 全 国 の 市 区 町 村 の 約 5 割 に あたる 896 自治 体 が 
消滅 する 可能 性 が ある と 指摘 し た 。 

この 報告 書 に お いて は 、 人 口 減少 は 避け られ な いと し つつ も 、 国 民 の 希望 出生 率 * 
の 実現 を 目標 に 掲げ る と と も に 、 東京 一 極 集 中 を 是正 する た め に 、「 選 択 と 集中 」 の 
考え 方 の 下 で 「 新 た な 集積 構造 」 の 構築 に 取り 組む な べき で ある と し て いる 。 

こう し た 「 新 た な 集積 構造 」 に 人 口 流出 の ダム 機能 を 持た せる と いう 考え は 、 日 本 
の 総 人 口 維 持 の 一 つの 考え 方 で ある が 、 住 民 一 人 ひと り の 暮らし に 目 を 向け た 施策 が 
必要 な それ ぞ れ の 地方 に お いて 、 人口 減少 対策 を 立案 する 基本 的 な 考え 方 と し て は 不 
十分 で ある 。 

人 口 は 、 人 数 と いう 数 量 で 把握 され る も の で ある が 、 そ れ を 構成 する 一 人 ひと り に 
は 、 全 て 異な る 暮らし が あり 、 な り わ い が あ る こと を 忘れ て は な ら な い 。 

それ ぞ れ の 地方 に お いて 、 個々 の 地域 、 様々 な 人 々 が 抱え て いる 課題 を 丁寧 に 流 み 
上 げ 、 各 地域 で 豊か に 暮らし て いく た め に 必要 な 施策 を きめ 細か く 実 施し て いく こと 
が 、 我 々 地方 に 課せ られ た 使命 で ある 。 
















































































































































































































































































人 日 移動 や 減少 は 、 個 々 人 の 進学 、 就 職 、 結 婚 、 出 産 、 転居 と いっ た 選択 の 結果 で 
ある こと を 踏ま える 、 地域 に 根ざし た 一 人 ひと り の 暮らし や な り わ い に 寄 り 添 っ た 対策 
を 進め る こと が 必要 で ある 。 























(2) 「 ふ る さと 」 へ の 思い に 寄り 添っ た 取組 を 進め る 

長野 県 下條 村 は 、 独 自 の 住宅 政策 や 子育て 支援 策 に より 、 出 生 率 1.92 (H25) を 実 
現し 、 今 後 人 口 構 成 や 規模 が 安定 する と 見 込ま れ て いる 

また 、 島根 県 海士 町 は 、 島 留学 の 考え 方 の 下 で 取組 が 展開 され 、 地 元 高 校 の 活性 化 
に よる まち づく りや 、 島 外 か ら の 若者 の 受入 れ に より 生産 年 齢 人 口 が 増加 し て いる EE 
治 体 で ある 。 
県 内 に お いて も 、 葛 巻 町 に よる 高校 生 を 対象 と し た 山村 留学 や 町 営 進学 塾 の 設置 、 
町 内 就職 者 へ の 奨学 金 償 選 免除 、 一 戸町 に よる 町 内 就農 を 促進 する た め の 「 一 戸 夢 フ 





































































































































































































































































































「 出 生 動向 基本 調査 」 (国立 社会 保障 ・ 人 日 間 題 研究 所 ) に お ける 夫婦 が 予定 する 平均 子ども 数 な ど 
か ら 、 若 い 世 代 の 結婚 ・ 子 育て の 希望 が 実現 する な ら ば 、 日 本 の 出生 率 は 1.8 程度 の 水準 まで 向上 する 
と 見 込ま れ て いる 。 
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ァ ー ム 」 の 開校 な ど 、 地 域 の 特性 を 生か し た 、 一 人 ひと り の 住民 、 移 住 者 に 丁寧 に 向 
合う 取組 が 始ま っ て いる 。 
こう し た 取組 は 、 経 済 的 効率 性 に 基づく 「 選 択 と 集中 」 の 考え 方 と は 異な り 、 各 地 
域 が 持っ て いる 資源 や 環境 に 着目 し 、 一 人 ひと り の 希望 に 応じ な が ら 地 域 を 活性 化 さ 
せる 有効 な 取組 で ある 。 



























































この よう に 、 岩 手 県 の 人 口 減少 対策 に お いて は 、 各 地域 の 地域 資源 や 環境 、 更 に は 、 
岩手 に 生ま れ 育 っ た 人 や 、 岩 手 を 第 二 の 故 郷 に し よう と する 様々 を な 人 々 の 「 ふ る さと 」 
へ の 思い に 寄り 添っ た 丁寧 な 取組 を 展開 し て いく こと が 必要 で ある 。 

















(3) 東日本 大 岩 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 で 得 た 経験 を 生か し た 取組 を 進め る 

岩手 県 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 に 当たり 、「 一 人 ひと り の 幸福 追求 
権 を 保障 する こと 」、「 犠 牲 者 の 故 卿 へ の 思い を 継承 する こと 」 を 原則 と し た 。 こ の 
原則 の 下 、 こ れ ま で 、 地元 の 底力 と 様々 な つなが り の 力 を 生か し 、 被災 者 一 人 ひと り 
に 寄り 添う 人 間 本 位 の 復興 を 目指 し 、 オ ー ル 岩手 で 復旧 ・ 復 興 に 取り 組ん で きた 。 
こう し た オー ル 岩 手 や 様々 な つなが り の 力 を 背景 に 、 そ れ ぞ れ の 現地 が 抱え て いた 
多く の 課題 を 解決 し て きた 。 こ の 経験 と 自信 を 人 口 減少 対策 に も 生か し 、 一 人 ひと り 
の 課題 を 各地 域 、 現 地 に お いて 速やか に 解決 し て いく と いう 人 間 本 位 の 取組 を 進め て 
いく 必要 が ある 。 


















































































































































(4) 本 格 復興 の 推進 に より 沿岸 地域 に お ける 人 口 減少 対策 を 進め る 

県 内 に お いて も 、 人 口 減少 の 要因 は 、 地 域 に よっ て 異な っ て お り 、 地 域 の 実情 に 
応じ た 対策 を 講じ て いく 必要 が ある 。 

特に 、 高い 人 日 減少 率 が 予測 され て いる 沿岸 地域 は 、 現在 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら 
の 本 格 復興 の 途上 で あり 、 ふ る さと を 守る た め 、 ま ず も っ て 、 復 興 を 強力 に 推し 進め 
て いか な けれ ば な ら な い 。 

被災 地 に お いて は 、 復 興 事 業 そ の も の が 人 口 流出 対策 と し て も 機能 し て お り 、 復 興 
の 遅れ は 、 よ り 大 き な 人 口 減少 に つなが る と の 認識 の 下 、 第 2 期 復興 実施 計画 で 掲げ 
た 「 参 画 、 つ な が り 、 持 続 性 」 の 視点 に 基づき 、 多 重 防災 型 ま ち づ く り の 推進 災害 
公営 住宅 の 早期 整備 、 漁業 と 流通 加工 業 の 一 体 的 な 再生 な ど に 全力 で 取り 組み 、 人口 
減少 に 歯止め を か け て いく こと が 重要 で ある 。 
今後 、 復 興 事業 に より 復興 道路 等 の 高 規格 道路 ネッ トワ ー ク が 整備 され 沿岸 地域 と 
内 陸地 域 及 び 八 戸 か ら 仙 台 間 の 時 間 距 離 が 大 幅 に 短縮 する こと が 見 込ま れる こと か 
ら 、 こ れ ら の 環境 変化 を 踏ま えた 沿岸 地域 の 活性 化 ・ 地 域 振 興 方 策 を 検討 し て いく 必 
要 が ある 。 
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2 人 口 減少 に 立ち 向かう た め の 3 つ の 基本 目標 

从 様々 な 「 生 き に くさ 」 を 「 生 き や す さ 」 に 変え る 人 口 減少 対策 を 進め て いく た め の ハ 
3 つの 基本 目標 

① 豊か な ふる さと を 支え る 基 毅 の 強化 を 進め る 。 

② や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る 。 

2 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を 食い 止め る 。 最 
東日本 大 岩 災 津 渡 か ら の 復旧 ・ 復 興 の 経験 や つなが り の 力 を 生か し な が ら 、 一 人 ひ 
と り の 暮らし や な り わ い 、 そ し て ふる さと へ の 思い に 寄り 添っ た 施策 を 進め 、 人口 減 
少 問題 の 根底 に ある 「 住 み に く さ 」「 学 びに くさ 」 「 働 き に くさ 」「 結 婚 し に くさ 」 
「 子 育て し に くさ 」 な どの 全て の 困難 を 「 住 みや すさ 」「 学 び や す さ 」「 働 き や す さ 」 
「 結 婚 し や すさ 」「 子 育て し や すさ 」 に 変え 、 多 く の 人 々 が 「 住 みた い 、 働 きた い 、 
帰り た い 」 と 思え る 岩手 を 創っ て いく 必要 が ある 。 
その た め に 、 次 の 3 つの 基本 目標 を 掲げ 施策 を 進め て いく 。 


























































































































豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め る 。 
や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止め 


る 。 
社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を 食い 止め る 。 





(1) 豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め る 
(地域 を 知り 、 地 域 の 魅力 を 高め る ) 
人 が 居住 地 を 定め る に 当たっ て 重要 な の は 、 そ の 地域 に お ける 暮らし の 魅力 で 
ある 。 そ し て 、 魅 力 を 感じ る た め に は 、 何 より も その 地域 を 知る こと が 必要 で あ 
る 。 
岩手 に は 、 多 様 な 文化 や 豊か な 自然 、 人 と 人 の つなが りな どの 様々 な 上 魅力 な ど 
経済 的 指標 で 表せ な い 豊 か さ が あ ふれ て いる 。 こ うし た 地域 資源 を も う 一 度 見 直 
し 、 新 た に 発掘 し て 、 自 信 を 持っ て 子ども た ち に 伝え て いく こと が 、 地 域 の 魅力 
を 高め る 上 で 必要 で ある 。 
その 上 で 、 地域 に 根ざし た 魅力 に さら に 磨き を か け 、 地域 内 は も と より 、 県 外 、 
国外 に 発信 し 、 新 た な つなが り を 築い て いく こと に より 広く 魅力 を 伝え る こと が 
必要 で ある 。 
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(2 


ペン 


(生活 を 支え る 様々 な 
地域 に 人 が 住み 続け る 
生活 を 支え る 社会 的 な 共通 














TE 
た め に は 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 、 交 通 、 コ ミュ ニテ ィ な ど 、 
i DD 









































これ ら の こと は 、 人 日 減少 問題 の 有無 に 関わ ら ず 、 地域 が 取り 組ま な けれ ば な ら 
な いこ と で あり 、 こ うし た 住民 生活 を 支え る 基盤 を し っ か り 確 保 し 、 各地 域 に お け 


る 住み や すさ を 保障 し て 




















いく こと が 、 人 口 減少 対策 に お いて も 必要 で ある 。 





(一 人 ひと り の 力 を 高め 、 1 の 力 を 生か す ) 




















豊か な ふる さと を 実現 


も に 、 住 民 一 人 ひと り が 様々 NN を その 活性 化 を 図る 
活動 等 に 参画 し 、 地 域 の 力 を 高め て いく こと が 必要 で ある 。 

地域 の 力 は 、 そ こ に 住む 一 人 ひと り の 人 間 の 力 が 基本 と な る こと か ら 、 生 涯 を 
通じ た 教育 を 充実 し 、 人 間 力 を 強化 し て いく こと が 必要 で ある 。 





























する た め に は 、 地 域 の 魅力 づく りや 生活 基盤 の 充実 と と 






































さら に 、 こ れ を 支え る 地域 内 外 の 人 々 と の つなが り の 力 を 生か し て 、 全体 の 力 を 


相乗 的 に 高め て いく こと 


が 必要 で ある 。 


(男女 が 共に 生き や すく 、 NS 
誰 も が 生き や すい 社会 を 形成 する た め に は 、 家庭 ・ 地 域 ・ 職 場 な ど あ ら ゆ る 場 に 
お いて 、 男女 が 対等 な 構成 員 と し て 参画 し 、 個性 と 能力 を 発揮 で きる こと が 必要 で 





ある 。 
























































岩手 県 が 平成 24 年 に 実施 し た 「 男 女 が 共に 支え る 社会 に 関す る 意識 調査 」 に よ 
る と 、「 社 会 全体 と し て 男性 の 方 が 優遇 され て いる 」 と 回 答 し た 割合 が 54.0% で 














ある な ど 、 男女 の 不平 等 















































感 は 根強く 残っ て お り 、 仕事 と 家庭 ・】 B 域 生活 の 両立 に 関 


[ 【 








する 理想 と 現実 に 差 も ちる こと か ら 、 男 女 共 同 参 画 社会 に つい て 幅広 い 世代 へ の 意 


識 麻 発 を 行う と と も 
と が 必要 で ある 。 











に 、 家 庭 ・ 地 域 ・ 職 場 な ど に お ける 様々 な 取組 を 進め て いく こ 





この よう に 、 地 域 の 魅力 を 高め る こと 、 そ し て その 地域 に 暮らす 一 人 ひと り の 
生活 を 支え る 基盤 を 強化 し 、 地域 内 外 の つなが り の 力 を 生か し て 地域 の 底力 を 高 
め る こと 、 さ ら に は 男女 が 共に 個性 と 能力 を 発揮 し 活気 ある 社会 を 形成 する こと 
が 、 豊 か な ふる さと を 築く 基盤 を 強化 する 柱 と な る 。 
































や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 



































られ る 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る 


(ロー カル 経済 を 振興 する ) 


岩手 県 で は 、18~20 歳 台 前 半 の 若者 の 県 外 転出 が 人 口 の 社会 減 の 大 き な 要 因 と 


な っ て いる 。 
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い の が 就労 で ある 。 

岩 ヨ 
維持 する と と も に 、 
用 条件 の 改善 を 図 























若者 の 
その た め 











若者 の 県 外 転出 の 主 な 理由 は 


E 県 の 有効 求人 倍率 は 、 平 成 25 4 











学 と 就労 で ある が 、 














FE 5 月 か ら 1.0 倍 を 





特に 注視 し な けれ ば な ら な 





超え て お り 、 こ の 状態 











正規 職員 の 求人 数 の 拡大 や 生活 を 支え る 賃金 の 確保 な ど 、 雇 
































且 を 活性 














っ て いく こと 、 さ ら に は 若者 が 就労 を 通じ し て 、 そ の 能力 を 生か 
し な が ら 仕 事 の や り が い を 高め られ る よう に する こと が 重要 で あり 、 
県 外 転 出 を 食い 止め る ポイ ント で ある 。 
に も 、 地 方 の 経済 活 』 


この こと が 


化 さ せる こと が 必要 と な る 。 


岩手 県 に お いて は 、 企 業 の 99.8% が 中 小 企業 で あり 、 従 業者 の 88.19%% が 中 小 企 




















業 で 働い て いる 3 県 内 に 












































産業 基盤 を 支え る 

特に 、 人 口 減少 対策 の 観点 ( 
は 、 地方 の 産業 領域 に お ける 労作 
と で ある 。 

県 南 広域 団 を 中 心 に 






































カイ ゼン な ど を 、 全 県 B 











め る 取組 が 、 今 後 一 





























お ける ロー カル 経済 “の 振興 











集積 する も の づく り 産 業 で 広く 』 
に 多様 な 業種 
層 必 要 と な る 。 

東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 に 際 し て も 、 








ーー 





組ん だ 結果 、 水 産 加工 業者 等 で 着実 に その 効果 を 見 せ は じ め て お り 、 
普及 し て いさ く 。 





























組 を 全 県 的 に 


(農林 水産 業 を 振興 する ) 
岩手 県 の 農林 水産 業 は 、 豊か な 大 地 や 豊 























陸 の 海 を 生か し 、 
SE 





a 農林 水産 業 は 、 生 産物 価格 の 低迷 等 に より 産出 額 が 減少 傾向 
、 所 得 の 確保 ・ 拡 大 が 進ま な いこ 


0 


多様 な 農林 水産 物 が 3 



































一 方 、N HK 連続 テレ ビ 小 説 「 あ は 
工 し 、 鉄道 で 売る 」 な どの 地域 資源 を 4 
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4 








総務 省 ・ 経 済 産業 省 [3 
株 式 会 社 経営 共 創 基盤 代表 
ロー バル 経済 と サー 















































2 成 24 名 









































と な どか ら 、 


E ち ゃ ん 」 で 




















富 な 森林 資源 、 


E 産 され る な ど 、 全 


よさ 、 ま さ に 、 
小 企業 へ の 支援 な ど を 通じ て 実現 し て いく 必要 が ある 。 

こ お い て 、 ロ ー カ ル 経 済 の 振興 の 視点 で 重要 と な る の 
動 生産 性 の 向上 と 、 それ に 伴う 賃金 の 上 昇 を 図る こ 





こう し た 地方 の 











反り 組ま れ て いる トヨ タ 式 
こ 普 及 し て いく こと に より 、 労働 生産 性 を 高 





沿岸 地域 に お いて 「 カ イ ゼ ン 」 に 取り 





この よう な 取 











世界 有数 の 漁場 で ある 三 
刑 で も 有数 の 地位 を 築い 





















































従事 者 数 の 減少 、 

















経済 セン サス 一 活動 
取締 役 CEO 量 
ビス 産業 、 中 堅 、 





FS 
中 和 






































本 の 雇用 ・GDP の 約 7 割 が 
長 は な いと 主張 する 。 

















ロー カル 経済 に 


調査 」。 
山 和 彦氏 が 唱え る 、 




















本 の 経済 圏 


[4 














高齢 化 が 進ん 








首 か れ た 「 ウ ニ を 獲 り 、 弁 当 に 加 
E か し た 生産 ・ 加 工 


に より 、 付 加 価 値 を 高め 

















を 製造 業 、 大 企業 が 中 心 


し 

















心 の ロー カル 経済 に 
、 地 方 企業 ・ 経 済 を 活性 




















分 類する と いう 考え 方 。 
化 さ せな いか ぎり 、 日 本 の 真 
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販売 を 行う 6 次 産業 化 * の 取組 は 、 地 域 資 源 が 豊富 に 存在 する 岩手 県 に お いて 特に 




















有効 で あり 、 今 後 ま すま す 多 様 な 展開 を 図る 必要 が ある 。 




















農山 漁村 に お ける 若者 等 の 流出 を 防止 し 、 岩手 県 へ の 移住 ・ 定 住 を 促進 し て いく 























た め に は 、 農 林 水 産業 を 活性 化し 、6 次 産業 化 の 取組 等 に より 所 得 ・ 雇 用 機会 を 確 
保 ・ 拡 大 し て いく と と も に 、 農 山 漁村 に お ける 教育 旅行 や グリ ー ン ・ ツ ー リ ズム の 
































振興 な ど に より 交流 人 口 を 拡大 し て いく こと が 必要 で ある 。 





(移住 ・ 定 住 を 支援 する ) 














国 が 行っ た 調査 『 に よれ ば 、 近年 10 歳 台 ・20 歳 台 の 若年 層 や 50 歳 台 の 東京 在住 



































者 の 、 地 方 へ の 移住 の 希望 が 高い こと が 伺わ れる 。 















































また 、 全国 的 に 、 都 市 か ら 農山 漁村 へ の 移住 、 い わ ゆ る 「 田 園 回 帰 」 が 注目 され 、 
特に 、 この 傾向 は 、 日 本 創成 会 議 が 消 減 可能 性 都市 と 指摘 し た 中 国 地方 の 自治 体 で 














こそ 顕著 で ある と の 指摘 も 見 られ る "。 
































都市 か ら 農 山 漁村 へ 移住 する U I 」 タ ー ン を 実現 する た め に は 、 ま ず 定 住 先 に お 
いて 、 や り が い が あ り 、 生 活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 確保 で きる と と も に 、 














住居 を 確保 で きる こと 等 が 必要 と な る 。 


























さら に は 、 定住 先 で の 「 暮 らし 」 の 魅力 が 大 き な 誘 因 と な る こと か ら 、 岩 手 が 持 
つ 上 魅力 を 強力 に 発信 し 、 岩手 ファ ン の 拡大 を 図っ て いく と と も に 、 岩手 で の 暮らし 
方 や 働き 方 の 提案 や 、 岩手 に 移住 し た 後 も 安心 し て 暮らせ る よう 、 一人ひとり に 寄 





























り 添 っ た 岩手 な ら で は の 移住 施策 を 推進 し て いく 。 




















この よう に 、 地 方 経済 を 活性 化 さ せ 、 安心 し て 生活 で きる 仕事 を 確保 する と と も 


















































に 、 首都 圏 な どの 都市 部 に 居住 する 人 々 の 岩手 県 へ の 関心 を 高め 、 移住 を 支援 し て 














いく こと を 、 人 口 の 社会 減 対策 の 柱 と する 。 
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农林 水 产业 (1 次 産業 ) が 、 加 工 (2 次 産業 ) 、 流 通 ・ 販 売 (3 次 産業 ) を 取り 入れ 、 経 営 の 高度 化 ・ 
多角 化 を 進め る 取組 (1 次 、2 次 、3 次 の それ ぞ れ の 産業 分 野 が 密接 に 結び つい た 形態) 。 



























































内 閣 官 房 「 東 京 在住 者 の 今後 の 移住 に 関す る 意向 調査 」。 

















1 の 






































小田 切 徳 美 「 農 村 た た み に 抗 する 司 帰 」 (世界 2014.9 月 号 ) 、 農山 村 は 3 
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中 


滅 し な い (岩波 新書 、 


(3) 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を 食い 止め る 
(子育て し に くさ を 解消 する ) 

日 本 の 出生 率 は 1.43 (H25) と 、 人 口 置換 水準 (2.07) を 下回る 状況 が 長く 続 
いて いる 。 出生 率 の 低迷 は 、 若 者 や 女性 の 生き に くさ が 、 数 字 と し て 表れ た も の 
と 捉え る こと が で き 、 そ の 原因 の 一 つと し て 、 子育て の し に くさ が ある 。 

国際 的 な 比較 に お いて 、 国 民 が 子ども を 育て や すい と 感じ て いる 国 の 出生 率 は 
高い 傾向 が みな られ る と ころ で ある *。 
また 、 国 内 に お いて は 、 少 子 化 対策 に 積極 的 に 取り 組ん で いる 自治 体 の 出生 率 
に 改善 傾向 が 見 られ る と の 分 析 も ある ?。 
少子 化 に 立ち 向かう た め に は 、 子 ども を 産み た いと 願っ て いる 人 、 子 育て 中 の 
家庭 、 さ ら に は 結婚 を 希望 し て いる 人 一 人 ひと り に 寄り 添い な が ら 社 会 全体 で 支 
え 、 子 ども を 産み や すい 、 育 て や すい 社会 を 築い て いく 必要 が ある 。 

こう し た 取組 を 継続 し て 進め て いく こと に より 、 子 ども を 持つ こと に 夢 と 希望 
を 持て る 未来 に し て いか な けれ ば な ら な い 。 
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(仕事 と 生活 の 調和 を 通じ た 若者 ・ 女 性 の 活躍 を 支援 する ) 

出生 率 低迷 の 原因 の 一 つと し て 挙げ られ て いる 未婚 化 、 晩 婚 化 は 、 国 が 行っ た 
意識 調査 結果 "な どか ら 、 経 済 的 理由 や 就労 環境 の 悪化 な ど が 背景 に ある と 考え ら 
れる 。 
一 方 、 近年 の 生産 年 齢 人 口 の 減少 も あり 、 様々 な 業種 に お いて 人 手 不足 と な っ て 
いる 。 こ うし た 労働 力 の 不足 に 対し て は 、 女性 や 若者 、 高 齢 者 を は じ め 多 く の 人 々 
が 希望 する 就労 形態 に 応じ 就業 で きる よう に する こと が 有効 な 対策 と な る 。 

出生 率 低迷 の 原因 を 仕事 の 面 か ら 取 り 除 く た め に は 、 ワ ー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン 
ス を 確保 し 、 全 て の 人 が 働き や すい 環境 を 社会 全体 で 整備 する こと が 重要 で あり 、 
中 で も 、 若 者 や 女性 が 活躍 で きる 場 を 用 意 し 、 意 欲 あ る 人 々 を 支援 し て いく 必要 
が ある 。 こ れ は 岩手 県 が 、 現 在 進 め て いる 若者 ・ 女 性 の 活躍 を 推進 する 立場 と 軌 
を 一 に する も の で あり 、 目 指す べき 方 向 で も ある 。 
男性 の 育児 休業 取得 率 が 低い こと や 長 時 間 労 働 な ど 長 期 ビ ジョ ン "で も 指摘 さ 
れ て いる いわ ゆる 生き に くさ を 解消 し 、 若 者 ・ 女 性 が 活躍 で きる 土台 を 社会 全体 
で 形成 する こと が 必要 で ある 。 








































































































































































































































































































? 内 閣府 資料 (高橋 美恵 子 氏 (大 阪 大 学 大 学院 言語 文化 研究 科 教授 ) 作成 資料 ) 。 

"内 閣府 資料 (「 地 方 公共 団体 に お ける 少子 化 対策 等 の 現況 調査 に つい て 」 (2014.9) ) 。 
国立 社会 保障 ・ 人 口 間 題 研究 所 [第 14 回 出生 動向 基本 調査 」。 

1 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生長 期 ビ ジョ ン (平成 26 年 12 月 27 日 開 議 決定 ) 。 
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(健康 で 長生 き で きる 生活 を 支援 する ) 

県 民 が 健康 で 長生 きす る こと に よっ て 、 住民 が 活躍 する 場 と し て 、 地域 は ます ま 
す 活 気 に あ ふれ た も の と な る 。 

が ん の 早期 発見 や 早期 治療 な どの 包括 的 な が ん 対策 や 、 食 生活 改善 や 適度 な 運動 
な ど に よる 生活 習慣 病 の 予防 を 進め 、 が ん や や 脳卒中 に よる 死亡 率 を 減少 させ る 必要 
が ある 。 

また 、 全国 の 中 で も 高い 本 県 の 自殺 率 の 改善 は 急務 で あり 、 特 に 自殺 率 の 高い 年 
齢 層 に 対す る 取組 を 強化 し て いく 必要 が ある 。 































































































この よう に 、 子 育て し や すい 環境 を 整備 し 、 仕事 と 家庭 の 調和 を 図る こと に よっ 
て 若者 ・ 女 性 を は じ め 全 て の 人 々 が 健康 で 長生 き し 、 より 活躍 で きる 社会 を 創っ て 
いく こと が 、 人 口 の 自然 減 対 策 の 柱 と な る 。 
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3 国 を 挙げ た 取組 が 期待 され る こと 








〇 莉 者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 に 向け た 全国 統一 的 な 制度 設計 や 、 日 本 の どこ で 産ん 
で も 出産 ・ 子 育て に 関す る 高い サー ビス が 受け られ る よう な 仕組 み を 創る 。 
〇 地方 を 重視 し た 経済 財政 政策 を 充実 させ る 。 
〇 地方 が 行う 取組 に 対し て 、 人 口 の 社会 増減 や 財政 力 な ど 、 そ れ ぞ れ の 地方 の 実態 に 応 
じ た 支 援 策 を 講じ る 。 ノ 








( 国 の 総合 戦略 3 原則) 

国 は 、 先 に 公表 し た 総合 戦略 に お いて 、 基本 的 な 考え 方 と し て 、 次 の 3 項目 を 掲げ 
で いる 3 

①  「 東 京 一 極 集中 」 を 是正 する 。 

② 若い 世代 の 就労 ・ 結 婚 ・ 子 育て の 希望 を 実現 する 。 

③ 地域 の 特性 に 即 し て 地域 課題 を 解決 する 。 

岩 手 県 の 人 日 動態 の 特徴 で ある 出生 率 の 低迷 及び 県 外 へ の 転出 は 、 長 い 間 続い て い 
る 傾向 で ある が 、 こ れ ま で は 、 平均 寿命 の 伸び も あり 、 大 幅 な 人 口 減少 に 至ら な か っ 
jes 

し か し な が ら 、 平 成 11 年 に 死亡 数 が 出生 数 を 上 回 っ て 以降 、 一 貫 し て 自然 減 が 拡 
大 傾向 に あり 、 人 口 は 構造 的 に 減少 する 傾向 と な っ た 。 

国 が 示 し た 上 記 の 3 原則 は 、 こ う し た 岩手 県 の 人 口 動態 を 是正 する た め に も 有効 で 
あり 、 岩 手 県 が 取り 組む 対策 と 方 向 性 を 同じ くす る も の で ある 。 










































































































































































(1) 自然 減 対策 と し て 、 高 い 水 準 の 社会 保障 制度 、 出 産 ・ 子 育て サー ビス 体制 を つ 
くる 


(若者 ・ 女 性 の 生き に くさ の 解消 に 向け た 制度 設計 ) 
自然 増減 は 、 出 産 や 子育て に 関わ る 社会 保障 施策 、 女 性 の 働き や すい 職場 環境 、 
正規 ・ 非 正規 雇用 に 代表 され る 雇用 形態 な どの 影響 を 受け る も の と 考え られ る 。 
2005 年 に 公表 され た OE CD レポ ー ト で も 、 日 本 に お いて 、 育 児 費 用 の 直接 的 軽 
減 や 保育 サー ビス の 拡充 な どの 対策 が 適切 に 講じ し られれ ば 、 出 生 率 が 2.0 まで 回 復 
する 可能 性 が ある と され て いる 。 
これ まで 日 本 は 、 労働 者 1 人 が 一 家 を 支え る 家族 形態 を 前 提 と し た 社会 保障 政策 
(例え ば 、 配 偶 者 の 保険 料 も 労働 者 が 負担 。 ) が 取ら れ て きた 。 一 部 の 識者 か ら は 、 
この よう な 政策 を 捉え 、 我が国 に お いて は 福祉 政策 より も 雇用 政策 を 重視 する 傾向 





































































































































































































経済 開発 協力 機構 (OECD : Organisation for Economic Co-operation and Development) 。 
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が 強かっ た こと が 指摘 され て いる ”。 こ の こと が 、 男 性 に 長 時 間 労 働 を 強い 、 女 性 
の 社会 進出 を 阻害 する 要因 と な っ て きた と も 考え られ る 。 

し か し な が ら 、 生 産 年 齢 人 口 が 減少 し 、 高齢 者 が 増加 する 中 に あっ て 、 国 に お い 
て は 、 男性 の 長 時 間 労 働 を 前 提 に 形成 され て きた 職場 環境 の 改善 、 一 人 ひと り の 希 
望 に 応じ た 働き 方 を 可能 と する 多様 な 雇用 形態 の 普及 と と も に 、 生 涯 を 通し た 社会 
保障 制度 の 充実 な ど 、 若者 ・ 女 性 が より 安心 し て 生活 で きる 制度 設計 を 行う こと を 
期待 する 。 














































































































(全国 一 律 の 高い 水準 の 出産 、 子 育て サー ビス を どこ で 産ん で も 受け られ る 取組 ) 

本 来 、 出産 や 子育て は 、 日 本 全国 どこ に お いて も 一 定 水準 の 高い サー ビス が 受け 
られ る こと が 望ま し い 。 

し か し 、 例 えば 給付 サー ビス は 、「 和 社会 保障 と 税 の 一 体 改 革 」 の 議論 に お いて も 
検証 され て いる よう に 、 東 京 23 区 と 地方 で は 、 大 きく か け 離 れ て いる の が 実態 で 
ある 。 
社会 保障 の 一 施策 で ある 医療 費 助 成 を 例 に と っ た 場合 、 東 京 23 区 で は 、0 歳 か 
ら 中 学校 を 卒業 する まで の 間 、 医療 費 全 額 助 成 を 実施 し て お り 、 自 己 負 担 は 発生 し 
な い 。 さ ら に 、 千 代田 区 は 、 高 校生 の 医療 費 も 全額 助成 を 行っ て いる 。 

また 、 神 奈川 県 川崎 市 に お いて も 0 歳児 に 対す る 全額 助成 を は じ め 、 中 学校 卒業 
時 まで 一 定 の 年 収 要 件 の 下 、 全 額 助成 ( 小 2 て 中 3 まで は 入院 費 の み ) を 実施 し て 
いる 。 

一 方 、 県 内 の ある 市 で は 、 全 額 助 成 は 実施 し て お ら ず 、 助成 も 小学 校 卒業 時 まで 
(小学 生 は 入院 の み ) に と ど ま っ て いる 。 ( 図 17) 



































































































































3 宮本 太郎 「 福 祉 政治 」 (有斐閣 、2008 年 ) 。 
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(区 17) 


地方 公共 団体 独自 の 医療 費 助 成 の 例 


ER トーーーー 
・ 自 己 負 担 額 か ら 1 診 
療 報 酬 明細 書 ご と に 
自己 負担 2 割 1 歳 ~ 小 学 1 年 生 入院 外 1 月 750 円 , 入 
・ 自 己 負担 な し (年 収 | 院 1 月 2500 円 を 差し 
706 万 円 以下 の 場合 ) 











0 歳 ~ 中 学校 卒業 ま 


で 自己 負担 な し (全額 入院 の み 自 己 負担 額 
助成 ) 1 診療 報酬 明細 
小 学 2 年 ~ 1 
中 学校 卒業 差し 引い た 額 を 助成 
入院 の み 自 己 負 担 |( 年 収 要件 な し ) 
な し (年 収 706 万 円 以 


下 場合 ) 
自己 負担 3 割 











※「 社 会 保障 と 税 の 一 体 改 革 」 財 務 省 資料 を 参考 に 作成 。 
各地 方 公共 団体 と も 、 非 課税 世帯 等 に 対す る 制度 は 別途 あり 。 
























































それ ぞ れ の 地域 が 自ら の 地域 の 魅力 を 高め る こと は 、 今後 、 一 層 重 要 な 取組 と な 
っ て くる が 、 出産 、 子 育て 等 に 必要 な サー ビス に つい て は 、 地 方 の 財政 力 に よっ て 
差 が 出 な いこ と が 望ま し い 。 

その た め に も 、 国 に お いて は 、 地方 財源 の 偏在 是正 な ども 含め 様々 な 取組 を 進め 
る こと を 期待 する 。 






























































【 国 に 期待 する 施策 例 】 

乳幼児 医療 費 助成 等 の 全国 一 律 化 
地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 、 対 象 範囲 の 拡大 
妊産婦 ケア 拠点 の 設置 、 人 材 確保 、 育 成 等 の 補助 要件 緩和 な ど 妊 産婦 ケア 体 
制 の 整備 
子育て 世代 へ の 財産 分 配 を 促進 する た め の 贈 与 税 な どの 非課税 緩和 
妊娠 ・ 出 産 等 に 関す る 不利 益 取 り 扱 い の 禁止 の 徹底 
男性 が 家事 や 育児 に 参加 し や すい 働き 方 へ の 転換 な ど 
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(2) 社会 減 対 策 と し て 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 する 


(地方 の 働き に くさ を 解消 する 地方 重視 の 経済 財政 政策 ) 

人 口 移 動 に は 、 こ れ ま で 3 つの 波 が 存在 する と いわ れ て いる 。1960 年 代 か ら オ 
イル ショ ッ ク ま で の 第 1 期 人 口 移 動 期 、1990 年 代 か ら バブ ル 崩 壊 ま で の 第 2 期 人 
移動 期 、 そ し て 2000 年 代 に 始ま る 第 3 期 人 口 移 動 期 の 3 つ で ある 。 ( 図 18) 







































































































































































( 図 18) 
三 大 都市 園 及 び 地 方 圏 に お ける 人 口 移 動 (転入 超過 数 ) の 推移 
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これ ら の 時 期 は 、 高 度 経済 成長 や バブ ル 経 済 な ど 、 首 都 圏 と 地方 圏 の 経済 格差 
が 拡大 し た 時 期 で や り 、 こ うし た 時 期 に 、 首 都 圏 へ の 人 日 移 動 が 加速 し て いる 
一 方 、 人 口 移 動 が 縮小 傾向 を 見 せる の は 、 国 に よる 地方 重視 の 経済 対策 が 実施 さ 
れ て きた 時 期 と 重なっ て お り 、 こ うし た 政策 を 採用 する こと が 地方 か ら の 人 口 流出 
を 抑制 する 一 つの 大 き な 手 段 と な る 。 

この こと は 、 岩手 県 の 人 口 の 社会 増減 の 推移 を 見 て も 明らか で ある 『"。 国 に お い 
て は 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実行 する こと を 期待 する 。 




































































13 ペー ジ ( 図 13) を 参照 。 
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(地方 の 生活 し に くさ を 解消 する 弱者 に 優し い 施 策 ) 
人 日 減少 が 進む 地方 で は 、 公 共 交 通 機関 の 路線 維持 や 運行 回 数 の 確保 が 困難 な 





場合 も あり 、 こ の こと が 、 住民 の 生活 し ! 





いる と も 考え られ る 。 


また 、 地 方 で は 、 都 

































































こく さ に つなが り 、 社 会 減 の 原因 と な っ て 








部 に 先行 し て 高齢 化 が 進ん で いる 。 高齢 者 等 、 移 動 に 支障 














を 感じ て いる 人 や 、 周辺 に 商店 街 や 病院 等 が な いた め に 日 常 生活 に 不便 を 感じ て い 


る 人 々 が 多く いる 。 地方 で ! 








が 、 今 後 、 人 口 減少 、 高 齢 化 の 進行 に より 、 




















よ 、 こ うし た 人 々 に 対す る きめ 細か な 対応 を 行っ て いる 

















更 な る 対応 が 必要 と な る も の と 考え る 。 






































国 に お いて は 、 鉄道 や バス な どの 生活 路 弟 A 地方 に 





ける 生活 し に くさ 、 生 き に くさ の 解消 に 向け た 取組 を さら に 進め る こと を 期待 する 。 


【 国 に 期待 する 施策 例 】 
地方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 
高等 教育 機関 の 地方 分 散 、 地 方 大 学 へ の 支援 
企業 の 本 社 機 能 の 移転 、 地 方 公共 団体 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 


| 















































創業 へ の 支援 






































バス 、 鉄 道 等 の 公 








国際 交流 人 口 の 拡大 
速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 
共 交 通 機関 の 維持 等 に 



































以上 に 掲げ た 各種 施策 の 
消 等 に 向け た 各種 施 

















の ほか 、 特 に 若者 ・ 
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利用 促進 の 支援 


必要 な 支援 











女性 の 生き に くさ の 解消 や 働き に くさ の 














策 が 広く 浸透 する よう 、 国 民意 識 の 醸成 に も 大 い に 期 待 する 。 











総合 的 な 人 口 減少 対策 の 展開 
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ここ で は 、「 息 」 に 掲げ た 人 口 減少 に 立ち 向かう た め の 3 つの 基本 目標 毎 に 、 具体 の 
施策 を 掲げ て いる 。 
それ ぞ れ の 施策 ご と に 、 現 状 と 課題 を 示し た 上 で 、 そ れ ら を 踏ま えた 人 口 減少 を 食 
い 止 め る た め の 取 組 を 掲げ る と と も に 、 平 成 27 年 度 の 具体 的 な 予算 事業 を 掲載 する 構 
成 と し て いる 。 
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1 豊か な ふる さと を 支え る 基盤 の 強化 を 進め る 施策 


く ポ イン トッ > 

〇 日 常 生活 の 利便 性 の 向上 に より 暮らし や すさ を 実現 し 、 地 域 の 魅力 を 高め る 。 
また 、 文 化 、 交 流 、 ス ポー ツ 、 豊 か な 自然 、 躍 動 す る 若者 な ど 魅 力 あ る まち づく 
り を 進め る 。 地 域 の 伝統 文化 を は じ め と する 文化 芸術 の 振興 や 人 々 や 地域 の つ な 
が り 、 若 者 や 女性 の 活躍 で きる 環境 づく りな ど に より 、 地 域 の 魅力 を 高め る 。 


〇 コミ ュ ニ ティ 活動 へ の 支援 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 、 地 域 公共 交通 の 確保 な 
ど 、 若 者 か ら お 年 寄り まで 全て の 人 々 が 安心 し て 暮らせ る 地域 を つく る 。 


〇 豊か な ふる さと の 将来 を 担う と と も に 、 地 域 活動 や 産業 を 担う 人 材 の 育成 を 図 
り 、 地 域 の 活性 化 を 実現 する 。 
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1-(1)-G 地域 の 魅力 づく り の 推進 一 魅力 ある まち づく ぐり ~ 


る 取組 の 方 向 > 

商店 街 の 活性 化 や 、 被 災 商 店 街 の 本 格 的 な 復興 を 支援 する と と も に 、 通 信 イ ン フ ラ な ど 
利便 性 の 向上 を 図り 、 ま ちの 徹 力 を 高め る 。 

また 、ILC の 実現 に 向け て 取り 組み 、 国 際 学 術 研究 拠点 の 形成 を 目指 す 。 


























[現状 と 課題 
〇 人々 が ふる さと で 豊か な 暮らし を 続け る た め に は 、 そ の 魅力 を 更に 高め て いく こと が 
必要 で ある 。 





この た め 、 若 者 が 望む 活気 ある イベ ント の 実施 や 、 高 齢 者 を 含む 地域 に 住む 人 々 が 近 
場 で 買い 物 が で きる 地元 商店 街 の 活性 化 、 出 産 や 子育て の し や すい 環境 の 向上 な ど 、 人 々 
が 岩手 に 住み 続け た い 、 移 り 住 みた いと 思え る 魅力 ある まち づく り が 必要 で ある 。 


















































〇 商店 街 実態 調査 報告 書 (中 小 企業 庁 調査 。 平成 25 年 3 月 ) に よる と 、 後 継 問題 や 魅力 
ある 店 舗 、 業 種 が 少な いと いっ た 間 題 が 上 位 と な っ て いる 。 そ れ ぞ れ の 地域 に お ける 生 
活 利便 性 を 確保 する た め に は 、 こ れ ら の 問題 を 解決 し 、 そ れ ぞ れ の 商店 街 の 魅力 の 向上 

を 図る こと が 必要 で ある 。 

また 、 内 閣 官 房 が 2014 年 8 月 に 行っ た 調査 * に お いて 、 移 住 す る 上 で の 不安 と し て 、 

「 働 き 口 の 確保 」 に 次 いで 、「 日 常 生活 の 利便 性 」 が 理由 に 挙げ られ て いる 。 

日 常 の 買い 物 、 交 通 、 情 報 通 信 等 各地 域 で 生活 する 上 で の 利便 性 の 確保 は 、 本 県 へ の 


移住 を 推進 し て いく 上 で も 必要 な 取組 で ある 。 







































































































































































〇 東日本 大 震 災 津 渡 で 、 大 き な 被 害 を 受け た 治 岸 地域 に お いて は 、 大 幅 に 人 口 が 流出 し 
た と ころ で あり 、 ふ る さと に 住み た いと 願う 一 人 ひと り の 思い に 治っ た まち づく りか が 必 
要 で ある 。 


















































〇 国際 リニア コラ イダ ー (I LC) は 、 世 界 に 1 箇所 建設 され る 世界 最高 ・ 最 先端 の 大 
規模 研究 施設 で あり 、 本 県 の みな ら ず 、 東 北 全 体 を 活性 化 さ せる 起爆 剤 に も な り 得 る な 
ど 、 大 き な 経 済 効果 を も た ら す と と も に 、 定 住人 口 の 拡大 が 見 込ま れる も の で も ある 。 






















































































15 「 東 京 在住 者 の 今後 の 移住 に 関す る 意向 調査 」。 
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ILC に つい て は 、 国 が 誘致 を 表明 し て いな いも の の 、 国 内 研究 者 で 組織 する ILC 
立地 評価 会 議 が 、 国 内 建設 候補 地 と し て 北上 山地 が 最適 で ある と 評価 し て いる こと か ら 、 
その 実現 が 図ら れる よう 県 の 総力 を 挙げ て 取り 組む 必要 が ある 。 


















































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

① 商店 街 の 魅力 向上 

同名 の 商店 街 が 抱え る 、 賑 わい 再生 、 商 店 街 の 魅力 創造 、 後 継 者 育成 な どの 課題 解決 
に 向け た 、 商 工 団 体 、 商 店 街 等 の 取組 に 対し 、 各 種 支援 制度 な どの 活用 を 支援 する こと 
を 通じ て 、 商 店 街 の 魅力 の 向上 や 賑わい の ある まち づく り を 推進 する 。 

















































































































② 情報 基盤 の 整備 と 情報 通信 技術 の 利用 促進 

携帯 電話 不感 地域 の 解消 や 、 光 ファ イ バ の 普及 な ど 、 情 報 通信 技術 の 普及 に 向け た 基 
盤 整備 に つい て 通信 事業 者 へ 働き か ける と と も に 、 様 々 な 分 野 に お ける I CT16 を 利 活用 
し た サー ビス の 提供 を 推進 し 、 地 域 の 利便 性 の 向上 を 促進 する 。 





































































































③ 被災 し た 沿岸 地域 の まち づく り の 推進 

東日本 大 震 災 津波 で 大 きく 低下 し た 沿岸 地域 の 商業 機能 の 回 復 に 向け 、 市 町 村 や 商工 
団体 等 と 連携 し な が ら 、 新 た な 商店 街 の 構築 に 向け た コン セン サス の 形成 、 商 業 振興 に 
避け た ビジ ョ ン の 策定 の 支援 な ど を 通じ 、 被 災 し た 沿岸 地域 の まち づく り を 支援 する 。 



























































④ ”1 LC 実現 に 向け た 取組 
ILC を 核 と し た 国際 学術 研究 拠点 の 形成 を 目指 し 、 外 国人 研究 者 や その 家族 な どの 
受入 れ 環境 整備 の 検討 を 進め る と と も に 、 県 内 企業 の 加速 器 関連 産業 へ の 参入 を 支 援 す 
る 。 






























































[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 














事業 名 事業 内 容 


ロジ ェクト 研究 | 国際 リニア コラ イダ ー (ILC) の 実現 に 向け 、 国 内 外 へ 64, 697 
調査 事業 費 の 情報 発信 や 、 リ ニア コラ イダ ー・ コ ラボ レー ショ ン (EL 
CC と 連携 し た 最適 な 立地 条 件 等 に こ 関す る 調査 ね 究 を 実 


施 


































































































































































































地域 経営 推進 費 分 権 型 社会 の 構築 と 産業 の 振興 に よる 地域 の 自立 を 促進 500, 000 
する た め 、 各 広域 振興 剛 に お いて 、 現 場 主義 に 立脚 し た 完 
結 性 の 高い 広域 行政 を 推進 する た め の 取 組 を 実施 

























































































16 情報 や 通信 に 関す る 技術 の 総称 (ICT : Information and Communication Technology) 。 
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予算 額 
























































































































































事業 名 事業 内 容 ( 千 円 ) 
地域 情報 化 推進 費 | 県 民生 活 ・ 産 業 ・ 行 政 等 で I C 芽 を 積極 的 に 活用 する た め 、 2, 298 
「 い わ て 1 CT 利 活用 戦略 会 議 ( 仮 )」 に お いて 調査 ・ 検 
討 を 実施 
携帯 電話 等 エリ ア | 携帯 電話 の 利用 可能 地域 の 拡大 を 促進 する た め 、 市 町 村 が 130, 492 



































整備 事業 費 補助 実施 する 鉄塔 施設 等 整備 に 要する 経費 を 補助 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































半 店 経営 カ ア ッ プ | 商店 街 に 個 店 指導 の 専門 家 を 派遣 し 、 個 店 の 魅力 や 売上 の 1, 013 
応援 事業 費 向上 を 図る と と も に 、 地 域内 の 商業 者 に も 波及 させ る こと 

に より 、 商 店 街 の 活性 化 を 推進 
被災 商店 街 に ぎわ | 東日本 大 岩 災 津波 に より 被災 し た 市 町 村 に お ける 商業 機 3, 192 
ヽ 支 援 事業 費 能 回 復 を 図る た め 、 専 門 家 派遣 ・ セ ミナ ー 開 催 等 に より 、 

商店 街 再 構築 や 共同 店 舗 の 設置 ・ 運 営 を 支援 
小 企業 被災 資産 治 岸 市 町 村 の 産業 復興 を 促進 する た め 、 市 町 村 が 行う 被災 274, 400 
復旧 事業 費 補助 小 企業 の 復旧 に 対す る 補助 事業 に 要する 経費 を 補助 
被災 中 小 企業 重層 | 東日本 大 震 災 津波 に より 被災 中 小 企業 者 の 再建 や 販 107, 570 
的 支援 事業 費 路 開拓 等 を 支援 する 施策 を 効果 的 に 実施 する た め 、 各 商工 

団体 等 が 行う 被災 企業 の 復旧 ・ 復 興 支援 事業 に 要する 経費 

を 補助 
『 小 企業 等 復旧 ・ 復 | 被災 地 の 事 業者 が 一 体 と な っ て 復旧 ・ 復 興 を 行う 場合 に 、| 14, 223, 759 
興 支 援 事業 費 当該 事業 に 不可 欠 な 施設 の 復旧 ・ 整 備 に 対し て 、 国 と 県 が 

連携 し て 補助 
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取組 の 方 向 > 
若者 の 交流 の 輪 を 構築 し て 具体 的 な 行動 を 起こ す 若者 を 支援 する と と も に 、 若 者 が 活躍 し 
や すく な る 仕組 み を 充実 し て いく こと で 、 若 者 た ち が 躍 動 す る 地域 づく り を 進め る 。 





[现状 上 课题 ] 
〇 東日本 大 震 災 津波 の 直後 や その 後 の 復興 の 中 で 、 高 校生 ・ 専 門 学校 生 ・ 大 学生 や や 社会 
人 な ど 県 内 外 の 多く の 若者 が 、 ま ち づ く り 活 動 や NPO 活 動 、 ボ ラン ティ ア な ど で 活 躍 
し て いる 。 
この よう な 若者 の 活躍 を 継続 ・ 拡 大 させ て いく た め 、 若 者 の 交流 の 輪 を 構築 し て 、 具 
体 的 な 行動 を 起こ す 若者 を 支援 する こと な ど に より 、 若 者 の 主体 的 な 活動 を 活性 化 させ 
て いく 必要 が ある 。 



































































































































〇 若者 の 活躍 は 、 今 まで に な い 発想 や 行動 を 生み 出し 、 そ れ ら は 岩手 の 未来 を 切り 拓 き 、 
日 本 の 未来 を 変え る 大 き な 力 に な る こと が 期待 され る 。 

し か し 、 大 学生 や 専門 学校 生 を は じ め と し た 若者 に は 、 新 た な 活動 を 実施 する に 当 た 
っ て 資金 面 や ノウ ハウ の 不足 な ど 様 々 な 面 で 活動 実施 の 困難 に 直面 する こと が 少な く な 
く 、 こ の よう な 若者 が 一 歩 前 に 踏み 出せ る よう 、 若 者 が 直面 し て いる 課題 を 把握 し な が 
ら 、 若 者 が 活躍 し や すく な る 仕組 み を 充実 し て いく 必要 が ある 。 































































































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


〔 主 な 取組 内 容 〕 
① 若者 間 の ネッ トワ ー ク 構築 の 促進 
既に 活動 し て いる 若者 や 活動 する 意欲 の ある 若者 等 に よる 情報 の 共有 を 図り 、 若 者 が 
その 自由 な 発想 を 活か し て 、 地 域 の 課題 解決 に 向け た 活動 に つなげ られ る よう 若者 の 交 
流 の 場 を 創出 する 。 
















































































② 若者 の 活躍 を 支援 する 仕組 み の 充実 
「 若 者 が 活躍 し 、 若 者 自身 の 自己 実現 が 図ら れん る こと に よる 生き や すさ 」 を 実現 する 
た め 、 岩 災 復 興 や 地域 づく り 等 に 関し 、 若 者 グル ー プ 自ら が 実施 する 地域 課題 の 解決 
や 地域 の 元気 創出 に 資す る 事業 を 支援 する 。 
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[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 






















































































































































































































































































事 3 SA 予算 額 
事業 名 事業 内 容 ( 千 间 ) 
北 い わ て 若者 ・ 女 性 | 県 北 地 域 の 人 口 減少 に 対応 する た め 、 若 者 の 地元 就職 ・U 6, 477 
活躍 支援 事業 費 ター ン 促 進 に 向け た 取組 や 、 若 者 ・ 女 性 の 活躍 に よる 地域 
づく り へ の 支援 等 を 実施 
若者 文化 支援 事業 | 次 代 を 担う 若者 に 、 日 頃 培っ た 文化 芸術 の 発表 の 場 を 提供 8, 423 
費 する と と も に 、 文 化 活動 を 通じ た 交流 の 場 を 創出 する た 
め 、 実 行 委 員 会 が 実施 する 「 い わ て 若者 文化 祭 」 に 要する 
経費 を 負担 
いわ て 若者 活躍 支 | 若者 の 主体 的 な 活動 を 促進 する た め 、 若 者 の 交流 の 輸 を 広 9, 986 
援 事業 費 げ る きっ か け づ くり や 活動 する 意欲 の ある 若者 の 支援 を 














実施 
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1 -(1) 一 ③ 地域 の 魅力 づく り の 推進 男女 共同 参画 の 推進 < 











取組 の 方 向 テ 

男女 が 共に 生き や すく ・ 活 気 ある 社会 を 形成 する た め 、 男 女 双方 の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス 
の 確保 を 推進 し 、 女 性 の ライ フス テー ジ に 対応 し た 活躍 を 支援 する 環境 の 整備 を 、 経 済 団体 
等 と も 連携 し て 進め る 。 





[现状 上 课题 ] 

〇 社会 の あら ゆる 分 野 に お いて 男女 が 対等 な 構成 員 と し て 参画 する こと が 誰 も が 生き 

や すい 社会 に つなが る 。 平成 24 年 に 県 が 実施 し た 「 男 女 が 共に 支え る 社会 に 関す る 意識 
調査 」 に よる と 、 男 女 の 不平 等 感 は 根強く 残っ て お り 、 男 女 共同 参画 に つい て 幅広 い 世 
代 へ の 意識 啓発 が 必要 で ある 。 































































































〇 本 県 女性 の 労働 力 率 は 、25 て 29 歳 と 45~49 歳 の 二 つ の ピー ク を も つ 「M 字 」 型 の 傾向 
に ある 。 ほ ぼ 全 て の 年 齢 階級 で 全国 平均 を 上 回 り 、 特 に M 字 カー ブ の 底 と な る 30~39 歳 
で は 8 ポイ ント 近く 上 回 っ て お り 、 底 が 浅く な っ て いる 。 誰 も が 働き や すい 環境 づく り 
を さら に 進め 、 女 性 が 働き 続け な が ら 安 心して 出産 ・ 育 児 が で きる よう な 労働 条件 を 整 
備 す る な ど 、 女 性 が 安心 し て 働く こと が で きる 社会 づく り が 必要 で ある 。 
















































































〇 本 県 の 共働き 世帯 に お ける 家事 時 間 の 割合 は 、 妻 の 負担 が 大 きく な っ て いる 。 女 性 が 
週 重 な 家事 負担 を 負う こと な く 仕 事 と 家庭 の 両立 が 可能 に な る よう 、 固 定 的 な 役割 分 担 
意識 の 見 直し を 促進 し 、 家 庭 生 活 へ の 男性 の 主体 的 な 参画 を 進め る と と も に 、 男 女 双方 
に と っ て の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス (仕事 と 生活 の 調和 ) の 確保 を 推進 し て いく こと 
が 必要 で ある 。 


























































































































〇 東日本 大 岩 炎 津 波 か ら の 復興 や 女性 の 労働 に より 経済 活性 化 を 図っ て いく 必要 が ある 。 
2014 年 5 月 に 設立 し た 官民 連携 組織 で ある 「 い わ て 女性 の 活躍 促進 連携 会 議 」 な ど を 通 
じ て 女 性 の 活躍 推進 の 取組 を 進め て いく 必要 が ある 。 















































〇 全て の 人 々 に と っ て 住み よい まち づく り を 進め る た め に は 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 機 能 の 
低下 な どの 地域 課題 の 解決 に 向け た 活動 に お いて 、 男 女 が 共に 対等 な 立場 で 参画 し 、 男 
女 双方 の 視点 か ら 企画 ・ 立 案 ・ 実 践 し て いく 必要 が ある 。 
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〇 女性 に 対す る 暴力 は 





、 重 大 な 人 権 侵害 で あ 









































る と と も に 、 女 性 の 活躍 推進 の 障害 と な る 











も の で ある 。 特に 配偶 者 等 か ら の 竣 力 に 関し て は 、 そ の 相談 件 数 が 増加 傾向 に ある こと 
か ら 、 関 係 機関 が 連携 し て 、 暴 力 を 許さ な い 社 会 づく り に 向け た 意識 啓発 、 相 談 窓口 の 
整備 、 社 会 復帰 や 自立 の た め の 支 援 体制 の 整備 に 取り 組む 必要 が ある 。 


















































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 〕 
① 男女 共同 参画 の 視点 に 
男女 共同 参 画 セ ンタ ー 



































立っ た 意識 啓発 
を 拠点 と し 、 情 報 収 





























集 ・ 提 供 、 研 修 ・ 講 座 の 開催 、 人 材 育 成 等 

















の 取組 を 通じ て 男女 共同 参画 の 意識 啓発 を 進め る 。 





② ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス (仕事 と 生活 の 調和 ) の 推進 の た め の 環境 づく り 




















経済 団体 や 産業 団体 と 連携 し 、 事 業 所 に 











を 推進 する た め の 研 修 会 等 \ を 開催 する ほか 、 














する な どの 取組 を 実施 する 。 





③ 女性 自身 の 意識 啓発 


女性 管理 職 経験 を 若い 女性 


























女性 自身 が キャ リア アッ 





④ 地域 に お ける 男女 共同 参 








プ す る た め の 取 組 を 





画 の 推進 


お ける ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス や 女性 飼 用 
男性 の 理解 ・ 協 力 促 進 の た め の 講 座 を 開催 





























に ロー ル モ デ ル と し て 提示 する 機会 や セミ ナー の 開催 な ど 、 

















実施 する 。 








地域 つづ くり や 政策 決定 な ど あ ら ゆ る 場面 で 女性 が 参画 で きる よう 人 材 育成 を 進め る と 





と も に 、 県 審議 会 等 に 




















お ける 委員 の 男女 比 を 

















⑤ 女性 に 対す る あら ゆる 暴力 の 根絶 





























市 町 村 、 関 係 団体 等 と 連携 し 、 女 性 に 対す 

















409% て 609% と な る よう 取り 組む 。 


























る あら ゆる 雷 力 、 特 に 配偶 者 等 か ら の 苗 力 
立 






















































































の 根絶 に 向け た 意識 啓発 、 相 談 ・ 保 護 体制 の 充実 、 被 害 者 の 自立 支援 に 取り 組む 。 
[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
予算 額 
事業 名 事業 内 容 
ii 
いわ て 男女 共同 参画 プ | 男女 共同 参画 を 推進 する た め 、 男 女 共 同 参 画 セ ンタ ー を 22, 200 
ラン 推進 事業 費 拠点 と する 各種 講座 等 を を 実施 
























































いわ て 女性 活躍 支援 事 | 女性 の 活躍 を 支援 し 、 周 
業 費 各種 セミ ナー や 普及 啓発 等 

















り の 理解 と 協力 を 推進 する た め 、| 13,662 
を 実施 
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予算 額 
事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
配偶 者 暴力 防止 対策 推 | D V の 根絶 に 向け た 意識 万 発 と 相談 員 の 資質 向上 に 向け 2, 038 
進 事業 費 た 取組 を 推進 
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取組 の 方 向 テ 

先 人 か ら 受 け 継 い だ 伝統 文化 を 保存 ・ 継 承 す る と と も に 、 若 者 の 新しい 文化 芸術 活動 を 支 
援 し 、 地 域 の 魅力 を る 高め る こと に より 、 若 者 た ちの 郷土 へ の 愛着 や 誇り を 醸成 する 。 

また 、 岩 手 の 文化 芸術 活動 を 積極 的 に 発信 し 、 岩 手 フ ァ ン の 増加 に つなげ る 。 





[現状 と 課題 

〇 文化 芸術 の 振興 は 、 県 内 外 の 交流 人 口 拡 大 、 人 材 育成 、 県 民活 動 の 活性 化 、 観 光 ・ 教 
育 な どの 他 分 野 へ の 頁 献 な ど 、 広 い 波 及 効 果 が 期待 され る 。 本 県 の 文化 芸術 の 魅力 及び 
特色 を 活か し た 「 訪 れ た い 」・「 住 みた い 」 地域 づく り を 展開 し て いく こと が 必要 で ある 。 






























































〇 岩手 県 は 長年 に 渡り 培 わ れ た 多様 な 文化 芸術 に 恵まれ て いる 。 県 内 の 人 々 が それ ぞ れ 
の 地域 の 魅力 を 理解 し 、 郷 土 に 愛着 や 誇り を 持っ て も ら う 一 方 、 地 域外 の 人 々 に も 本 県 
の 魅力 を 知っ て も らい 、 一 人 で も 多く の 人 々 を 惹き つけ る た め 、 本 県 の 文化 芸術 情報 を 

県 内 外 に 対し て 積極 的 に 発信 し 、 充 実 さ せ て いく こと が 必要 で ある 。 












































〇 若年 者 層 か ら 高 齢 者 層 ま で の 多 世 代 の 人 々 に よる 多様 な 文化 芸術 の 振興 を 図る た め 、 
鑑賞 者 と 活動 者 の 希望 や ニー ズ を マッ チン グ さ せ 、 そ の 橋渡し や 交流 の 場 を 提案 ・ 設 定 
で きる サー ビス を 充実 し 、 県 内 の 文化 芸術 活動 を 活性 化し て いく こと が 必要 で ある 。 





















































〇 文化 芸術 の 持つ 「 人 づく り 」 や 「 地 域 づ くり 」 の カカ に 着目 し 、 幼 少 期 か ら 各 有 段 階 に 応 
じ た 鑑 賞 と 活動 の 機会 を 増やす こと で 、 文 化 芸術 の 担い 手 を 育成 し 、 将 来 の 芸術 家 や や 観 
客層 を 増やし て いく こと が 必要 で ある 。 ま た 、 先 人 た ち が 培 っ て きた 多く の 豊か な 文化 
芸術 を 将来 に 保存 ・ 継 承 し て いく 取組 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 被害 を 受け た 地域 の 文 
化 芸術 復旧 に 係る 取組 が 必要 で ある 。 










































































〇 文化 芸術 を 通じ た 地域 づく り を 展開 し て いく た め に は 、 地 域 が 一 体 と な っ た 取組 が 不 
可 欠 で ある こと か ら 、 各 地域 に お ける 文化 芸術 活動 支援 体制 を 構築 し て いく こと が 必要 
で ある 。 
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人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


〔 主 な 取組 内 容 ] 

① 県 内 外 へ の 情報 発信 力 の 強化 
県 内 の 文化 芸術 の 魅力 や 平泉 の 理念 ・ 普 遍 的 価値 等 を 広く 県 内 外 に 発信 する と と も に 、 
SNS17 な ど を 利用 し た 情報 発信 手段 、 海外 に 向け た 情報 発信 へ の 対応 な ど 、 岩手 県 文化 
芸術 の 新た な プロ モー ショ ン に 取り 組む 。 


































































































② 若者 文化 ・ 新 し い 文 化 芸術 分 野 へ の 支援 
若者 が 日 頃 培 っ た 文化 芸術 を 発表 する 機会 の 提供 や 新しい 文化 芸術 分 野 ( 例 : ポッ プ 
カル チャ ー な ど ) を 支援 し 、 広 い 分 野 に わた り 、 文 化 芸 術 の 鑑賞 者 ・ 活 動 者 の 両者 を 育 
成す る 。 















































③ 世界 遺産 登録 に 向け た 取組 等 の 実施 















































岩手 の 文化 遺産 を 確実 に 守り 伝え 、 本 県 の 世界 遺産 の 価値 を 世界 に 発信 する と と も に 、 
「 平 泉 の 文化 遺産 」 の 追加 癌 録 や 「 明 治 日 本 の 産業 革命 遺産 九州 ・ 山 口 と 関連 地域 」 







































































及び 「 北 海道 ・ 北 東北 の 縄文 遺跡 群 」 の 登録 に 向け た 取組 を 進め る 。 





④ 美術 館 ・ 博 物 館 を 中 心 と し た 鑑賞 ・ 参 加 機 会 の 提供 
県 内 の 美術 館 や 博物 館 が 行う 各種 企画 展示 、 常 設 展 示 を 通じ て 、 優 れ た 作品 を 鑑賞 す 
る 機会 、 関 連 講座 へ の 参加 機会 を 提供 する 。 



















































































⑤ 子ども ・ 若 者 の 「 感 動 す る ・ 活 躍 す る 」 機 会 の 提供 
子ども ・ 若 者 が 優れ た 文化 芸術 に 触れ て 感動 し 、 文 化 芸 術 に 対す る 興味 と 関心 を 向上 
させ る 取組 と 、 よ り 多 く の 子 ども ・ 若 者 が 文化 芸術 活動 に 参加 する 取組 を 進め る 。 











⑥ 学校 教育 と の 連携 に よる 文化 芸術 活動 の 活発 化 





























児童 ・ 生 徒 に 優れ た 文化 芸術 の 鑑賞 機会 を 提供 する ほか 、 学 校 の 部 活動 の 充実 を 支援 
し 、 中 ・ 高 校生 の 文化 芸術 活動 の レベ ル の 向上 に 取り 組む 。 








⑦ 伝統 文化 ・ 生 活 文化 の 次 世代 へ の 確実 な 継承 
伝統 文化 ・ 生 活 文化 に 対す る 地域 が 一 体 と な っ た 理解 推進 へ の 取組 や 、 保 存 ・ 継 承 し 
て いく た め の 機 会 の 確保 に 取り 組む 。 



































17 ソー シャ ル ・ ネ ッ ト ワ ー キ ング ・ サ ービス (SNS : Social Networking Service)。 
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⑧ 被災 地 に お ける 文化 芸術 活動 復旧 へ の 支援 
東日本 大 震 災 津波 の 被災 に より 、 存 続 ・ 継 続 が 危 恨 され る 被災 地 の 文化 芸術 活動 # 
こ 向 けた 支援 を 行う 。 

















了 并 














ーー 


⑨ 「 文 化 振興 基金 事業 」 の 活用 
文化 芸術 団体 等 の 県 内 外 で の 活動 を 奨励 ・ 支 援 す る 「 文 化 振興 基金 事業 」 8 を 活用 し 、 
文化 芸術 活動 の 活発 化 と 伝統 芸能 の 保存 伝承 、 担 い 手 育成 に 取り 組む 。 










































































各地 域 に お ける 文化 芸術 活動 支援 体制 の 確立 
岩手 県 文化 芸術 コー ディ ネー ター を 核 と し た 文化 芸術 活動 文 援 ネ ットワーク の 形成 を 
促し 、 各 行政 機関 ・ 団 体 ・ 企 業 等 が 連携 ・ 協 力 し て 、 文 化 芸術 活動 を 推奨 ・ 支 援 ・ 活 性 
化す る こと が で きる 体制 を 構築 し て いく 


















































| [取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 
| 〇 平成 26 年 7 月 に 実施 し た 「 文 化 芸術 に 関す る 意識 調査 」 に よる と 、 ER 
| 衝動 に お ける 電 題 や 支障 に つい て は 「 次 代 の 担い 後継 者 の 育成 が 十分 で な い 」 、 
泉 の 叔 力 ・ 情 報 を 発信 ・ 普 及 し て いく た め の 取 組 と し て は 「 学 校 教育 に お ける 平泉 文 1 
の 継承 へ の 支援 」、 県 民 に 対す る 行政 の サポ ー ト で 大 切な も の と し て は 「 若 手芸 術 家 ・ 
後継 者 の 発掘 ・ 育 成 」 と 回 答 し た 割合 が 最も 多く 、 ま た 、 平 成 26 年 9 月 に 開催 し た 市 | 
町 村 及 び 文 化 芸 術 団体 と の 意見 交換 会 に お いて も 、 各 団体 に お ける 活動 者 の 減少 及び 高 ; 
| 齢 化 を 懸念 する 意見 が 多く 出さ れ て いる 。 | 
OS 今後 の 文化 芸術 振興 に お いて は 、 子ども ・ 若 者 の 中 か ら 1 人 で も 多く の 担い 手 ・ 後 継 | 
| 者 を 育成 し て いく 取組 が 急務 で ある 。 | 
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[平成 27 年 度 の 主 な 事業 〕 
予算 額 
事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
世界 遺産 平泉 理念 | 復興 の 象徴 で も る 「 世 界 遺 産 平 泉 」 に 体現 され る 「 人 と 人 8, 647 
普及 事業 費 と の 共生 」、「 人 と 自然 と の 共生 」 の 理念 を 普及 する た め 
国内 外 へ の 積極 的 な 情報 発信 を 実施 
いわ て 文化 芸術 王 | 地域 の 文化 芸術 の 振興 を 図る た め 、 広域 圏 単位 で 文化 芸術 3, 961 
国 構築 事業 費 コー ディ ネー ター を 設置 する と と も に 、 文化 芸術 情報 を 発 
信 
ソフ トバ パワ ー い わ | 岩手 の 文化 、 暮 らし 、 景 観 、 も て な し の 心 な どの 魅力 を 発 13, 215 
て 戦略 推進 事業 費 | 信 す る た め 、 マ ン ガ を 通じ た 情報 発信 や 人 材 育成 等 を 実施 




































































18 公益 財団 法人 岩手 県 文化 振興 事業 団 が 実施 する 県 内 文化 団体 等 の 文化 活動 に 対す る 助成 事業 。 
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事 3 事業 内 容 
業 名 内 容 等 
若者 文化 支援 事業 | 次 代 を 担う 若者 に 、 日 頃 培 っ た 文化 芸術 の 発表 の 場 を 提供 8, 423 
費 (再掲 する と と も に 、 文 化 活動 を 通じ た 交流 の 場 を 創出 する た 
め 、 実 行 委員 会 が 実施 する 「 い わ て 若者 文化 祭 」 に 要する 
ーー 
郷土 芸能 復興 支援 人 災 地 に お ける 郷土 芸能 活動 の 保存 ・ 継 承 を 支援 する た 30, 000 
事業 費 補助 め 、 人 こ 要 する 経費 を 補助 
国際 文化 交流 支援 | 震 災 復興 支援 を 通じ て 新た に 生ま れ た 海外 の 一 流 ア ー テ 1, 815 
事業 費 ィ ス ト と 本 県 と の 交流 活動 の 維持 ・ 拡 大 や 県 民 が 文化 芸術 
を 鑑賞 する 機会 の 拡大 を 図る た め 、 文化 芸術 活動 を 行 お う 
と する 団体 等 に 対し 、 国 際 的 な 音楽 ・ 芸 術 イ ベン ト の 開催 
に 要する 経費 を 補助 
世界 遺産 平泉 魅力 | 県 内 誘致 企業 等 と の 経済 交流 が 盛ん な 名 古屋 圏 や 若年 層 14, 458 
同上 ・ 誘 客 拡大 事業 | を ター ゲッ ト と し た 県 南 地域 へ の 誘客 活動 を 強化 する と 
費 と も に 、 世 界 遺産 平泉 を 中 心 と し た 県 南 地域 の 観光 地 の 魅 
力 向 上 を 図り 、 更 な る 誘客 を 推進 
文化 財 保 護 推 進 費 | 民俗 芸能 の 伝承 を 促進 する た め 、 民俗 芸能 フェ ステ ィ バ ル 2, 442 
民俗 芸能 伝承 促 | を 開催 し 、 民 俗 芸能 の 継承 と 後継 者 の 育成 を 推進 
進 事 業 ) 
柳 之 御所 遺跡 整備 | 世界 遺産 の コア で ある 奥州 藤原 氏 の 政庁 「 柳 之 御所 遺跡 」 89, 235 
調査 事 3 の 発掘 調査 を 進め る と と も に 、 史跡 公園 及び 資料 館 と し て 
一 般 公開 を 実施 
紀 界 遺産 登録 推進 「 平 泉 の 文化 遺産 」 に つい て 、 保存 管 理 の 重要 性 等 の 普及 12, 643 
事業 費 (平泉 世界 遺 | 啓発 や 世界 遺産 の 追加 登録 に 向け た 取組 を 推進 
逢 登录 推进 事业 
世界 遺産 登録 推進 | [北海 道北 东北 地 中 心志 关 和 绚 文 遗 踊 群 | 民 PWX、4 5, 471 
事業 費 (縄文 遺跡 群 | 道 県 14 市 町 が 共同 し て 世界 遺産 券 録 に 向け た 取組 を 推進 
世界 遺産 登録 推進 
事業 ) ご 
紀 界 遺産 登録 推進 | 「 明 治 日 本 の 産業 革命 遺産 九州 ・ 山 口 と 関連 地域 」 に つ 14, 407 
事業 費 (近代 化 产业 | | いて 、 8 県 11 市 が 共同 し て 世界 遺産 意 録 に 向け た 取組 を 
遗产 群 世界 遗产 登 | 推進 
録 推進 事業 ) 
少年 芸術 普及 事 | 青少年 に 優れ た 芸術 文化 の 鑑賞 の 機会 を 提供 する た め 、 県 3, 419 
業 内 各地 を 巡回 し 青少年 劇場 を 開催 
高校 生 文化 活動 支 | 岩手 県 高等 学校 総合 文化 祭 の 開催 及び 全国 高等 学校 総合 9, 320 
援 事業 文化 祭 へ の 参加 に 要する 経費 を 助成 
学校 文化 活動 支 | 岩手 県 中 学校 総合 文化 祭 の 開催 及び 全国 中 学校 総合 文化 1, 400 
援 事業 祭 へ の 参加 に 要する 経費 を 助成 
岩手 芸術 祭 開催 負 | 岩手 ゆか り の 楽曲 の 演奏 や 被災 地 の 中 高生 に よる 郷土 芸 20, 000 
担 金 能 発表 等 、「 い わ て 教育 の 日 」 制 定 10 周年 記念 式典 を 実施 
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| 
( 千 円 ) 

博物 館 管 理 運営 費 | 歴史 、 芸 術 、 民 俗 に 関す る 資料 の 収集 、 保 管 、 展 示 等 に よ 73, 747 
(県 立 博物 館 教育 | り 、 県 民 の 教育 、 学 術 及 び 文 化 の 発展 に 寄与 
業務 委託 ) 
美術 館 管理 運営 費 | 県 内 、 国 内 外 の 優れ た 美術 作品 の 企画 展 、 常 設 展 の 実施 や 179, 156 
(県 立 美 術 館 教育 | 関連 講座 、 広 報 活動 等 の 教育 普及 事業 を 実施 
業務 委託 ) 
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取組 の 方 向 テ 
多様 な 背景 を 持つ 人 々 が 交流 し 、 理 解 を 深め 合う 地域 づく り を 進め 、 つ な が り が 新た な つ な 


が り を 生む 地域 を 実現 する 。 





[现状 上 课题 ] 

〇 外国 人 も 暮らし や すい 環境 づく りや 、 地 域 住民 の 国際 理解 を 深め る 機会 づく りな ど を 
進め 、 世 界 と の 「 様 々 な つなが り の カ 力 」 を 活か し て 地域 に 貢献 する グロ ー バ ル 人 材 の 硬 
出 や 、 海 外 と の 交流 や 地域 産業 ・ 経 済 の 振興 、 さ ら に は 多 文化 共生 社会 の 実現 に よる 地 
域 の 魅力 向上 に つなげ て いく こと が 必要 で ある 。 


















































〇 本 県 を 訪れ る 外国 人 観光 客 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 影響 に より 減少 し た が 、 そ の 後 回 
復 令 向 に ある 。 本 県 で は 、 平 泉 の 文化 遺産 を 活用 し た 誘客 を 図る と と も に 、 台 湾 定 期 チ 
ャ ー タ ー 便 の 就航 を 実現 させ する な ど 、 国 際 交 流 人 口 の 拡大 に 取り 組ん で いる が 、 こ れ ま 
で の 草の根 交流 や 市 町 村 の 姉妹 都市 交流 、 県 内 大 学 の 留学 生 な どの 人 材 活用 と 合わ せ て 、 

海外 と の ネッ トワ ー ク の 維持 拡大 に 努め る 必要 が ある 。 






































































































































〇 同様 に 本 県 に 居住 する 外国 人 数 も 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 影響 に より 減少 し た が 、 そ の 
回 復 傾向 に ある 。 ま た 、 1 LC の 実現 に よっ て 、 多 く の 外 国人 が 本 県 に 居住 する こと 
が 期待 され て いる こと か ら 、 引 き 続 き 外 国人 も 暮らし や すい 環境 づく りや その 支援 が 必 
要 で ある 。 















































ーー 
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人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


〔 主 な 取組 内 容 〕 

① 言葉 の 壁 の 解消 

本 県 に 居住 する 外国 人 へ の 日 本 語学 習 の 支援 や 、 多 言語 サポ ボー ター (ボラ ンティア の 
通訳 ・ 翻 訳 ) の 育成 の ほか 、 多 言語 に よる 行政 ・ 生 活 ・ 和 観光 情報 の 提供 等 、 分 か りや す 
い 情 報 提 供 に 努め る こと で 、 日 本 語 に 不安 の ある 外国 人 で も 訪れ や すく 、 暮 らし や すい 
環境 づく り を 推進 する 。 






























































GT 
































② 安心 し た 暮らし の 構築 
生活 に 関す る 外国 人 相談 窓口 の 設置 の ほか 、 医 療 や 教育 な ど 日 本 と 制度 の 異な る 分 野 
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に お ける サポ ー ト 体制 の 構築 、 地 域 や 生活 に 関す る ルー ル 等 に つい て の 周知 、 地 域 に お 
ける 見 守り 体制 の 構築 な ど 、 生 活 上 の 不安 を 解消 する 取組 を 通し て 、 外 国人 で も 安心 し 
て 暮らす こと が で きる よう 支援 する 。 












































③ 多 文 化 共 生 の 地域 づく り 
東日本 大 震 災 津波 の 発 災 以 降 、 様 々 な 国々 か ら の 多く の 支援 に 、 県 民 一 人 ひと り が 、 
国籍 や 民族 等 の 違い を 超え た 「 つ な が り の 力 」 の 大 切 さ を 実感 し て いる 。 こ うし た 中 、 
多 文化 共生 に つい て の 理解 を 深め る た め の 着 発 や 、 地 域 に お ける 外国 人 と の 交流 機会 の 
提供 等 の ほか 、 世 界 と の 「 様 々 な つなが り の 力 」 を 活か し て 地域 に 貢献 する グロ ー バ ル 
人 材 の 育成 及び 活用 の 促進 に より 、 世 界 に 開か れ た 地域 づく り を 進め る 。 



























































































































































| [取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 ] 

: 〇 2014 年 に 実施 し た 「 多 文化 共生 に 関す る 県 民 ア ン ケ ー ト 調査 」 に よる と 、 地 域 に お 

: ける 日 本 人 と 外国 人 と の 交流 が 不足 し て いた り 、 日 本 人 住民 と 外国 人 住民 が 共に 地域 社 ! 

会 を 支え て いく と いう 多 文 化 共 生 社 会 づく り の 意識 が 十分 と は いえ な い 状 況 で あっ た 。 | 
一 方 に お いて 、 外 国人 と の 交流 に 対す る 県 民意 識 が 高い こと か ら 、 県 民 一 体 と な っ 

取組 の 推進 を 図る こと に より 大 き な 成 果 が 期待 で きる 。 
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[平成 27 年 度 の 主 な 事業 〕 
予算 額 
事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
国際 交流 セン ター | 国際 交流 等 の 情報 提供 、 在 住 外 国人 に 対す る 生活 支援 、 県 18, 189 
管理 運営 費 民 と 外国 人 と の 交流 を 図る 国際 交流 ・ 協 力 の 拠点 施設 と し 
て 、 い わ て 県 民 情 報 交流 セン ター (アイ ー ナ ) 内 に 設置 し 















































て いる 国際 交流 セン ター の 運営 (管理 及び 利用 受付 、 情 報 
提供 、 相 款 业 务 等 ) に 係る 業務 委託 を 実施 
留学 生 等 人 材 ネ ッ | 本 県 と 海外 と の 人 的 ネッ トワ ー ク を 形成 する た め 、 県 内 カ 11, 057 
トワ ー ク 形成 事業 | 学 等 で 学ぶ 外国 人 留学 生 に 対す る 支援 や 海外 研修 員 の 受 
費 入れ 等 を 実施 






































































































































































































































グロ ー バ ル い わ て | 国際 交流 人 口 の 拡大 と 多 文化 共生 の 更 な る 推進 を 目的 と 18, 501 

推進 事業 費 し 、 世 界 と 岩手 を つなぐ グロ ー バ ル 人 材 を 育成 し 活用 する 
取組 を 実施 

グロ ー バ ル い わ て | 高い 課題 解決 能力 や コミ ュ ニ ケー ショ ン 人 能力 を 持ち 、 将 来 8, 574 

推進 事業 費 (希望 卿 | の 本 県 の 発展 を 支え る 人 材 を 育成 する た め 、 イ ング リッ シ 







































































いわ て グロ ー バ ル | ユキ ャ ンプ 等 に よる 語学 力 向上 や 国際 理解 を 促進 する 取 
人 材 育成 事業 ) 組 を 実施 
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取組 の 方 向 テ 
子ども か ら 高 齢 者 まで 、 誰 も が 生涯 を 通じ て 豊か な スポ ー ツ ライ フ を 送る こと が で き 、 ス ポー 
ツ を 通じ て 内 外 の 人 々 の 交流 が 広がる 地域 づく り を 進め る 。 


地 


意識 


























[現状 と 課題 
〇 子ども か ら 高 齢 者 まで 
の 再生 や 心身 の 健康 の 保持 








域 社 
訂 発 を 図る 必要 が ある 
に 応じ 、 




















〇 地域 の 特性 や 住 





る こと に 





〇 地域 の クラ ブ や 学校 で 育 


校 、 大 学 の 競技 レベ ル の 引き 上 げ と 、 社 会 


め る 必要 が ある 。 
に 国体 ・ 





























〇 20166 
的 に は 2020 年 


ト が 控え て お り 





ラブ の 指導 者 等 と し て 定着 し 、 次 世代 に 





年 オリ ン ピ ッ ク 
これ ら を 契機 に 
バス ケッ ト ボ ー ル 等 の プロ チー ム を 活 


〇 本 県 の サッ カー 
トッ プス ポー ツ の 振興 に よる 交流 人 日 


誰 も が 生涯 を 通じ て 豊か な スポ ー ツ ライ フ を 送る こと が 、 
進 に つなが る こと を より 一 層 意 識 で きる よう 、 


徴 と し 創設 








多種 目 ・ 

















村 の 理 








E 民 の ニー ズ 
に 対す る 市 
県 民 の スポ ー ツ を 通じ た 交流 を 促進 する 環境 整備 が 必要 で ある 
目 導 者 カ が 、 


る 総合 型 地 域 ス ポー ツク ラブ 
成 さ れ ア スリ ー ト と し て の 経験 を 有する 指 
還元 で きる よう な 人 材 育 成 の 好 循 環 サ イク ル の 

















障がい 者 スポ ー ツ 大 会 が 本 県 に 
口 の 








多 世 代 ・ 多 志向 を 特 
E 解 の 促進 や 市 町 村 へ の 支援 の 充実 を 図 


確立 が 必要 で ある 
〇 育成 し た スポ ー ツ 選手 が 活躍 の 場 を 求め て 県 外 へ 流出 する 現状 を 防ぐ た め 
に な っ て も 競技 を 続け られ る 環境 整備 


お いて 開催 
パパ ラリ ン ピ ッ ク 東 京 大 会 な ど 、 複 数 の メガ スポ ー ツ イベ ン 
义 ) 





国内 外 と の 交流 人 


され て い 





地域 の ク 

















、 県 内 の 高 
進 














、 全 国 








まさ れる と と も に 





る 必要 が ある 














更 な る 拡大 を 





プロ スポ ー ツ を 含む 





1 し た 、 














の 拡大 が 必要 で ある 
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人 口 減少 社会 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 総合 型 地域 ス ポー ツク ラブ の 育成 支援 
多く の 市 町 村 に 創設 され て いる 総合 型 ク ラブ と 連携 し 、 総 合 型 ク ラブ の 理念 や 趣 計 、 
特徴 、 地 域 住 民 の 関与 の 仕方 等 に 関わ る 情報 を 発信 する 。 ま た 、 総 合 型 ク ラブ が 安定 的 
に 運営 され 、 会 員数 が 増加 する よう 支援 する 。 



















































































② 生涯 スポ ー ツ 指導 者 の 有効 活用 
市 町 村 の スポ ー ツ 推進 体制 の 核 と な っ て いる スポ ー ツ 推進 委員 等 と 連携 し 、 研 修 の 充 
実に よる 資質 向上 を 図る と と も に 、 総 合 型 ク ラブ へ の 参画 を 促す な ど 地 域 人 材 の 活用 を 
推進 する 。 



























































③ 2020 年 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 東 京 大 会 等 国際 的 スポ ー ツ イベ ント へ 向け た 取 
組 の 推進 
市 町 村 や スポ ー ツ 競技 団体 と の 連携 に より 、 国 際 的 スポ ー ツ イベ ント 等 の スポ ー ツ 合 
宿 の 誘致 や 関連 イベ ント の 実施 等 、 ee ツ に 対す る 関心 を 高め る と と も に 
ー ツ を 通じ た 交流 人 口 拡大 に 向け た 取組 を 推進 する 。 





























@ プロ スポ ー ツ 等 の 振興 
関係 機関 が 一 体 と な り 、 県 内 に 所 在 す る プロ スポ ー ツ を 含め た トッ プス ポー ツ を 振興 
する こと に より 、 プ ロス ポー ツ の 試合 観戦 等 を 通じ た 県 内 外 の 交流 人 口 の 拡大 に 向け た 
取組 を 推進 する 。 















































































































































































































































































































































[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
事 3 時 予算 額 
事業 名 事業 内 容 (后) 
戦略 的 県 民 計画 推 | スポ ー ツ を 通じ た 交流 人 口 の 拡大 を 図る た め 、 東 京 オリ 11, 859 
進 費 (スポ ー ツ ツ ン ピ ビック ・ パ パラリンピック 等 の 国際 的 スポ ー ツ イベ ント 
リズ ム の 推進 ) 等 に 向け た 取組 を 推進 
生涯 スポ ー ツ 推進 | 生涯 スポ ー ツ 活動 の 普及 ・ 振 興 を 図る た め 、 総 合 型 地域 3, 236 
費 (生涯 スポ ー ツ 推 | スポ ー ツ クラ ブ の 創設 ・ 育 成 、 指 導 者 の 養成 ・ 確 保 及 び 
進 プ ラン ) 資質 の 向上 を 促進 
競技 力 向上 対策 事 | 競技 力 の 向上 を 図る た め 、 優 れ た 素質 を 有する 児童 を 早 12, 495 
業 費 (いわ て スー パ | 期 に 発掘 し 、 育 成 強化 する 取組 を 実施 
ー キ ッ ズ 発掘 ・ 育 成 
事業 ) 
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取組 の 方 向 テ 
岩手 県 の 豊か で 多様 な 自然 環境 を 保全 し 、 そ の 魅力 を 次 の 世代 に 伝え る と も に 、 そ こ に 集 

う 人 々 と の 交流 を 促進 し 、 自 然 環境 を 生か し た 地域 づく り を 進め る 。 

また 、 地 域 特 性 を 生か し た 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 を 進め 、 環 境 保全 と と も に 域内 





























oN 区 
[現状 と 課題 ] 
〇 岩手 県 の 豊か で 特色 ある 自然 環境 は 、 暮 らし を 支え る 基盤 で ある と と も に 、 和 観光 を は 




















じ め と する 交流 人 日 ee し て 、 次 代 へ 引き 継ぐ べき 貴重 な 財産 で ある 。 
大 気 、 水 環境 、 里 山 の 保全 を は じ め と する 環境 保全 の 取組 等 を 積極 的 に 推進 する と と も 
に 、 先 人 か ら 受 け 継 が れ て きた 自然 と の 共生 と いう 価値 観 を 守り 引き 継ぐ 必要 が ある 。 


















































〇 本 県 に は 、 三 陸 復 興 、 十 和田 八幡 平 の 二 つ の 国立 公園 を は じ め 、 二 つの 国定 公園 、 七 
つの 県 立 自然 公園 、 さ ら に 、2013 年 9 月 に II 
が 存在 する 。 こ の 魅力 ある 自然 環境 を 活か し た 環境 学習 や 自然 体験 等 の 取組 を 通し 
子ども た ちの 「 自 然 を 愛す る 心 」、「 ふ る さと へ の 愛着 」 を 育む 必要 が ある 。 



















































































































































































〇 野生 動物 の 生息 域 拡大 に よる 農林 業 被害 や 人 身 被 害 な ど 、 県 民 の 生活 に 影響 を 及ぼ す 
様々 な 問題 が 顕在 化し て いる 。 人 と 野生 動植物 が 共生 する 社会 の 形成 に 向け た 対策 が 必 
要 で ある 。 






































〇 再生 可能 エネ ルギー の 促進 は 、 本 県 が 有する 水 環境 、 森 林 資 源 な ど 豊 か な 自然 環境 の 
維持 ・ 保 全 に 加え 、 こ うし た 自然 環境 を 生か し た 有効 な 取組 で ある 。 

また 、 木 質 バ イオ マス な どの 再生 可能 エネ ルギー は 、 地 域 の 発展 を 担う 新た な 産業 と 
し て の 役割 を 果たす こと も 期待 され 、 県 民 や 事業 者 、 行 政 の 一 体 と な っ た 取組 が 必要 で 
ある 。 
























































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 

① 良好 な 大 気 ・ 水 環境 の 保全 
大 気 環境 及び 水 環境 に つい て 、 広 く モ ニタ リン グ を 実施 する と と も に 、 事 業 場 等 へ の 
監視 及び 指導 を 実施 する 。 
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② 水 と 緑 を 守る 取組 の 推進 












































健全 な 水循環 、 健 康 で 快適 な 生活 の 確保 が 図ら れる よう 、 県 内 各地 域 で の 水 と 緑 を 守 
り 育 て る 環境 保全 活動 の 活発 化 に 向け た 支援 を 行う と と も 
会 等 の 体験 型 普 及 啓 発 





に 、 水 生生 物 調査 、 自 
に 取り 組む 。 








然 観 祭 
③ 環境 学習 の 推進 と 














県 民 等 と の 連携 ・ 協 働 の 取組 の 促進 
環境 学習 交流 セン ター の 各種 





事 





















































活動 を 通じ 、 県 民 の 環境 学習 を 推進 する と と も に 、 県 民 、 
E 業 者 等 が 行う 地域 の 環境 保全 等 の 取組 を 情報 発信 する な ど 、 環 
連携 ・ 協 働 の 促進 を 図る 。 


環境 に 関す る 県 民 等 と の 





























④ 自然 と の ふれ あい の 促進 





























グリ ー ン ボラ ンティア 9 制度 の 周知 及び 応募 の 拡大 を 
登山 道 の 補修 等 に 県 






















































































刻 り 、 マ ナー 啓発 や 美化 活動 、 
こ 県 民 協 働 で 取り 組む 。 ま た 、 自 然 の 魅力 や イベ ント 情報 等 を 積極 的 に 
PR し 、 自 然 公園 等 の 利用 促進 を 図る 。 
⑤ 豊か な 自然 と の 共生 





人 間 と の あつ れき が 大 きく な っ て いる 野生 動物 (クマ 、 シ カ ) 





















































、 シ に つい て 、 個 体 数 管 了 
や 被害 防除 対策 等 を 総合 的 に 実施 し 、 人 と の 共生 を 推進 する と と も 
少 野生 動植物 が 生息 ・ 生 育 で きる 環境 づく り に 到 








に 、 イ ヌ ワ シ 等 の 希 
肥 り 組む な ど 、 生 


生物 多様 性 の 確保 を 











図る 。 
⑥ 再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 


























農業 用 水 や 木質 バイ オマ ス な ど 、 本 県 の 有する 環境 を 生か し た 
導入 促進 を 推進 する こと に よっ て 、 

























































































































































































































































































































































































定 生 可能 エネ ルギー の 
新た な 産業 の 創出 等 に つなが る よう 、 そ の 利用 促進 
を 図る 。 
[平成 27 年 度 の 主 な 事業 〕 
予算 額 
事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
三陸 ジオ パー ク 推 | 三陸 ジオ パー ク の 推進 を 図る た め 、 和 観光 ・ 教 育 分 野 で の 活 13, 872 
進 費 や 情報 発信 等 を 実施 
再生 可能 エニ エネル ギ | 省エネ ルギー 設備 や 再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 促進 | 1, 730, 000 
利用 発電 設備 導 | の た め 、 設 備 設置 資金 等 へ の 低利 融資 を 実施 
入 促進 資金 貸付 金 
3 グリ ー ン ボラ ンティア : 自然 公園 や 自然 環境 保全 地域 で 、 高 山 植物 の 保護 、 利 用 
保全 活動 を 行う ボラ ンティア 




















者 へ の マナ ー 産 発 や 
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ー に 関心 を 持つ 民間 企業 等 へ 有 識 ョ 



















































































を 派遣 し 導入 を 支援 








8 SM とら ] 
事业 名 事业 内 容 ( 千 円 ) 
戦略 的 再生 可能 エ | 再生 可能 エネ ルギー の 導入 拡大 に 戦略 的 に 取り 組む た め 、 5, 655 
ネル ギー 推進 事業 | 部 局 連携 に より 、 ポ ー タ ル サ イ ト の 運営 や 、 セ ミナ ー を 開 
费 八 す る ほか 、 豊 富 な 艶 存 量 を 誇る 風力 と 地熱 の 有望 地域 で 
の 開発 促進 に 向け た 導入 推進 体制 の 構築 や 、 勉 強 会 等 を 実 
看 
環境 保全 対策 費 (水 | 水生 生物 調査 参加 者 向け 教材 の 作成 、 配 布 を 行う と と も 1, 342 
生生 物 調査 ) に 、 調 査 団体 に 対す る 講師 の 派遣 や 指導 者 育成 機会 の 提供 
等 の 支援 を 実施 
環境 王国 を 担う 人 | 環境 に つい て 考え 、 行 動 す る 人 材 を 育成 する た め 、 若 い 世 2, 752 
づく り 事 業 費 代 を 対象 と し た 取組 を 推進 
環境 学習 交流 セン | 県 民 等 の 環境 学習 を 支援 する た め 、 環 境 学 習 交流 セン ター 22, 617 
ター 管理 運営 費 を 拠点 と し た 取組 を 推進 
環境 保全 費 犬 気 の 汚染 状態 の 常時 監視 を 実施 する と と も に 、 測定 に 必 15, 355 
要 な 機器 を 整備 
自然 公園 等 保護 管 | 早 池峰 地域 な ど 、 優 れ た 自然 環境 を 有する 自然 公園 等 の 保 1, 919 
理 費 ( 早 池峰 地域 保 | 全 対策 等 を 推進 
全 対 策 事 業 費 ) 
指定 管理 鳥獣 捕獲 | 生息 域 が 県 内 全域 に 拡大 し て いる ニホン ジ カ に つい て 、 生 85, 056 
等 地域 戦略 事業 費 | 息 状 況 を 把握 する た め の モ ニタ リン グ 調 査 や 希少 高山 植 
(シカ 捕獲 対策 物 の 食害 が 懸念 され る 早 池峰 山 周辺 地域 の 監視 を 強化 す 
る と と も に 、 放射性 物質 検出 に よる 狩猟 の 減少 等 に 対応 し 
た 個体 数 管理 を 適切 に 行う た め の 捕 獲 を 実施 
指定 管理 鳥獣 捕獲 | ガイ ドブ ッ ク の 配布 等 、 狩 猟 免許 取得 に 向け た 具体 的 な 行 1, 777 
等 地域 戦略 事業 費 | 動 を 促す と と も に 、 新 規 狩猟 者 の 維持 ・ 定 着 の た め の 研 修 
(新規 狩猟 者 の 確 | 会 を 開催 
保 ・ 定 着 促進 事業 ) 
希少 野生 動植物 保 | 希少 野生 動植物 の 保護 対策 の 推進 を 図 の 2 た め 、 い わ て レッ 1, 877 
護 対策 事業 費 “デー タブ ッ ク 掲 載 種 の 追跡 調査 や イヌ ワシ の 繁殖 支援 
等 を 実施 
木質 バイ オマ ス 熱 | 木質 バイ オマ ス 利 用 を 促進 する た め 、 発 電 事 業 体 と 素材 生 752 
電 利 用 促進 事業 費 | 産 団体 と の 燃料 需給 調整 を 支援 する ほか 、 木 質 燃料 ボイラ 
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1-(2) 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 支援 





る 取組 の 方 向 > 


コミ ュ ニ ティ 活動 に 取り 組む 人 材 を 育成 し 、 活 動 を 支援 し 、 多 様 な 主体 の 連携 を 促進 する こ 
と に より 、 人 口 減少 、 高 齢 化 の 進行 の 中 で 懸念 され て いる コミ ュ ニ ティ 機能 の 維持 ・ 強 化 を 図 


る 。 





[現状 と 課題 ] 








〇 地域 コミ ュ ニ ティ は 、 雪 下ろ し ・ 草 刈り な どの 相互 扶助 、 自 然 環境 の 保全 、 地 域 の 安 


全 の 確保 、 伝 統 芸能 の 継承 な ど 、 さ 
































ま ざ ま な 電 























に お いて 大 き な 役 割 を 果たし て お り 、 地 


域 住 民 が 、 地 域 文化 や 優れ た 自然 な ど 多 様 な 豊か さ を 亭 受 し て いく 上 で 、 欠 か せな いも 

















の で ある 。 


し か し な が ら 、 近年 で は 、 人口 減 少 や 少子 高齢 化 の 進行 、 個人 の 1 

















東日本 大 震 災 津波 の 被災 等 に より 、 
お り 、 そ の 対策 が 必要 で ある 。 





〇 本 来 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 動 は 、 地 域 住民 に よる 自主 的 か つ 主 体 的 な 取組 が な され る 


を 占め る 過疎 地域 に お いて は 、 人 日 ? 


こと が 望ま し い が 、 特 に 、 本 県 面積 
著 し い 高齢 化 の 進展 に より 、 地 域 活 








大 き な 課 題し と な っ て いる こと か ら 、 新 た な 担い 手 
ィ の 維持 ・ 


する 機運 醸成 な ど 、 地 域 コ ミュ ニテ 


地域 コミ 























値 観 の 変化 に 加え 、 


ュ ニ ティ 機能 の 低下 が 大 き な 課 題 と な っ て 














の 約 7 割 
動 の リー 











成 少 上 上 


ダー の 高齢 化 や 地域 活動 の 担い 手 の 不足 が 











再生 に 向け た 対策 が 必要 で ある 。 


























E の 育成 や 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 


助人 对 


〇 地域 の 防災 活動 を リー ド す る 自主 防災 組織 は 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ を 基盤 と し て 組織 さ 
れ て お り 、 そ の 組織 率 は 平成 25 年 度 に 初め て 全国 平均 を 上 回 る な ど 、 年 々 高まっ て いる 


























一 方 、 活 動 が 低調 な 組織 も 見 受け られ る こと か ら 、 


必要 が ある 。 


























ティ の 活性 化 人 等 に も つなが っ て いる 











の 中 に お いて 、 団 員 の 確保 や 安全 対策 の 

































































9 主 防災 組織 の 更 な る 育成 を 進め る 


また 、 消 防 団 に つい て は 、 自 主 的 に 参加 する 地域 住民 に より 構成 され 、 地 域 コ ミュ ニ 


。 社 会 情勢 の 変化 等 に より 進む 団員 の 減少 と 高齢 化 
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構築 が 必要 で ある 。 


人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


〔 主 な 取組 内 容 〕 

① 地域 コミ ュ ニ ティ 活動 に 関す る 意識 の 普及 啓発 
地域 コミ ュ ニ ティ 活動 の モデ ル と な る 団体 を 「 元 気 な コミ ュ ニ ティ 特選 団体 」 と し て 
引き 続き 選定 し 、 関 係 団体 の 活動 促進 と 地域 コミ ュ ニ ティ 活性 化 を 図る 。 
地域 づく り 関 連 の フォ ー ラ ム ・ セ ミナ ー 等 を 開催 し 、 県 内 外 の 先進 的 な 
介し 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 動 に 関す る 意識 の 普及 啓発 を 行う 。 



































七 - 








事例 を 広く 紹 























② 地域 づく り の 担い 手 の 人 材 育 成 ・ 新 た な 担い 手 の 確 保 
地域 づく り の 新た な 担い 手 と し て 、 地 域外 の 人 材 (地域 お こし 協力 隊 や や 復興 支援 員 な 
ど ) の 活用 を 促進 する 。 


地域 外 の 人 材 が 地域 に 定着 する よう 、 人 外部 人 材 の ネッ トワ ー ク 構築 に 向け た 取組 を 進 
め る 。 












































③ 地域 コミ ュ ニ ティ の 現状 把握 と 分 析 


集落 の 状況 等 に 関す る 調査 を 実施 し 、 地 域 の 現状 と 課題 の 把握 、 分 析 を 進め 、 地 域 コ 
ミュ ニテ ィ 機 能 の 維持 ・ 再 生 に 向け た 取組 を 支援 する 。 








































































































(④ 地域 内 外 の 多様 な 主体 の 連携 を 促進 


市 町 村 、N PO、 OY 持続 可能 な 地域 
コミ ュ ニ ティ 形成 を 目指 し た 取組 を 進め 






































⑤ 地域 の 安全 を 地域 が 守る 消防 団 や 自主 防災 組織 等 の 育成 ・ 強 化 
市 町 村 と 連携 し な が ら 、 消 防 団員 の 確保 や 消防 団 活動 の 充実 強化 に 向け た 取組 を 進め 
る と と も に 、 自 主 防災 組織 の 更 な る 育成 を 図る 。 
































































































































































































































































































































[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
本 予算 額 
事業 名 事業 内 容 ( 千 円 ) 
地域 経営 推進 費 分 権 型 社会 の 構築 と 産業 の 振興 に よる 地域 の 自立 を 促進 500, 000 
(再掲 ) する た め 、 各 広域 振興 岡 に お いて 、 現 場 主義 に 立脚 し た 完 
結 性 の 高い 広域 行政 を 推進 する た め の 取 組 を 実施 
草の根 コミ ュ ニ テ | 地域 で 抱え て いる 課題 解決 に 向け た 取組 を 進め る た め 、 地 1, 302 
ィ 再 生 支 援 事業 費 | 域 活 動 の 担い 手 の 育 成 や 先導 的 な 取組 事例 の 紹介 を 通じ 、 
地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 を 支援 
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予算 額 



















































































































































































事業 名 事業 内 容 

( 千 円 ) 
いわ て へ の 定住 ・ 交 | 被災 地 の 復興 や 過疎 地 の 活性 化 を 担う 「 い わ て 復興 応援 140, 000 
流 促進 事業 費 隊 」 の 受入 れ 等 を 実施 
地域 防災 力 強 化 プ | 地域 防災 力 を 強化 する た め 、 防 災 教 育 の 推進 、 自 主 防災 組 10, 080 
ロジ ェクト 事業 費 | 織 の 育成 強化 、 防 災 担 当 職員 の スキ ル ア ッ プ の た め の 図 上 

訓練 や 広域 的 で より 実践 的 な 総合 防災 訓練 等 を 実施 

学び を 通じ た 被災 | 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 子ども の 学び や 地域 住民 と の 276, 079 
地 の 地 域 コ ミュ ニ | 交流 を 通じ て 支援 する た め 、 子 ども を 中 心 と し た 地域 活動 






































費 


ティ 再生 支援 事業 














や 学校 等 を 核 と し た 学 




















習 ・ 交 流 の 機会 を 創出 
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1-(3)| 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 








る 取組 の 方 向 > 

後期 高齢 者 が 増加 する 一 方 、 生 産 年 齢 人 口 の 減少 が 見 込ま れる 中 に あっ て 、 医 療 、 福 祉 ・ 
介護 に 従事 する 職員 の 確保 を 図る と と も に 、 関係 機関 が 連携 し た 取組 を 推進 し 、 安 心して 暮 
ら せ る 地域 づく り を 進め る 。 





[現状 と 課題 ] 

〇 本 県 の 老年 人 口 は 、2020 年 まで 増加 する こと が 見 込ま れ て いる 。 特 に 後期 高齢 者 人 品 
は 2030 年 まで 増加 し て いく た め 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 需要 の 増加 が 見 込ま れる 。 
一 方 、 生 産 年 齢 人 口 が 減少 し て いく こと が 見 込ま れ て お り 、 こ うし た 需要 を 地域 で 支 
える 人 材 を 確保 し て いく 必要 が ある 。 





























































































































〇 本 県 の 人 口 10 万 人 あたり の 医師 数 は 全国 平均 を 下回っ て お り 、 ま た 、 看 護 職員 も 不足 
する 中 に あっ て 、 引 き 続 き 、 医 療 従事 者 の 養成 ・ 定 着 や 地域 偏在 の 解消 に 向け て 取り 組 
むむ 必要 が ある 。 











































































































〇 首都 圏 で は 、 今後 急速 に 老年 人 口 が 増加 し 、 福祉 や 介護 の 需要 増加 が 見 込ま れ て お り 、 
これ ら を 担う 人 材 が 地方 か ら 転出 し て いく お それ が ある 。 高齢 者 等 が 住み 慣れ た 地域 で 
安心 し て 暮らし 続け る こと が で きる よう 、 市 町 村 が 行う 医療 、 福 祉 ・ 介 護 等 が 連携 し た 
サー ビス 提供 体制 の 整備 を 支援 し て いく 必要 が ある 。 













































































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 人 材 の 確保 ・ 定 着 ・ 育 成 
高齢 化 の 進展 に より 増大 する 医療 、 福 祉 ・ 介 護 需 要 に 対応 し た 、「 人 材 の 確保 」、「 人 材 
の 定着 」、「 人 材 の 育成 」 を 推進 する た め 、 関 係 団体 と 連携 し 、 医 師 ・ 看 護 師 等 に 対す る 
修学 資金 の 貸付 や 福祉 人 材 セ ンタ ー が 実施 する 介護 福祉 士 等 修学 資金 貸付 金 等 に より 県 
内 就業 者 の 確保 等 を 中 長期 に 実施 する 。 




















































































































② 潜在 有 資 格 者 や 多様 な 人 材 の 参入 


看護 師 、 介 護 福祉 士 、 保 育 士 等 の 潜在 有 資 格 者 の 復職 や 多様 な 人 材 の 新規 参入 ・ 定 
を 支援 する た め 、 ナ ー ス セン ター や 福祉 人 材 モ セ モン ター 等 と 連携 し 、 事 業 所 と の マッ チン 
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1 


グ 支 援 を 行う と と も に 、 就 業 に 向け た 研修 や 職場 体験 等 を 実施 する 。 





③ 関係 機関 が 連携 し た 取組 の 推進 

近年 、 有 効 求 人 倍率 が 高い 状態 に と ど ま っ て お り 、 ま た 、 首 都 圏 を 中 心 に 都市 部 に お 
ける 高齢 化 の 進展 に より 需要 が 増加 する こと が 想定 され る こと か ら 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 の 
事業 者 目 ら が 処遇 ・ 待 遇 の 改善 や 、 魅 力 ある 職場 づく り に 取り 組み 、 地 域 で 資格 や 経験 を 
生か し て 働き 続け られ る 環境 を 整え る 人 材 を 確保 で きる よう 、 関係 団体 と の 用 談 会 等 を 通 
じ て 、 推 進 す る 。 
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④ 地域 包括 ケア システム の 構築 

主 ま い ・ 医 療 ・ 福 祉 ・ 介 護 ・ 予 防 ・ 生 活 支 援 が 一 体 的 に 提供 され る 「 地 域 包括 ケア シ 
ステ ム 」 の 構築 の た め 、 先 進 事例 の 情報 提供 や ア ドバイ ザー の 派遣 な ど に より 、 市 町 村 
の 主体 的 な 取組 を 支援 する と と も に 、 適切 な 場所 で 適切 な 医療 や ケア を 提供 する 専門 的 な 
人 材 を 確保 する た め 、 医 療 ・ 福 祉 ・ 介 護 従事 者 に 対す る 研修 会 の 開催 な ど に 取り 組む 。 



























































































































































| [取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 ) 

| 〇 医療 、 福 祉 ・ 介 護 人 材 の 確保 や 定着 に つい て は 、 奨 学 金 制度 の 継続 的 な 運用 が 不 

| 可 欠 で ある ほか 、 介 護 報酬 引き 上 げ 等 に よる 支援 が 必要 で あり 、 国 に 対し て 、 人 材 
の 確保 に つなが る よ 2 う 働 きか け て いく 。 
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昌 祉 人 材 セ モン ター | 福祉 の マン パワ ー の 確保 対策 を 推進 する た め 、 人 材 バ ンク 25, 951 
運営 事業 費 機能 を 持つ 福祉 人 材 セ ンタ ー を 設置 


介護 人 材 マ ッ チ ン | 介護 人 材 の 確保 を 図る た め 、 支 援 員 を 配置 し 、 求 職 者 と 事 41, 868 
グ 支 援 事業 費 業 所 の マッ チン グ を 行う と と も に 、 求 職 者 の 研修 や 職場 体 
験 等 を 実施 

介護 人 材 確保 事業 | 介護 人 材 の 確保 ・ 資 質 向上 を 図る た め 、 介護 
费 環境 の 改善 や 介護 の 仕事 の 魅力 の 発信 等 を 推 
地域 包括 ケア シス | 地域 包括 ケア シス テム の 構築 に 向け た 新た な 制度 の 円 滑 9, 758 
テム 基盤 確立 事業 | な 実施 と 安定 的 な 運営 を 確保 する た め 、 市 町 村 等 へ の 支援 

を 実施 
子育て 支援 対策 臨 | 子ども を 安心 し て 育て る こと が で きる よう な 体制 を 整備 370, 010 
時 特例 事業 費 する た め 、 保 育 所 の 整備 や 保育 士 資格 取得 の 支援 や 保育 
士 ・ 保 育 所 支援 セン ター を 運営 
地域 リハ ビリ テー | 脳卒中 等 の 既往 を 持つ 者 等 が 在宅 で 寝たきり に な る こと 17, 411 
ショ ン 支 援 体制 整 | な く 生 活 で きる よう 、 地 域 リ ハビ リ テ ー シ ョ ン 活 動 が 円 滑 
備 推進 事業 費 に 提供 され る 体制 を 整備 

















































































































ほ 業 所 の 労働 18, 466 
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予算 額 






































































































































































































































事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
医師 確保 対策 推進 | 特に 不足 と され て いる 診療 科 の 医師 の 確保 及び 養成 と 医 988, 248 
事業 費 師 の 偏在 解消 を 図る た め 、 本 県 へ の 医師 定着 に 関す る セミ 
ナー の 開催 や 、 修 学 支援 等 を 実施 
勤務 医 勤務 環境 向 | 勤務 医 の 離職 防止 や 業務 負担 の 軽減 を 図る た め 、 医 療 機 関 49, 794 
上 支援 事業 費 に お ける 勤務 環境 の 改善 や 処 財 改善 な どの 取組 を 支援 
臨床 研修 医 定着 支 | 臨床 研修 医 の 定着 を 図る た め 、 了 臨床 研修 病院 合同 説明 会 ・ 19, 235 
援 事業 費 面接 会 、 指 導 医 講習 会 等 を 実施 
地域 医療 医師 支援 | 地域 医 SS es 15, 959 







































































事業 費 x 0 こよ る 取組 を 実施 




















在宅 医療 推進 費 在宅 (介護 施設 を 含む ) 療養 者 が 安心 し て 生活 する こと が 394, 250 
で きる よう 、 地 域 の 実情 に 合わ せ た 在 宅 医療 介護 の 提供 体 
制 を 構築 





















































安心 と 希望 の 医療 | 看護 職員 の 需要 の 増大 に 対応 する た め 、 看 護 師 養成 施設 等 29, 988 
を 支え る 看護 職員 | の 志願 者 確保 や 働き や すい 職場 環境 づく り 、 溢 在 看護 職員 
確保 定着 推進 事業 | の 活用 な ど を 実施 
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費 
看護 師 等 修学 資金 打 内 の 看護 職員 の 就業 ・ 定 着 を 促進 する た め 、 看護 師 等 状 199, 943 
貸付 金 成 施設 及び 大 学院 に 在学 する 学生 に 対 し 修学 資金 を 貸し 

付け 




































































令 災 地 の 看 護 議員 の 確保 に 資す る た め 、 県 立 宮古 高等 看護 320, 081 
字 院 の 学生 定員 の 増員 に 必要 な 施設 の 整備 ・ 改 修 を 実施 








県 立 宮 高 等 看 
学院 施設 整備 事 


費 
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< 丫 局 医师 奖 学 次 | 昌 立 病院 等 に 勤務 する 医師 の 確保 を 図る た め 、 医 学部 に 在 | 402.000 
金 貸 付 金 学 する 学生 に 対し 、 修 学資 金 を 支援 
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1 -(4) 地域 公共 交通 の 確保 











取組 の 方 向 タ 

公共 交通 は 、 人 口 減少 に より 利用 者 の 減少 が 見 込ま れる 中 で あっ て も 、 学 生 、 高 齢 者 を は 
じ め 交 通 手 段 を 持た な い 者 に と っ て 唯一 の 手段 で あり 、 利 用 促進 や 利用 環境 の 改善 を 図る こ 
と に より 路線 維持 を 図っ て いく 。 





[現状 と 課題 
〇 公共 交通 は 、 地 域 と 地域 を つなぐ 重要 な 交通 機関 で ある ほか 、 通 学生 や 高齢 者 、 障 が 
い 者 を は じ め 自 家用 車 等 の 交通 手段 を 持た な い 者 に と っ て 、 唯 一 の 移動 手段 で ある 。 
また 、 医 療 、 福 祉 、 教 育 等 の 拠点 どう し や 、 拠 点 と 居住 エリ ア を 結ぶ 交通 手段 と し て 
大 き な 役 割 が 求め られ て お り 、 今後 、 i、 公 共 交 通 の 確保 が 必要 で ある 。 














































































































〇 駅 や バス ター ミナ ル は 、 地 域 の 交流 拠点 で あり 、 ま ちの 賑わい 創出 や 観光 客 等 の 来訪 
者 に 対す る 利便 性 向上 に よる 地域 の 活性 化 に 欠か すこ と の で き な い 施設 で ある 。 地 域 の 
拠点 機能 を 有する 施設 と し て 維持 し て いく こと が 必要 で ある 。 

















O 〇 ”内 并 官房 太 2014 年 8 月 に 行っ た 調査 に お いて も 、 地 方 移住 の 不安 と し て 、 公 共 
利便 性 が 上 位 に 上 げ ら れ て お り 、 和 首都 圏 在住 者 の 地方 移住 を 促進 する 上 で も 、 公 共 交 通 
を 維持 し て いく 必要 が ある 。 
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〇 本 県 の よう な 地 放 で は 、 生 活 交 通路 線 と いえ ども 不 採算 路線 で ある こと が 多く 、 利 用 
促進 や 利用 環境 の 改善 等 を 図る な ど 、 路 線維 持 の た め に 官民 一 体 と な っ た 取組 が 必要 で 
ある 。 









































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


〔 主 な 取組 内 容 〕 
① 生活 交通 の 維持 に 対す る 財政 支援 
三 セ ク 鉄 道 に つい て は 、 関 係 市 町 村 と 連携 し 、 国 庫 補助 制度 を 活用 し な が ら 、 設 備 投 
資 や 設備 維持 等 に 要する 経費 に つい て 財政 支援 を 行う 。 
広域 的 か つ 幹 線 的 な バス 路線 に つい て は 、 国 庫 補 助 制度 や 県 単 補助 制度 に よる 財政 支 
援 を 行い 、 路 線 の 維持 を 図る 。 
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② シン ポジ ウム 開催 や 公共 交通 の 利用 を 前 提 と し た マッ プ の 作成 に 対す る 支援 

住民 の 意識 を 啓発 する た め の シ ン ポ ジウ ム の 開催 や 公共 交通 利用 を 前 提 と し た マッ プ 
作成 な ど 利 用 環境 の 改善 に 向け た 取組 に 対し て 、 先 行事 例 や 実施 ノウ ハウ の 提供 等 を 通 
じ て 支 援 する 。 
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③ 市 町 村 が 実施 する 効率 的 な 乗合 シス テム の 整備 や 実証 運行 へ の 支援 
公共 交通 の 利用 促進 や 効率 的 な 地域 公共 交通 体系 の 構築 を 図る た め 、 有 識者 等 に よる 
支援 チー ム を 設置 し 、 個 別 の 地域 課題 解決 に 向け て 支援 する 。 

























































































④ 三陸 鉄道 やめ I GR いわ て 銀河 鉄道 に お ける 企画 列車 運行 等 に 関す る 支援 
子供 向け の イベ ント 烈 車 や 地域 の 食材 を 味わう グル メ 列 車 な ど 、 目的 を 持っ て 鉄道 に 乗 
する 機会 の 創出 の ほか 、 沿 線 の 観光 資源 等 を 活か し た 着地 型 旅行 商品 の 造成 な ど を 支援 す 
る 。 





































































































⑤  「 減 クル レル マ チャレ ンジ ウィ ー ク 」 実 施 な ど 公 共 交通 へ の 誘導 
常 生活 に お ける 移動 手段 と し て の 車 と 公共 交通 の 使い 分 け に 取り 組む 期間 を 設け 、 







































































| [取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 ] | 
| 〇 公共 交通 の 持続 可能 性 を 高め 、 維持 し て いく た め に は 、 地域 住民 の 日 常 利用 に より 支 | 
| えて いく こと が 基本 で ある こと か ら 、 地 域 住民 に 公共 交通 の 価値 を 再 認識 し て も らい 、| 
| 積極 的 な 利用 に 向け た 意識 を 醸成 し て いく こと が 必要 で ある 。 ! 
| 〇 一 方 、 三陸 鉄道 に 代表 され る よう に 、 公 共 交 通 そ の も の に 観光 要素 が 含ま れ 、 地域 資 | 
| 源 の 魅力 を 高め て いく 効果 が ある こと か ら 、 交 流 人 口 の 拡大 を 図る た め の ツ ー ル と し て | 
活用 し て いく 必要 が ある 。 | 
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[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 

予 算 额 

事业 名 事業 内 容 

(FE) 
公共 交通 利用 推进 | 公共 交通 に 関す る 地域 課題 の 解決 支援 を 通じ て 、 効 率 的 な 2, 373 
事業 旨 交通 体系 の 構築 を 推進 
三陸 鉄道 強化 促進 | 三陸 鉄道 の 利用 を 促進 する た め 、 岩 手 県 三陸 鉄道 強化 促進 16, 000 
协议 会 负担 金 。 | 協 識 会 に よる 域外 誘客 や 地元 利用 促進 施策 を 支援 
三陸 鉄道 運営 支援 | 三陸 鉄道 の 持続 的 な 運営 を 支援 する た め 、 関 係 市 町 村 と 連 74, 079 
対策 偶 携 し て 設備 投資 や 設備 の 維持 管理 に 要する 経費 を 補助 
三 際 鉄 道 安全 輸送 | 三 了 鉄道 の 安全 性 向上 と 同社 の 健全 経営 を 確保 する た め 、| 35,155 
設備 等 整備 事業 費 | 三 際 鉄 道 の 安 全 輸 送 設備 等 整備 事業 に 対し て 、 治 線 市 町 村 
补助 と 分 担 し て 補助 
























































65 




































































Ne 了 眠 

事業 名 事業 内 容 ( 竹 円 ) 
いわ て 銀河 鉄道 経 | IGR いわ て 銀河 鉄道 の 車両 更新 に 係る 積立 金 100, 000 
営 安 定 化 基金 積立 





























いわ て 銀河 鉄道 経 | I NM E 化 を 支援 する た め 、 災 害 19, 569 
営 安 定 化 対策 費 復旧 に 要する 経費 を 補助 

住民 生活 に 欠く こと の で き な い 地方 バス 路線 を 維持 する 344, 054 
助 た め 、 国 庫 補助 制度 に 基づき 、 当 該 路線 を 運行 する バス 事 
業者 に 対 し て 、 運 行 欠 損 額 及び 車両 購入 費 を 補助 



























































































































































工人， の 足 を 確保 する た め 、 市町村 が 行う 生活 交 17, 510 
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J 村 が 実施 する 、 鉄 道 等 を 含め た 公共 交通 ネッ トワ ー ク 15, 000 
再編 や 既存 路線 の 利用 促進 に 係る 事業 に 対し て 支援 
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地 
通 確保 対策 に 要する 経費 を 補助 
市 
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復興 地域 | 新しい まち づく り に 沿っ た 交通 体系 の 構築 や 観光 促進 を 262, 000 
支援 事業 費 | 図る た め 、 ま ち づ く り に 合わ せ て 行う 三陸 鉄道 の 駅 舎 整備 
に 要する 経費 を 補助 







































































到 | 会 上 
















































































次 道 活 用 地域 の の に ぎわ い の 創 出 を 図る た め 、 三 陸 鉄 道 38, 559 
出 事 | の 駅 舎 な どの 鉄道 資源 や 観光 資源 を 活用 し た 企画 列車 等 
の 取組 を 実施 
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1-(5)| 人 づく り の 推進 ・ 教 育 の 振興 














< 取組 の 方 身 > 


IN 


人 口 減少 が 進む 中 に あっ て 、 一 人 ひと り の 力 が ます ます 重要 に な っ て き て お り 、 地域 を けん 


引 す る 人 材 や 産業 を 担う 人 材 の 育成 を 進め る 。 


また 、 岩 手 県 の 将来 を 担う 子ども た ちの 郷土 愛 を 育み 、 課 題 解決 能力 や 、 国 際 的 な 視野 を 





持っ て 、 地 域 や 世界 で 活躍 で きる 教育 を 進め る 。 


> 





4 





[現状 と 課題 ] 
く 人 づく り の 推進 > 


〇 いわ て 県 民 計 画 で は 「 希 望郷 いわ て 」 の 実現 に 向け 、 岩 手 の こ ころ を 持つ 「 ひ と 」 が 
































地域 が 活性 化し 、 岩 手 が よ り 魅 力 的 に な っ て いく た め に は 
合い 、 地 域 で 暮らす 「 ひ と 」 の 育成 が 必要 で ある 。 














〇 過疎 化 が 進む 条件 不利 地域 な ど に お いて は 、 地 域 を 支え る 











、 地 域 で 活躍 する 人 材 の 確 





「 つ な が り 」 と 「 ゆ た か さ 」 を 育み 、 希 望 を 共有 する こと を 掲げ て いる 。 
、 地 域 を 担い 、 地 域 で 支え 


























保 が 必要 で ある が 、 地 域 活動 の リー ダー の 高齢 化 や 若手 後継 者 不足 が 大 き な 課 題 と な っ 





て いる 。 
こう し た 地域 を 牽引 する 人 材 を 育成 し 、 よ り 多 く の 地 域 が 
し な が ら 存 続 す る よう 、 支 援 し て いく 必要 が ある 。 
































、 各々 の 地域 の 個性 を 生 か 








〇 本 県 に お いて は 、 近 年 有効 求人 倍率 が 1.0 を 超え る 状況 が 続く な ど 、 人 手 不 足 が 発 生 
し て いる 状況 で ある 。 商 工業 、 建 設 業 、 農 林 水 産業 を は じ め 幅 広い 分 野 に お いて 、 今 後 
一 層 、 人 材 の 確保 が 必要 と な り 、 そ うし た 人 材 の 育成 は 急務 で ある 。 

本 県 の 産業 の 柱 で ある も の づく り 産 業 に お いて は 、 以 前 か ら 、 地 域 も の づく り ネ ッ ト 
ワー ク が 中 心 と な り 、 技 能 に 注目 し た 人 材 育成 を 図っ て きた が 、 企 業 は 、 開 発 力 や マネ 
















































































ジメント 力 と いっ た 幅広 い 知 識 を 有 し た 人 材 を 求め て お り 、 
に も より 力 を 入れ て 行く 必要 が ある 。 


< 教育 の 振興 > 

〇 岩手 の 将来 を 担う の は 岩手 の 子ども た ち で あり 、 今 後 の 発 
か せな いも の で ある 。 

特に 、 東 日 本 大 岩 災 津波 を 乗り 越え 、 未 来 を 創造 し て いく 

う 子 ども た ちの 育成 が 重要 で あり 、 郷 土 に 愛着 や 誇り を 持ち 










































































こう し た 高度 な 人 材 の 育成 




















展 の た め に 教育 の 充実 は 欠 





た め に は 、 将 来 の 岩手 を 担 
、 有 君 手 の 復興 と 発展 を 支え 








る 人 材 や 、 地 域 の 伝統 文化 を 理解 ・ 尊 重 し 国際 的 な 視野 を 持っ て 主体 的 に 行動 ・ 発 信 で 
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きる グロ ー バ ル な 視点 を 持っ た 人 材 の 育成 が 必要 で ある 。 















































〇 東日本 大 震 災 津 濾 に より 親 や 生活 基盤 を 失っ た 児童 生徒 








や や 低 所 得 世帯 の 児童 生徒 に 対 














し 、 義人 要 で ある 。 





〇 児童 ・ 生 徒 の 減少 に よる 学校 及び 学級 の 小 規模 化 に 対応 

















し 、 地 域 に お いて 人 材 の 育成 





を 図る こと の で きる 教育 環境 の 維持 ・ 確 保 を 進め る 必要 が ある 。 

















〇 平成 26 年 度 の 全日 制 課程 の 県 立 高校 は 本 校 63 校 、 分 校 1 校 で 合計 64 校 と な っ て いる 

















が 、 募 集 学 級数 が 3 学級 以下 の 学校 の 割合 は 42.9% で 、 全 国 平均 の 19.6%% を 上 回 っ て い 








る 。 
小 規 模 化し た 高校 で は 、 き め 細 か な 指導 等 の メリ ッ ト が 












































ある 一 方 、 生 徒 の 多様 な 進路 





希望 の 実現 や 、 学 習 内 容 の 質 の 確保 な どの 課題 へ の 対応 が 必要 で ある 。 









































〇 東日本 大 震 災 津波 以 前 か ら の 地域 コミ ュ ニ ティ 機能 の 低下 に 加え 、 治 大 被災 地 に お い 
て は 、 岩 災 以 降 、 応 急 仮設 住宅 等 か ら 災 害 公営 住宅 等 へ の 転居 に お いて 、 新 た な コミ ュ 





Ee 要 と な っ て いる な ど 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 
いる 。 


の 重要 性 が 改め て 認識 され て 








子ども と 地域 住民 と の 交流 を 通じ て 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 図る た め 、 子 ども を 中 











心 と し た 地域 活動 や 学校 を 核 と し た 学習 ・ 交 流 の 機会 を 創 












































] 出 する 取組 が 必要 で ある 。 


〇 県 内 大 学 等 の 卒業 生 の 多く が 、 岩 手 に と どまり 、 岩 手 で 活躍 で きる よう に する た め 





























高等 教育 機関 と 地元 企業 、 地 域 等 が 連携 し 、 学 生 の 地元 定 

















に 向け た 取組 を 推進 し て い 




















く 必 要 が ある 。 


人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
く 人 づく り > 


① 地域 づく り の 担い 手 と な る 人 材 育成 ・ 新 た な 担い 手 の 確 保 























し 、 地 域 活動 に 対す る 県 民意 識 の 普及 啓発 を 行う 。 








め る 。 
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地域 づく り 関 連 の フォ ー ラ ム ・ セ ミナ ー を 開催 し 、 県 内 外 の 先進 的 な 事例 を 広く 紹介 














また 、 地 域 活動 の 新た な 担い 手 と し て 、 地 域外 の 人 材 の 活用 を 促進 する と と も に 、 こ 
の よう な 人 材 が 地域 に 定着 で きる よう 、 外 部 人 材 の ネッ トワ ー ク 構築 に 向け た 取組 を 進 











② 各種 人 材 育成 の 充実 

本 県 産業 を 担う 人 材 の 育成 を 強化 する こと に より 、 産 業 の 振興 を 図り 、 地 域 の 活性 化 
を 図る 。 
また 、 良 い 人 材 が 更に 良い 人 材 を 育む 、 好 循環 を 生み 出し て いく た め 、 幅 広い 知識 や 
技術 を 有する より 高度 な 人 材 の 育成 を 推進 する 。 





























































































































< 教育 > 
③ 「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 
「 い わ て の 復興 デ ロ グ ラム 」 と 連動 し た 副読本 を 活用 する な ど 、 こ の プロ グラ ム に 掲 
げ る 3 つの 教育 的 価値 「 い きる 」、「 か か わる 」、「 そ な える 」 を 育む 教育 活動 を 推進 し 、 
郷土 に 愛着 や 誇り を 持ち 、 岩 手 の 復興 ・ 発 展 を 支え る 人 材 を 育成 する 。 

































































@ グロ ー バ ル 人 材 の 育成 

高生 を 対象 と し た 英語 合宿 キャ ンプ の 開催 や ホー ムスティ 型 の 海外 研修 の 実施 な ど 
を 通じ 、 幅 広い 教養 や 課題 発見 ・ 解 決 能力 、 論 理 的 思考 力 等 を 育成 する と と も に 、 広 く 
世界 へ 発信 で きる 外国 語 コ ミュ ニケ ーション 能力 を 育成 し 、 地 域 社会 の 担い 手 と な る 国 
際 的 素養 を 身 に つけ た グロ ー バ ル 人 材 の 育成 に 取り 組む 。 









































































































































⑤ 少 人 数 教育 の 推進 

少 人 数 指導 、 少 人 数 学級 、 サ ポー ト 推 進 事業 に より 少 人 数 教育 を 推進 し 、 児 童 生徒 の 
基礎 学力 の 向上 と 、 安 定 し た 学校 生活 を 確保 する と と も に 、 地 域 の 人 材 の 育成 が 出来 る 
教育 環境 の 整備 に 取り 組む 。 










































































⑥ 高等 学校 教育 の 在り 方 の 見 直し 

平成 22 年 3 月 に 策定 し た 「 今 後 の 高等 学校 教育 の 基本 的 方 向 」 に つい て 、 東 日 本 大 震 
災 津 波 の 影響 や 、 人 口 減少 社会 の 到来 も 踏ま えた 見 直し を 行い 、 地 域 に 根ざし た 産業 や 
地域 づくり を 先導 し 、10 年 後 、20 年 後 の 岩手 の 復興 を 支え る 人 材 育成 に 資す る 高校 教育 
の 一 層 の 充実 に 取り 組む 。 

















































































































⑦ 小 規模 校 に お ける 教育 の 質 の 維持 
小 規模 校 に お ける 教育 の 質 の 維持 に 向け た 教員 の 相互 派遣 や 国 の 動向 を 踏ま えた 工 C 
活用 の 検討 を 進め 、 地 元 市 町 村 と の 連携 ・ 協 力 に より 、 特 色 あ る 小 規模 校 の 運営 に 取 
り 組む 。 


と 4 






























































⑧ 就学 支援 に よる 学び の 環境 の 確保 
いわ て の 学び 希望 基金 を 活用 し た 就学 支援 の 実施 等 に より 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 
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生活 基盤 を 失っ た 児童 生徒 や 低 所 得 世帯 の 児童 生徒 の 学び の 環境 の 確保 に 取り 組む 。 











⑨ 学び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 支援 

学び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 支援 する た め 、 各 市 町 村 、 関 係 団体 等 と の 連 
携 を 図り 、 学 び の 場 ・ 交 流 の 場 を 確保 する な ど 、 地 域 の 人 材 育成 や 教育 課題 へ の 対応 を 
推進 する 。 
























































⑩ 高等 教育 機関 に お ける キャ リア 教育 の 促進 
学生 の 地元 定着 に 向け 、 各 大 学 等 に お ける 地元 企業 等 と 連携 し た キャ リア プラ ン ニ ン 
グ の た め の 講 義 や イン ター ンシップ 、 職 場 見 学会 の 実施 等 を 通じ 、 学 生 の 就業 力 育 成 に 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































取り 組む 。 
[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
事 3 he 予算 額 
4 A ( 千 円) 
地域 基幹 産業 人 材 | 被災 地 の 基 幹 産業 で ある 水産 加工 業 の 早期 復興 の た め 、 100, 800 
確保 支援 事業 費 補 | 水産 加工 事業 者 が 新た に 人 材 を 確保 する た め に 必要 な 宿 
助 舎 整 備 等 に ， 
草の根 コミ ュ ニ テ | 地域 で 抱え て いる 課題 解決 に 向け た 取組 を 進め る た め 、 1, 302 
ィ 再生 支 援 事業 費 | 地域 活動 の 担い 手 の 育 成 や 先導 的 な 取組 事例 の 紹介 を 通 
(再掲 ) じ 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 を 支援 
いわ て へ の 定住 ・ 交 | 被災 地 の 復 興 や 過疎 地 の 活 性 化 を 担う 「 い わ て 復興 応援 140, 000 
流 促進 事業 費 隊 」 の 受入 れ 等 を 実施 
(再掲 ) 
グロ ー バ ル い わ て | 国際 交流 人 口 の 拡大 と 多 文 化 共 生 の 更 な る 推進 を 目的 と 18, 501 
推進 事業 費 し 、 世 界 と 岩手 を つなぐ グロ ー バ ル 人 材 を 育成 し 活用 す 
(再掲 ) る 取組 を 実施 
地域 人 づく り 事 業 | 若者 、 女 性 、 高 齢 者 の 活躍 推進 を 通じ た 雇用 の 拡大 を 区 112, 988 
費 る た め 、 地 域 の 実情 に 応じ た 創意 工夫 に よる 多様 な 「 人 
づく り 」 を 支援 する 事業 を 実施 
いわ て 人 材 確保 支 人 23, 230 
援 事業 費 た め 、 中 小 企業 の 情報 発信 力 強 化 等 に よる U り ・ 1! ター ン 
の 促進 及び 人 材 の 定着 を 促進 
いわ て も の づく り | も の づく り 産 業 を 支え る 人 材 の 育成 を 総合 的 に 推進 する 20, 619 
産業 人 材 育成 事業 | た め 、 県 内 各地 の 「 地 域 も の づく り ネ ットワーク 」 を! 
費 心 に 、 小 中 高校 生か ら 企 業 人 材 ま で 一 貫 し た 人 材 育 成 の 
取組 を 実施 する と と も に 、 各 ネッ トワ ー ク 相互 の 連携 交 
流 促進 等 の 取組 を 実施 
三次 元 設計 開発 人 | 「 い わ て デジ タル エン ジニ ア 育 成 セ ンタ ー」 に お いて 、 43, 685 
材 育 成 事 業 費 三次 元 設計 開発 技術 者 の 育成 及び 県 内 企業 の 技術 力 向上 
支援 等 の 取組 を 実施 
建設 業 技術 者 育成 | 建設 業 就業 者 の 知識 ・ 技 術 の 習得 及び 資格 取得 を 支援 81, 731 
支援 事業 費 
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予算 額 






















































































































































































































































































































































































事業 名 事业 内 容 前 
学校 ・ 地 域 の 協 働 に | 地域 産業 を 支え る 人 材 を 育成 する た め 、 工 業 、 農 業 、 水 5, 300 
よる キャ リア 教育 | 産 、 商 業 及 び 家 庭 の 各 分 野 の 専門 高校 等 と 地域 が 連携 し 
推進 事業 費 て 実践 的 な キャ リア 教育 を 推進 
\ わ て の 復興 教育 | 岩手 の 復興 ・ 発 展 を 支え る 児童 生徒 を 育成 する た め 、「 い 23, 359 
推進 支援 事業 費 わ て の 復興 教育 プロ グラ ム 」【 に 基づく 小 ・ 中 学校 、 県 立 

学校 の 取組 を 支援 
グロ ー バ ル い わ て | 高い 課題 解決 能力 や コミ ュ ニ ケー ショ ン 能 力 を 持ち 、 将 8, 574 
推進 事業 費 (希望 郷 | 来 の 本 県 の 発展 を 支え る 人 材 を 育成 する た め 、 イ ング リ 
‘いわ て で て グロー バル | ッシュ キャ ンプ 等 に よる 語学 力 向 上 や 国際 理解 を 促進 す 
人 材 育成 事業 ) 再掲) | る 取組 を 実施 
\ わ て 高校 生 留学 | 留学 を 希望 する 高校 生 の 支援 を 行う と と も に 、 国 際 理 解 7, 178 
足 進 事 業 教育 や 国際 的 な 職業 へ の 関心 を 喚起 する 事業 を 実施 
指導 運営 費 (スーパ | 国際 的 に 活躍 で きる グロ ー バ ル ・ リ ー ダ ー を 育成 する た 32, 000 























ー グ ロー バル ハイ | め 、 文 部 科学 省 か ら 指定 され た 県 立 高等 学校 の 質 の 高い 
スク ー ル 推進 事業 ) | 教育 カリ キュ ラム の 開発 及び 実践 



































指導 運営 費 (スー パ | 国際 的 に 活躍 で きる 科学 技術 人 材 を 育成 する た め 、 文 部 6, 726 
ー サ イエ ンス ハイ | 科学 省 か ら 指 定 さ れ た 県 立 高等 学校 の 科学 技術 、 理 科 ・ 
スク ー ル 非常 勤 講 | 数 学 に 重点 を 置い た カリ キュ ラム の 開発 及び 実践 

師 支援 事業 ) 







































































特別 支援 学校 自立 | 障がい の ある 子ども の 自立 と 社会 参加 を 支援 する た め 、 2, 991 
活動 充実 事業 費 特別 支援 学校 に こ お い て タタ レッ ト 端末 を 活 ] し た 実践 
的 ・ 効 果 的 な 授業 を 実施 

いわ て 未来 創造 人 | 岩手 の 特色 ある 産業 ・ 文 化 を 支え る 人 材 を 育成 する た め 、 6, 661 
サポ ー ト 事業 費 地域 と 協 働 し て 、 県 立 高等 学校 に お ける 生徒 一 人 ひと り 






























































































































































































































































































































































































































































































































































の 進路 実現 に 向け た 取組 を 実施 
すこ や か サポ ー ト | 小学校 に お ける 基本 的 生活 習慣 の 定着 と 基礎 学力 の 向上 158, 129 
推進 事業 費 を 図り 、 き め 細 や か な 指導 を 行う た め 、 非 常勤 講師 を 配 

置 
教职员 费 (学校 生活 | 生徒 指導 や 学習 定着 状況 等 で 課題 の ある 中 学生 の 学校 生 189, 937 

ポー ト 推 進 事業 ) | 活 を サポ ー ト する た め 、 非 常勤 職員 を 配置 

いわ て の 学び 希望 | 東日本 大 震 災 津波 に より 親 を 失っ た 児童 生徒 等 に 対し て 241, 713 
時 金 奨学 金 給付 事 | 「 い わ て の 学び 希望 基金 」 を 原資 と する 奨学 金 を 給付 
業 費 
况 学 DD 关 呈 中 答 付 | 低 所 得 者 世帯 の 高等 学校 等 に お ける 教育 費 負 担 の 軽減 の 297, 280 
金 給付 事業 た め 、 年 収 250 万 i (生活 保護 世帯 を 除 

く ) に 対し て 、 給 付 金 を 支給 
高校 奨学 事業 費 補 | 高校 生 を 対象 と し た 奨学 金 の 貸付 事務 を 行う ( 公 財 ) 岩 87, 139 
助 手 育英 奨学 会 に 対す る 運営 経費 の 補助 を 実施 
県 立 学校 復興 担い | 地域 産業 や 復興 を 担う 人 材 を 育成 する た め 、 「 い わ て の 15, 843 
手 育成 支援 事業 費 | 学び 希望 基金 」 も 活用 し な が ら 、 被 災 し た 沿岸 地域 の 高 




































































校生 に 対し キャ リア 教育 や 大 学 進学 講座 等 を 実施 し 、 生 
徒 一 人 ひと り の 進路 の 実現 を 支援 












































学び を 通じ た 被災 | 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 子ども の 学び や 地域 住民 と の 276, 079 
地 の 地 域 コ ミュ ニ | 交流 を 通じ て 支援 する た め 、 子 ども を 中 心 と し た 地域 活 
ティ 再生 支援 事業 | 動 や 学校 等 を 核 と し た 学習 ・ 交 流 の 機会 を 創出 

费 (再掲 ) 















































人 
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2 や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 
食い 止め る 施策 


く ポ イン トッ > 


〇 就職 期 に お ける 若者 の 県 外 転出 を 食い 止め る た め 、 就 業 機会 の 創出 と り ・1 タ 
ー ン に 取 り 組む 。 


〇 農山 漁 寺 に お ける 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る た め 、 農 林 水 産業 の 活性 化 等 に よ 
る 所 得 ・ 雇 用 機会 の 確保 を 図る と と も に 、 交 流 人 口 の 拡大 等 に より 移住 ・ 定 住 を 
促進 する 。 


〇 岩手 に 関心 を 持つ 、 来 て みる 、 地 元 ・ 地 域 に 慣れ る 、 住 ん で みる 、 定 住 する と 
いう 移住 プロ セス に 沿っ て 、 情 報 発信 や 移住 ・ 定 住 体 験 の 推進 、 移 住 者 の フォ ロ 
一 等 、 希 望 者 の ニー ズ に 応じ た きめ 細か な 施策 を 推進 する 。 
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2-(1) 商工 業 の 振興 、 雇 用 の 創出 














< 取 相 0 方向 > 「 
就職 期 に お ける 若者 の 県 外 流出 を 食い 止め る た め 、 受 け 皿 と な る 魅力 ある 企業 づく りや 創 
業 支援 を 行う と と も に 、 企業 の 採用 力 を 強化 し 、 新 規 学卒 者 と の マッ チン グ を 促進 する ほか 、 
社会 人 の U・I タ ー ン に 取り 組む 。 ま た 、 復 興 道路 等 や 港湾 な ど 産業 振興 を 支え る 基盤 の 充 
実 を 見 据え た 活用 策 の 検討 を 進め る 。 








4 





[現状 と 課題 ] 
〇 県 内 大 学 や 高校 等 の 新規 学卒 者 の 県 内 就職 率 は 、 近 年 上 昇 傾向 に ある が 、 県 内 大 学 に 
対す る 県 内 企業 か ら の 求人 件 数 の 割合 は 極め て 低い 。 
県 内 企業 が 、 経 営 、 技 術 両面 の イノ ベー ショ ン を 推進 し 事業 と 雇用 の 拡大 を 図り 、 県 
外 企業 と の 給与 水準 の 格差 の 縮小 を 実現 する と と も に 、 本 社 部 門 や 研究 開発 部 門 の 拡充 
な ど 、 学 生 の 求職 ニー ズ に 応え る 必要 が ある 。 ま た 、 更 に 企業 と し て の 魅力 を 高め る こ 
と で 、 多 く の 学 生 ・ 生 徒 の 就職 先 と な る 循環 づく り を 促進 する 必要 が ある 。 




































































〇 既存 企業 の 求人 、 採 用 数 の 拡大 と 併せ 、 創 業 (開業 ) に よる 雇用 の 場 の 拡大 も 必要 で 
ある 。 県 内 で ビジ ネス 立 上 げ に チャ レン ジ す る 者 へ の 支援 の 充実 や 、 首 都 圏 等 で 一 定 の 
顧客 や ノウ ハウ を 持つ 社会 人 が り ・ I ター ン し 創業 を 検討 する 際 の 情報 提供 を 更に 充実 
させ る 必要 が ある 。 

また 、 本 県 に お いて は 、 東 日 本 大 岩 災 津波 に より 被災 し た 事業 所 の うち 7 割 以 上 2 が 

事業 を 再開 し て いる が 、 小 規模 事業 者 を 中 心 に 後継 者 が いな いこ と や 顧客 ・ 販 路 の 喪失 

な ど を 理由 に 約 2 割 の 事業 者 が 廃業 し て いる 。 
この よう な 状況 の 下 、 被 災 地 の 地域 経済 を 活性 化す る に は 、 地 域 資 源 を 活用 し た 個性 

豊か な 商品 ・ サ ービス の 提供 や 暮らし と 雇用 を 支え る 生活 関連 事業 な ど 、 様 々 な 起業 を 

促進 する こと が 必要 で ある 。 




























































































































































































〇 県 内 に 数 多く 存在 する 優良 企業 が 、 学 生 ・ 生 徒 や その 保護 者 に 必ず し も 知ら れ て お ら 
ず 就 職 に 結び つか な い 現 状 も ある 。 就職 活動 期 に な っ て か ら の 企業 PR で は 遅く 、 早 い 
時 期 か ら の 接点 づく り が 必要 で ある 。 






























































〇 県 内 企業 の 採用 活動 は 、 県 外 企業 に 比べ 開始 時 期 が 遅く 、 ま た 、 イ ンタ ー ン シッ プ の 
受入 れ 体制 が 十分 で な いな ど 、 学 生 に 対す る アプ ロー チ が 弱い と の 指摘 が ある 。 ま た 、 















































2 復興 実施 計画 に お ける 主 な 取組 の 進捗 状況 「 平 成 26 年 1 1 月 」 (岩手 県 復興 局 ) に よる と 、76% の 
加 業 所 が 事業 于 开 。 
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O 


QO 


QO 


QO 


〇 本 県 に は 活用 され て いな い 既 存 建築 物 (いわ ゆる 「 空 
一 方 、 若 者 を 


QO 


就職 情報 サイ ト の 活 




















外 は 進ん で お ら ず 、 


新卒 就職 者 の 高い 離職 率 や 1 

















これ ら の 負担 を 

































































や 県 外 説明 会 へ の 参加 は 、 経 費 等 の 負担 が 支障 と な り 大 手 企業 以 
攻 滅 する た め の 支 援 が 必要 で ある 。 





氏 い 県 内 就職 率 、 産 業界 の 求め る 人 材 と 学校 教育 と の ミス 





マッ チ 等 の 課題 を 解決 する た め 、 地 元 産業 界 と 協 働 し 、 必 用 の 質 を 重視 し た 職場 づく り 











や 地元 産業 の 

















| 


県 外 の 大 学 等 に : 


に 触れ る 機会 が 県 内 の 学生 


る 。 県 外 学生 ! 
る 必要 が ある 。 


県 外 に 就職 し て いる 本 県 出身 の 社会 人 、 あ る い は 本 県 に 様々 な 上 魅力 を 感じ て いる 、 洪 
点 と な る 東京 U タ ー ン セン タ 





ー の 活動 の 強化 や 、 
































要 が ある 。 











経済 成長 を 取り 込む 海外 





供 ん だ 学生 に は けり タ ー ン 就職 を 
に 比べ 少な く 、 そ の ま 
こ 対 する 情報 提供 ルー ト を 多様 化 

















在 的 な り ・ 1I ターン 和 希望 者 に 人 



































開 が 今後 大 きく 期待 








心 (に 








E 解 を 深め る 取組 が 必要 で ある 。 



































四 
































ご ヴ 


動き か け て いく た め 、 そ の 拠 
国 (労働 局 ) が 持つ ノウ ハウ や 情報 の 活用 、 連 携 が 必要 で ある 。 

















希望 する 者 も 多い が 、 
E 県 外 就職 を 選択 する 一 因 に 
し 、 情 報 に アク セス し や すい 環境 を 整え 




































































H 然 や 食 な ど 本 県 の 優れ た 観光 資源 の 活用 に よる 交流 人 口 の 拡大 や 、 





























普 略 は 、 本 県 に お ける 産業 振興 と 雇用 の 拡大 ( 


















































県 内 企業 の 情報 
( 

















東 ア ジア 諸国 の 





こ 極 め て 重要 で あ 


で き 、 市 町 村 や 関係 機関 ・ 団 体 と 連携 し な が ら 取 組 を 進め て いく 必 


= き 家 」) が 数 多く 存在 し て いる 。 
リノ ベー ショ ン 31 が 浸透 レニー ズ も 高まっ て いる が 、 不 動産 と し 





て 流通 に 乗っ て いな い ケ ー ス が 多く 、 不 動産 業界 と の ミス マッ チ が 発生 し て いる 。 














A 


ミス マッ チ を 解消 














し 地域 の 魅力 の 向上 や U・ 
域 に 残る 優良 な 建築 スト ッ ク を 流通 させ る シス テム の 構築 と 

















する 取組 を 進め る 必要 が ある 。 





本 県 は 、 都 市 間 の 移動 に 








効率 化 、 観光 客 の 利便 性 等 























は 、 東 日 本 大 震 災 津 
も 岩 災 前 の 水準 まで 廿 


現在 、 復 興 











『 業 に 





長い 時 間 を 要 し て お り 、 








を 阻害 する 大 き な 要 








I ター ン 、 企 業 誘致 を 促進 する た め 、 地 























、 流 通 事業 者 の 育成 を 支援 




















地域 間 の 連携 や 交流 の 拡大 、 物 流 の 


と な っ て いる 。 一方 、 











21 


既存 建築 物 を 大 規模 に 





改修 す 


dD 0 
ee 
、 復 興 道 路 を は じ め と する 高 東 




















本 県 の 重要 港湾 
取り 扱い 貨物 量 


























周 格 道路 ネッ トワ ー ク の 整備 が 進 


る こと に より 、 現 状 より も 性 能 や 機能 、 価 値 を 高め る こと 。 
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め ら れ て お り 、 整 備後 の 変化 を 踏ま えた 地域 
港湾 の 機能 高度 化 や 利 























人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 魅力 ある 雇用 の 受 [ 


企業 等 に お ける 新た な ビジ ネス モデ ル の 構築 、 販 路 や 新 技術 の } 
若者 に 魅力 ある 企業 づく り を 支援 し て いく 。 ま た 、 
報 通信 業 な ど 技 術 部 門 に 加え 、 事 














お けり 


② 創業 支援 


若者 や 女性 が 創業 ( 
ター な ど 支 援 機関 に よる 創業 支援 の 強化 を 





する 学生 の 求職 ニー ズ に 応え 、 学 4 


ナ 皿 づく り 支 援 


ママ を 


四 | 


H 拡 大 に 向け た ポー ト セ ー ル ス を 





性 化 の 方 策 に つ 


展開 す 











B 門 の 進 H 


4 芒 日 


ドニ ュー 


企業 誘致 に 


いて 検討 を 行う と と も に 、 
る 必要 が ある 。 


広大 、 処 遇 の 改善 な ど 


あたっ て は 、 製 造 業 征 情 














HH も 支援 し 、 県 内 の 大 学 等 高等 教育 機関 に 














E の 地元 








の 取組 を 促進 




















こ チ ャ レン ジ す る 際 の ! 
区 



































また 、 県 内 大 学 の 












































昌 工 系 学科 等 に お ける 1 

































































する 。 


スク 軽減 策 の 検討 や 、 い わ て 産業 振興 セン 
る 。 
究 成果 を 基盤 と する ベン チャ ー 企 業 の 支援 、 














































































































県 立 大 学 や 関係 自治 体 と 連携 し た I PU イノ ベー ショ ン セ ンタ ー 人 入居 企業 等 の フォ ロー 
アッ プ な ど に 引き 続き 取り 組む 。 
な お 、 被 災 地 に お ける 起業 を 促進 する た め 、 起 業 に 向け た 事業 計画 の 策定 支援 や 初期 
費用 の 補助 、 起 業 後 の 経 営 安定 化 の た め の 販 路 開 拓 支 援 な ど に 取り 組む 。 
また 、 自 立 する 事業 型 N PO の 育成 支援 を 通じ し 、NPO の 運営 基盤 の 安定 を 図り 、 ソ 
ー シ ャ ルビ ジネス の 展開 や 雇用 の 拡大 に 取り 組む 。 
③ 県 内 企業 の 事業 活動 へ の 理解 促進 


の 
EE 


地元 産業 界 と 協 人 
域 も の づく り ネ ッ 


し 、 県 


リ り 














し 、 高 校 3 




















(④ 採用 活動 等 へ の 支援 


県 内 企業 の 人 事 ・ 採 用 担当 者 が 、 
を 強化 する スキ ル を 習得 する 機会 の 提供 や 、 専 門 家 に よる 
報 サ イト の 活用 な どの 情報 発信 へ の 支援 を 行う 。 


お 


一 






































E を 対象 と する キャ リア 教育 を 
ワー ク な ど と 連携 し な が ら 、 
内 企業 の 事業 活動 へ の 政 














に 指 











小 中 学 


解 を 深め る 取組 を 推進 する 。 














問 




















⑤ 社会 人 や 県 出身 学生 の U・ I ター ン 等 促進 



































プー 


E の 段階 か ら 工 場 見 学 人 


E 進 し て いく ほか 、 地 
を 実施 


























ゴゴ 





新規 学卒 者 採用 や 若手 社員 の 育成 な どの 人 材 育成 力 
別 コ ン サ ル テ ィ ン グ 、 就 職 














ンタ ー や 国 等 関係 機関 と 




















社会 人 の 本 県 へ の り ・ I ター ン に つい て 、 岩 手 県 ひ リタ ー ン セ 
の 連携 を 強化 し 、 就 職 面 接 会 等 の マッ チン グ や 、U・ I ター ン の ポー タル サイ ト 開 設 に 





























よる 情報 提供 等 、 移 











E 希望 者 へ の PR の 充実 を 
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図る 。 県 出身 学 4 


E の UU ター ン に つい て は 、 





岩手 県 り リタ ー ン セン ター に よる 大 学 等 訪問 の 強化 や 、 県 内 中 小 企業 が 大 手 就職 情報 サイ 
ト を 利用 する 場合 に NM RM 





⑥ 国内 外 と の 人 的 交流 、 経 済 交 流 の 拡大 

国内 外 に お ける 観光 客 の 誘客 活動 の 実施 や 、 外 国人 観光 客 の I CT 利用 環境 の 整備 促 
進 等 に より 受入 れ 態 勢 を 整え る と と も に 、 成 長 着 し い 中 国 、 台 湾 、 東 アジ ア 諸 国 に お け 
る 商談 会 開催 や 国際 博覧 会 へ の 出展 な ど を 通じ て 経済 交流 を 加速 させ る な ど 、 県 内 企業 
の ビジ ネス 拡大 を 支援 し 、 雇 用 の 拡大 を 図る 。 








































































































































































































⑦ 優良 建築 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 の 育成 ・ 支 援 
優良 建築 スト ッ ク の 流通 促進 を 行う 事業 者 を 育成 ・ 支 援 し 、 地 域 に 残る 魅力 的 な 優 
建築 スト ッ ク を 発掘 、 流 通さ せる た め 、 新 し い ビ ジネス モデ ル の 構築 を 推進 する 。 












































道路 等 を 活用 し た 産業 振興 等 の 支援 策 の 検討 

復興 道路 等 の 供用 時 期 を 見 据え 、 産 業 振興 や 観光 客 の 利便 性 向上 、 地 域 間 の 連携 
流 の 拡大 に 関す る 支援 等 に つい て 検討 を 進め る と と も に 、 物 流 拠点 と し て の 港湾 機能 高 
度 化 や 集荷 体制 の 強化 、 港 湾 所 在 市 町 と 連携 し た ポー ト セ ー ル ス を 展開 する 。 


[取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 ] : 
| 地域 経済 の 担い 手 と し て 重要 な 役割 を 果たす 中 小 企 業 の 振興 を 図り 、 ま た 、 県 の 契約 ! 
| を 活用 し た 雇用 ・ 労 働 施策 の 推進 を 図る た め 、「 中 小 企業 振興 条例 」、「 県 が 締結 する ! 
| 契約 に 関す る 条例 」 を 制定 し 、 総 合 的 な 取組 を 展開 し て いく 。 : 






























































































































































































































































































































































[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
予 算 何 
事业 名 事业 内 容 
(FE) 
さん りく 未来 産業 | 被災 地 に 新た な 産業 を 創出 し 、 雇 用 拡大 と 地域 経済 の 活性 114, 849 
起業 促進 費 化 図 る た め 、 被 炎 者 等 の 起業 を 支援 する と と も に 、 専 門 
に よる きめ 細か な 経営 指導 を 実施 
復興 計画 推進 費 。 | 本 格 復興 の 実現 の た め 、 施 築 や 事業 の 進捗 状況 に つい て 、| 31.171 




































































重層 的 ・ 多 面 的 な 進行 管理 を 行い 、 第 2 期 復興 実施 計画 を 
実に 推進 する と と も に 、 長 期 的 な 視点 に 立っ た 三陸 地域 
の 復興 ・ 創 生 の あり 方 の 調査 検討 を 実施 
いわ て 戦略 的 次 世代 産業 の 創出 に つなが る 有望 な 研究 開発 シー ズ の 発 40, 786 
開発 推進 事業 費 掘 ・ 育 成 と 、 そ の 事業 化 を 図る た め 、 県 内 企業 、 研 究 機関 
か ら 研 究 開発 課題 を 公募 に より 選定 し 、 実 用 化 ま で の 一 
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し た 支援 を 実施 
地域 経営 推進 費 分 権 型 社会 の 構築 と 産業 の 振興 に よる 地域 の 自立 を 促進 500, 000 
(再掲 ) する た め 、 各 広域 振興 岡 に お いて 、 現 場 主 義 に 立脚 し た 完 

結 性 の 高い 広域 行政 を 推進 する た め の 取 組 を 実施 
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事 事 半 内 容 
事業 名 事業 内 容 (千田 
事业 型 N P O 育成 NPO の 運営 基盤 強化 を 支援 する 体制 と し て 、 新た に ネ 1, 393 
事業 費 トワ ー ク を 組織 し 、 自 立 す る 事業 型 I a 
取組 を 実施 




















いわ て 人 材 確保 支 CC NG Re 23, 230 






























































援 事業 費 (再掲 ) た め 、 中 小 企業 の 情報 発信 力 強 化 等 に よる U・ I ター ン の 
足 進 及び 人 材 の 定着 を 促進 
県 外人 材 等 I タタ | U・I ター ン 就 職 者 の 増加 を 図る た め 、 県 外 若 手 人 材 等 に 6, 306 



















































































, 扒 进 事业 対し 、 本 県 で 生活 する メリ ッ ト を PR する と と も に 、 求 人 
情報 の 提供 や 職業 紹介 等 を 実施 















































ジョ ブ カ フ ェ い ちあ わ | 若 手 人 材 の 県 内 就職 促進 を 図る た め 、 若 年 者 を 対象 と し た 88, 590 
て 管理 運営 費 就業 支援 及び 企業 ・ 教 育 機 関 を 対象 と し た 各種 支援 を 行う 
ワン スト ッ プ サー ビス セン ター 「 ジ ョ ブ カ フ ェ い わ て 」 の 
管理 ・ 運 営 を 実施 






















































































































































































地域 人 づく り 事 業 | 若者 、 女 性 、 高 齢 者 の 活躍 推進 を 通じ た 雇用 の 拡大 を 図る 112, 988 
費 (再掲 ) た め 、 地 域 の 実情 に 応じ た 創意 工夫 に よる 多様 な 「 人 づく 




















ーー 
3D プ リン タ 等 次 | 3D プ リン タ の 活用 に よる 高 付加 価値 製品 の 開発 等 を 促 25, 011 
世代 も の づく り 産 | 進 す る た め 、 2 際 る 人 材 育成 等 の 取組 
業 育成 事業 費 を 実施 








































































































いわ て も の づく り | も の づく り 産 業 を 文 え る 人 材 の 育成 を 総合 的 に 推進 する 20, 619 
産業 人 材 育 成 事業 | た め 、 県 内 各地 の 「 地 域 も の づく り ネ ットワーク 」 を 中 心 
費 (再掲 ) に 、 小 中 高校 生か ら 企 業 人 材 ま で 一 貫 し た 人 材 育成 の 取組 
を 実施 する と と も に 、 各 ネッ トワ ー ク 相互 の 連携 交流 促進 
等 の 取組 を 実施 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一 際 経済 交流 推進 | 県 内 企業 の 海外 事業 の 展開 を 推進 する た め 、 海 外 に お ける 10, 991 
事業 費 県 産品 の 販路 拡大 や 中 小 企業 の 海外 ビジ ネス 展開 支援 を 

実施 
雲南 省 交 流 ・ 連 携 推 | 連携 協定 を 締結 し た 雲南 省 と の 幅広 い 経済 交流 を 促進 す 9, 859 
進 事業 費 る た め 、 中 国 一 南ア ジア 博覧 会 へ の 出展 や 経済 ミッ ショ ン 

団 の 派遣 等 を 実施 
自動 車 関連 産業 創 | 自動 車 関連 産業 の 集積 に 向け て 、 設備 投資 や 研究 開発 の 支 55, 221 
出 推進 事業 費 援 、 工 程 改 善 の 指導 、 a 会 の 開催 等 を 実施 
いわ て フー ドコ ミ | フー ドコ ミュ ニケ ーション プロ ジェ クト (FCP) 岩手 ブラ 9, 263 
ュ ニ ケー ショ ン 推 | ンチ を 活 、 間 連 携 や 新 ビ ジネス の 創出 を 推進 す 
進 事業 費 る と と も に 手 県 産業 創造 アド バイ ザー に よる 訪問 指 

導 、 商 談 会 ・ フェ ア の 開催 等 を 行い 、 商品 開発 か ら 販 売 ま 

で の 総合 的 な 支援 を 実施 
次 世代 経営 者 育成 | 創業 の 機会 を 確保 し 、 持 続 可能 な 企業 を 育成 する た め 、 若 22, 581 
事业 费 补助 MNT II 

に 、 若 手 経営 者 や 後継 者 に 対す る 経営 計画 策定 研修 等 

看 
も りお か 広域 食 産 | 食 産 業 を 核 と し た 地域 活性 化 と 産業 競争 力 強 化 を 図る た 7, 583 
業 戦略 的 育成 事業 | め 、 付加 価値 や 生産 性 の 向上 を 促進 する と と も に 、 食 関連 
費 事業 者 の 連携 に よる 新た な 産業 創出 に つなが る 取組 の 支 

援 を 実施 
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事 事 半 内 容 
事業 名 事業 内 容 ( 千 円 
も りお か 広域 1 T | I 華 産業 の 振興 を 推進 する た め 、{ 本 関連 産業 等 の 連携 に 4, 471 
産業 育成 事業 費 よる 地域 課題 解決 に 向け た 協 働 事業 を 実施 
盛岡 広域 観光 振興 | SNS (ソー シャ ルネ ッ ト ワ ー キ ング サー ビス ) を 活用 し 14, 001 
戦略 的 推進 事業 費 | た 管内 8 市 町 の 魅力 発信 や SL を 活用 し た イベ ント を 開催 
する と と も に 、 国 内 外 の 観光 客 に と っ て ゲ 魅力 的 な 受入 態勢 
の 整備 を 促進 
県 南 広域 圏 も の づ | 企業 の ニー ズ に 即 し た 「QCD (品質 、 コ スト 、 納 期 ) 能 7, 210 
くり 力 強 化 対策 事 | 力 向上 」 や 「 取 引 支 援 」 を 推進 し 県 南 地 域 の も の づく り 
業 費 産業 の 活性 化 を 促進 する と と も に 、 人 口 の 社会 減 の 改善 ・ 
解消 を 目指 し 、 雇 用 の 拡大 と 若年 層 の 地元 定着 を 促進 
県 南 広域 圏 「 食 」 の | 産学 官 金 が 参加 する 食 産 業 ク ラス ター ネッ トワ ー ク を 活 6, 149 
戦略 的 産業 育成 事 | 用 し な が ら 、 有 望 な 県 外 マ ー ケ ッ ト に お ける 取引 、 販 路 の 
業 費 拡大 を 推進 する と と も に 、 企 業 の 人 材 育 成 や 生産 高度 化 の 
支援 を 実施 
世界 遺産 平泉 魅力 | 県 内 誘致 企業 等 と の 経済 交流 が 盛ん な 名 古屋 圏 や 若年 層 14, 458 
向上 ・ 誘 客 拡大 事 を ター ゲッ ト と し た 県 南 地域 へ の 誘客 活動 を 強化 する と 
費 (再掲 ) と も に 、 世 界 遺 産 平 泉 を 中 心 と し た 県 南 地 域 の 観光 地 の 魅 
力 向上 を 図り 、 更 な る 誘客 を 推進 
沿岸 広域 圏 人 口 減 | 企業 の 生産 性 向上 や 人 材 確保 の た め 、 生 産 現場 へ の カイ ゼ 26, 229 
少 対策 型 産業 復興 | 導入 、 人 材 の 育成 及び 若者 ・ 女 性 等 が 働き や すい 雇用 環 
事業 費 境 の 整備 を 推進 
沿岸 広域 圏 交 流 人 | 沿岸 圏 城 の 交流 人 口 の 拡大 を 図る た め 、 被 災 地 へ の 企業 研 12, 159 
拡大 事業 費 修 の 誘致 、 食 と 観光 を 組み 合わ せ た 診 客 策 の 展開 、 観 光 団 
体 等 の 体制 強化 、 台 湾 か ら の 誘客 を 推進 
北 い わ て 若者 ・ 女 性 | 県 北 地域 の 人 口 減少 に 対応 する た め 、 若 者 の 地元 就職 ・U 6, 477 
活躍 支援 事業 費 ター ン 促 進 に 向け た 取組 や 、 若 者 ・ 女 性 の 活躍 に よる 地域 
(再掲 ) づく り へ の 支援 等 を 実施 
北 い わ て 産業 振興 | 県 北 地域 の 主要 産業 で ある 縫製 業 及 び 食 産業 の 振興 を 区 13, 798 
事業 費 る た め 、 認 知 度 向上 及び 販路 拡大 等 の 取組 へ の 支援 を 実施 
北 い わ て 広域 観光 | 県 北 地域 へ の 誘客 を 図る た め 、 隣 接する 圏 城 と 連携 し た 合 6, 305 
進 事業 費 同 観光 PR 及び 観光 素材 の 積極 的 な 情報 発信 に よる 地域 
の 魅力 づく り へ の 支援 を 実施 
三陸 観光 復興 支援 | 観光 振興 に よる 県 北 地域 の 復興 の 推進 を 図る た め 、 情 報 発 31, 356 
事業 費 信 力 の 高い 催事 で の 観光 PR、「 あ まち ゃ ん 」 等 の 知名 度 
の 高い 観光 素材 を 活用 し た 誘客 活動 及び 受入 態勢 の 整備 
を 実施 
企業 立地 促進 奨励 | 本 県 へ の 企業 の 立地 を 促進 する た め 、 県 内 に 工場 ・ ソ フト 530, 200 
事業 費 補 助 a gs 又は 増設 する 企業 に 対し て 市 町 
村 が 補助 する 場合 に 、 そ の 経費 の 一 部 を 補助 
! 小 企業 ベン チャ | ( 公 財 ) いわ て 産業 振興 セン ター が 、 中 小 企業 の 支援 を 適 148, 318 











一 支援 事业 费 





切 に 行う と と 


の 支援 を 実施 





も 


に 、 他 の 中 小 企業 
間 の 人 材 を 積極 的 に 











支援 機関 等 と 連携 し 、 民 











活用 し 、 効 率 


的 か つ 効 果 的 に 中 小 企業 
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中 
洒 
从 





事業 内 容 














予算 額 
( 千 円 ) 






































a 








「 あ まち ゃ ん 」 を は じ め と する 三陸 の 地域 資源 を 活用 し た 
誘客 効果 の 継続 と 他 地 域 へ の 波及 を 図る た め 、 効 果 的 な 宣 
伝 誘客 活動 や 三陸 地域 の 復興 状況 の 情報 発信 等 を 実施 す 
る と と も に 、 学 会 等 の 沿岸 地域 に お ける エク スカ ーション 

に 要する 経費 を 補助 



























































37, 365 




































































a 、 人 台湾 
か ら の 観光 客 の 誘客 と と も に 、 受 入 態 勢 の 整備 を 促進 

















74, 182 













































































官民 一 体 と な っ て いわ て 花巻 空港 の 利用 を 促進 する た め 
岩手 県 空港 利用 促進 協議 会 の 活動 に 要する 経費 の 一 部 を 
> 



















































































港湾 の 利用 促進 の た め 、 企 業 等 へ ポー ト セ ー ル ス を 行う と 
と も に 、 ポ ー ト セミ ナー を 開催 














88, 930 


2, 510 





ヽ わ て の 住 文化 継 
承 事業 費 (空き 家 活 
用 人 材 育成 支援 事 
業 費 ) 






































地域 に 残る 優良 建築 スト ッ ク を 発掘 ・ 流 通さ せる た め の 新 
し い ビ ジネス モデ ル の 構築 を 推進 



































4, 000 








学校 ・ 地 域 の 協 働 に 
よる キャ リア 教育 
推進 事業 費 
































地域 産業 を 文 え る 人 材 を 育成 する た め 、 工業 、 農業 、 水産 、 
商業 及び 家庭 の 各 分 野 の 専門 高校 等 と 地域 が 連携 し て 実 
践 的 な キャ リア 教育 を 推進 


















































き 別 支援 教育 推進 








治 岸 地域 の 特別 支援 学校 高等 部 の 生徒 等 の 職業 実習 の 受 









































入れ 先 の 確保 と 就職 機会 の 拡大 を 図る た め 、 学 校 と 企業 と 






































事業 費 (特别 支援 学 
推 























の 連携 協議 会 の 設置 や 職業 指導 文 援 員 を 配置 























校 キ ャ リア 教育 
進 事業 ) 

















5, 300 


11, 257 











(※) 上 記 の 事業 等 と 併せ 、 次 の 取組 を 行い 総合 的 な 施策 を 推進 する 。 





起業 や 経営 革新 を 文 援 す る 「 い わ て 希望 ファ ンド 」、 農 林 漁 業者 と 中 小 企 3 



































を 支援 する 「 い わ て 農 商工 連携 ファ ンド 」 の 助成 条件 の 見 直し を 検 誰 


いわ て 産業 振興 セン ター が 運営 する 「 よ ろ ず 支援 拠点 (経営 相談 の 総合 
プ サ ー ビ ス )」 に 




















お いて 、 魅 力 ある 企業 づく りや 起業 を 支援 


79 








[2-(2)| 農林 水産 業 の 振興 





る 取組 の 方 向 > 

農山 漁村 に お ける 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る た め 、 農林 水産 業 の 活性 化 等 に よる 所 得 ・ 
雇用 機会 の 確保 を 進め る と と も に 、 交流 人 口 の 拡大 や 地域 協 働 に よる 環境 保全 等 に より 、 移 
住 ・ 定 住 を 促進 する 。 





[現状 と 課題 ] 

〇 農山 漁村 に お ける 主力 産業 で ある 農林 水産 業 は 、 生 産物 価格 の 低迷 等 に より 産出 額 が 
減少 傾向 に あり 、 所 得 の 向上 が 進ん で お ら ず 、 従 事 者 数 の 減少 、 高 齢 化 に つなが っ て い 
る 。 

農山 漁村 に お いて 、 更 な る 人 口 の 減少 や 高齢 化 の 進行 が 懸念 され る 中 、 地 域 に 活力 を 

取り 戻し て いく た め に は 、 農 林 水 産業 を 活性 化 さ せ 、 所 得 や 雇用 機会 を 確保 する こと に 
より 、 農 山 漁村 に お ける 若者 等 の 流出 を 防止 し 、 移 住 ・ 定 住 を 促進 し て いく こと が 必要 
で ある 。 



































































































































〇 農林 水産 業 産出 額 の 減少 傾向 に 歯止め を か ける た め に は 、 生 産 性 ・ 市 場 性 の 高い 、 安 

全 ・ 安 心 で 高 品質 な 農林 水産 物 の 生産 を 拡大 し て いく と と も に 、 6 次 産業 化 に よる 高 付 
加 価 値 化 や 販路 の 確保 ・ 拡 大 、 農 林 水 産物 を 活用 する 企業 誘致 な ど を 通じ て 、 地 域内 に 
お ける 新た な 販路 や 所 得 確 保 の 場 を 増大 し て いく こと が 必要 で ある 。 















































〇 農山 漁村 に お ける 定住 人 口 を 維持 ・ 拡 大 し て いく た め に は 、 地 域 の 農林 水産 業 の 中 心 
と な る 経営 体 の 強化 に よる 雇用 の 場 の 創出 の ほか 、 新 規 就業 者 等 を 確保 ・ 育 成 し て いく 
こと か 必要 で ある 。 

特に 、 農 業 に あっ て は 、 農 業 生産 法人 等 に よる 雇用 機会 の 拡大 や 集落 営農 に よる 小 規 
模 農 家 も 参画 し た 産地 づく り 、 林 業 に あっ て は 、 木 質 バ イオ マス 発電 所 や 合板 工場 等 の 
整備 に よる 県 産 材 需 要 の 拡大 を 契機 と し た 就業 ・ 雇 用 機会 の 拡大 、 水 産業 に あっ て は 、 

復旧 ・ 復 興 の 着実 な 推進 に よる 地域 漁業 を 担う 経営 体 の 育成 、 新 規 就業 者 の 確保 、 雇 用 

機会 の 拡大 が 必要 で ある 。 











































































































〇 それ ぞ れ の 農山 漁村 に 受け 継が れ て きた 多彩 な 食 文 化 の 伝承 ・ 発 信 や 都市 と 地域 の 住 
民 交流 、 地 域 協 働 に よる 農山 漁村 の 環境 保全 活動 な ど に より 、 地 域 の 魅力 を 高め 、 農 山 
漁村 の 交流 人 口 を 拡大 し 、 移住 ・ 定 住 の 促進 と 活性 化 に つなげ て いく こと が 必要 で ある 。 
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人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 


① 生産 性 ・ 市 場 性 の 高い 産地 の 形成 、 6 次 産業 化 の 推進 


立地 条 
か な 森林 資源 
物 の 生産 体 


























件 や 気象 条件 な どの ] 
を 生か し た 木材 供給 基 
骨 を 構築 する 。 


NL 


ト ヒ 


包 域 上 





性 を 生か し た 農産 物 生産 の 拡大 や 4 














産 性 の 向上 、 豊 





























地 の 形 成 、 漁 獲 か ら 流通 ・ 加 工 3 


























一 





産地 自ら が 、 3 


和 于 E 握 や 、 生 産 ・ 販 売 方 式 の 改善 を 行う 、 








ズ の | 




















ト の 付 





=, 








ど を 推進 する と と も に 、 


上 組み づく り を 支援 し 、 産 地 の 4 
信頼 ・ 支 持 さ れる 安全 ・ 
分 野 に お ける 高度 衛生 
また 、 農 林 漁 業者 の 加 ] 
品 開発 、 多 様 な 販売 チャ ネル の 開拓 、 地 域 の 農林 水産 物 の 加工 に 取り 組む 企業 の 誘致 な 
HH 拡大 に 向け た 海外 市 場 の 開拓 や 販路 の 】 




















E 産 力 や ブラ ン 
産地 の 形成 に 向 


アテ 


安心 
































まで の 


ド 力 を 高め る と と も に 、 消 
け 、 農 業 分 野 に お ける 県 版 GA P22、 や 水産 


品質 管理 の 地域 づく りな ど を 進め る 。 
[・ 販 売 分 野 へ の 進出 や 地域 内 外 の 食 関連 企業 と 連携 し た 新 商 








員 し た 水産 

















産地 マネ ジ メ ン 
費 者 か ら 


で た 








19 


月 























県 産 農 林 水 産物 の 』 





葵 日 














大 を 





区 





る 。 





地域 農林 水産 業 の 
位置 付け られ た 経 

















地域 農林 水産 業 の 中 心 と な る 経営 体 の 育成 を 通じ て 農山 漁村 の 雇用 機会 の 拡大 を 
と と も に 、 地 域 農業 全体 の 
小 規模 農家 の 集落 営農 へ の 参加 誘導 を 進め る 。 
農林 漁家 子弟 を は じ め 、 新 規 学卒 者 、 他 産業 か ら の り ・T ター ン 者 な ど 、 県 内 
外 か ら の 新規 就業 者 の 確保 対策 を 強化 する と と も に 、 





当たり 、 
また 、 





の 向上 、} 





農林 水産 業 の 中 心 と な る 経営 体 の 育成 、 新 規 就業 者 の 確保 ・ 育 成 

















が 

















心 と な る 「 地 域 農 業 マ スタ ー プ ラン 」 や 「 地 域 再 


生 営 漁 計 画 」 で 








加 








本 及び 「 森 林 経 営 計画 」 の 策定 ・ 実 行 を 担 う 経 














営 体 を 育成 する 。 

















由記 
故 末 








展開 方 向 を 明確 に し た 「 地 域 


1 
































时 就 业者 〇 D 生 


新 ] 











図る 


マス ター プラ ン 」 の 実践 に 


站 和 会 已 


技術 や 経営 能 

















* 域 活動 へ の 参加 促進 や 地域 に お ける ネッ トワ ー ク づく り 等 を 支援 し 、 農 山 漁 








村 へ の 移住 ・ 定 人 




















限 に 活 
化す る と と も に 、 
女性 部 活 











ご ヴ 


業 就業 )」 を 、 市 





] し た 農林 漁業 体験 プロ グラ ム の 充実 、 都 市 ・} 


動 の 活発 化 に 向け た 魅力 ある 浜 料 地 
E た 、 新 た に U I ターン 


E を 促進 する 。 


農山 漁村 に お ける 交流 人 口 の 拡大 
農山 漁村 に 受け 


継が れ て きた 地域 の 食 文化 や 伝統 文 1 





E の 発信 、 多 彩 な 地域 資源 


的 

















を 最 ブ 








B 城 人 











若い 女性 農業 者 の ネッ トワ ー ク 1 
E の 発掘 や 発信 な ど を 指 
し て 、 農業 に 就業 し な が ら 他 産業 に も 従 ヨ 
「 村 と 連携 し 促進 する 。 
























































業 の 4 





E 産 


TK 





程 

















展 记 
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民 と の 交流 
し や 経営 発展 の た め の 実 践 活動 、 
E 進 する 。 

且 す る 「 半 農 ヨ 


5 拡大 の 取組 を 強 
漁協 

















EX ( 兼 


④ 地域 協 働 に よる 農山 漁村 の 環境 保全 


地域 住 
全 ・ 再 生活 動 や 、 
発揮 の た め の 地 域 当 






































民 や NPO 等 と の 協 人 





























また 、 農 作物 等 の 


























進 す る 。 


[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 





有朋 に よる 農地 ・ 農 業 用 水 、 森 林 、 漁 場 や 藻 場 
日 本 型 直接 文 払制 度 を 活用 し た 農山 漁村 
動 や 営農 活動 を 支援 する 。 

の 鳥獣 被害 防止 に 向け 、 地 域 ぐ る み で 











が 有する 多 





























MI 





バブ | 


・ 干潟 等 の 保 
町 的 機能 等 の 維持 ・ 





被害 防止 対策 を 推 





山本 





しほ 業 名 





事業 内 容 














予算 額 
( 千 円 ) 




















地域 経営 推進 費 








(再掲 ) 





分 権 型 神 
する た め 、 








会 の 構築 と 産業 の 振興 に 
各 広 域 振 興 
結 性 の 高い 広域 行政 を 推進 











圏 に お いて 、 現 


する た め の 




















よる 時 














! 域 の 自立 を 促進 
場 主 義 に 立脚 し た 
取組 を 実施 























フロ 





500, 000 





ネッ トワ ー ク 活動 
推進 事 


\ わ て 6 次 産業 



































業 費 








「 い わ て 6 次 産業 化 文 援 セ ンタ 











ー ト や 事業 者 連携 支援 、 














助 


」 に 
加工 施設 整備 等 








zk 


A 
に 要する 経費 を 補 























116, 584 








‘いわ て 6 次 産業 企 





6 次 産業 化 の 取組 の 拡大 を 

















業 化 促進 事業 費 補 




















助 














商品 開発 や 販路 開拓 等 








の 取組 に 


る た め 、 
要する 











農林 漁業 者 等 に よる 
経費 を 補助 





3, 000 





し 


6 次 産業 化 推進 事 
業 費 


\ わ て 農林 水産 業 
























































6 次 産業 化 を 推進 

















し ン ヽ 


る た め 、 商 品 開発 ・ 流 








けた 商談 会 等 を 開催 

















県 産 農 林 水 産物 
通 等 の 専門 家 の 





の 高 付加 価値 化 を 図 
派遣 、 販 路 拡 大 に 向 











4, 838 





し 


bE 2 








二 一 支援 事业 











新規 就農 者 の 確保 ・ 














定着 を 











区 





る た め 、 



































就農 前 の 











び 経 営 が 不安 定 な 就農 直後 に 青年 就農 





























給付 金 を 交 


592, 814 





亲 苇 水 | 潍 冰 焉 


漁村 いき いき 


に 
く < 
yd 
中 
上 











u 茂 | 雁 飞 王 
































農山 漁村 の 男女 共同 参画 を 推進 


供する た 











締結 や 女 
化 の 発信 


生 リ ー ダ 





























の 育成 を 支援 する と と も 
・ 伝 承 活動 や 起業 を 支援 
農業 の 多面 的 機能 を 発 























車 し 、 上 自然 循環 











る た る め 、 特别 栽培 六 有 机 惧 業 な どの } 














、 地 球 温暖 
取り 組む 農業 者 支援 











EL 防止 や 生物 











め 、 家 族 経営 協定 
に 、 地 











機能 を 維持 ・ 増 進 す 
欄 境 保全 型 農業 を 推進 


多様 性 保全 に 効果 の 





























699 


197, 846 





ブン ド 輸 出 

















県 産 農 林 水 産物 の 輸出 の 臣 











復 ・ 拡 大 を 











農林 水産 ブ 









































米国 な 
者 と 県 内 生産 









































ど 輸 出先 




















向け の プロ モー ショ ン 補 海外 実需 
・ 事 業者 と の マッ チン グ を 支援 


図る た め 、 ア ジア 諸 





8, 056 








地域 農業 マス ター プラ ン 等 の 実践 の た め 





落 営 農 組 








織 等 の 経営 高 





産地 の 核 


度 化 、 

















、 認 定 農 業者 や 集 


と な る 経営 体 の 規模 
































拡大 や 了 


。 北 丑 





> 


等 の 











等 を 支援 


E 産 拡大 に 必要 な 機械 ・ 


設 の 整備 


232, 657 
























































地域 農業 マス ター プラ ン の 充実 ・ 実 践 支援 や ! 
こ 対 する 農地 集積 協力 金 の 交付 
営 計画 の 作成 支 : 


の 農地 の 出し 手 【 
と も に 














中 心 経営 体 の 経 ' 











経営 体 へ 
を 行う と 








心 





謙 等 を 実施 


2, 724, 936 








事業 費 補助 








リー ディ ング 経営 





本 を 
































等 を 実践 し 、 








こ 対 し 





ED 
経営 目標 を 達成 する た め 
リー ス に より 導入 する 際 の 経費 ( 








に 必要 な 機械 施設 





支援 





21, 000 
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予算 額 










































































































































































































































































































































































































































































































































































事 3 事 半 内 容 
事業 名 事業 内 容 (千田 
山間 地域 等 直接 | 中 山間 地域 等 の 耕作 放棄 を 防止 し 、 国 土 の 保全 、 水 源 の 滴 | 2, 782, 702 
支払 事業 費 養 等 の 多面 的 機能 を 確保 する 観点 か ら 、 平 地 地 域 と の 農業 
生産 条件 の 格差 の 範囲 で 直接 支払 交付 金 を 交付 
鳥獣 被害 防止 総合 | 野生 鳥獣 に よる 農作物 被害 を 防止 する た め 、 防護 棚 の 設置 141, 723 
对 策 事业 费 等 を 支援 する と と も に 、 被 害 防止 対策 の 担い 手 の 育成 ・ 確 
殿 に 向け た 取組 を 実施 
園芸 産地 新生 プロ | 園芸 産地 の 生産 力 や ブラ ンド 力 を 高め る た め 、 消 費 者 ニ 12, 725 
ジェ クト 推進 事業 | ズ の 把握 、 ニ ー ズ を 踏ま えた 生産 ・ 販 売 方 式 の 改善 を 行 
費 う 、 産 地 マ ネジ メン ト の 仕組 み づ く り を 支援 
いわ て 生ま れ ・ い わ | 畜産 農家 の 所 得 向上 を 図る た め 、 県 有 種 雄 生 の 子 和牛 生産 7, 265 
て 育ち の 牛 づ くり | や 、 第 11 回 全国 和牛 能力 共進 会 上 位 入 賞 を 目指 す 出 品 候 
促進 事業 費 和 じ 生 の 飼養 管理 強化 を 支援 
いわ て 発 元気 な 和牛 | 肉 用 牛 及 び 酷 農 に 携わる 若い 女性 を 「 和 牛 飼い 女子 」 と し て 、 4, 793 
飼い 女子 応援 事業 | 女性 の 経営 参画 や 就農 を 促進 し て いく た め 、 ネ ットワーク 
費 の 構築 や 女性 の 視点 を 生か し た グル ー プ 活動 、 活 動 情報 の 
発信 を 支援 
山間 地域 総合 整 | 地域 特性 を 活か し た 農業 と 活力 ある 農村 づく り の 促進 等 | 1, 625, 271 





























入 事业 费 参る た め 、 地 域 の 実情 に 応じ た 農業 生産 基盤 と 農村 生活 


を 
環境 基盤 の 整備 を 実施 

































































農地 維持 支払 交付 | 農業 ・ 農 村 が 有する 多面 的 機能 の 維持 発揮 の た め 、 水 路 | 1, 705, 628 
の 泥 上 げ や 農道 の 砂利 補充 な ど 、 農 地 や 農業 用 水路 等 を 守 
る 地域 共同 活動 を 支援 











应 




































































資源 向上 支払 事業 | 農業 ・ 農 村 が 有する 多面 的 機能 の 維持 ・ 発 揮 の た め 、 水 路 | 2, 649, 521 
等 の 長寿 命 化 や 農村 環境 保全 活動 な ど 、 地 域 資 源 の 質 的 向 
上 を 図る 地域 共同 活動 を 支援 








| 囲 























六 


= 
































森林 経営 実践 カ ア | 森林 経営 計画 等 を 実践 する 地域 けん 引 型 林業 経営 体 を 育 1, 155 
ッ プ 事業 費 成す る た め 、 森 林 経 営 計 画 作成 の 実習 や 生産 コス ト 分 析 、 
搬出 間伐 、 広 葉 樹 施業 の 現地 検討 会 、 専 門 家 に よる 個別 指 
導 を 実施 


































































































高度 衛生 品質 管理 | 食 の 安全 ・ 安 心 に 立脚 し た 消費 者 か ら 選 ば れる 産地 と な る 12, 776 
型 水産 物 生産 加工 | た め 、 漁 獲 か ら 流 通 、 加 工 ま で の 一 貫 し た 水産 物 の 高度 衛 
体制 構築 支援 事業 | 生 品質 管理 サプライ チェ ー ン の 構築 を 支援 
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費 
地域 再生 営 漁 計 画 | 地域 漁業 の 再生 を 図る た め 、 就 業者 の 確保 や 生産 増大 に 
推進 事 
























































名 23, 831 
進 事 業 費 けた 計画 の 実行 を 支援 
浜 の コミ ュ ニ ティ | いわ て の 浜 料理 選手 権 を 開催 し 、 漁 家 女 性 等 の 活動 の 再開 2, 065 
ま 生 支援 事業 費 を 支援 する と と も に 、 生 き が い の 創 出 を 通じ て 、 女 性 等 の 









































カカ に よる 浜 の 賑わい や コミ ュ ニ ティ の 再生 を 支援 























浜 の 魅力 発信 ・ 体 | 潜在 的 な 漁業 担い 手 希望 者 を 増加 させ る た め 、 漁 業 の 魅力 5, 039 
感 ・ 発 見 事業 費 を 発信 する 取組 を 推進 
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2 











移住 ・ 定 住 の 支援 





取組 の 方 向 テ 
岩手 に 関心 持つ 、 来 て みる 、 地 元 ・ 地 域 に 慣れ る 、 住 ん で みる 、 定 住 す る と いう 移住 プロ 
セス に 沿っ て 、 情報 発信 や 移住 ・ 定 住 体験 の 推進 、 移 住 者 の フォ ロー 等 、 希 望 者 の ニー ズ に 
応じ た きめ 細か な 施策 を 推進 する 。 





[現状 と 課題 





〇 移住 ・ 定 人 








E 促 進 に つい て は 





市 
重点 人 








ヒ さ れ に 


この た め 、 役 割 分 担 も 含め 、 関 係 機関 が 一 体 と な っ た 


く か っ た 経緯 








く 必 要 が ある 。 





〇 移住 ・ 定 人 


た 施策 に 





〇 移住 定 人 











要 で ある 。 


〇 東 











施策 の ター ゲッ ト が 明確 ( 
ライ フス タイ ル に 応じ た 提案 型 の 


日 本 大 岩 災 津波 以降 、U・ 





EF 施策 の 効果 的 な 用 
関心 を 持つ 、② 来 て みる 、③ 





























や 求人 数 は 1 
た U 





〇 本 県 へ の 移住 は 、 リ ター ン や 就農 、 








1+ ボ てい な い 現 
・] ター ン 施 策 の 強化 や 創 3 


、 こ れ ま で も 各市 町 村 に お いて 取組 が な され て きた が 、 
「 村 、 関 係 団体 と の 連携 が 不 十 分 で あり 、 施 策 の 重要 必 


が ある 。 




















開 の た め に 
也 元 ・ 地域 に 
取り 組ん で いく 必要 が ある 。 














I ター ン 希 望 者 巻 録 数 は # 


は 、 移 住 














E に 至 














E は 認識 され つつ も 、 


る 一 般 的 な プ 


慣れ る 、④ 住 ん で みる 、⑤ 定 人 


こ 定 め ら れ て お ら ず 、 そ れ ぞ れ の 
青 報 提供 な ど 、 施 策 タ ー ゲ ッ ト を 明確 化し た 取組 が 必 


当 加 傾向 に ある も の の 、 


県 、 
これ まで 





全 県 的 な 推進 体制 を 構築 し て い 


ロ セ ス (岩手 


に ① 
E す る ) に 沿っ 














世代 や 家族 構成 、 


就職 数 


状 に ある こと か ら 、 産 業 振興 施策 や 農林 水産 業 施 策 と 連携 し 





定年 


支援 な どの 


E 退 職 に 














組 が 必要 で ある 。 








個々 の 移住 希望 者 の 多面 的 な か ニー ズ 、 リ クエ スト に 応じ た 支援 体 


か ら 、 必 要 な 移住 情報 の 発信 や 首都 


とき の オー ダー 型 の 支援 を 実施 する 必要 が ある 。 


〇 本 県 ( 
ほか 、 全 国 








し て お り 、 今後 競争 


こ 来 る 体験 型 





























メイ ドコ 
































人 口 拡大 に 向 





避け た 施策 に 














圏 で の 移 人 有 


教育 旅行 の 実施 学校 数 が 東 
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EE コンシェルジュ 











る 帰 卿 な ど 様 々 な バターン が ある が 、 

















制 と な っ て いな いこ と 


配置 な ど 、 移 住 希 望 者 ご 








日 本 大 震 災 津波 前 の 状況 に 戻っ て いな い 
各地 域 に お いて 体験 型 観 光 や グリ ー ン ・ ツ ー リ ズム で の 誘客 の 取組 が 活発 化 
の 激化 が 予想 され る こと か ら 、 岩 手 な ら で は の 特 
取り 組む 必要 が ある 。 











徴 を 生か し た 交流 








〇 移住 者 が 、 地域 活動 に 参画 し に くい 























oo 



































特に 、 若者 の 定住 に つなげ る た め に 





若者 が 活動 に 参画 し や すい 了 環境 が 必要 で ある と と も ( 





























「 若 者 を お 世話 する 」 フ ォ ロ ー の 仕 








〇 交流 人 口 の 拡大 は 、 定 住人 口 を } 
IRIS 

一 方 、 北 陸 新 幹線 の 開業 等 に より 、 和 観光 に 関す る 地域 間 競 
予想 され 、 CT め る と と も 


















































信 強 化 が 必要 で ある 。 





〇 「 岩 手 の 魅 力 」 を テー マ に これ まで も 情報 発信 を 行っ て きた が 、 























が 実施 する 地域 プラ ンド 調査 の 都 道 府 県 ラ ン 














っ て お り 、 岩 手 県 の 魅力 発信 を 強化 し て いく こと が 必要 で ある 。 
加 や 協 働 に よる 発信 、 特 に 、 高 い 行 生 














キン グ に 











事例 も 見 られ る こと か ら 、 移 住 後 の フォ ロー な ど 、 





は 、 その 地域 の コミ ュ ニ ティ 活動 が 活発 に 行わ れ 、 


に 、 地 域 全体 で 「 つ な が り を も ち 」、 





[組み が 必要 で ある 。 














一 











当 加 させ る た め の き っ か け と な る も の で あり 、 娠 手 を 


は 一 層 激 し く な る こと が 
に 、 和 観光 情報 の 発 


ブラ ンド 総合 研究 所 23 


お ける 認知 度 が 全国 中 位 に と ど ま 














この た め 、 県 民 等 の 参 
助 力 や 情報 発信 力 を 持つ 女性 に 岩手 の 魅力 を 感じ て 











も ら え る 発信 を 行う な ど 、 岩 手 の 魅 力 を 伝え る 様々 な 方 策 を 講じ て いく 必要 が ある 。 





人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 全 県 的 な 推進 体制 の 整備 




















「 い わ て 定住 ・ 交 流 促進 連絡 協議 会 」 を 再 構 





産業 、 金 融 機関 等 各 分 野 に お ける 取組 情報 の 共有 化 を 図り 、 官 民 協 働 に 


展開 する 。 


② 岩手 ファ ン の 拡大 











ん 
築 し 、 


























これ まで の 移住 イベ ント へ の 参加 に 加え 、 


























催 や 、 メ ディ ア 等 を 活用 し た 全国 


























向け の 岩手 


め 、 本 県 へ の 移住 ・ 定 住 を 誘導 する 。 





③ 移住 情報 の 発信 等 

















の 魅力 


定住 交流 ホー ムペ ー ジ に お ける 市 町 村 情 報 等 の コン テン ツ の 充実 を 区 


リー で 、 訴 求 力 や 魅力 の ある 情報 を 発信 する と と も 

















3 地域 ブラ ンド お よび 企業 ブラ ンド の 
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究 と コン サル ティ ング を 行う 専門 企業 


首都 園 に 











市 町 村 や 農林 水産 業 、 商 工業 、 不 動 














已 





発信 な ど 、 岩 手 県 ! 

















よる 定住 施策 を 











お ける 県 独自 の 移住 フェ ア 等 の 開 
こ 対 する 関心 を 高 





り 、 常 に タイ ム 


に 、 ラ イフ スタ イル に 応じ て 移住 パ 




















ター ン を 類型 化し 、「 い わ て な ら で は の 暮らし 方 」 な ど 提 案 型 の 情報 提供 を 実施 する 。 
岩手 県 ひ り タ ー ン セン ター 等 関係 機関 と の 連携 を 強化 し 、U・I ター ン 希 望 者 等 に 対し 、 
求人 、 住宅 情報 の 提供 、 職業 紹介 等 を 行う な ど 、 総合 的 な り ・I ター ン 施 策 を 実施 する 。 















































④ 相談 窓口 体制 の 強化 
移住 希望 者 一 人 ひと り の ニー ズ に 対応 する た め 、 首 都 圏 へ の 常設 型 の 情報 提供 ブー ス 
の 設置 や 移住 ロン シェ ル ジ ュ の 配置 等 に より 、 オ ー ダ ー メ イド 型 の 相談 窓口 体制 を 整備 
する 。 







































































⑤ 移住 ・ 交 流体 験 の 推進 
町 村 や 関係 機関 と の 連携 を 図り 、 空 き 家 等 を 活用 し た 短期 滞在 住宅 の 整備 や 、 二 地 
域 居 住 も 見 据え た 居住 体験 メニ ュー、 農 林 漁 業 体験 等 短期 体験 プロ グラ ム メ ニュ ー の 充 
実 を 図る 。 
本 験 型 観光 や 教育 旅行 な ど 観 光 施 策 と の 連動 や 都市 と 農山 漁村 と の 交流 事業 と の 連携 
を 図り 、 岩 手 な ら で は の 体験 交流 を 推進 する 。 



























































































































































⑥ 移住 者 の フォ ロー の 充実 

地域 住民 と 移住 者 と の 懇談 会 や 地域 の 受入 れ 態 勢 を 調整 ・ 助 言 す る コー ディ ネー タ 
育成 の た め の 研 修 会 の 開催 な ど 、 移 住 者 が 地域 に 溶け 込み 、 住 み 続け る た め の 継 続 的 な 
支援 を 実施 する 。 




































































⑦ 地域 滞在 型 ・ 交 流 型 観光 の 展開 
地域 資源 の 再発 掘 や 磨き 上 げに より 新た な 観光 商品 を 創 
を 進め 、 交 流 人 口 の 拡大 に つなげ る 。 






































出し 、 地 域 の 理解 増進 や 連携 


る 
流 














情報 発信 の 強化 
岩手 ファ ン の 拡大 に つなげ る た め 、 復 興 に 向け て 立ち 上 が る 岩手 の 姿 や 魅力 を 全国 に 
向け て 情報 発信 する 。 特 に 、 高 い 行 動力 や 情報 発信 力 を 持つ 女性 に 岩手 の 魅力 を 感じ て 
も ら え る 発信 に 取り 組む 。 
また 、 岩 手 の 埋もれ た 魅力 や 新た な 魅力 の 素材 を 発掘 する た め 、 県 民 と 協 働 し て 県 外 


に 向け た 情報 の 発信 を 促進 する 。 
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| [取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 】 : 
| 〇 移住 定住 施策 は 、 就 労 、 住 居 、 子 育て 、 教 育 、 医 療 、 福 祉 ・ 介 護 な ど 総 合 的 な 施策 ! 
| を 展開 し て いく 必要 が ある こと か ら 、 他 分 野 施策 と の 密接 な 連携 を 図る 。 : 
ee 都市 住民 を 対象 に し た 、 内 閣府 が 平成 26 年 6 月 に 行っ た 「 農 山 漁村 に 関す る 世論 : 
査 」 で は 、10 台 か ら 20 台 で 地方 に 移住 し て も よい と 思う 人 が 過半 数 を 占め る な ど 、| 
若者 が 都市 部 か ら 地方 へ 回 帰す る 傾向 も み ら れ る と ころ で あり 、 東 日 本 大 震 災 津波 を | 
契機 と し て 本 県 と の つなが り を も っ た 若者 や 本 県 出身 者 な ど 本 県 へ の 移住 希望 者 等 | 
: の 掘り 起こ し を 行う 。 
| 〇 任期 終了 後 の 地域 へ の 定着 率 が 高い 、 国 の 「 地 域 お こし 協力 隊 」 や 「 復 興 支援 員 」 
| 制度 等 を 有効 に 活用 し な が ら 、 若 者 の 本 県 へ の 移住 を 促進 する 。 
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[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
事 ee 予算 額 
業 名 事業 内 容 ( 千 
いわ て 情報 発信 強 | 震 災 の 記憶 の 風化 防止 や 復興 へ の 継続 的 な 支援 に つなげ 29, 770 
化 事業 費 る た め 、「 復 興 に 向け て 立ち 上 が る 岩手 の 姿 」 を 県 外 に 向 
け て 発信 
いわ て 県 民 参 画 広 | 県 が 行う 情報 発信 に 加え て 、 県 民 に よる 「 岩 手 の 魅 力 」 等 3, 153 
報 事業 費 の 発信 を 促し 、 県 全体 の 情報 発信 力 を 高め て いく た め 、 県 
民 が 行う 情報 発信 の 取組 を 支援 
地域 経営 推進 費 分 権 型 社会 の 構築 と 産業 の 振興 に よる 地域 の 自立 を 促進 500, 000 
(再掲 ) する た め 、 各 広域 振興 農 に お いて 、 現 場 主義 に 立脚 し た 完 
結 性 の 高い 広域 行政 を 推進 する た め の 取 組 を 実施 
































































































































































































































































































































































































































































































































いわ て へ の 定住 ・ 交 | 被災 地 の 復 興 や 過疎 地 の 活性 化 を 担う 「 い わ て 復興 応援 140, 000 
流 促進 事業 費 隊 」 の 受入 れ 等 を 実施 
(再掲 ) 
ふる さと づく り 推 | 本 県 へ の 定住 ・ 交 流 人 口 の 拡大 を 促進 する た め 、 全 県 的 な 15, 510 
進 事 業 費 移住 推進 体制 を 整備 する と と も に 、 相 談 窓口 体制 の 充実 等 
を 図る 取組 を 推進 
県 外人 材 等 [ 夕 | U・I ター ン 就 職 者 の 増加 を 図る た め 、 県 外 若 手 人 材 等 に 6, 306 
ン 推 人 = 対し 、 本 県 で 生活 する メリ ッ ト を PR する と と も に 、 求 人 
(再掲 ) 情報 の 提供 や 職業 紹介 等 を 実施 
\ わ て 人 材 確保 支 SN re 23, 230 
援 事業 費 こめ 、 中 小 企業 の 情報 発信 力 強 化 等 に よる U り ・ I ター ン の 
(再掲 ) 促進 及び 人 材 の 定着 を 促進 
‘いわ て ニニ ュー ファ | 新規 就農 者 の 確保 ・ 定 着 を 図る た め 、 就 農 前 の 研修 期間 及 592, 814 
マー 支援 事業 費 | び 経 営 が 不安 定 な 就農 直後 に 青年 就農 給付 金 を 交付 




























































































県 南 広域 圏 「 食 」 の | 産学 官 金 が 参加 する 食 産 業 ク ラス ター ネッ トワ ー ク を 活 6, 149 
戦略 的 産業 育成 事 | 用 し な が ら 、 有 望 な 県 外 マ ー ケ ッ ト に お ける 取引 、 販 路 の 
業 費 (再掲 ) 拡大 を 推進 する と と も に 、 企 業 の 人 材 育成 や 生産 高度 化 の 
支援 を 実施 
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事業 名 事業 内 容 









































世界 遺産 平泉 魅力 | 県 内 誘致 企業 等 と の 経済 交流 が 盛ん な 名 古屋 圏 や 若年 層 14, 458 
向上 ・ 誘 客 拡大 事業 | を ター ゲッ ト と し た 県 南 地域 へ の 誘客 活動 を 強化 する と 
費 (再掲 ) と も に 、 世 界 遺産 平泉 を 中 心 と し た 県 南 地域 の 観光 地 の 魅 
力 向 上 を 区 更 な る 誘客 を 推進 






































































































































浜 の 魅力 発信 ・ 体 | 潜在 的 な 漁業 担い 手 希望 者 を 増加 させ る た め 、 漁 業 の 魅力 5, 039 


























































































































感 ・ 発 見 事業 費 を 発信 する 取組 を 推進 

(再掲 ) 

沿岸 広域 圏 交流 人 | 沿岸 圏 城 の 交流 人 口 の 拡大 を 図る た め 、 被 災 地 へ の 企業 f 12, 159 
拡大 事業 費 修 の 誘致 、 食 と 観光 を 組み 合わ せ た 誘 客 策 の 展開 、 観 光 団 

















再掲 ) 体 等 の 体制 強化 、 台 湾 か ら の 誘客 を 推進 





























( 
北 い わ て 広域 観光 | 県 北 地域 へ の 誘客 を 図る た め 、 隣 接する 圏 域 と 連携 し た 合 6, 305 
推進 事業 費 (再掲 ) | 同 観光 PR 及び 観光 素材 の 積極 的 な 情報 発信 に よる 地域 
の 魅力 づく り へ の 支援 を 実施 











































































































三陸 観光 復興 支援 | 観光 振興 に よる 県 北 地域 の 復興 の 推進 を 図る た め 、 情 報 発 31, 356 
事業 費 (有 





















































业 fF 掲 oa 「 あ まち ゃ ん 」 等 の 知名 度 
の 高い 観光 素材 を 活用 し た 誘客 活動 及び 受入 態勢 の 整備 
を 実施 











三陸 地域 資源 活用 | 「 あ まち ゃ ん 」 を は じ め と する 三陸 の 地域 資源 を 活用 し た 37, 365 
観光 振興 事業 費 誘客 効果 の 継続 と 他 地 域 へ の 波及 を 図る た め 、 効 果 的 な 宣 

(再掲 ) 伝 誘客 活動 や 三陸 地域 の 復興 状況 の 情報 発信 等 を 実施 す 
る と と も に 、 学 会 等 の 沿岸 地域 に お ける エク スカ ーション 
に 要する 経費 を 補助 































































































































































































































































































三陸 観光 再生 事業 we 避 体 研修 外 诱 致 28, 823 
费 を 沿岸 観光 の 柱 と し て 推進 する た め 、 受 入 態 勢 の 整備 や 誘 

致 活動 を 実施 
いわ て 観光 キャ ン | 県 内 全域 へ の 一 層 の 誘客 拡大 を 図る た め 、 地 域 資 源 を 活用 39, 522 
ペー ン 推 進 協 議会 | し た 観光 地 づ くり の 推進 や 、 大 型 観 光 キ ャ ン ペ ベー ン に よる 
負担 金 情報 発信 を 展開 する と と も に 、 内 陸 と 沿岸 を つなぐ 三陸 観 

光 応 援 バ ス ツ ア ー の 運行 を 支援 
みち の く コ ン ベ ン | 国内 外 の 学会 や 企業 な どの コン ベン ショ ン の 誘致 を 促進 1, 537 
ショ ン 等 誘致 促進 
事業 費 














いわ て で 台湾 国際 観 | 交流 人 口 の 拡大 に よる 地域 経済 の 活性 化 を 図る た め 、 台湾 74, 182 
光 交 流 推進 事業 費 | か ら の 観光 客 の 誘客 と と も に 、 受 入 態 勢 の 整備 を 促進 
(再掲 ) 




























































































































































































\ わ て 花巻 空港 利 | 官民 一 NCS 5 の 88, 930 
用 促進 事業 費 岩手 県 空港 利用 促進 協議 会 の 活動 に < 要 する 経費 の 一 部 を 
(再掲 ) 人 担 
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3 社会 全体 で 子育て を 支援 し 、 人 口 の 自然 減 を 食い 止め る 施策 


く ポ イン トッ > 


〇 出会い 、 結 婚 、 妊 娠 、 出 産 、 子 育て まで ライ フス テー ジ に 応じ た 切れ 目 の な い 
支援 に より 、 県 民 の 結婚 し た い 、 子 ども を 産み た い 、 育 て た いと いう 希望 を か な 
える 取組 を 進め る 。 


〇 保育 所 の 整備 や 保育 サー ビス の 拡充 、 保 育 従事 者 の 確保 に 取り 組み 、 子 育て と 
仕事 の 両立 な ど 子育て に や さ し い 環境 づく り を 目指 す 。 


〇 県 民 の 健康 と 長生 き の た め の 取 組 を 推進 する 。 
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取組 の 方 向 > 

いわ て の 子ども を 健やか に 育む 条例 (仮称 ) の 基本 理念 に 基づき 、 出 会 い 、 結 婚 、 妊 娠 、 
出産 まで 切れ 目 な く 支 援 を 行い 、 結 婚 し た い 、 子 ども を 産み た いと 願う 県 民 の 希望 を か な える 
取組 を 推進 する 。 





[現状 と 課題 ] 
〇 本 県 の 合計 特殊 出生 率 は 、 近 年 持ち 直し て は いる も の の 、 未 婚 化 、 晩 婚 化 な どの 影響 
に より 低い 水準 に と ど ま っ て いる 24。 
出生 率 低 下 の 背 景 に は 、 子 育て 世代 の 所 得 の 減少 や 非 正規 労働 者 の 増加 、 教 育 に 関す 
る 費用 負担 と いっ た 経済 的 事情 、 出 産後 の 女性 の 就労 継続 の 困難 さ 、 子 育て 世代 の 長 時 
間 労 働 と いっ た 就労 環境 の 問題 等 に 加え 、 婚 燥 や 家族 に つい て の 考え 方 の 多様 化 な ど 、 
社会 環境 な どの 外 的 な 環境 と 個々 人 の 価値 観 の 変化 が ある と 考え られ る 。 
こう し た 様々 な 原因 に よっ て 起こ っ て いる 出生 率 の 低迷 に 対応 する た め に は 、 単 な る 
経済 的 支援 だ け で な く 、 子 育て を 社会 全体 で どの よう に 支え て いく か と いう 視点 も 含め 、 
幅広 く 取 り 組 ん で いく 必要 が ある 。 




















































































































































































































〇 男女 の 出会い 、 結 婚 か ら 妊 娠 ・ 出 産 、 子 育て に 至る ライ フス テー ジ に 応じ て 関係 機関 
が 連携 し て きめ 細か く 支 援 し 、 安 心して 子ども を 生み 育て る こと が で きる 環境 の 整備 を 
図る 必要 が ある 。 
特に 、 結婚 で き な い 理由 と し て 、 適当 な 相手 に 巡り 会 わな い 、 出会い の 機会 が 少な い 、 
結婚 に より 狭まる 人 生 設 計 へ の 不安 が あり 35、 出 会 い の 場 の 創出 、 結 婚 を 望む 若者 へ の 




































































文 
援 や 、 未 婚 者 に 対す る ライ フ デ ザイ ン の 構築 支援 が 必要 で ある 。 








〇 安心 し て 出産 に 対応 で きる 体制 を 構築 する た め 、 地 域 に お いて 、 妊 娠 や 出産 に 伴う リ 
スク に 応じ た 医療 を 適切 に 提供 で きる 周 産 期 医療 体制 を 整備 する 必要 が ある 。 
妊産婦 に 対す る ケア の 有無 は 、 第 2 子 、 第 3 子 の 出産 に 対す る 影響 が 少な か ら ず ある 
と ころ で あり 、 地 域 の 実情 に 応じ た 妊産婦 ケア 拠点 の 設置 や 人 材 の 確保 ・ 育 成 な ど に 取 
り 組 む 必 要 が ある 。 
また 、 出 産 を 望む ゆ 人 々 に 対す る 不妊 治療 文 援 に 取り 組む 必要 が ある 。 























































































































24 2013 年 の 合計 特殊 出生 率 は 1. 46。 


3 国立 社会 保障 ・ 人 口 間 題 研究 所 「 第 14 回 出生 動向 基本 調査 」。 
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〇 第 2 子 、 第 3 子 を 望 ゆ 人 々 が 出産 を 決意 する 要因 の 一 つ に 、 パ ー ト ナー の 育児 参加 の 
有無 が 挙げ られ て お り 、 時 短 勤 務 な ど 男 女 が 共に 家事 ・ 子 育て に 参加 し や すい 働き 方 の 
普及 や 国 に よる 制度 の 創設 が 必要 で ある 。 

































































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 
[ 主 な 取組 内 容 ] 
① 出会い ・ 結 婚 に 対す る 意識 醸成 、 情 報 発 信 


市 町 村 等 と 連携 し 、 結 婚 ・ 家 庭 を 考え る セミ ナー・ フ ォ ー ラ ム や 結婚 文 援 ネッ トワ ー 
ク 会 議 を 開催 し 、 広 く 結 婚 へ の 意識 醸成 、 情 報 発信 を 行う 。 























② 結婚 支援 の 強化 
全 県 を 対象 と し た 「 結 婚 支 援 セ ンタ ー」 を 新た に 設置 ・ 運 営 し 、 婚 活 イ ベン ト 情 報 の 


発信 や 、 結 婚 を 望む 人 々 の 会 員 飼 録 、 マ ッ チ ング 支援 を 実施 する 。 









































③ 妊娠 ・ 出 産 に 対す る 支援 
安心 し て 子ども を 生み 育て る 環境 を 整備 する た め 、 県 内 10 箇所 の 「 周 産 期 母子 医療 セ 
ンタ ー」 の 運営 を 支援 する と と も に 、「 周 産 期 医療 情報 ネッ トワ ー ク 」 を 活用 し た 上 緊急 搬 
送 体制 の 確保 や 、 周 産 期 医療 機関 の 機能 分 担 と 連携 の 強化 を 図る 。 
また 、 女 性 の 特定 不妊 治療 (体外 受精 、 顕 微 授精 ) へ の 補助 に 加え 、 男 性 不妊 治療 に 
対す る 補助 を 創設 する と と も に 、 不 竹治 療 の 課題 解決 の た め の 協 議会 を 設置 し 、 検 討 を 
行 5。 
さら に 、 女 性 健康 文 援 セン ター (保健 所 ) 
の 不妊 相談 を 継続 する ほか 、 市 町 村 と の 連絡 
ー な ど を 対象 と し た 研修 を 実施 する 。 

























































































































































































る 総合 相談 や 不妊 専門 相談 セン ター で 
和 整 会 議 の 開催 や 母子 保健 コー ディ ネー タ 





| 
て 


























ul 

















lin TT TT TT TT TR TT TT TD TTT A 


| 〇 県 、 市 町 村 及 び 民 間 団 体 が その 役割 や 機能 に 応じ て 相互 に 連携 ・ 協 力 し 、 全 県 的 な 取 | 
| 組 と な る よう 、 働 きか け て いく 。 






























































| 〇 子ども ・ 子 育て 支援 の 重要 性 を 全て の 県 民 で 共有 する た め 、 子ども ・ 子 育て 支援 の 基 | 
| 本 理念 を 定め 、 県 の 責務 、 県 民 等 の 役割 を 明らか に し 、 施 策 の 基本 と な る 事項 を 定め る 
「 い わ て の 子ども を 健やか に 育む 条例 」 を 制定 し 、 総 合 的 な 取組 を 展開 し て いく 。 
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[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
















































































予 算 额 
事业 名 事業 内 容 
(FF) 
子ども 、 妊産婦 医療 | 乳 功 児 及 び 妊 産婦 へ の 医療 費 助 成 を 行う 市 町 村 に 栖 助 す | 731, 727 
助成 旨 る ほか 、 助 成 対象 を 小学 校 卒業 (入院 の み ) まで 拡大 し 、 








0 に 向け た シス テム 改修 を 実施 





いわ て の 子ども ス | 人 日 減少 に 対応 する た め 、 結 婚 支 援 セ ンタ ー を 設置 する な 52, 060 



































































































































マイ ル 推 人 E 事 業 費 ど 、 結 婚 、 妊 娠 ・ 出 中 や 子育て の 各 ラ イ フス テー ジ に 応じ 
た 支援 を 実施 
男性 不妊 治療 費 助 | 男性 不妊 治療 に 対応 する た め 、 治 療 費 の 助成 や 不妊 治療 協 2, 220 
成 事 業 費 議会 の 設置 に よる 体制 整備 等 を 実施 
周 産 期 医療 対策 費 | 総合 的 な 周 産 期 医 療 体制 を 整備 し 、 安 心して 子ども を 生み 538, 739 

































































育て る こと が で きる 環境 づく り を 推進 する た め 、 周 産 期 母 





















































































































































































































































































































































子 医療 セン ター の 運営 へ の 支援 や 周 産 期 医 療 施 設 整備 を 

実施 
特定 不妊 治療 費 助 | 医療 保険 適用 外 の 体外 受精 ・ 顕 微 授精 な どの 不妊 治療 を 受 116, 310 
事業 費 け て いる 夫婦 に 対し 、 不 妊 治療 費 の 自己 負担 額 の 一 部 を 助 

成 し 、 経 済 的 負担 を 軽減 
生涯 を 通じ た 女性 | 生涯 を 通じ た 女性 の 健康 の 保持 ・ 増 進 を 図る た め 、 各 種 の 6, 462 
の 健康 支援 事業 費 | 健康 教育 事業 、 健 康 支援 、 不 妊 専門 相談 等 の 事業 を 実施 
妊娠 出産 包括 支援 | 各地 域 の 特性 に 応じ た 妊娠 か ら 出 産 、 子 育て 期 に わた る 切 375 
事業 費 れ 目 な い 支 援 を 行う た め の 事 業 を 実施 する こと に より 、 身 





























近 な 場 で 妊産婦 等 を 支え る 仕組 み に 必 要 な 体制 を 構築 
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3-(②2)| 子育て の 支援 











取組 の 方 向 テ 

平成 27 年 4 月 か ら 施 行き され る 子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 に よる 「 子 ども ・ 子 育て 支援 事業 
支援 計画 」 に 基づき 、 保 育 所 の 整備 や 保育 サー ビス の 拡充 、 保 育 従事 者 の 確保 に 取り 組む 
と と も に 、 子 育て と 仕事 の 両立 な ど 子育て に や さ し い 環境 づく り を 推進 する 。 





[现状 上 课题 ] 
〇 少子 化 ・ 核 家族 化 の 進行 に より 、 子 育て 力 の 低下 や 孤立 化 が 懸念 され て お り 、 社 会 全 
体 で 子ども や 子育て の 支援 に 取り 組む 必要 が ある 。 



































〇 企業 、 市 町 村 、 地 域 等 の 子育て 支援 人 策 の 取組 を 促進 する こと に よっ て 、 社 会 全体 で 子 
育て に や さ し い 環境 づく り を 行う 意識 の 記 発 機運 の 醸成 を 図る 必要 が ある 。 






































〇 平成 27 年 4 月 に 施行 され る 子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 に よる 「 子 ども ・ 子 育て 支援 事 
業 支 援 計 画 」 に 基づき 、 子 育て と 就労 を 両立 する た め の 保 育 所 等 の 整備 や 就労 形態 の 多 
様 化 に 伴 各種 保育 サー ビス の 拡充 、 保 育 士 等 の 保育 従事 者 の 確保 を 図る 必要 が ある 。 





















































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 


① 子育て に や さ し い 環境 づく り 
子育て と 仕事 が 両立 で きる 職場 環境 づく り を 促進 する た め 、 子 育て に や さ し い 企業 等 
認証 ・ 表 彰 制 度 に 取り 組 ゆ と と も に 、 イ クメン ハン ドブ ッ ク や 子育て マン ガ の 配布 等 に 
より ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス (仕事 と 生活 の 調和 ) の 普及 ・ 麻 発 を 行う 。 
また 、 地 域 力 を 活か し た 子育て を 支援 する た め 、「 い わ て 子育て 応援 の 店 」 協賛 店 

の 登録 を 働き か け て いく 。 
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② 保育 サー ビス の 充実 
「 子 ども ・ 子 育て 支援 事業 文 援 計 画 ]」 に 基づき 、 保 育 所 、 認 定 こ ども 園 な どの 多様 な 
保育 施設 や 放課後 児童 クラ ブ 等 を 整備 する こと に より 、 待 機 児童 の 解消 や 就労 形態 の 多 
様 化 に 対応 し た 各種 保育 サー ビス の 充実 を 支援 する 。 
また 、「 保 育 士 ・ 保 育 所 支援 セン ター」 の 設置 な ど ば に より 保育 人 材 の 確保 に 取り 組む ほ 
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か 、 市 町 村 が 行う 放課後 児童 クラ ブ 等 で 従事 する 「 子 育て 支援 員 」 の 認定 研修 を 文 援 す 




















③ 子ども に 対す る 医療 の 充実 

小児 医療 体制 を 整備 する と と も に 、 未 就 児 や 小児 慢 E 
う 。 ま た 、 子 ども の 医療 費 助成 の 対象 拡大 等 や 、 就 学 前 児 
医療 費 助成 の 現物 給付 化 に 取り 組む 。 















































性 特定 疾病 に 対す る 医療 費 助成 を 
前 児童 (妊産婦 を 含む 。) に 係る 















































: [取組 に 当たっ て の 留意 すべ き 点 〕 

| 〇 仕事 と 子育て の 両立 や 女性 の キャ リア 形成 支援 は 、 国 や 事業 者 の 取組 が 
| こと か ら 、 新 た な 制度 の 創設 や 既存 施策 の 拡充 な ど を 働き か け て いく 。 ! 
| 〇 保育 サー ビス は 、 市 町 村 が 事業 主体 で ある が 、 県 は 、 市 町 村 と 連携 し て 取組 を 支援 
> 
| 〇 子ども ・ 子 育て 支援 の 重要 性 を 全て の 県 民 で 共有 する た め 、 子 ども ・ 子 育て 支援 の : 
| 基本 理念 を 定め 、 県 の 責務 、 県 民 等 の 役割 を 明らか に し 、 必 集 の 基本 と な る 事項 を 定 
め る 「 い わ て の 子ども を 健やか に 育む 条例 」 を 制定 し 、 総合 的 な 取組 を 展開 し て いく 。! 
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要 で ある | 
































































































































































































































































































































































































































































































































[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
予算 額 
事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
産休 等 代替 職員 設 | 児童 福祉 施設 等 に 勤務 する 職員 が 出産 又は 傷病 等 の た め 、 25, 954 
置 费 补助 長期 間 に わ た っ て 継続 する 休暇 を 必要 と する 場合 、 そ の 職 
員 の 職務 を 行わ せる た め の 代 奉 職員 を 臨時 的 に 任用 する 
経費 を 補助 
子育て 応援 推進 事 | 社会 全体 で 子育て 支援 を 行う 意識 の 啓発 や 機運 の 醸成 を 3, 044 
業 費 ON 協賛 店 舗 の 拡大 や 「 い 
わ て 子育て に や さき さ し い 企 業 」 の 認証 及び 表彰 等 を 実施 
子育て サポ ー ト セ | 県 民 情 報 交流 セン ター (アイ ー ナ ) の 「 子 育て サポ ー ト セ 9, 317 
ンタ ー 管 理 運営 費 | ンタ ー」 を 管理 運営 
て 支援 対策 臨 | 子ども を 安心 し て 育て る こと が で きる よう な 体制 を 整備 370, 010 















































六 
する た め 、 保 育 所 の 整備 や 保育 土 資 格 取 得 の 支援 や 保育 



















































































































































































時 特例 事業 費 3 

(再掲 ) 土 ・ 保 育 所 支援 セン ター を 運営 

施設 型 給 付 費 等 補 | 子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 の 施行 に 伴い 、 市 町 村 が 行う 施 142, 912 
助 設 型 給付 費 等 (地方 単独 分 ) の 支給 に 要する 経費 を 補助 
施設 型 給付 費 等 負 | 子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 の 施行 に 伴い 、 市 町 村 が 行う 施 | 3, 949, 204 
担 金 設 型 給付 費 等 (国庫 対応 分 ) の 支給 に 要する 経費 を 負担 
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予算 額 
( 千 円 ) 








事業 内 容 



































地域 の 子ども ・ 子 育て 支援 充実 の た め 、 市 町 村 が 行う 地域 | 1, 377, 623 
子育て 支援 拠点 事業 や 一 時 預かり 等 に 要する 経費 に 助成 




























































































子ども ・ 子 育て 支援 新制 度 の 実施 に 伴い 、 市 町 村 が 「 子 育 11, 814 
て 支援 員 」 を 認定 する た め 、 国 が 定め る ガイ ドラ イン に 
づい た 研修 に 要する 経費 を 補助 




















































































































市 町 村 が 行う 小型 児童 館 、 児 童 セ ンタ ー 及 び 放 課 後 児童 ク 103, 149 

































































ラブ 室 の 整備 に 要する 経費 を 補助 



































时 一 用 
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認定 こども 園 ・ 幼 稚 園 が 実施 する 幼 
め の 緊 急 環 境 整備 に 要する 経費 を 補 


教育 の 質 の 向上 の た 12, 126 

















きき 
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幼児 教育 と 保育 を 一 体 的 に 提供 する 認定 こども 園 の 施設 209, 738 
整備 に 要する 経費 を 補助 










































































乳幼児 及び 妊産婦 へ の 医療 費 助 成 を 行う 市 町 村 に 補助 す 731, 727 
る ほか 、 助 成 対象 を 小学 校 卒 業 (入院 の み ) まで 拡大 し 、 
De に 向け た シス テム 改修 を 実施 












































身体 の 発育 が 未 就 な まま 出生 し 、 入 院 が 必要 な 新生 児 ( 末 就 17, 014 
児 ) に 対し て 、 指 定 養育 医療 機関 に お いて 必要 な 医療 を 給付 































































































医療 の 確立 と 普及 を 図る と と も に 患者 家族 の 医療 費 の 負 268, 246 
日 軽減 を 図る た め 、 治 療 を 要する 慢性 特定 疾病 児童 に 対し 
医療 機関 に お いて 必要 な 医療 を 給付 































































































師 の 不足 、 地 域 偏 在 が み ら れ る 中 で 、 小 児 の 急病 25, 907 
に 対応 する た め 、 小 児 医療 遠隔 支援 シス テム の 運 
営 や 、 夜 間 に お ける 小児 救急 医療 電話 相談 事業 な ど を 実施 
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周 産 期 母子 医療 セン ター の 医療 機器 等 の 設備 整 
に 要する 経費 を 補助 























地域 に お ける 小児 医療 の 充実 及び 小児 医療 水準 の 向上 を 15, 120 
请 这 
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3-(3) 健康 ・ 長 生き の 支援 











取組 の 方 向 タ 

県 民 の 健康 と 長生 き の た め に 、 健 康 い わ て 21 プラ ン ( 第 2 次 ) に 基づき 、 脳 府中 や が ん 対 
策 を 推進 する と と も に 、 包括 的 自殺 対策 プロ グラ ム の 県 内 全域 で の 実施 ・ 定 着 な ど に より 、 
自殺 対策 に 取り 組む 。 





[現状 と 課題 ] 

〇 県 民 の 疾病 に よる 死亡 の 最大 の 原因 で ある が ん に よる 死亡 (人 口 10 万 人 あたり の 悪性 
新生 物 に よる 死亡 率 333.0、2013 年 ) を 減少 させ 、 が ん 愚者 の 生活 の 質 の 向上 を 図る た 
め 、 が ん の 予防 か ら 早 期 発 見 ・ 早 期 治療 、 が ん 医療 、 緩 和 ケ ア ま で の 包括 的 な が ん 対策 
を 推進 する 必要 が ある 。 















































































































































〇 本 県 は 、 脳 卒 中 年 齢 調整 死亡 率 (2010 年 ) が 全国 で 最も 高い こと か ら 、 こ の 改善 に 向 
け 、 全 県 を 挙げ 一 層 の 取組 を 進め る 必要 が ある 。 




















選出 









































〇 疾病 予防 や 早期 発見 に つなげ る た め 、 特 定 健 診 や が ん 検診 に つい て 、 市 町 村 や 医療 保 
険 者 間 の 連携 を 促進 し 、 県 民 が 受診 し や すい 環境 の 整備 を 進め る こと に より 、 受 診 率 の 
向上 を 図る 必要 が ある 。 





























〇 2013 年 に お ける 自殺 死亡 率 26 が 全国 2 位 の 高位 で あり 、 特 に 、 本 県 で は 50 代 の 男性 、 
70 歳 以 上 の 女性 の 自殺 者 が 多い 状況 に ある こと か ら 、 今後 も 、 メ ンタ ル ヘ ルス 対策 な ど 
各種 の 自殺 予防 施策 を 強化 し て いく 必要 が ある 。 









































人 口 減少 を 食い 止め る た め の 取 組 


[ 主 な 取組 内 容 ] 
① が ん 対策 

質 の 高い が ん 医療 の 提供 や 、 が ん 愚者 や その 家族 の 療養 生活 の 質 の 向上 を 図る た め 、 
が ん 診療 連携 拠点 病院 が 行う が ん 医療 従事 者 研修 や 相談 支援 の 取組 を 引き 続き 支援 する 
と と も に 、 が ん 愚者 や 家族 等 に 対す る 支援 や 、 が ん に 関す る 各種 の 情報 提供 ・ 普 肪 発 の 
強化 を 図る 。 






















































































” 人 日 10 万 人 あたり の 自殺 
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② 脳卒中 予防 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































健康 いわ て 21 プラ ン (第 2 次) に 基づき 、 広 く 生 活 習 慣 病 の 予防 に 取り 組む と と も に 
「 岩 手 県 脳卒中 予防 県 民 会議 」 に お いて 、 全 県 を 挙げ た 活動 を 推進 する 。 
また 、 企 業 等 に 対し て 、 岩 手 県 脳卒中 予防 県 民 会 議 構成 団体 へ の 加入 を 働き か ける な 
ど 、 広 く 県 民 の 参画 を 図り な が ら 、 減 塩 等 の 食 生 活 政 善 、 適 度 な 運動 習慣 の 定 禁煙 
施策 を 推進 する 。 
③ 特定 健 診 ・ が ん 検診 
特定 健 診 や が ん 検診 の 受診 率 向 上 の た め 、 市 町 村 ・ 医 療 保険 者 ・ 健 診 機関 な どの 関係 
団体 と 課題 の 情報 共有 を 図る と と も に 、 関 係 団体 の 取組 を 支援 する な ど 、 県 民 が 受診 
や すい 環境 の 整備 に 取り 組む 。 
④ 自殺 対策 
包括 的 自殺 対策 プロ グラ ム ( 入 慈 モデ ル ) の 県 内 全域 で の 実施 ・ 定 着 を 図る た め 、 ゲ 
トキ ー パ バー 等 の 人 材 養 成 や 普及 盛 発 等 に 取り 組む ほか 、50 代 の 男性 、70 歳 以 上 の 女性 
を 対象 と し た 取組 を 強化 する と と も に 、 市 町 村 及 び 民 間 団 体 の 取組 を 支援 する 。 
[平成 27 年 度 の 主 な 事業 ] 
予算 額 
事業 名 事業 内 容 
( 千 円 ) 
健康 いわ て 2 1 プ | 県 民 が 一 体 と な っ た 健康 づく り を 進め る た め 、 健 康 い わ て 5, 334 
ラン 推進 事業 費 21 プラ ン (第 2 次 ) の 周知 、 推 進 協議 会 の 開催 や 、 県 民 健 
康 デ ー タ の 周知 還元 等 を 実施 
脳卒中 予防 緊急 対 | 本 県 の 健康 課題 で ある 脳卒中 死亡 率 を 緊急 か つ 迅 速 に 改 10, 950 
策 事业 费 善 す る た め 、 岩手 県 脳卒中 予防 県 民 会 議 の 構成 団体 と の 連 
携 の 下 、 食 生活 改善 や 健康 運動 、 禁 煙 な どの キャ ン ペ ー ン 
を 実施 し 、 県 民 が 一 体 と A 
生活 習慣 病 重 症 化 | が ん や 脳卒中 の り 患 情報 の 登録 ・ 分 析 や が ん 検診 等 の 受診 14, 500 
a 事業 費 率 向上 の た め の 県 氏 へ の 普及 礎 発 等 を 実施 
殺 対 策 緊 急 強 化 | 自殺 対策 を 総合 的 に 推進 する た め 、 相 談 支 援 体制 の 整備 68, 861 
en 人 材 養 成 、 普 及 盛 発 な ど を 実施 
ん 診療 連携 拠点 | 県 内 どこ で も 質 の 高い が ん 医療 が 受け られ る よう 、 が 122, 321 
ee 療 連 携 拠点 病院 が 行う 医療 従事 者 研修 や 相 言 02 
費 補助 取組 に 要する 経費 を 補助 
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施設 の 在り 方 に つい て 


県 ・ 市 町 村 の 行 財政 運営 に つい て 


回 | 


F 成 26 年 9 月 





























に 公表 し た 「 岩 ヨ 

















iD 








県 中 期 財 政見 通し 」 に よる と 、 本 県 財政 は 毎年 多 





額 の 財源 不足 が 見 込ま れる 状況 に ある 





























また 、 生産 年 齢 人 口 の 減少 な ど に よる 税収 の 減 な ど 、 今 後 更に 厳し い 財政 運営 が 予 
測 さ れる と ころ で ある が 、 あら ゆる 歳入 確保 に 努め る と と も に 、 歳 出 の 徹底 し た 見 直 















































し と 、 一層 の 選択 と 集中 を 図る こと に より 、 財 源 の 重点 的 か つ 効 果 的 な 活用 に 努め る 


必要 が ある 。 





























市 町 村 に お いて も ゃ 、 今後 の 人 口 減少 の 進行 に より 、 税収 の 減 や 行政 サー ビス の 増大 


な ど が 予測 され る 。 





必要 で ある 。 














中 期 財政 見 通し の 策定 な ど を 通じ 、 健 全 性 を 維持 し た 財政 運営 を 行っ て いく こと が 





Im 



































また 、 連携 中 枢 都 市 圏 や 定住 自立 圏 な ど 広域 的 な 連携 の 取組 を 推進 する と と も に 



































住民 サー ビス の 維持 ・ 確 保 に 向け 、 市 町 村 間 の 連携 や 市 町 村 と 県 と の 連携 の 取組 を 進 
め て いく 必要 が ある 。 














な お 、 東 日 本 大 岩 災 津波 か ら の 復興 を 進め 、 人 口 減少 を 食い 止め る た め 、 平 成 28 























年 度 以降 の 復興 財 が 


























上 原 は 、 確 実に 担保 され な けれ ば な ら な い 。 














公共 施設 等 の 在り 方 に つい て 



































茎 消 成 长 期 








四 

















既存 、 新設 を 問わ ず 、 高齢 者 の 増加 に 伴い 、 公共 施設 は ユニ バー サル デザ イン の 視 








に 整備 し た 公共 施設 ・ イ ン フ ラ の 老朽 化 は 避け られ な いも の で あり 、 
、 こ れ ら の 施設 の 維持 、 更 新 の 在り 方 に つい て の 検討 を 含め 、「 公 共 施設 等 総合 
理 a を 策定 する 。 




































































I し て いく も の と し 、 県 庁舎 や 合同 庁舎 を は じ め と し た 県 有 施 設 の 環境 


整備 を 進め る ほか 、 




















市 町 村 や 民間 部 門 に 対し 、「 ひ と に や さ し い まち づく り 条例 」 及 








び 「 ひ と に や さ し い まち づく り 推 進 指 針 」 に よる ユニ バー サル デザ イン の 推進 を 図っ 


て いく 必要 が ある 。 
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V 人 日 減少 対策 の 進め 方 


(本 章 の 構成 ) 
1 推進 体制 ーー ドド ドド ドド レレ に に に に に に に に に に に に に ーーー 100 
2 市 町 村 と の 協 働 体制 の 強化 ーー コー に レレ に に レレ に に に に に ーー 101 
3 ” 蛛 民 答 参 加 从 取 租 i 104 
4 国 を 挙げ て 行う べき 施策 の 提言 上 上 上 ーー ドー ヨゴ ヨゴ に ーー 108 


く ポ イン トッ > 





〇 人 口 減少 問題 は 、 産学 官民 一 体 と な っ て 、 取 り 組 む 必 要 が あり 、 市 町 村 を は 
じ め 県 民 総 参 加 の 推進 体制 を 構築 する 。 


〇 人 口 減少 は 、 県 内 に お いて も 、 地 域 に よっ て 状況 が 異な り 、 課題 に 対応 し た 
施策 を 検討 し 、 重 点 的 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 ま た 、 連携 中 枢 都市 圏 や 
定住 自立 圏 な どの 地域 連携 の 取組 や 、 県 内 の 地域 連携 の 動き を 支援 し て いく 。 


〇 人 口 減少 問題 は 、 行 政 の 対応 の み で 解決 で きる 間 題 で は な く 、 県 民 、 民 間 業 
者 、 関 係 団体 、 機 関 等 が 協 働 で 取り 組む こと が 必要 で ある 。 


〇 人 口 減少 対策 に お いて 、 国 が 行う べき 施策 ある い は 国 の 支援 の 充実 が 必要 な 
施策 等 に つい て 、 引 き 続 き 国 に 対し 積極 的 に 提言 し て いく 。 
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1 推进 体制 


〇 人 唱 減 少 問 題 は 、 県 内 の あら ゆる 主体 ・ 産 学 官民 が 一 体 と な っ て 、 取 り 組む 必要 が あり 、 
県 ・ 市 町 村 を は じ め と し 、 県 民 総 参加 の 推進 体制 を 構築 する 。 









































・ 平成 26 年 6 月 、 県 は 、 人 口 減少 対策 を 強力 に 推進 し て いく た め 、「 岩 手 県 人 日 
問題 対策 本 部 」 を 設立 し た 。 更に 、 翌 7 月 に は 、 県 内 市 町 村 と 「 人 口 問題 連絡 会 議 」 
を 設立 し 、 行 政 機関 と し て の 連携 体制 を 構築 し た 。 

同年 9 月 の 「 人 口 問題 に 関す る 中 間 報 告 」 以 降 は 、 民 間 団 体 や 教育 機関 、 県 民 の 
方 々 と 広く 意見 交換 を 行い 、 人 口 間 題 に 対し 、 広 く 問 題 意 識 の 共有 を 図っ て きた 。 
人 日 減少 問題 は 、 出産 、 子育て や 経済 や 雇用 の 状況 な ど 幅 広い 分 野 に お ける 対策 
が 必要 で ある こと か ら 、 引き続き 、 県 内 の あら ゆる 主体 ・ 産 学 官 民 が 一 体 と な っ て 
取り 組ん で いく 必要 が ある 。 
・ また 、 こ うし た 全体 的 な 推進 体制 の 下 で 、 個 々 の 地域 、 個 人 に 寄り 添っ て 取組 を 
進め 、1 つ で も 多く の 成功 事例 を 生み 出し 、 他 事例 、 他 分 野 へ の 波及 を 図っ て いく 。 






















































































































































































































































































く 県 民 総 参加 の 推進 体制 > 


県 民 ・ 民 間 事 業者 
支 








関係 機関 
関係 団体 


測 
ol 




















戏 这 上 贱 避 ICYFIC TYGLS AS 回 








時 弟 中 界 受 
居 状 溢 購 
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2 市 町 村 と の 協 働 体 制 の 強化 





〇 人 口 減少 は 、 県 内 に お いて も 、 各 地域 に よっ て 特性 が 異な る こと か ら 、 そ れ ぞ れ の 課題 に 
対応 し た 施策 を 検討 し 、 重 点 的 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 また 、 連 携 中 枢 都 市 圏 、 定 
住 自 立 圏 な ど 、 地 域 連 携 の 推進 に 取り 組む と と も に 、 県 内 の 地域 連携 の 動き を 支援 し て い 


く 。 








人 











減少 対策 は 、 


地域 づく り を 担う 市 町 村 と の 連携 が 不可 欠 で あり 


の 取組 と 一 体 と な っ て 、 対 策 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 


この た め 、 
行っ て いく 
表 だ 。 
方 版 人 ロビ 
も の と し 、 





ーー 


ゲ 【 市 町 村 と 連 

広域 で の 婚 活 
妊 
不妊 





県 ・ 





引き 続 


、 県 ・ 市 町 村人 口 














ほか 、 


広域 振興 局 





を 中 心 











2015 年 度 中 に 策定 3 


人 へ 肖 


ジョ ン や や 地方 版 総 
市 町 村 の 総合 


























産婦 ケア セン タ 








上 治 











リ 
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IT 





























人 式 信 


者 


有 登录 




















き 家 等 を 活 ) ] 








7 バ 
母 等 へ の 県 内 企業 情 者 
に 関す る 取組 情報 の 
し た 定 





口 


台 療 給付 費 の 拡充 
品 童 生徒 を 対象 と し た 「 誕 生 学 」 
育児 アド バイ ザー 
保育 施設 整備 
等 の 機会 を 捉え た 、 


の 設 





軒 








プ 





戦略 で 掲げ る 施策 が 


























に 積 



































、 県 は 市 町 村 


問題 連絡 会 議 等 を 通じ 、 幅 広く 意見 交換 を 
極 的 な 支援 体制 を 構築 し て いく 。 
「 る こと と され て いる まち ・ ひ と ・ 








創 生 法 に 基づく 地 





























は の 提供 
共有 
主 促进 


等 出前 講座 








又は 父母 等 を 通じ た U I ター ン ・ 





緒 











主体 験 ツア ー の 広 
信者 等 の 地域 受入 れ コ 








三 化 

















城 お こし 協力 隊 邊 











者 の ニー ズ に 基づく 各 ス テー ジ で の 支 


ディ ネー ター の 育成 


| 度 の 積極 活用 








携 し な が ら 検 討 を 進め る べき 施策 の 例 】 
イベ ント 開催 や 縁結び が アド バイ ザー 設 
置 





戦略 の 策定 に 際 し て は 、 市 町 村 と の 連携 を 十分 密 な 
果 的 に 発揮 され る よ 2 努 


なめ る 。 


軒 





ジス テム へ 


援 策 を 再 構築 ・ 強 化 


く 地 域 状 況 に 応じ た 取組 の 例 > 


人 ロ 
率 や 人 


























減少 は 、 岩手 県 全体 で 同時 ( 
移動 の 状況 に は 、 




















二 





こ < 進 行 し て いる も の で ある が 、 
違い が 見 られ る 。 
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市 町 村 ご と の 出生 





[【 


(区 











3 然 
創 生 本 部 の 












































肖 減 、 社 会 


に よれ ! 

















曾 减 〇 人 口 ; 
示す 方 法 に より 分 類 






































さ 、 県 内 の 市 
































将来 推計 人 口 に お ける 自然 増減 と 社会 増減 の 影響 度 (岩手 県 : 市 町 村 名 表示 ) 


入 


し た の が 、 


町 村 に は 
日 生 率 回 復 に よる 効果 が 高い 
題 に 対し 、 県 内 一 律 の 対応 で は な く 、 





so 





日 








ーー を 




















下図 





移動 収束 








地域 の 事 


EE 情 














表 に 応じ た 対策 が 必 





こよ る 人 口 
治 体 の 双方 が 存在 し て お り 、 人 





全体 へ の 影響 度 に つい て 、 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 
19“ で ある 。 























増加 の 効果 が 高 
日 減少 問 
要 で ある 。 
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3 


回 復 に よる 人 口 増加 の 効果 ( 社 人 研 推 計 の 2040 年 人 口 と の 比較 ) 
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(100% 
の 
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(110~ 
12096) 


遠野 市 、 西 和賀 町 、 平 州 市 、 筆 


泉町 、 


前 商人 二 所 市. 奥 奥 
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(120~ 
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0 33 

な お 、 県 内 で は 、 連携 中 枢 都 市 園 や 定住 自立 圏 の 取組 な ど 、 人口 減少 問題 に 広域 
的 に 連携 し て いく 動き が 見 られ る 。 

広域 連携 に 当たっ て は 、 人 口 や 行政 サー ビス 、 イ ン フ ラ 等 の 生活 基盤 面 だ どけ で 
な く 、 経 済 雇 用 や 都市 構造 の 面 も 重視 し た 連携 を 行い 、 一 定 の 圏 域 人 口 の 下 で 、 
活力 ある 地域 社会 を 構築 する こ ss 

県 と し て は 、 活 力 ある 経済 ・ 生 活 閣 の 形成 に 向け 、 県 内 市 町 村 の 広域 連携 の 取 
組 を 積極 的 に 支援 し て いく 

連携 中 枢 都市 園 に つい て は 、 盛岡 市 が 、 盛岡 広域 園 に お いて 新た な 広域 連携 モデ 
ル 構 築 事 業 に 取り 組ん で いる と ころ で ある 。 
各市 町 村 で 出生 率 が 人 口 置 換水 準 (2.1) に な っ た 場 、 人 口 移 動 が 完全 に 収束 し た 場合 (社会 増 
OR RN し て 示し た も の 。 
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定住 自立 賠 に つい て は 、 現在 、 一 関 市 と 平泉 町 が 圏 城 を 形成 し 、 取 組 を 進め て い 





























な お 、 県 内 に は この ほか 定住 自立 圏 の 中 心 都市 の 要件 を 満た す 市 が 5 市 (宮古 市 、 
大 船渡 市 、 北 上 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 ) ある こと か ら 、 県 と し て も 、 各 地域 の 実情 に 
応じ て 、 連 携 に 向け た 検討 を 支援 し て いく 。 































































































また 、 市 町村 間 や 市 町 村 と 県 の 新た な 連携 を 推進 する た め 、 新た に 制度 化 さ れ た 
連携 協約 」 に 基づく 地方 公共 団体 間 の 柔軟 な 連携 の 仕組 みな どの 活用 も 検討 し て 
いく 。 
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3 


県 民 総 参 加 の 取組 





〇 人 口 減少 問題 は 、 行 政 の み で は な く 、 県 民 全体 の 問題 と し て 、 県 民 、 民 間 業 者 、 関 係 団 
体 、 機 関 等 が 自ら 考え 、 協 働 で 取り 組む こと が 必要 で ある 。 





人 日 減少 問題 は 、 行政 の み で は な く 、 








取り 組ん で いく 必要 が ある 。 








これ まで も 関係 団 


地域 コミ ュ ニ ティ の 維持 ・ 
や 、 産学 官民 県 内 の あら ゆる 主 




















団体 と の 連携 











体 等 

















か っ て いく 必要 が ある 。 


人 日 減少 ・ 
れる な ど 、 人 口 




















いて も 独自 の 活動 が 新た に 








県 と し て は 、 人 





か 、 様 々 な 機会 を 通じ て 意見 交換 を 行い 、 

















地方 創 生 を 巡っ て は 、 各 地 で 人 
に つい て 地域 の 住民 自ら が 考え る 機会 が 
台 ま っ て いる 。 

県 民 全 体 の 問題 で や る こと な どの 周知 を 図 











問題 は 





進め な が ら 、 





① 商工 団体 








人 口 減少 が 進む 本 県 に お いて は 、 女性 が 安心 し て 就業 し 、 子 育 
を も っ て 働く こと の で きる 環境 を つく る ワー ク ・ ラ イフ 
進 し て いく 必要 が ある 。 


経営 















































県 と し て も 、 





県 民 総 参加 の 取組 と し て 人 

















の 。 
商工 会 議 所 は じ 


する 十分 な 説明 機会 の 確保 、 女 情 


め 各 団体 に あめ っ て は 





























に よる 社会 的 支援 の 取組 や 子 
再生 活動 な ど が 展開 され て きた と ころ で あり 、 こ 2 
E 体 が 、 一 体 と な っ て 人 














生 の 活躍 推 人 





民間 の 方 々 と と も に 県 
























































民間 事業 者 や 関係 団体 な ど 
減少 対策 に 取り 組ん で いく 。 


を 対象 と し た セミ ナー 研修 会 























る 理解 促進 へ の 協力 を 要請 する 。 
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減少 


民 全 体 の 問題 と し て 


育て 支援 を 行う NPO 活 動 、 


人 
十 
NM 
el 


口 を テー マ と し た フォ ー ラ ム が 開催 さ 
肖 え て いる ほか 、 民間 に お 





っ て いく ほ 
と の 協 働 を 








て 世代 が ゆとり 
・ バ ラン ス を 積極 的 に 推 


実施 し て いる と ころ で あ 








安定 的 な 雇用 の 確保 や 、 新 規 学卒 者 に 対 
E の 取組 な ど 、 会 員 団 体 、 


企業 に 対す 


② 民間 事業 者 等 


④ 

















本 県 は 、 有 効 求人 倍率 が 2013 年 

















部 の 業種 で は 求人 を 行っ て も 応募 者 が 不足 する いわ ゆる 人 
状況 に あり 、 企 業 の 魅力 向上 や ミス マッ チ の 解消 等 
県 と し て も 、 国 に 対し 支援 制度 の 拡充 を 

けた 支援 に 取り 組ん で いく 。 
民間 事業 者 は 県 内 に お ける 雇用 の 最大 の 受け 
県 民 は 現在 も 将来 も 重要 な パー トナ ー で ある と の 論議 の 下 、 








職場 環境 の 改善 に 向 






























































5 月 か ら 1.0 を 超え る 状況 が 続い て いる 。 一 


























不足 が 発 2 
に ゃ も 力 を 入れ て いく 。 
訴え て いく と と も に 、 雇用 





極 的 な 雇用 、 子 育て し や すい 労働 環境 の 整備 等 を は じ め 、 労 人 











生産 者 、 農 業 、 林 業 、 水 産業 団体 等 














県 は 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 、 地 域 の 農林 漁業 経営 の 方 向 性 な ど を 定め る 計画 
等 の 策定 や 経営 の 規模 拡大 、 多 角 化 に 向け た 支援 、 経 営 
性 の 向上 に 向け た 指導 な ど に 取り 組む と と も に 、 生 産 基盤 の 有効 活 


口 
















































































E し て いる 


の 場 の 確保 、 





























的 な 利用 調整 や 生産 基盤 の 整備 に 取り 組ん で き た 
































地域 の 生産 





、 団体 等 に あっ て 
















































































は 、 地域 の 農林 漁業 経営 者 の 方 向 
の 有効 活用 な ど に 向け た 話し 合い を 行い な が ら 、 地 域 の 実情 に 即 








1 で あり 、 事 業者 の 方 々 に と っ て 




















県 内 就職 希望 者 の 積 
生産 性 の 向上 
者 な ど に と っ て 魅力 ある 就労 の 場 と な る よう 、 協 力 を 要請 する 。 


管理 ・ 生 産 技術 や 労働 生産 





た と ユビ 


等 若 


























に 向け た 広域 


生 や 生 産 基盤 等 


し た 担い 手 の 確 


保 ・ 育 成 対策 や 新規 就業 者 確保 対策 な ど に 取り 組む よう 協力 を 要請 する 。 

















県 内 教育 機関 (大 学 、 専 修学 校 、 





也 


等 学校 等 ) 




















・ 県 は 、 こ れ ま で 「 学 校 ・ 地 域 の 協 働 に よる キャ リア 教育 推進 事業 」 や 「 キ ャ リア 
アッ プ サ ポ ー ト 推進 事業 費 補 助 」 な ど を 通じ 、 イ ンタ ー ン シッ プ や 企業 訪問 を 積極 
的 に 推進 する な ど 県 内 企業 と 県 立 高 校 卒 業 生 の マッ チン グ に 











































































































各種 教育 機関 に あっ て は 、 特色 ある 教育 や 研究 
材 の 育成 に 引き 続き 取り 組む と と も に 、 











努め て きた と ころ で あ 











活躍 で きる 場 と し て の 岩手 の PR や 、 


活動 に より 、 本 県 で 活躍 で きる 人 


就職 


を 希望 する 卒業 生 の 選択 肢 を 広げ る よう 積極 的 に 県 内 企業 の 紹介 を 行う よう 、 協 力 





を 要請 す る o 





28 





平成 26 年 12 月 の 有効 求人 倍率 : 1.17 倍 (3 








FE 成 26 名 
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E 一 般 職業 紹介 状況 〈 兰 


E 県 2 








⑤ 関係 団体 、NPO 等 











県 は 、 豊 か な ふる さと を 築く 基盤 の 整備 や 社会 減 ・ 自 然 減 対策 に 対し 、 そ の 総力 
を 挙げ て 取組 を 進め て いく 。 

これ まで も 県 内 各 団 体 に お いて は 、 そ れ ぞ れ の 使命 に 基づき 様々 な 活動 を 展開 し 、 
生き に くさ 、 働き に くさ の 解消 等 、 県 民 の 福祉 の 向上 に 大 きく 貢献 さ も て きた と こ 
ろ で ある 。 

今後 、 人 口 減少 や 高齢 化 の 進行 に より 、 多 方 面 に お いて 様々 な 問題 の 発生 が 見 
まれ る と ころ で あり 、 引 き 続 き 、 県 民 福祉 の 向上 に 取り 組ま れる よう 協力 を 要 
する 。 

一 方 、 近 年 「 新 し い 公 共 」? を 担う 様々 な 主体 が 、 保 健 ・ 福 祉 活動 や まち づく り 
な どの 地域 の 諸 課 題 の 解決 に 向け 、 活 動 を 行っ て いる 。 
県 内 に お いて も 、 400 を 超え る "特定 非 営利 活動 法人 (NPO) が 、 保健 ・ 医 療 、 
福祉 ・ 介 護 や 男女 共同 参画 、 子 ども の 健全 育成 、 職 業 能 力 開発 な どの 活動 を 行っ 
て お り 、 こ うし た 多様 な 主体 に よる 活動 は 、 今 や 行政 の あら ゆる 分 野 に お いて 補 
完 し つつ ある 。 

引き 続き 、 安 心して 心 豊か に 暮らせ る 地域 社会 の 形成 に 向け 取り 組ま れる よう 、 
NPO で 地域 団体 に 対し 、 協 力 を 要請 する 。 














































































































强人 














































































































⑥ 県 民 








人 口 減少 に 対す る 危機 感 は 、 国 民 の 間 に 急 速 に 広まっ て いる 。 国 が 行っ た 世論 調 
査 “で は 、9 割 以上 の 国民 が 「 人 口 減少 は 好ま し く な い 」 と 答え て いる 。 
県 が 、 昨年 9 月 以降 行っ て きた 県 民 と の 意見 交換 会 に お いて も 、 子育て 支援 や 雇 
用 の 場 を 充実 させ 、 岩手 県 の 人 日 減少 を 食い 止め る べき で ある と の 意見 が 多数 寄せ 
られ た と ころ で ある 。 

も と より 、 子 ども を 生み 育て る こと や 、 ど の 地域 に 定住 する か な ど は 個人 の 意見 
が 十分 に 尊重 され る べき こと で ある 。 

人 口 減少 と いう 課題 に 対す る 参画 の 仕方 に は 、 様々 な 方 法 が あり 、 県 民 一 人 ひと 
り が 、 地域 に 関す る 理解 を 深め 、 ふ る さと が 抱え る 問題 を 自ら の 問題 と し て 考え て 
いた だ ける よう 期待 する 。 




























































































































































































「 官 」 だ け で は な く 、 市 民 の 参加 と 選択 の 下 で 、NPO や 企業 等 が 積極 的 に 公共 的 な 財 ・ サ ービス の 
提案 及び 提供 主体 と な り 、 医 療 ・ 福 祉 、 教 育 、 子 育て 、 ま ち づ く り 、 学 術 ・ 文 化 、 環 境 、 ]、 国 際 
協力 、 防 災 等 の 身近 な 分 野 に お いて 共助 の 精神 で 行う 仕組 み 、 体 制 活動 な ど 。 

平成 26 年 3 月 未 现在 。 
内 閣府 「 人 口 , 経済 社会 等 の 日 本 の 将来 像 に 関す る 世論 調査 (平成 26 年 8 月 実施 ) 」。 















































































































































106 


ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー| 
| 

1 

1 

1 

1 


< 岩手 県 庁 内 部 の 取組 > 
| 若者 や 女性 の 生き に くさ 、 働き に くさ の 解消 は 、 民 間 事 業者 等 の 方 々 の 協力 が 不可 | 
| 欠 で ある が 、 県 庁 自ら も 、 若 手 職員 や 女性 職員 が より 活躍 で きる 職場 の 構築 に 向け 、 

| 下記 の 施策 な ど に 積極 的 に 取り 組ん で いく 。 | 

















nl 















































@ 女性 職員 の 活躍 推進 | 

き 児 休業 中 の 職員 の 業務 スキ ル 維 持 を 支援 する た め の 取 組 (e ラー ニン グ 等 ) を 推進 す | 
る と と も に 、 女 性 職員 を 管理 監督 者 と し て 育成 する 人 材 育成 制度 (研修 等 ) の 充実 を 図 | 
り 、 女 性 職員 が 活躍 で きる 職場 環境 を 整備 する 。 











































































































































































































@ 子育て 支援 制度 の 充実 と 利用 促進 | 
仕事 と 子育て を 両立 し や すい 新た な 働き 方 (テレ ワー ク 等 ) の 導入 検討 等 、 子 育て 支援 | 
制度 の より 一 層 の 充実 を 図る と と も に 、 休業 代 奉職 員 の 適切 な 配置 に 努め る な ど 、 男 女 と | 
も に 支援 制度 を 利用 し や すい 環境 づく り を 進め る 。 | 




































































@ 男性 職員 の 家事 ・ 育 児 参加 促進 
和 


男性 職員 を 対象 と し た 、 育 児 休 業 の 取得 呼び か け 、 家 事 や 子育て に 関す る 講座 の 開催 等 | 
を 通じ て 、 男 性 職員 の 家事 ・ 育 児 参 加 を 促進 する 。 


































































































@ 超過 勤務 の 縮減 | 
業務 の 繁 閑 調整 ・ 平 準 化 の 徹底 や ICT の 利 活用 等 に より 超過 勤務 を 縮減 し 、 職員 の 仕事 | 
と 生活 の 調和 を 図る 。 

































































1 
た ご ーー ミー ニニ ニニ ニニ ー ニ ニニ ニニ ニー ニー ニ ニ ニニ ー ニ ニー ニニ ニニ ニニ ニー ニニ ニー ニー ニニ ニニ ニー ニー ニー ニー ニニ ーー ニー ニニ ニー ニー ニ ーー ニニ ーー ニニ ニニ ニニ ーー ニニ ニニ ーーー ニニ ニニ ーーー ニニ ニニ ニーー ニ ー ニ ニニ ニー ニニ ニー ニニ ビ ニー ニー ニー ニニ ニニ ーー ニニ ニー ニニ ニニ ニニ ーー ニニ ニー ビ ロー ビー ニー a 


107 


4 国 を 挙げ て 行う べき 対策 の 提言 





〇 人 日 減少 対策 に お いて 、 国 が 行う べき 施策 、 あ る い は 国 の 支援 の 充実 が 必要 な 施策 に つ 
いて 、 引 き 続 き 国 に 対し 積極 的 に 提言 し て いく 。 






































人 日 減少 は 、 自然 減 、 社 会 減 と も に 、 県 と し て 全力 で その 対策 に 取り 組む 必要 が 


ある こと は 当然 で ある が 、 一 方 に お いて 、 国 の 政策 に 大 きく 影響 を 受け る こと か ら 、 
国 が 地方 重視 の 政策 を 強力 に 推進 する こと が 重要 と な る 。 

県 で は 、 中 間 報 告 で まとめ た 提言 を 基 に 、 平 成 26 年 11 月 、 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 
創 生 本 部 に 対し 要望 を 行っ た 。 

国 が 12 月 に 策定 し た まち ・ ひ と ・ し ご と 総合 戦略 に は 、 本 県 の 要望 が お お むね 
盛り 込ま れ た と ころ で ある が 、 引 き 続 き 、 必 要 な 施策 の 実現 に つい て 積極 的 に 要 


























望 ・ 提 言 を 行っ て いく 。 












































< まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 に 対し て 行っ た 要望 ・ 提 言 項目 > 








ぐ く 全般 的 事項 > 


16 創業 へ の 支援 





1 使途 の 自由 度 の 高い 交付 金 等 の 創設 
2 地方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 
3 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 を 応用 し た 取組 


く 個 別 事項 (自然 減 対策 ) > 

4 地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 

5 乳幼児 医療 費 助 成 等 の 全国 一 律 化 

6 妊産婦 地域 ケア 体制 の 整備 

7 贈与 税 の 非課税 緩和 

8 不利 益 取 り 扱い 禁止 の 徹底 

9 男性 が 家事 ・ 育 児 
0 子育て し や すい 働き 方 の 促進 
1 育児 休暇 後 の キ ャ リア アッ プ 


く 個 別 事項 (社会 減 対 策 ) > 
12 高等 教育 機関 の 地方 分 散 
13 地方 大 学べ へ の 支援 
14 企業 の 本 社 機能 の 移転 
15 地方 自治 体 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 


17 国際 交流 人 口 の 拡大 
18 速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 利 用 促進 の 支援 














に 参加 し や すい 働き 方 へ の 転換 








※ 要 望 書 本 体 は 、 参 考 資料 と し て 添付 
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参考 资料 集 


(参考 資料 1 平成 27 年 度 当初 予算 に お 


ける 人 口 減少 対策 事業 一 覧 ) 


(参考 資料 2 平成 26 年 11 月 26 日 実施 政府 要望 ) …………………| 


(参考 資料 3 本 報告 まで の 検討 経過 ) 
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(参考 資料 1) 平成 27 年 度 当初 予算 に お ける 人 口 減少 対策 事業 一 覧 (単位 :〒 円 ) 


(1) 地域 の 魅力 づく り の 推進 


(1) 一 ① 魅力 ある まち づく < くり 
事業 名 担当 部 局 備 

政策 地域 間 
2 政策 地域 部 
政策 地域 部 
5 | 個 店 経営 カ ア ッ プ 応 援 事業 費 
被災 商店 等 に ぎわ い 支 援 事業 費 

7 | 中 小 企業 被災 資産 復旧 事業 費 補 助 274,400 | 商工 労働 観光 部 
8 | 被災 中 小 企業 重層 的 支援 事業 費 107,.570 | 商工 労働 観光 部 
9 | 中 小 企業 等 復旧 ・ 復 興 支援 事業 費 14.223,759 | 商工 労働 観光 部 











(1) 一 ② 若者 の 活躍 支援 
備考 
L い わ て 若者 ・ 女 性 活躍 支援 事業 費 
者 文化 支援 事業 費 
ヽ わ て 若者 活躍 支援 事業 費 
活き 


id に 3 
诈 
浴 
态 


w 
ご 


(1) 一 ③ 男女 共同 参画 の 推進 

事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 | 備考 
いわ て 男女 共同 参画 プラ ン 推進 事業 費 
2 
3 


(1) 一 ④ 文化 芸術 の 振興 
No. 事業 名 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 備考 
1 | 世界 遺産 平泉 理念 普及 事業 費 8.647 | 政策 地域 部 
2 | いわ て 文化 芸術 王国 構築 事業 費 3.961 | 環境 生活 部 
(再掲 ) 











国際 文化 交流 支援 事業 費 
世界 遺産 平泉 魅力 向上 ・ 誘 客 拡大 事業 費 県 南 広 域 振興 局 
文化 財 保護 推進 費 (民俗 芸能 伝承 促進 事業 ) 教育 委員 会 

| 9 | 柳 之 御所 遺跡 整備 調査 事業 | 89235| 教 育 委員 会 
| 10 | 世界 遺産 登録 推進 事業 費 (平泉 世界 遺産 登録 推進 事業 ) 教育 委員 会 | | 
| 5.471 | 教育 委員 会 | | 

教育 委員 会 | | 


14 | 高 校生 文化 活动 支援 事业 9,320 
15 | 中 学校 文化 活動 支援 事業 1.400 
16 | 岩手 芸術 祭 開催 負担 金 20.000 
17 | 博物 館 管 理 運営 費 (県 立 博物 館 教育 業務 委託 ) 73,747 
18 | 美術 館 管 理 運 営 費 (県 立 美 術 館 教育 業務 委託) 179,.156 














(1) 二 ⑤ 多様 な 文化 の 理解 と 交流 
事業 名 
| 1 | 国際 交流 セン ター 管理 運営 費 
留学 生 等 人 材 ネ ットワーク 形成 事業 費 
| 3 | グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 
| 4 | グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 ( 希 望 卿 いわ て グロ ー バ ル 人 材 育成 事業 ) | 8.574| 教育 委員 会 | " | 
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(1) 一 @ スポ ー ツ の 振興 
| No. 事業 名 
| 1 | 戦略 的 県 民 計画 推進 費 (スポ ー ツ ツー リズ ム の 推進 ) | 11859 | 政策 地域 部 | | 
| 2 | 生涯 スポ ー ツ 推進 費 (生涯 スポ ー ツ 推進 プラ ン ) 育 委員 会 | | 
教育 委員 会 | | 


(1) 一 ⑦ 多様 で 豊か な 環境 の 保全 
No|  " パパ 事業 名 。 | 予算 馳 守 円 | 担当 部 局 | 備考 | 
| 1 | 三陸 ジオ パー ク 推 進 費 = 。 。 。 | 13872| 政 策 地 域 部 | | 
再生 可能 エネ ルギー 利用 発電 設備 導入 促進 資金 貸付 金 | 1730.000 | 環境 生活 部 | | 
戦略 的 再生 可能 エネ ルギー 推進 事業 費 | 55655| 环境 生活 部 | " | 
| 4 | 環境 保全 対策 費 ( 水 生生 物 調査 ) | 1342| 環 境 生活 部 | | 
| 5 | 環境 王国 を 担う 人 づく り 事 業 費 。  。 。 。 | 2.752| 環 境 生活 部 | | 
| 6 | 環境 学習 交流 セン ター 管理 運営 費 | 22.617| 環境 生活 部 | | 


自然 公園 等 保護 管理 費 ( 早 池峰 地域 保全 対策 事業 費 ) 1.919 | 環境 生活 部 
| 9 | 指定 管理 鳥獣 捕獲 等 地域 戦略 事業 費 ( シ カ 捕 獲 対策 ) | 85.056 | 環境 生活 部 | | 
指定 管理 鳥獣 捕獲 等 地域 戦略 事業 費 ( 新 規 狩猟 者 の 確保 ・ 定 着 促進 事業 ) | 1777| 环境 生活 部 | | 
希少 野生 動植物 保護 対策 事業 費 | 1877 | 环境 生活 部 | | 
| 12 | 木質 バイ オマ ス 熱 電 利用 促進 事業 費 | 752| 農 林 水 産 部 | | 





(2) 地域 コミ ュ ニ ティ へ の 支援 


事業 名 担当 部 局 


| Ne.| 

| 1 | 地域 経営 推進 費 政策 地域 部 | (再掲 ) 

| 2 | 草の根 コミ ュ ニ ティ 再生 支援 事業 費 政策 地域 部 | " | 
| 3 | いわ て へ の 定住 ・ 交 流 促進 事業 費 政策 地域 部 | " | 


総務 部 
5 | 学び を 通じ た 被災 地 の 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 費 276.079 | 教育 委員 会 


(3) 医療 、 福 祉 ・ 介 護 の 充実 


|No| " 事業 名 |5 算 领 (二 中 | 担当 部 局 
| 1 | 福祉 人 材 セ ンタ ー 運 営 事業 費 保健 福祉 部 | | 
介護 人 材 マ ッ チ ング 支援 事業 費 保健 福祉 部 | " | 
介護 人 材 確保 事業 費 保健 福祉 部 | " | 
| 4 | 地域 包括 ケア シス テム 基盤 確立 事業 費 保健 福祉 部 | | 
子育て 支援 対策 臨時 特例 事業 費 保健 福祉 部 | " | 
| 6 | 地域 リハ ビリ テー ショ ン 支 援 体制 整備 推進 事業 費 保健 福祉 部 | | 
医師 確保 対策 推進 事業 費 保健 福祉 部 | | 
| 8 | 勤務 医 勤務 環境 向上 支援 事業 費 保健 福祉 部 | | 
| 9 | 臨床 研修 医 定着 支援 事業 費 保健 福祉 部 | | 
| 10 | 地域 医療 医師 支援 事業 費 保健 福祉 部 | | 
在宅 医療 推進 費 保健 福祉 部 | | 
安心 と 希望 の 医療 を 支え る 看護 職員 確保 定着 推進 事業 費 保健 福祉 部 | | 
看護 師 等 修学 資金 貸付 金 保健 福祉 部 | | 
県 立 宮古 高等 看護 学院 施設 整備 事業 費 保健 福祉 部 | | 
医療 局 医師 奨学 資金 貸付 金 | 402000| 医療 局 | | 
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(4) 地域 公共 交通 の 確保 


1 | 公共 交通 利用 推進 事業 費 2.373 | 政策 地域 部 


三陸 鉄道 強化 促進 協議 会 負担 金 | 16.000 | 政策 地域 部 | | 
| 3 | 三陸 鉄道 運営 支援 対策 費 。 "” ” | 74079| 政 策 地 域 部 | | 
三陸 鉄道 安全 輸送 設備 等 整備 事業 費 補助 | 35.155 | 政策 地域 部 | | 
いわ て 銀河 鉄道 経営 安定 化 基 金 積立 金 | 100.000 | 政策 地域 部 | | 
| 6 | いわ て 銀河 鉄道 経営 安定 化 対策 費 | 19.569 | 政策 地域 部 | | 
バス 運行 対策 費 補助 | ”344,054 | 政策 地域 部 | " | 
| 8 | 地域 バス 交通 等 支援 事業 費 補助 ” " " 。 。 | 17510| 政 策 地 域 部 | | 
| 9 | 地域 公共 交通 活性 化 推進 事業 費 補助 | 15.000 | 政策 地域 部 | | 
三陸 鉄道 復興 地域 活性 化 支援 事業 費 補助 | 262.000 | 政策 地域 部 | | 
| 11 | 三陸 鉄道 活用 地域 の に ぎわ い 創 出 事業 費 ”  " | ”38,559 | 政策 地 域 部 | | 


(5) 人 づく り の 推進 ・ 教 育 の 振興 


INo|  " 事业 名 | 予算 額 ( 富 円 )| 担当 部 局 | 備考 | 
| 1 | 地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補助 " | 100800| 復興 局 | | 
| 3 | いわ て へ の 定住 交流 促進 事業 費 
| 4 | グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 
| 5 | 地域 人 づく り 事 業 費 | 112.988 | 商工 労働 観光 部 | | 
| 6 | いわ て 人 材 確保 支援 事業 費 | 23.230 | 商学 働 観光 部 ] | 
| 8 | 三次 元 設計 開発 人 材 育成 事業 費 商工 労働 観光 部 
| 9 | 建設 業 技術 者 育成 支援 事業 費 
教育 委員 会 
| 12 | グロ ー バ ル い わ て 推進 事業 費 ( 希 望郷 いわ て グロ ー バ ル 人 材 育 成 事業 ) 教育 委員 会 
| 13 | いわ て 高校 生 留 学 促進 事業 | 7.178 | 教育 委员 会 | | 
| 14 | 指導 運営 費 ( ス ー パ ー グ ロー バル ハイ スク ー ル 推進 事業 ) | 32.000| 教育 委員 会 | | 
| 15 | 指導 運営 費 (スー パー サイ エン スハ イス クー ル 非 常勤 講師 支援 事業 ) 教育 委員 会 | | 
| 16 | 特別 支援 学校 自立 活動 充実 事業 費 。 ”| 2991| 教 育 委員 会 | | 
| 17 | いわ て 未来 創造 人 サポ ー ト 事業 費 。 | 6661| 教 育 委員 会 | | 
| 18 | すこ や か サポ ー ト 推進 事業 費 | 158.129 | 教育 委員 会 | | 
| 19 | 教職 員 費 (学校 生活 サポ ー ト 推進 事業 ) 教育 委員 会 | | 
| 20 | いわ て の 学び 希望 基金 奨学 金 給 付 事業 費 教育 委員 会 | | 

教育 委員 会 

育 委員 


委员 会 | | 
(再 揭 ) 
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2. や り が いと 生活 を 支え る 所 得 が 得 ら れる 仕事 を 創出 し 、 人 口 の 社会 減 を 食い 止め る 施策 
(1) 商工 業 の 振興 、 雇 用 の 創出 


No| " 事業 名 " 。 | 予算 額 (円) 
114.849| 復興 局 | | 
| 
| 
| 4 | 地域 経営 推進 費 500.000 
環境 生活 部 

| 6 | いわ て 人 材 確保 支援 事業 費 | 23230 
| 7 | 県 外人 材 等 U・ タ ー ン 推進 事業 費 6,306 
| 8 | ジョ ブ カ フ ェ い わ て 管理 運営 費 


| 12 | 国際 経済 交流 推進 事業 費 
| 13 | 雲南 省 交 流 ・ 連 携 推進 事業 費 
自動 車 関連 産業 創出 推進 事業 費 
いわ て フー ドコ ミュ ニケ ーション 推進 事業 費 
22.581 
7.583 | 盛 罗 庄 域 振 册 局 | 
4.471 | 盛岡 広域 振興 局 | | 
14.001 | 盛岡 広域 振興 局 | | 
| 20 | 隶 南 应 域 圈 志 办 39 力 强化 计策 事业 费 | 7.210 | 県南 広域 振興 局 | | 
| 21 | 県 南 広域 圏 「 食 」 の 戦略 的 産業 育成 事業 費 | 6.149 | 県南 広域 振興 局 || | 
| 22 | 世界 遺産 平泉 魅力 向上 ・ 誘 客 拡大 事業 費 (再掲 ) 
23 | 沿岸 広域 圏 人 口 減少 対策 型 産業 復興 事業 費 沿岸 広域 振興 局 
24 | 沿岸 広域 圏 交 流 人 口 拡大 事業 費 沿岸 広域 振興 局 
| 26 | 北 い わ て 産業 振興 事業 費 ”  。 。 。 。 | 13.798 | 県 北 広 域 振興 局 | | 
7 | 北 い わ て 広域 観光 推進 事業 旨 | 6.305 | RAR | 
31.356 | 県 北 広域 振興 局 | | 
9 530,200 
0 148,318 
31 | 三陸 地域 資源 活用 観光 振興 事業 費 37,365 | 商工 労働 観光 部 
いわ て 人 台湾 国際 観光 交流 推進 事業 費 
3 
4 
5 pn 




















\ わ て の 住 文化 継承 事業 費 (空き 家 活 用 人 材 育 成 支援 事業 費 ) 
学校 ・ 地 域 の 協 働 に よる キャ リア 教育 推進 事業 費 
37 | 特別 支援 教育 推進 事業 費 (特別 支援 学校 キャ リア 教育 推進 事業 ) 
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(2) 農林 水産 業 の 振興 


| Ne.| 事業 名 担当 部 局 
| 1 | 地域 経営 推進 費 政策 地域 部 | (再掲 

| 2 | いわ て 6 次 産業 化 ネ ットワーク 活動 推進 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 3 | いわ て 6 次 産業 企業 化 促進 事業 費 補助 農林 水産 部 | | 
| 4 | いわ て 農林 水産 業 6 次 産業 化 推進 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 5 | いわ て ニュ ー フ ァ ー マ ー 支 援 事 業 費 農林 水産 部 | 。 | 
| 6 | 農山 漁村 いき いき チャ レン ジ 支 援 事業 費 | 699| 農林 水産 部 | | 
| 7 | 環境 と 共生 する 産地 づく り 確 立 事 業 費 農林 水産 部 | | 
| 8 | いわ て 農林 水産 ブラ ンド 輸出 促進 事業 費 農林 水産 部 | | 

いわ て 地域 農業 マス ター ブラ ン 実 胡 232,657 | 農林 水産 部 

| 9 | いわ て 地域 農業 マス ター プラ ン 実 践 支援 事業 費 | 232.657 | 農林 水産 部 | 。 | 
| 10 | 農業 経営 基盤 強化 促進 対策 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 11 | いわ て リー ディ ング 経営 体育 成 支援 事業 費 補助 農林 水産 部 | | 
| 12 | 中 山間 地域 等 直接 支払 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 13 | 鳥獣 被害 防止 総合 対策 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 14 | 園芸 産地 新生 プロ ジェ クト 推進 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 15 | いわ て 生ま れ ・ い わ て 育ち の 牛 づ くり 促進 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 16 | いわ て 発 元気 な 牛 飼い 女子 応援 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 17 | 中 山間 地域 総合 整備 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 18 | 農地 維持 支払 交付 金 農林 水産 部 | | 
| 19 | 資源 向上 支払 事業 費 農林 水産 部 | | 
| 20 | 森林 経営 実践 力 ア ッ プ 事業 費 農林 水産 部 | | 
高度 衛生 品質 管理 型 水産 物 生産 加工 体制 構築 支援 事業 費 農林 水産 部 
| 22 | 地域 再生 営 漁 計 画 推進 事業 費 農林 水産 部 
| 23 | 浜 の コミ ュ ニ ティ 再生 支援 事業 費 農林 水産 部 





浜 の 魅力 発信 ・ 体 感 ・ 発 見 事業 費 


(3) 移住 ・ 定 住 の 支援 


|No|  " 事业 名 | 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 | 備考 
いわ て 情報 発信 強化 事業 費 
(再掲 
(再掲 ) 
| 6 | 県 外人 材 等 U・! タ ー ン 推進 事業 費 (再掲 
23.230 | 商工 労働 観光 部 | (再掲 ) 
592.814 | 農林 水産 部 | (再掲 
6.149 (再掲 ) 
14.458 
浜 の 魅力 発信 ・ 体 感 ・ 発 見 事業 費 5.039 
沿岸 広域 圏 交 流 人 口 拡大 事業 費 12.159 
































3 6.305 (再掲 

4 31.356 (再掲 ) 
15 | 三陸 地域 資源 活用 観光 振興 事業 費 37.365 (再掲 ) 
いわ て 観光 キャ ン ペー ン 推 進 協議 会 負担 金 | 39522 | 商工 労働 観光 部 | " | 
| 18 | みち の く コ ン ベ ン ショ ン 等 誘致 促進 事業 費 | 1537 | 商工 労働 観光 部 | | 
いわ て 台湾 国際 観光 交流 推進 事業 費 
いわ て 花巻 空港 利用 促進 事業 費 

















kd 
草草 | 划 
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3. 社会 全体 で 子育て を 支援 し し 人口 の 自然 減 を 食い 止め る 施策 
(1) 出会い ・ 結 婚 ・ 妊 娠 ・ 出 産 の 支援 


子ども 、 妊 産婦 医療 助成 費 _ 。 | 7317727| 保健 福祉 部 ] | 
| 2 | いわ て の 子ども スマ イル 推進 事業 費 " "” 。 。 | 520060| 保健 福祉 部 | | 
男性 不妊 治療 費 助成 事業 費 | 2.220| 保健 福祉 部 | 
| 4 | 周 産 期 医療 対策 費 | 538.739| 保 健 福祉 部 | | 
| 5 | 特定 不妊 治療 費 助成 事業 費 | 116310| 保健 福祉 部 | | 
| 6 | 生涯 を 通じ た 女性 の 健康 支援 事業 費 | 6.462 | 保健 福祉 部 | " | 
| 7 | 妊娠 出産 包括 支援 事業 費 。  " 。 。 。 | 375| 保 健 福祉 部 | | 


(2) 子育て の 支援 


|No| "  。 事业 名 " | 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 
産休 等 代替 職員 設置 費 補助 保健 福祉 部 | | 
子育て 応援 推進 事業 費 保健 福祉 部 | | 
子育て サポ ー ト セン ター 管理 運営 費 保健 福祉 部 | | 
子育て 支援 対策 臨時 特例 事業 費 保健 福祉 部 | (再掲 
施設 型 給付 費 等 補助 保健 福祉 部 | | 
| 6 | 施設 型 給付 費 等 負担 金 保健 福祉 部 | | 
| 7 | 地域 子ども ・ 子 育て 支援 事業 交付 金 保健 福祉 部 | | 
| 8 | 子育て 支援 貞 研修 事業 費 保健 福祉 部 | | 
| 9 | 児童 福祉 施設 整備 費 ( 児 童 館 整 備 費 補助 ) 保健 福祉 部 | | 
10 | 児童 福祉 施設 等 整備 費 補助 (認定 こども 園 等 環境 整備 費 補助 ) 保健 福祉 部 | | 
児童 福祉 施設 等 整備 費 補助 (認定 こども 園 施設 整備 費 補助 ) 保健 福祉 部 | | 
子ども 、 妊 産婦 医療 助成 費 保健 福祉 部 | (再掲 
未熟 児 養 育 医 療 給付 費 保健 福祉 部 | | 
| 14 | 小児 慢性 特定 疾患 治療 研究 費 保健 福祉 部 | | 
| 15 | 小児 科 救急 医療 支援 事業 費 保健 福祉 部 | | 
| 16 | 小児 医療 施設 設備 整備 費 補助 保健 福祉 部 | | 


(3) 健康 ・ 長 生き の 支援 


INo| 事業 名 | 予算 額 ( 千 円 )| 担当 部 局 | 備考 | 

| 1 | 健康 いわ て 21 プ ラン 推進 事業 費 保健 福祉 部 | | 
2 1 胸 全 NS 10,950 建 福祉 部 

| 2 | 脳卒中 予防 緊急 対策 事業 費 | 10,950 | 保健 福 社 部 | | 

| 3 | 生活 習慣 病 重症 化 予防 推進 事業 費 保健 福祉 部 | | 
4 权 为 局 68,861 建 福祉 部 

| 4 | 自殺 対策 緊急 強化 事業 費 | ”68,861 | 保健 福祉 部 | | 
5 バ ん 診療 連携 拠点 病院 機能 122,321 建 福祉 部 

| 5 | が ん 診療 連携 拠点 病院 機能 強化 事業 費 補助 | 122,321 | 保健 福 社 部 | | 
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(参考 資料 2 平成 26 年 11 月 26 日 実施 政府 要望) 


平成 26 年 11 月 26 日 


岩手 办 知事 巡 增 拓 cz 也 
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3 


使途 の 自由 度 の 高い 交付 金 等 の 創設 …… ド ドド ドド ドド ドド ーー 
地方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 
東日本 大 震 災 津 波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 を 応用 し た 取組 


上 個別 事項 


地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 

乳幼児 医療 費 助成 等 の 全国 一 律 化 
妊産婦 ケア 体制 の 整備 

贈与 税 の 非課税 緩和 

不利 益 取 り 扱い 禁止 の 徹底 

男性 が 家事 ・ 育 児 に 参加 し や すい 働き 方 へ の 転換 
子育て し や すい 働き 方 の 促進 

育児 休暇 後 の キ ャ リア アッ プ 


II-2 社会 減 対 策 


12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 


高等 教育 機関 の 地方 分 散 

地方 大 学 へ の 支援 

企業 の 本 社 機能 の 移転 

地方 自治 体 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 
創業 へ の 支援 

国際 交流 人 口 の 拡大 

速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 利 用 促進 の 支援 
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人 入口 減少 問題 対策 に 関す る 岩手 県 か ら の 妥 掌 ・ 提 言 


岩手 県 の 人 口 は 、 平成 9 年 以降 減少 を 続け て お り 、 人 口 減少 問題 
は 、 長 年 県 政 に お ける 重要 課題 の 一 つと な っ て いま す 。 


この た め 、 本 県 で は 、 平成 21 年 度 に 策定 し た 「 い わ て 県 民 計 画 」 
に お いて 「 地 域 活力 の 低下 を も た ら す 人 口 の 社会 減 を 減ら す 」 こ と 
を 政策 推進 目標 の 一 つ に 掲げ 、 雇用 ・ 労 働 環 境 の 整備 を は じ め 、 関 
運 の 施策 に 取り 組ん で いる と ころ で す 。 





本 年 5 月 、 日 本 創成 会 議 ・ 人 口 減少 問題 検討 分 科 会 の 「 ス トッ プ 
少子 化 ・ 地 方 元気 戦略 」 が 公表 され 、 政府 に お いて も 「 ま ち ・ ひ と ・ 
し ご と 創 生 本 部 」 を 設置 され まし た が 、 本 県 と し て も 、 人 口 減少 に 
対す る 取組 を 更に 強力 に 推進 する た め 、 知事 を 本 部 長 と する 人 口 問 
題 対策 本 部 を 立ち 上 げ 、 先 般 、 若年 層 の 人 口 流出 対策 な ど 、 早 急 か 
つ 重 点 的 に 取り 組ま な けれ ば な ら な い 施 策 に つい て 「 人 口 問題 に 関 
する 中 間 報 告 ] と し て 取り まとめ た と ころ で す 。 





人 口 減少 に 対し て は 、 我々 地方 が 創意 工夫 の 下 、 子育て 支援 や 定 
住 促 進 、 雇用 の 場 の 創出 に 取り 組む こと は も ちろ ん 、 国 ・ 県 ・ 市 町 
村 ・ 国 民 が 一 丸 と な っ て 、 取 り 組 む 必 要 が あり ます 。 


まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 に お いて は 、 人 口 減少 克服 の 基本 的 
視点 と し て 、(1 ) 若い 世代 の 就労 ・ 結 婚 ・ 子 育て の 希望 の 実現 、 
(2 ) 「 東 京 一 極 集 中 」 の 歯止め 、(3) 地域 の 特性 に 即 し た 地域 課 
題 の 解決 、 を 揚げ て お り ま す が 、 総 合戦 略 の 策定 に 当たっ て は 、 地 
方 の 意見 を 踏ま を え を 、 こ れ ま で に な い 抜 本 的 な 取組 の 実施 を 盛り 込ん 
で いた だ きま す よ う 、 次 の と お り 有 要望 ・ 提 言 し ます 。 
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I 全般 的 事項 


使途 の 自由 度 の 高い 交付 金 等 の 創設 


要望 事項 タ 
人 口 減少 が 進む 地域 は 、 財 政 力 が 弱い 自治 体 が 多く 、 全 国 で 、 人 口 減少 対策 に 取 
り 組 ん だ 場合 、 財 政 面 か ら 施策 の 実行 力 に 差 が つき 、 財 政 力 の 弱い 地方 か ら の 人 口 
流出 に ます ます 折 車 が か か る こと が 懸念 され ます 。 
人 日 減 少 が 進む 地方 の 自治 体 が 、 地 方 独自 の 取組 を 行う 
の 高い 交付 金 の 創設 な ど 、 最 大 限 の 財政 的 な 支援 を 行う よ 










































































場合 に 活用 で きる 自 
う 要 望 し ます 。 











【 現 状 と 課題 】 

〇 都 道 府 県 の 財政 力 と 人 口 移 動 の 関係 を みる と 、 財政 力 の 弱い 都 道 府 県 ほ ど 人 口 の 転出 率 が 
が わか る 。 

(%%) 転入 超過 率 ※ 都 道 府 県 の 財政 力 と 人 口 移 動 の 関係 




















財政 力 の 弱い 都 道 府 県 ほ ど 転出 超過 率 が 高い 

















る 神奈 川 県 
る 福岡 県 る 愛知 県 




















財政 力 指 数 平均 0.46 








※ 転 入 超過 率 :H25 転 入 超 過 数 /H25 日 本 人 人 口 x100 (負数 で あれ ば 転出 超過 率 ) 財政 力 指数 (H24) 


これ まで も 、 NN 人 日 減少 対策 に 取り 組ん で きた と ころ で ある が 、 今後 、 全 国民 
人 口 減少 対策 に 取り 組ん だ 場合 、 財 政 力 の 弱い 自治 体 か ら ま すま す 人 口 が 流出 する 恐れ が 高く 、 人 
流出 が 進む 地域 に 配慮 ee こと 。 







































































































































































【 県 担当 部 局 】 政策 地域 部 政策 推 人 
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2 地方 重視 の 経済 財政 政策 の 実施 


《要 和 望 事 项 >》 
地方 の 人 口 は 、 地 方 と 全国 の 経済 状況 の 差 が 大 きい 場合 に 社会 減 が 拡大 する 関係 
見 られ る と ころ で あり 、 地 方 重視 の 経済 財政 政策 を 実施 する よう 要望 し ます 。 


























【 現 状 と 課題 】 

〇 本 県 の 人 口 の 社会 減 は 、 有 効 求人 倍率 が 全国 平均 を 上 回 る 場合 に 減少 し 、 下 回 る 場合 に 拡大 する 傾 
向 が ある 。 

これ は 、 地 方 独自 の 雇用 対策 の 施策 に 加え 、 国 が 経済 対策 を 実施 し た こと の 影響 が 大 きく 、 人 口 流 

状況 に ある (1981 年 か ら の 累積 で 社会 減 と な っ て いる ) 32 の 都 道 府 県 の うち 、8 割 以上 に あたる 
団体 が 、 同 様 の 傾向 を し て いる 。 


本 過去 30 年 間 の 岩手 県 の 社会 増減 数 と 有効 求人 倍率 全国 差 の 推移 


バブ ル 崩 壊 329 アジ ア 通 貨 危機 IT パブ ル 削 壊 世界 金融 危机 




























































































































































































7 12 17 
(1995) (2000) (2005) 
本 ョ ョ 有効 求人 倍率 の 岩手 と 全国 の 差 ( 三 岩手 一 全国 、 右 目盛) 









































相関 関数 : 0.72 
ャ ーーーーー テ ーーーーー ィ -0.4 


ドコ 26 
(2010) (2014) 


昭和 58 60 平成 2 
(1983) (1985) (1990) 

















ーー 社会 増減 数 ( 諾 目盛 ) ※H26 は 、 年 間 の 有効 求人 倍率 が な いた め 、 直 近 9 月 期 数值 
※H26 の 社会 増減 数 は 、 本 県 独自 の 推計 値 

本 県 の みな ら ず 、 地 方 部 に お ける 人 口 の 社会 増減 は 、 国 の 経済 政策 に よる と ころ が 大 きく 、 東 京 一 

極 集 中 を 是正 し 、 地 方 の 人 口 流出 を 防ぐ た め に は 、 国 に よる 大 胆 な 経済 政策 が 不可 欠 で ある 。 

































































【 県 担当 部 局 】 政 策 地 域 部 政策 推進 室 
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3 東日本 大 岩 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 を 応用 し た 取組 


を 提言 事項 タ 
東日本 大 震 災 津波 の 発生 に より 、 本 県 沿岸 部 か ら 多 く の 人 口 が 流出 し まし た 。 震 
災 か ら の 復旧 ・ 復 興 政 策 は 、 ふ る さと を 離れ た 住民 を 戻し 、 ふる さと を 維持 する た 
め の 政策 で あり 、 人 口 減少 対策 と し て も 効果 的 な 政策 が あり ます 。 
震 災 復興 を 目的 と し て 実施 し て いる グル ー プ 補助 金 や 事業 復興 型 雇用 創出 事業 
の よう な 大 胆 な 政策 を 、 人 口 減少 に 悩む 地方 に お いて 実施 する よう 提言 し ます 。 



















































































【 現 状 と 課題 】 
〇 _ 岩 人 災 対 応 の た め に 実施 し て いる 国費 に よる 代表 的 な 事業 と 地方 劉生 に 資す る ポイ ント 
省庁 名 代表 的 な 事業 名 地方 創 生 に 資す る ポイ ント 






























































府 N PO 等 に よる 復興 支援 | N PO 等 の 財政 基盤 の 強化 や ソー シャ ルビ ジネス の 創出 

事業 に よる 雇用 拡 ブ 
「 新 し い 東 北 」 先導 モデ ル | 幅広 い 担い 手 
事業 組 を 支援 し 、 























































































































復興 支援 上 員 制 度 外部 人 材 の 活用 
援 等 を 通じ た 、 
プロ ジェ クト 研究 調査 事業 | 東北 に お ける I LC を 核 と し た 国際 
(I LC 計画 の 調査 検討 費 ) | に よる 産業 の 活性 化 や 研究 機関 の 連 
復興 教育 支援 事業 郷土 を 愛 し 、 そ の 復興 ・ 発 展 を 支え る 人 材 の 吾 成 
事業 復興 型 雇用 創出 事業 | 安定 的 か つ 地 域 の 中 核 と な る 産業 や 経済 の 活性 
る 



































































































































































































































1 の 創出 
共同 利用 漁船 等 復旧 支援 対 「 規 就業 機会 の 拡大 や 高齢 者 
策 事 業 る 経営 の 効率 化 
















































































え 小 | 泻 


























中 小 企業 組合 等 施設 等 災害 ルー プ 事 業者 の 新 分 野 進出 な どの 促進 、% 
復旧 事業 (グル ー プ 補助 ) 或 の 雇用 維持 
津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇 P 核 と な る 企業 の 拡大 強化 に より 、 地 元 企 

用 創出 企業 立地 補助 金 | 拡大 が 見 込ま れる こと に よる 産業 集積 の 加速 1 
復興 道路 、 復興 支援 道路 等 | 速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク A よる 地域 産 
の 整備 振興 及び 炎 害 時 等 に お ける 確実 な 緊急 輸送 や 代替 機 
確保 









































































































































































































































国際 的 研究 拠点 構築 事業 / | 過疎 化 の 進む 漁村 部 や 離島 な ど に お ける 新た な 産業 ・ 
(内 阅 官 房 海 洋上 ウィ ンド ファ ー ム 事業 | 出 






























































【 県 担当 部 
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II 個別 事項 


目 然 減 対策 


4 地域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 
少子 化 の 要因 と し て あげ られ る 未婚 化 、 晩 婚 化 対 策 と し て 、 出 会 い の 場 の 創 | 
や 結婚 支援 に 積極 的 に 取り 組む 必要 が あり 、 地 域 少子 化 対策 強化 交付 金 の 恒久 化 、 
対象 範囲 の 拡大 な ど 、 自 由 度 の 高い 継続 的 な 財政 文 援 を 行う よう 要望 し ます 。 


















































乳幼児 医療 費 助 成 等 の 全国 一 律 化 

乳幼児 や 子ども の 医療 費 助 成 は 、 市 町 村 の 財政 力 の 差 な ど に より 助成 額 に 差 が 
見 られ る 状況 で あり ます が 、 本 来 、 医 療 費 助成 等 は 全国 どこ の 地域 に お いて も 同 
等 な 水準 で ある べき で あり 、 地 方 の 財政 力 に より 差 が つか な いよ う 、 十 分 な 支援 
制度 の 創設 を 要望 し ます 。 






































6 妊産婦 ケア 体制 の 整備 

妊産婦 に 対す る ケア の 有無 は 、 第 2 子 、 第 3 子 の 出産 に 対す る 影響 が 少な か ら 
ず 存 在 す る と ころ で あり 、 市 町 村 が 行う 妊産婦 ケア 拠点 の 設置 、 人 材 の 確保 ・ 育 
成 等 に 対す る 既存 補助 制度 の 要件 を 緩和 する な ど 、 地 域 の 実情 に 応じ て 取り 組む 
こと が で きる 、 自 由 度 の 高い 仕組 み と す る よう 要望 し ます 。 







































































7 贈与 税 の 非課税 緩和 

結婚 や 子育て の 経済 的 負担 を 軽減 し 、 子 ども を 産み 育て られ る 社会 づく り を 実 
現す る た め 、 高 齢 者 か ら 子 ・ 係 世代 へ の 結婚 ・ 子 育て に 対す る 贈与 金銭 に つい て 、 
贈与 税 の 非課税 制度 の 要件 緩和 や 手続 の 簡素 化 、 対 象 資 金 の 拡充 な ど に 取り 組む 
よう 要望 し ます 。 





























8 不利 益 取り 扱い 禁止 の 徹底 
妊娠 ・ 出 産後 の 円 滑 な 職場 復帰 は 、 女 性 の キャ リア 形成 の た め に 不可 欠 で あり 、 
育児 休暇 、 看 護 休 暇 の 取得 促進 、 妊 娠 ・ 出 産 に よる 不利 益 取扱 い の 禁 止 の 徹底 な 
ど に つい て 、 こ れ ま で 以上 に 力 を 入れ て 取り 組む よう 要望 し ます 。 
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9 男性 が 家事 ・ 育 児 に 参加 し や すい 働き 方 へ の 転換 
女性 が 第 2 子 、 第 3 子 を 出産 する 動機 の 一 つ に 、 夫 の 育児 参加 の 有無 が あげ ら 
れ て お り 、 時 短 勤 務 な ど 男 性 が 家事 ・ 子育て に 参加 し ゃ すい 働き 方 の 普及 や 制度 
の 創設 に 取り 組む よう 要望 し ます 。 






























































10 子育て し や すい 働き 方 の 促進 

子育て 世代 の 若者 が 、 子 育て に 関わ る 時 間 を より 確保 で きる よう 、 多 様 で 、 自 
人 こ 、 積 極 的 な 導入 を 図る よう 
要望 し ます 。 





















































11 育児 休暇 後 の キ ャ リア アッ プ 

ぎ 児 休暇 後 の 復 職 や 再 就 職 を 支援 する た め 、 職 業 訓練 の 充実 を 図る と と も に 
スキ ル ア テッ プ 、 キ ャ リア アッ プ 制 度 を 設け る 事業 所 に 対す る 財政 支援 を 講じ る な 
ど 、 出 産後 の 女性 の 社会 参加 を 促進 する 体制 を 整備 する よう 要望 し ます 。 
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= 
社会 減 対策 
= 


12 高等 教育 機関 の 地方 分 散 

全国 に は 775 の 大 学 が あり ます が 、 そ の 多く は 大 都市 圏 に 集中 し て お り 、 地 方 
で 希望 する 分 野 を 学ぶ こと が で き な い 若者 が 大 都市 に 集中 し て いる 状況 で す 。 
大 学 の 自主 性 を 尊重 し つつ 、 地 域 バ ラン ス に 配慮 し た 大 学 定員 の 考え 方 の 導入 
や 地方 へ の 大 学 キ ャ ン パ ス 移 転 促進 の た め の 支 援 策 の 創設 な ど 、 高 等 教育 機関 の 
分 散 に つい て 検討 する よう 要望 し ます 。 















































13 地方 大 学 へ の 支援 

地方 大 学 は 各地 方 の 進学 ニー ズ に 沿っ て 開設 され 、 有 為 な 人 材 の 輩出 と 地方 の 
活力 創出 に 貢献 し て きま し た 。 

地方 に お ける 大 学 の 役割 は これ まで に 増し て 重要 で あり 、 優 秀 な 教員 の 確保 や 
研究 費 の 増額 、 大 学 が 行う 地域 活性 化 へ の 取組 支援 な ど 地 方 大 学 の 魅力 を 高め る 
施策 に 取り 組む よう 要望 し ます 。 
























































14 企業 の 本 社 機能 の 移転 
地方 に お いて は 、 企 業 の 本 社 機能 や 事務 系 企業 が 少数 で ある と と も に 、 人 研究 開 
発 や も の づく り 等 の 技術 系 人 材 を 雇用 する 企業 が 不足 し て お り 、 若 者 の 求職 ニー 
ズ を 満た せな い 状 況 に あり ます 。 
企業 の 本 社 機 能 や 、 大 学 、 研 究 機関 等 の 地方 移転 を 促す 政策 誘導 を 行い 、 こ れ 
ら の 地方 分 散 が 図ら れる よう 要望 し ます 。 























15 地方 自治 体 が 行う 企業 誘致 制度 へ の 支援 
地方 自治 体 が 企業 誘致 の た め に 行う 固定 資産 税 や 法人 事業 税 の 減免 に つい て 、 
交付 税 の 減収 科 て ん 期間 を 延長 する な ど 、 有 効 な 財政 文 援 を 講じ る よう 要望 し ま 
す 。 
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16 創業 へ の 支援 

若者 の 地元 で の 起業 に 対す る チャ レン ジ は 、 人 口 が 減少 する 地域 の 経済 活性 化 
等 に 資す る も の で あり 、 行 政 と し て も 支援 を 行う 必要 が あり ます 。 

I 本 系 を は じ め 一 定 の 技術 を 持つ 人 材 が UI ター ン し 、 新 規 創業 等 を 行う 取組 を 
支援 する た め の 基 人 金 造成 や 助成 制度 の 創設 に つい て 検討 する よう 要望 し ます 。 




































































17 国際 交流 人 口 の 拡大 

定住 人 口 の 減少 を 観光 に よる 国内 外 か ら の 交流 人 口 の 拡大 に より 補う こと は 、 

地域 社会 の 活力 を 維持 する 上 で 必要 な 方 策 で あり 、 特 に 日 本 人 の 観光 需要 の 減少 

を 外国 人 に よる 需要 で 補っ て いく こと が 重要 で す 。 

在 、 訪 日 観光 客 の 増加 は 都市 部 に 集中 し て いる こと か ら 、 外 国人 観光 客 の 地 

方 へ の 誘客 を 積極 的 に 行い 、 交 流 人 口 の 拡大 を 支援 する よう 要望 し ます 。 
特に 東北 地方 の 外国 人 観光 客 は 、 い まだ に 震 災 前 の 6 割 の 水準 に と ど ま っ て お 

り 、 東 北 地方 へ の 誘客 に つい て 重点 的 に 取り 組む よう 要望 し ます 。 















































































































































18 速達 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク 整備 ・ 利 用 促進 の 支援 
二 地 域 居住 や 介護 の た め の 休 日 移動 な ど 、 新 し い 居 住 の 仕組 み の 促 進 や 地域 産 




















業 を 活性 化す る た め 、 都 市 間 交 流 ・ 連 携 を 阻害 し て いる 陰 路 を 解消 し 、 短 時 間 で 
結ぶ 速達 性 の 高い 道路 整備 を 行う と と も に 、 高 速 道路 利用 者 の 負担 を 軽減 する 施 
策 に 取り 組む よう 要望 し ます 。 
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(参考 資料 3) 本 報告 まで の 検討 経過 





































































































































































































































































































(開催 経緯) ( 主 な 議題 ) 
5/ 8 第 1 回 人 口 問題 研究 会 ・ 人 口 に 関す る 各種 情報 の 共有 に つい て 
6/10 第 2 回 人 日間 題 研 究 会 ・ 人 口 減少 の 課題 及び 施策 例 に つい て 
・ 検 討 を 進め る 重点 分 野 の 選定 に つい て 
6/17 第 1 回 人 口 問題 対策 本 着 ・ 本 県 に お ける 人 口 の 動向 に つい て 
・ 人 口 問題 研 究 会 に お ける 検討 状況 に つい て 
7/22 第 3 回 人 口 問題 研究 会 ・ 県 内 市 町 村 に お ける 人 口 の 動向 に つい て 
・ 重 点 施策 の 検討 
7/25 第 2 回 人 口 問題 対策 本 部 ・ 重 点 施策 の 検討 
7/28 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 設 軒 
8/ 8 第 4 回 人 口 問題 研究 会 ・ 県 ・ 市 町 村人 口 問題 連絡 会 議 に つい て 
・ 重 点 施策 の 継続 検討 
9/ 8 第 5 回 人 口 問題 研究 会 ・ 重 点 施策 の 継続 検討 
9/12 第 3 回 人 口 問題 対策 本 部 ・ 重 点 施策 の 継続 検討 
9/18 第 6 回 人 口 問 題 研究 会 ・ 中 間 報 告 案 検 対 
9/25 第 4 回 人 口 间 题 对 策 本 部 中 間 報 告 
10/10 第 7 回 人 口 問 題 研究 会 取り まとめ に つい て 
10/30 第 5 回 人 口 問題 対策 本 部 ・ 市 町 村 と の 意見 交換 に つい て 
11/ 5 第 8 回 人 口 問題 研究 会 ・ 国 の 動向 等 に つい て 
12/12 第 9 回 人 口 問題 研究 会 ・ 報 告 書 ( 案 ) に つい て 
12/25 第 6 回 人 口 問題 対 策 本 音 中 間 報 告 に 対す る 各 方 面 か ら の 意見 に つい て 
1/ 9 第 10 回 人 口 間 題 研究 会 ・ 報 告 書 構成 に つい て 
2/ 9 「 人 口 間 題 に 関す る 報告 ( 案 ) 」 決 定 
※ 内 部 機関 
検討 グル ー プ バー…… 人 口 間 題 研究 会 の 中 に 設置 し 、 研 究 会 で 設定 し た 重点 施策 の 
集中 的 な 検討 を 担当 
ワー キン ググ ルー プ …… 人口 間 題 研究 会 の 下 に 設置 し 、 デ ー タ の 取り まとめ や や 各種 資料 
の 整理 等 を 担当 
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